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（参考）「総合計画」の構成 

 

「総合計画」とは、平成 23（2011）年に制定した「京都府行政運営の基本理念・

原則となる条例」第４条の規定により、京都府のめざす方向性を将来構想、基本計

画等の形で明らかにするものです。京都府総合計画は、「将来構想」と「基本計画」、

「地域振興計画」によって構成しています。 
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１．これまでの経緯 

 

府政の羅針盤ともいうべき「京都府総合計画」については、計画期間を１年前倒し、令和４

年 12月に改定したところです。 

 

今から 4 年前、新型コロナウイルス感染症の拡大を抑制するため、不要不急の外出・移動

の自粛や飲食店等に対する営業時間短縮の要請などが行われていました。また、社会経済情

勢の停滞が、非正規雇用などの社会的に弱い立場の方々の生活により大きく影響していまし

た。 

さらに、令和４年２月に発生したロシアによるウクライナへの侵攻では、健やかな暮らしの前

提である平和が脆くも失われる様子を目の当たりにすることとなりました。 

 

こうした状況を踏まえ、「人と人との絆や交流」「府民の皆様や地域との信頼関係」「社会的

に弱い立場にある方々に寄り添うこと」などの重要性を改めて認識し、「安心」「温もり」「ゆめ

実現」の３つの視点に基づき、「あたたかい京都」づくりを目指すこととしたところです。 
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２．社会経済情勢の変化 

 

他方で、社会経済情勢は大きく変化しつつあり、これまでの取組の成果と課題も踏まえなが

ら、「あたたかい京都」の上に、この間の変化に対応した新たな京都の姿を描かなければなり

ません。 

 

 

我が国最大の構造的課題ともいうべき人口減少は一層深刻化し、例えば、地域コミュニティ

の希薄化、地域のスーパーマーケットの閉店や、住民の重要な移動手段である地域交通の減

便、伝統産業やエッセンシャルワーカーをはじめとする、あらゆる分野における担い手不足など、

日々の暮らしや事業活動に影響が生じています。また、相次ぐ小中学校の閉校、合併・統合な

ど教育環境にも大きな変化が生じています。 

 

 

令和5年7月に、グテーレス国連事務総長は「地球温暖化の時代は終わり、地球沸騰化の

時代が到来した」と表現しましたが、気候変動は、災害の激甚化・頻発化に加え、自然景観や

農林水産物、伝統産業の原材料に大きな影響を与えています。また、酷暑日などの極端な高

温の増加により、熱中症などが増加するとともに、子どもたちが屋外で遊び、学ぶことが難しく

なりつつあります。 

 

 

AI による技術革新は、これまでの技術の進歩とは次元を異にする深度と速度で、人々の暮

らしを変えつつあります。AGI（汎用人工知能）の到来が予測されている中、人類が新たな地

平に到達する可能性が示唆されている一方、人間のあり方そのものが問われています。また、

一夜にして変化する雇用や安全保障を巡る環境、瞬く間に伝播するフェイク情報など、ＡＩは、

人と人との関係、働き方、学び方、創造のあり方を急速に変容させています。 

 

 

中東情勢の緊迫化などの国際情勢の不安定化は、一時的なショックではなく継続的な課題

となっており、エネルギー価格の高騰やサプライチェーンの分断など、私たちの暮らしや事業

活動にも直接的かつ継続的な影響を与えています。 
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これらの変化によって、社会の不確実性が高まり、人々の置かれる環境や価値観が多様化

する中で、世代、国籍、文化的背景、価値観などをめぐる社会の分断が顕在化しつつあります。

デジタル技術の普及は、接する情報が偏るフィルターバブルや同質的な意見が増幅するエコ

ーチェンバーなど、人と人とのつながりや地域社会の支え合いといった他者への共感や相互

理解を弱めているとの指摘もなされています。 

 

 

また、文化や自然が本来持つ意味や背景への理解が十分に継承されないまま、その外形だ

けが消費されることへの懸念もあります。神社仏閣、街並み、伝統産業、食文化、祭礼などが、

単なる観光資源や商品としてのみ受け止められるならば、京都の持つ根源的な価値や魅力は

次第に痩せ細っていく恐れがあります。  
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３．精神性の宿る京都の営み  

 

京都は、南北に長く、それぞれの地域に国内外を魅了する多様な魅力の源泉が存在します。

山紫水明の景観と恵みを生み出す豊かな自然、神社仏閣や歴史的建造物、文化芸術、華道・

茶道や食などの生活文化、全国トップレベルの知の集積、伝統産業から先端ものづくり産業ま

での幅広い産業。これらの魅力の源泉は、悠久の歴史の中で受け継がれ、育まれてきたもの

です。 

 

 

例えば、先人たちは、自然をともに生きるものと受け止め、自然の恵みと厳しさの双方に向き

合う中で、四季折々の草花、丹後の海、丹波の森、山城の茶畑、里山の営みなどに、季節の移

ろいの美や命の循環の力強さを見出してきました。 

こうした心根は、一輪の花や一本の枝に、草木の生命の輝きと季節の移ろいを見いだす華

道にも息づいています。花をいけるという営みは、自然を切り取り、飾ることにとどまらず、限り

ある命と向き合い、その一瞬の姿に心を寄せる行為でもあります。 

 

 

また、府内各地にある神社仏閣は、宗教施設としての役割に留まらず、人々が心を整え、自

然と向き合い、過去と未来を結び付ける場として、今日まで受け継がれてきました。神社仏閣

をよりどころに行われる祭礼や年中行事は、地域の人々が同じ時を過ごし、同じリズムを共有

し、世代を超えて地域の記憶をつなぐ機会でもあります。 

 

 

このように、長い歳月の中で、自然と向き合い、人と人との関係を結び、学び、働き、創り、受

け継いできた営みの積み重ねとして、自然の移ろいを感じ取る心、目に見えない価値を大切に

する姿勢、日々の暮らしの中に美や意味を見いだす感性、そして人と人とが互いに支え合いな

がら生きる知恵を含む精神文化である、「京都の精神性」が形作られてきました。 

 

 

京都では、市井の所作、言葉遣い、食、音、香り、道具、街並み、人と人との間合いなどの営

みの中に、京都の精神性を感じ取ることができます。 
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このような精神性の宿る京都の営みこそが、国内外の人々を魅了してやまない京都の本質

的な力です。そしてまた、その精神性が、自然、文化、産業、学術、地域社会といったそれぞれの

地域が有する多様な魅力の源泉を、個性を受け入れながら和をもって繋ぎ合わせるとともに、

それらを磨き上げ、時代を超えて新しい価値を生み出してきました。 

 

 

先人たちは、京都の精神性を生み出し、引き継ぐ工夫を重ねてきました。 

人間は、情報を交換するだけの存在ではありません。顔を合わせ、同じ場に身を置き、共に

食し、語らい、時に沈黙を分かち合うことによって、相手の心の動きに気づき、信頼を育み、新

たな創造へと向かう存在です。こうしたことを踏まえ、先人たちは、人と人とが出会い、語り合い、

互いの違いを受け止めながら新しい関係を育む「社交・交流」の場を幾重にも重ねることによ

って、京都の精神性を育み、伝えてきました。 

 

 

加えて、京都には、府域の至る所で人々が、それぞれの役割や志を持ちながら社会と関わり、

その営みの中に生きる意味や喜びを見いだしてきた歴史があります。 

農林水産業に携わる人、伝統産業を支える匠、地域コミュニティを守る人、福祉や医療、教

育を担う人、文化芸術を創造する人、研究やものづくりに挑む人、新たな事業を起こす人、家

庭や地域で日々の暮らしを支える人など、京都の精神性は、そうした一人ひとりの営みによっ

て受け継がれてきました。 

 

 

近年、世界においても、日本語の「生きがい」という考え方への関心が高まっています。生き

がいとは、単に仕事の成功や経済的な豊かさを意味するものではありません。自分の存在が

誰かとつながっていること、自らの役割を実感できること、日々の暮らしの中に小さな喜びや誇

りを見いだせること、そして未来に向かって何かを学び、挑戦し続けることの中に、人生の意味

を感じる考え方です。 

 

 

こうして見れば、社会経済情勢が大きく変化しつつある中においても、京都の精神性を次世

代に伝えるため、過去から受け継がれてきた伝統を静かに保存することに留まらず、社交・交

流の場において重層的な交わりを持ちながら、一人ひとりが生きがいをもって未来に挑戦する

京都であり続けなければいけません。  
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４．「わくわくする京都」の実現 

 

今、私たちに求められているのは、代々受け継いできた魅力の源泉を、懐古的に守るだけで

はなく、その背後にある意味、物語、祈り、関係性といった京都の精神性をこれからの時代にふ

さわしい形で育て直し、次世代へ伝えていくことです。 

 

 

京都の精神性をつないできたのは、その時々に京都に住まい、京都に結び付いてきた先人

たちです。その営みは、勇気を出してチャレンジしたその先に、あるいは未知との出会いや新た

な体験の先に祖先から引き継いだ価値を磨き上げることもあれば、自分の足元や周囲を見つ

め直すことで、これまで当たり前のように身近にあった価値に改めて気づかされることもあった

はずです。 

 

 

いずれにおいても共通していることは、その営みの瞬間に、先人たちは「わくわく」し、喜びや

充実感に満たされていた、ということはないでしょうか。 

 

 

「わくわく」を感じる瞬間は、お一人おひとりによって異なります。けれども、京都には、千年を

超える歴史の中で培われてきた、一時的な高揚感や消費される楽しさだけではない、静かで

ありながらも真・善・美を求める永続的な「わくわく」があります。 

 

 

－  豊かな自然と共に生き、暮らしの中で四季折々の移ろいを感じながら、ゆったりとした時

間の流れの中で、多様な個性の響き合いを楽しむ。 

 

－  手塩にかけて育てた木材が、匠の技によって神社仏閣に用いられ、永く愛され、次の世代

の祈りや誇りへとつながっていく。 

 

－  子どもたちが地域の祭りや自然、ものづくり、文化芸術に触れ、自分たちの暮らす地域に

誇りを持ち、未来の担い手としての自覚を育んでいく。 

 

－  高齢者が長年培ってきた知恵や経験を地域で活かし、若者や子どもたちと交わりながら、

自らの役割と生きがいを実感して暮らしていく。 
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－  自然、文化、地場産業などの地域が育んできた魅力が結び目となり、住民と国内外の

人々が出会い、語り合い、地域の暮らしがさらに豊かなものになる。 

 

－  アカデミアの知や京都企業の技術を活かしながら、年齢や性別に関わらず誰もが挑戦で

き、生み出されたイノベーションが次の挑戦へとつながっていく。 

 

 

これらの「わくわく」の根底には、安心感が不安な気持ちを上回り、安心の上に期待感が生

まれるという構造があります。人は、不安に押しつぶされているときには、他者と出会い、学び、

挑戦する力を十分に発揮することができません。だからこそ、府民の皆様の暮らしの安心・安

全を守ることは、あらゆる政策の土台です。 

 

 

京都には、こうした安心感の先にある「わくわく」を生み出す工夫に溢れています。例えば、

互いの振る舞いを予測・理解できるようにする「型」や「作法」の存在は、相手を尊重し、程よ

い距離を保ちながら、安心して同じ場を共有するための知恵です。 

 

 

茶道においては、特定の型や作法にしたがって、場が整えられ、居ずまいを正して亭主と客

人が同じ時を共有します。その安心感の上に、設え、道具、菓子、掛け軸、庭の景色などを通じ

て、季節や相手への思いを汲み取ることによって、新たな交流を生み出してきました。 

 

 

また、地蔵盆においては、町内を挙げて準備を整え、ともに時を過ごす中で、子どもたちや新

たに地域に加わった人々が、その地域に受け継がれてきた型や作法と言うべき風習に触れ、

安心感と帰属意識をもってコミュニティの一員となってきました。 

 

 

こうした安心感を生み出す京都文化の型や作法を大切にしながら、安心の土台の上に、人

とのつながりが生まれ、自分の役割を実感し、新しい出会いや学びに心が動き、未来に向かっ

て一歩を踏み出したくなる。この、安心、多様性とつながり、挑戦と創造によって生まれる、前向

きな生命感が京都ならではの「わくわく」であると考えます。 
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５．京都が実現したい 2040年の姿 

 

私たちは、「あたたかい京都」の上に、この間の社会経済情勢の変化を踏まえ、「安心」「は

ぐくみ」「輝き」の３つの視点に基づき、子どもから、若者、現役世代・子育て世代、お年寄りま

で、誰もが安心の土台の上で人とつながり、自らの役割と生きがいを実感し、未来に向かって

挑戦できる「わくわくする京都」をつくり上げるべく、新しい総合計画を策定することといたしま

した。 

 

 

具体的には、それぞれの地域において京都の精神性が受け継がれ、地域に誇りを持つこと

ができるとともに、独自の精神性によって世界を魅了し続ける「わくわくする京都」を実現する

ための 2040年の姿として、以下の４つを提示します。 

 

 

 

【安心】 

 

❶安心・安全が実感できる京都府 

安心・安全は、あらゆる活動の土台となるものであり、府内どの地域においても、府民 

の皆様が健やかに暮らし続けることができる京都府を目指します。 

〔対応する未来像〕 

未来像①：住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる京都 

未来像②：災害や犯罪等からの安心・安全な京都 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本計画の取組とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 
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【はぐくみ】 

 

❷世代を超えて交流し、多様な主体が生涯にわたって活躍できる京都府 

一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、多様な個性が受け入れられる環境の中で、年齢・

性別などに関わらず、誰もが教育や学び直しの機会を通じて、生涯にわたって学び続け、

能力を発揮し、交わることのできる京都府を目指します。 

〔対応する未来像〕 

未来像③：笑顔があふれる「子育て環境日本一・京都」 

未来像④：地域や海外とつながり、夢を描ける京都 

未来像⑤：誰もが生涯にわたって輝き続けられる京都 

 

 

 

 

 

 

 

【輝き】 

 

❸挑戦とイノベーションの循環により力強く成長する京都府 

匠の技が活きる伝統産業、ニッチトップの技術を持つ中小企業、先端ものづくり技術を

持つ世界的企業、新たな潮流を生み出すスタートアップなど、多様な産業において、絶え

ず挑戦とイノベーションの循環が回り続ける京都府を目指します。 

〔対応する未来像〕 

未来像⑥：経済の好循環によって文化や伝統が受け継がれる京都 

未来像⑦：芸術やスポーツを通じて感動が生まれ心が躍る京都 
未来像⑧：成長分野への投資が働く人々の活力を生み続ける京都 

未来像⑨：イノベーションで世界をリードする産業創造都市・京都 

未来像⑩：世界の知が集う文化学術研究拠点・京都 
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❹地域の魅力が磨き上げられ精神性が受け継がれる京都府 

地域の生活、文化を形作り、国内外の人々との交流の懸け橋となる地域の魅力が磨き

上げられ、次の世代に受け継がれる京都府を目指します。 

〔対応する未来像〕 

未来像⑪：訪れる人と地域が交わり出会いが広がる京都 

未来像⑫：地域の食が誇りと豊かさをつなぐ京都 

未来像⑬：北部地域の多彩な魅力がつながり輝く京都 

 

 

 

 

 

 

【基盤整備等】   

 

そして、これら４つの「2040 年に目指すべき姿」の実現と、府域の均衡ある発展を支える土

台として、基盤整備を着実に推進します。また、京都市との協調により行政課題を乗り越え、新

たな施策を力強く推進し、その成果を府内全ての市町村に広げることによって、府全域の発展

を目指します。 

〔対応する未来像〕 

未来像⑭：人・モノ・情報が行き交い、活力があふれる京都 

未来像⑮：府市協調を更に深化させ府全域が発展する京都 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 本 計 画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年９月 

京  都  府  

資料２ 



 

 

基本計画 目次 

（１）わくわくする京都の実現に向けた１５の未来像 

安  心 

① 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる京都     
支える人もやりがいを持って働き続けることができ、府民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ

とができる京都を実現 

 

② 災害や犯罪等からの安心・安全な京都          
防災・減災対策や危機管理体制を強化するとともに、犯罪や交通事故から府民を守り、安心・安全を実

感できる京都を実現 

 

はぐくみ 

③ 笑顔があふれる「子育て環境日本一・京都」       
若者や子育て世代が希望を持って子どもを産み育てられ、子どもとその育ちを支える人の笑顔があふれ

る京都を実現 

 

④ 地域や海外とつながり、夢を描ける京都         
子どもや若者が多様な人々や文化と出会い、夢や志を描いて挑戦でき、挑戦と応援が世代を越えて循環

する京都を実現 

 

⑤ 誰もが生涯にわたって輝き続けられる京都        
多様な個性や価値が受け入れられ、誰もが社会とつながり、学び直しながら生涯にわたり挑戦し活躍で

きる京都を実現 

 

輝  き 

⑥ 経済の好循環によって文化や伝統が受け継がれる京都     
文化や伝統の担い手と多様な主体を結び、経済の好循環を生み出すことで、京都の精神文化を次世代へ

受け継ぐ京都を実現 

 

⑦ 芸術やスポーツを通じて感動が生まれ心が躍る京都       
子ども・若者からお年寄りまで、誰もが芸術やスポーツに関わり、感動や楽しみが生まれ、心が躍る京

都を実現します。 

 

⑧ 成長分野への投資が働く人々の活力を生み続ける京都  
成長分野への投資で中小企業の挑戦を後押しし、産業の強みと大学の叡智を結び、世界で活躍する企業

が生まれる京都を実現 

 

⑨ イノベーションで世界をリードする産業創造都市・京都 
京都産業の強みと伝統を活かし、国内外から投資や人材を呼び込み、世界に伍する新たな産業創造都市・

京都を実現 

 

⑩ 世界の知が集う文化学術研究拠点・京都        
世界の研究者や企業等が集い、交流から革新が生まれ、研究成果の都市実装を通じ近未来を体感できる

文化学術研究拠点を実現 

 

  



 

 

⑪ 訪れる人と地域が交わり出会いが広がる京都       
広域周遊や夜型観光などを通じて新たな出会いを広げ、訪れる人も地域の人々も交流の価値や魅力を実

感できる京都を実現 

 

⑫ 地域の食が誇りと豊かさをつなぐ京都          
農林水産業の生産性と付加価値を高め、地域の食を未来に受け継ぎ、担い手が育ち、誇りと豊かさが広

がる京都を実現 

 

⑬ 北部地域の多彩な魅力がつながり輝く京都        
北部地域で安心して暮らせる環境を整え、多彩な魅力をつなぎ、住む人と訪れる人の交流から新たな価

値とイノベーションが生まれる京都を実現 

 

基盤整備等 

⑭ 人・モノ・情報が行き交い、活力があふれる京都     
広域・地域交通やデジタル基盤を整備し、府域の均衡ある発展を図り、国内外との交流と活力が生まれ

る京都を実現 

 

⑮ 府市協調を更に深化させ府全域が発展する京都      
府市協調の更なる深化により、行政課題を乗り越え、その成果を府内全ての市町村に広げることで、府

全域が更に発展する京都を実現 

（２）分野別基本施策 

① 希望あふれる子育て 

② 夢を実現する教育 

③ 健やかで社会と繋がりを持ちながらの人生１００年時代 

④ 安心して生活できる医療・介護・福祉の実現 

⑤ 人権が尊重される社会 

⑥ 男性も女性も誰もが活躍できる社会 

⑦ 障害者が暮らしやすい社会 

⑧ 留学生・外国人が生き生きと暮らせる社会 

⑨ コミュニティが大切にされる社会 

⑩ 誰もが親しみ夢が広がるスポーツ 

⑪ 文化が活きる京都の推進 

⑫ 産業の創出・成長・発展と継承 

⑬ 交流機会を創出する観光 

⑭ 雇用の安定・確保と人材育成 

⑮ 農林水産業の成長産業化 

⑯ しなやかで災害に強い地域 

⑰ 犯罪や事故のない暮らし  

⑱ 脱炭素社会へのチャレンジ  

⑲ 成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり 

⑳ もうひとつの京都の推進と地域連携 

（３）基本計画の数値目標について 

（４）基本計画の推進



 

 

◇「基本計画」の構成 

基本計画は、将来構想に掲げた 2040年の姿を見据えながら、それを今後 4年間の具体的な府政運営

へと結びつける実行計画です。 

人口減少の進行、気候変動の深刻化、AIによる技術革新、国際社会の不安定化など、社会経済情勢は大

きく変化しつつあります。こうした時代にあって、「京都の精神性」を次世代に伝えていくためには、今を生き

る我々が「わくわく」し、喜びや充実感に満たされている必要があります。 

「わくわく」は、安心・安全な暮らしを土台として、一人ひとりが自らの可能性を発揮し、異なる人々や地域、

文化、産業と交わる中から生まれるものです。 

そのため、人口減少下において、単に人口の減少に合わせて社会を縮小させるのではなく、京都に暮らす

人、働く人、学ぶ人、訪れる人、離れていても京都に関わる人が、それぞれの力を持ち寄り、地域をともに支え、

新たな価値を生み出す魅力的な社会を構築します。 

また、京都の文化や精神性を消費するだけでなく、そこから生まれる経済的価値を、文化の担い手の所得

や次世代への文化教育、材料や道具の確保、地域の営みの継承へと還元し、その蓄積が新たな魅力と経済

的価値を生み出す好循環を構築します。 

さらに、京都府と京都市が協調し、文化、大学、産業、観光、人材等の集積を京都府全域の発展につなげ

る原動力とするとともに、市町村、企業、大学、NPO、地域団体等の多様な主体と連携し、京都全体を、学び、

挑戦し、交流できるフィールドへと育てます。 

こうした考え方の下、今後 4 年間に重点的に取り組む方向性を示す「わくわくする京都の実現に向けた

15の未来像」と、各行政分野における施策を体系的に示す「分野別基本施策」を設けました。 

 

（１）わくわくする京都の実現に向けた 15の未来像 

「安心・安全が実感できる京都府」「世代を超えて交流し、多様な主体が生涯にわたって活躍できる京都

府」「挑戦とイノベーションの循環により力強く成長する京都府」「地域の魅力が磨き上げられ精神性が受け

継がれる京都府」という2040年の姿とそれらを支える基盤整備を、具体的な政策領域へ展開するため、基

本計画では「わくわくする京都の実現に向けた15の未来像」を掲げます。 

15 の未来像は、単なる分野ごとの施策の列挙ではありません。「安心」「はぐくみ」「輝き」の３つの視点と、

土台となる基盤整備や府全域の発展のための府市連携の観点から、「実現したい姿」を示した上で、その実

現に向けた「主な方策」を掲げています。これにより、2040年を展望した将来像と、計画期間である 4年間

に取り組む施策とを結び付け、府民、市町村、企業、大学、地域団体、ＮＰＯなど多様な主体と共有できる形で、

府政の方向性を明らかにするものです。 
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（２）分野別基本施策 

分野別基本施策は、「将来構想」で掲げた将来像の実現に向けて、２０の分野ごとに「４年間の対応方向・

具体方策」、「数値目標」により、目標達成に向けた方向性や手段を体系的に明らかにしています。 

なお、具体方策は、計画策定時点で想定される主な取組を示すものであり、実際の事業については、社会

経済情勢の変化、府民ニーズ、事業効果、財政状況、関係機関との調整状況等を総合的に勘案し、毎年度の

予算編成を通じて決定します。あわせて、計画の進捗状況を把握し、数値目標や府民意識、学識経験者等の

意見も踏まえながら、必要に応じて方策を見直し、社会の変化に柔軟に対応していきます。 

この基本計画を通じて、京都府は、市町村や多様な主体との連携を一層深めながら、各地域において、人

口減少、気候変動、技術革新、国際社会の不安定化という大きな変化の中にあっても、府民一人ひとりが安

心の土台の上に、自らの役割と生きがいを実感し、未来に向かって挑戦できる「わくわくする京都」の実現を

目指します。 

 

 

◇計画期間 

令和９（２０２７）年度から令和１２（２０３０）年度末まで 

 

 

◇本計画における地方創生の位置づけ 

本計画は、府政運営の羅針盤となる総合計画であり、地方創生に関する施策についても定められている

ことから、まち・ひと・しごと創生法第９条に基づく「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」としても位置づ

けられるものです。 
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（１）わくわくする京都の実現に向けた１５の未来像   

未来像① 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる京都 

   地域包括ケアの理念を基盤に、多様な主体が地域や分野を越えてつながり、医療や介護サービ

スを提供する「京都地域支えの輪（仮称）」を推進し、支える人もやりがいを持って働き続けることが

でき、府民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる京都を実現します。 

● 持続可能で質の高い医療・介護が受けられる体制の構築 

（主な方策） 

 ・ 地域医療機関の機能や役割分担を深化させる「医療あんしんネットワーク」を

構築するため、重点地域を設け、大学との連携体制を強化するなど、地域医療構

想調整会議における医療機関の役割分担の議論を促進します。 

 ・ 広域救急搬送や地域内での搬送体制の充実に向けた検討を行うとともに、地域

の医療関係者や医療関係団体と連携しながら、へき地等でのオンライン診療の活

用を進めます。併せて、患者の通院手段の確保や広域の移動を伴う受診への支援

などを検討します。 

・ 人口減少や介護サービス需要の変化を見据え、将来にわたり必要な介護サービ

スを安定的に提供できるよう、介護事業者の経営基盤強化や事業者間の連携・協働

を促進するとともに、介護・福祉分野における外国人材の受入れのため、諸外国と

の連携強化や、安心して働き地域社会の一員として活躍できる環境づくりなどを

推進します。 

 

● 誰もが地域社会の一員として互いに支え合い、生きがいをもって暮らすことができる社

会の実現 

（主な方策） 

・ 高齢者をはじめとする地域住民が、地域とのつながりを持ちながら、生きがい

や役割を持っていきいきと暮らし続けられるよう、多様な居場所や活動の場への

参加を促進するとともに、高齢者が持つ知識や経験を、地域活動やボランティア

活動などにつなげる「地域活動支援ネットワーク（仮称）」の取組を進めます。 

・ 地域住民の誰もが気軽に参加できる「つながるひろば」を創出し、文化をはじ

めとする地域資源の活用などによる地域の魅力発信と併せて、多世代交流を促進

します。 
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未来像② 災害や犯罪等からの安心・安全な京都 

頻発する自然災害や新興感染症など府民生活を脅かす様々な事象に的確に対応するため、防

災・減災対策や危機管理体制を強化するとともに、犯罪や交通事故から府民を守り、誰もが日々の

暮らしの中で安心・安全を実感できる京都を実現します。 

● トップレベルの危機管理体制と地域のつながりで命と暮らしを守り抜く体制の構築 

（主な方策） 

 ・ 災害時に自宅や地域で安心して過ごせるよう、耐震化・不燃化、食料や生活必

需品の備蓄を促進することで、自宅や避難先となる施設を防災シェルターとする

「京都まるごと『防災シェルター』化」に取り組み、府民一人ひとりが自分に合

った避難方法を選択できる体制を構築します。 

 ・ 日中も地域に居ながら活動されている方や消防団員など、災害時に実際に動け

る方に、発災直後の避難所開設や、地域内での声掛けなどを行う「地域防災の守

り人（仮称）」として活動いただき、孤立地域など受援が困難な地域でも命を守る

ための７２時間に対応できる体制づくりに取り組みます。 

・ ＳＮＳ上で拡散する偽・誤情報から府民の安心と安全を守るため、関係機関と

連携して迅速に事実確認・訂正情報を発信する体制の強化に取り組みます。 

 

 

● 安心・安全が実感できる犯罪や事故の起こりにくい社会づくり  

（主な方策） 

・ ＡＩ等を活用した犯罪防御システムの高度化や、カメラ・ドローン等の科学技術

の積極的な活用等、ＤＸの推進により警察活動の充実・強化を図り、特殊詐欺や匿

名・流動型犯罪グループによる犯罪行為等、府民に不安を与える犯罪等の根絶に向

けた取組を推進します。 

 ・ 通学路における事件・事故や犯罪実行者を募集するいわゆる「闇バイト」など、

青少年が犯罪の被害者にも加害者にもならないよう、ＳＮＳやアプリ等を活用した

防犯教育や危機回避能力を高める取組を推進します。 
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未来像③ 笑顔があふれる「子育て環境日本一・京都」 

「子育て環境日本一・京都」の実現に向け、オール京都の推進体制の構築や全国的にも先進的

な取組を進めてきました。これらを土台として、子どもや子育てに関わる主体が抱える課題を深掘り

し、更に取組をバージョンアップすることにより、若者や子育て世代が希望を持って子どもを産み育

てられ、子どもたちとその育ちを支える人たちの笑顔があふれる京都を実現します。 

● 子育て世代が子どもとともにいきいきと輝き、若者に選ばれる環境の構築 

（主な方策） 

 ・ 子育て世代や若者をはじめとする府民との意見交換や、子育て環境日本一推進会

議の参画団体とともに課題の洗い出しと深堀を行い、「子育てと働くことの両立」や

「子どもが社会とつながり、生き抜く力を養う」などの新たな視点を取り入れた「京

都府子育て環境日本一推進戦略」を策定します。 

・ 「家庭での男性活躍」を進めるため、企業における男性の育児休業の取得率向上

及び取得期間延伸の促進に向けた意識改革など、働きやすい職場環境づくりを支援

するとともに、家事・育児に触れ合う機会を拡げ、家庭や地域などあらゆる場で、

みんなで家事・育児を担うことへの機運醸成に取り組みます。 

・ 毎月１９日を基準に、「きょうと・親子お出かけの日」を創設し、スタジアム等

の府内公共施設の無料開放や親子利用による料金優遇などの実施、また、民間団体

等と連携した親子向けイベントの開催等、親子連れで楽しめるコンテンツの創出を

図るとともに、キッズフレンドリー施設の更なる拡充などの取組とあわせて、親子

でわくわくしながら外出できる京都を目指した風土を醸成します。                           
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未来像④ 地域や海外とつながり、夢を描ける京都 

歴史を振り返れば、変化を恐れず挑戦し、次の時代をつくってきた中心には常に若者の力があり

ました。子どもや若者が地域や海外とつながり、多様な人々や文化との出会いを通じて自らの夢や

志を描き、果敢にチャレンジできる環境を社会全体で支える京都を実現します。また、挑戦する人を

地域全体で応援し、応援された人が次の挑戦者を支える側へと回ることで、挑戦と応援が世代を越

えて循環する地域社会をつくります。 

● 子どもたちが社会との結びつきで志や夢にチャレンジできる環境の整備 

（主な方策） 

 ・ 新たな価値を創造する力をはぐくむため、発達段階に応じて、早い段階から、地

域産業や伝統芸能、職人技など京都のほんまもんや実社会に触れることで自らの「好

き」を発見し、知識と経験を積み重ねる機会を創出します。また、その「夢」や「や

ってみたい」という想いを社会課題と結び付け、子どもたちの発案により京都の未

来をデザインし、実現につなげる取組を推進します。 

・ グローバルな視野をもって社会で活躍できる人材の育成をめざし、産業界や大学、

京都市と連携し、夢や志を持つ府内すべての高校生等を対象に、自ら課題解決に挑

む海外探究留学の機会を提供するとともに、府立高校生を対象とした語学力向上に

向けた海外留学支援を実施します。さらに、留学経験者や留学支援企業、大学等が

継続的につながる「京都イノベーティブ人材コミュニティ（仮称）」を創設します。 

・ 学生をはじめとした若者が地域の魅力を、自ら見て、聞いて、考え、活動する機

会を広げるため、大学生と自治会や企業等をつなぎ、祭りや地域活動等に継続的に

参画できる「大学生地域つながりプログラム（仮称）」を創設します。 

・ 地域や企業とのつながりを「ガクチカ」としてアプリ等で可視化する「京都学生

チャレンジパスポート（仮称）」を整備し、企業とのマッチングによる定着や、末永

く京都につながり続ける関係人口をはぐくみます。 
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未来像⑤ 誰もが生涯にわたって輝き続けられる京都 

わくわくすることに性別や年齢などの制限はありません。多様な個性や価値が受け入れられる環

境の中で、誰もが地域や社会とつながり、役割を見つけ、時にはリスキリングや学び直しで自身をア

ップデートしながら、生涯にわたって挑戦し、活躍し続けられる京都を実現します。 

● 性別、年齢、国籍等に関わらず多様な主体が役割や繋がりを持ち活躍できる環境づくり 

（主な方策） 

 ・ 京都の大学、企業、行政が連携し、先端研究と産業課題を結ぶ「京都産学公連携

大学院構想（仮称）」を検討します。また、企業の資金、研究者、実証環境等を大学

へ提供する契約学科の創設を促進し、企業課題を扱う共同研究やＰＢＬ、長期イン

ターンシップを通じて博士人材を育成します。 

・ 性別を問わず多様な働き方を推進するとともに、新たなビジネスにチャレンジす

る女性の起業を支援するため、起業を志す女性が身近に相談可能な「京都女性起業

家応援団（仮称）」を産官学金により構築します。 

・ 地域における女性の生きづらさの解消や更なる女性活躍に向け、女性同士の交流

や新たなネットワークを促す「女性のオフ会」を府内各地で開催するほか、女性人

材の育成や地域団体への女性参画に関する好事例の共有・情報発信などによる気運

の醸成に取り組み、地域で活躍する女性を総合的に支援します。 

・ 「就労困難者特化型ＩＣＴ就労支援センター（仮称）」を設置し、ＩＣＴやＸＲ等

を活用しながら、障害のある方の就労を推進します。 

・ 外国人材が地域で働き活躍できるよう、日常生活に必要となる日本語や生活上の

ルールやマナーに加え、京都や日本の文化・歴史等を学ぶ「京都式インテグレーシ

ョン研修コース（仮称）」を提供し、外国人材やその家族の円滑な地域定着に向けた

取組を実施します。 

・ 人権教育・啓発の推進、相談体制の整備を図ることで、人権尊重の共生社会づく

りを推進します。 
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● 誰もが学び直しなどを通じてチャレンジやイノベーションが循環する環境づくり 

（主な方策） 

 ・ 企業による人材育成を、働く人一人ひとりの意欲や成長ビジョンと企業の成長を

高める人的資本への投資として捉え、大学や研究機関等と連携したリスキリングや、

学んだ成果を新規事業、業務変革、社会課題の解決に生かす取組等を支援します。

また、若手への裁量付与やキャリア形成支援、企業や業種の枠を越えた人材交流等

を促進し、学びと挑戦の好循環を生み出します。 

 

未来像⑥ 経済の好循環によって文化や伝統が受け継がれる京都 

京都では、長年にわたる営みの積み重ねによって、文化芸術、生活文化、伝統工芸などの「京の和」

が暮らしに息づき、独自の精神文化が育まれてきました。このような京都の精神性は、国内外の人々を

魅了し、府民の心を支え、人と人とを結びつける大切な「資産」です。その担い手とその価値を活かし

て活動する多様な主体を結びつける取組を始動し、経済の好循環を生み出すことによって、次世代へ

とつないでいく京都を実現します。 

● 「『京の和（輪）』つなぎプロジェクト（仮称）」の推進 

（主な方策） 

・ 伝統産業の職人や文化芸術・生活文化の担い手と、京都企業や宿泊・飲食・小売・

交通などの京都の魅力を活かして事業を行う企業などを結び付ける、「京都コモン

ズ・プラットフォーム（仮称）」を構築し、京都に関わる幅広い主体が精神性の伝承

者となる仕組みを創出します。 

・ 民藝運動発祥の地である京都から、京都と世界の工芸の魅力や価値をアートやデ

ザインの視点で再評価し、生活の中の「美」を発信する「Ｋｙｏｔｏ ＹｏｕＭｅ 

Ｔｒｉｅｎｎａｌｅ」を開催します。 

・ 地域住民が、歴史や茶道・華道、その他の生活文化、産業など、京都をより深く

知り、学びを育むため、社寺や工房等で文化芸術の担い手に触れる「京都オープン

コミュニティ（仮称）」を市町村とも連携して創出します。 

・ 日本独自の「銭湯文化」等を育み、地域コミュニティの活性化や災害時の住民支

援の機能を有する銭湯を将来にわたって守るため、事業承継のためのモデル事業の

取組を進めます。 
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未来像⑦ 芸術やスポーツを通じて感動が生まれ心が躍る京都 

  自分の「好き」をきっかけとした芸術やスポーツとの出会いは、仲間や地域との絆を育み、新たな

出会いや相互理解を広げるとともに、これらの分野で京都を背負い国内外で活躍する次世代を育

みます。子ども・若者からお年寄りまで、誰もが芸術やスポーツに関わり、感動や楽しみが生まれ、心

が躍る京都を実現します。 

● 芸術やスポーツに親しみ、交流やつながり、生きがいを育む環境づくり 

（主な方策） 

・ 「Ａｒｔ Ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ ｋｙｏｔｏ」を東京で開催されるイベ

ント「アートウィーク東京」と連動させ、海外のアートフェアと連携することで、

国内外からの来京を促し、京都から日本のアート市場を活性化させるとともに、京

都の作家が国際的に評価され、継続的に京都で活動できる仕組みを構築します。ま

た、大学等と連携し、国際的なアートイベントなどの企画・運営や資金調達などを

担うマネジメント人材をはじめ、文化を支える人材を育てます。 

・ 少子化が進む中でも、子どもたちがやりたいスポーツに主体的に取り組み、夢や

あこがれを育めるよう、府内各地域においてプロスポーツチームやトップアスリー

トと連携した体験教室や交流事業を推進し、スポーツの裾野拡大を図るとともに、

心揺さぶられる体験の提供を通じて子どもたちの挑戦意欲や可能性を引き出す機会

を創出します。 

・ 京都の若者が将来の目標を持てるよう、バレーボール等の新たなプロスポーツチ

ームの創出や定着を支援するとともに、スポーツを通じた地域のにぎわいづくりや

交流の促進を図ります。 

・ ワールドマスターズゲームズ２０２７関西を契機とした、生涯スポーツ等への機

運の高まりを継続・発展させ、年齢・性別・障害の有無に関わらず、全ての府民が

スポーツに親しみ、交流できる環境の充実を図るなど、スポーツを通じた地域づく

りを推進します。 

・ 国民スポーツ大会３巡目の開催については、国において大会の在り方や開催方法

等の見直しが進められていることを踏まえ、検討を進めます。 
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未来像⑧ 成長分野への投資が働く人々の活力を生み続ける京都 

京都の中小企業は、高い専門性や技術力でものづくりや伝統産業を支え、大企業の成長にも寄

与する競争力の源泉です。成長分野への投資を呼び込み、高付加価値化や生産性の向上を通じて

経営基盤を強化することで、その挑戦を後押しするとともに、中小企業の強みと京都のアカデミアの

叡智を結び付け、継続的に伴走支援を行うことにより、グローバルニッチトップが次々と生まれ続け

る京都を実現します。 

● 人材の確保・定着と事業承継による、安定的な経営環境の構築 

（主な方策） 

 ・ 産官学金など多様な主体の参画のもと「未来京都・人づくり推進機構（仮称）」を

設立し、府内企業への人材確保・育成・定着や職場環境整備への支援などをオール

京都で推進します。 

・ 事業承継を機に成長する中小企業を創出するため、後継者が行う設備投資や新業

態開発に対し、民間の金融機関が積極的に投融資する「スタートアップ型事業承継

支援プログラム」を推進します。 

 

 

● 京都企業の技術やブランドを活かした高付加価値化等の実現 

（主な方策） 

・ 農業、製造業、卸・小売業、サービス業等あらゆる産業の中小企業・小規模事業

者のＤＸ推進に向け、大企業、大学、ＡＩベンチャー等と連携し、ＡＩ・ＩｏＴ等

を活用した生産性の向上や経営革新を支援するとともに、地場産業産地、地域産業

群における、技術やノウハウ等の強みを生かした高付加価値化の取組を支援するこ

とで、地域の産業が持続できる仕組みづくりを行います。 

・ 北部産業創造センターや丹後・知恵のものづくりパークを核として、技術の高度

化に対応するための「ネットワーク型設計開発支援システム（ＣＡＥ）」の活用等に

より、新産業の創出に向けたオープンイノベーションを促進し、専門人材の不足な

ど北部地域の中小企業が持つ課題解決を図りながら試作開発の高速化や技術の高度

化を進めます。 
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未来像⑨ イノベーションで世界をリードする産業創造都市・京都 

京都には、多様性という言葉だけでは括れない強烈な個性や文化を持ち、規模ではなく専門分野

の技術やサービスで世界一を誇る企業が数多く存在します。こうした京都産業の強みと伝統を活か

し、府内各地に特色あるテーマを掲げて、企業・人材の集積や交流を促す産業創造拠点を整備して

きました。これまでに築いてきた基盤を活かし、産業創造リーディングゾーンで生まれた成果を府域

全体のみならず、世界へ波及させながら、新たな挑戦を次々と花開かせるとともに、国内外から投資

や人材を呼び込み、世界に伍する産業創造都市・京都を実現します。 

● ＫＹＯＴＯ伝統こそが最先端プロジェクトの推進 

（主な方策） 

・ 「Ｋｙｏ－Ｄｅｎｓａｎ－Ｂｉｚ（伝統産業ビジネス支援拠点）」等が、匠の技術

を生かし、異業種とのマッチングを通じた商品開発やブランディング、国内外での

市場開拓、商談等ができる人材育成等を伴走支援します。 

・ 京都のテキスタイルが、ファッションやインテリア業界等の国内外の様々なブラ

ンドにおいて活用され、経済的・産業的価値を生み出せるよう、西陣織・京友禅・

丹後織物の３つの産地と連携し、中間流通を担う商社的機能やトレーサビリティの

確立、インターンシップの実施による人材確保、若手職人の育成等の取組を進め、

生産体制の再構築や分業制の維持をめざします。 

 

● ＺＥＴ ＫＹＯＴＯプロジェクトの推進 

（主な方策） 

 ・ 脱炭素テクノロジー（ＺＥＴ：Ｚｅｒｏ Ｅｍｉｓｓｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏ

ｇｙ）関連スタートアップ企業と事業会社等のさらなる集積・交流の促進や、ＺＥ

Ｔ－ⅴａｌｌｅｙにおける地域住民等を巻き込んだ取組の成果を生かし、最先端技

術を活用した新事業の創出や社会実装を加速させるとともに、宮津エネルギー研究

所跡地を核としたサステナブルパークを形成し、脱炭素社会の実現に向けた取組を

進めます。 
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● メディア芸術産業の都プロジェクトの推進 

（主な方策） 

・ 京都に集積するメディアコンテンツ関連企業や教育機関などを繋ぐ「メディア芸

術ナショナルセンター（仮称）」の関西館を関西文化学術研究都市に誘致するなど、

世界中のクリエイターや研究者とともにクロスメディア産業を創造します。 

・ 太秦をはじめとする映画関係企業と連携し、時代劇や映画制作を通じて培われて

きた制作技術やノウハウを次世代へ継承するとともに、その知見にＡＩ等の先端技

術を掛け合わせ、映画・映像、ゲーム、マンガ、アニメなどの分野を横断して活躍

できるクリエイター人材を育成します。 

 

 

● ＡＩ×半導体×ものづくり産業プロジェクトの推進 

（主な方策） 

・ 京都が強みを持つパワー半導体や光半導体などの分野において、府内の半導体関

連企業が半導体の製造・活用の観点で活躍できるよう、ＡＩ・半導体の目まぐるし

い技術の進歩や需要の高まりなどの動向を見据えた戦略に基づき、産学公が交流し、

中小企業の参入のきっかけづくりとなる場の運営・拡大などにより、国内外の研究

者等との協業の促進などの取組を推進します。 

・ 製造インフラ等のＡＩ化に伴いサイバー上での安全確保の備えが重要となるた

め、サイバーセキュリティに対する意識の向上や人材育成など、中小企業が安全確

保対策を展開するための環境整備を進めます。また、多様な地域の特性を生かし、

フィジカルＡＩ分野の成長にふさわしい研究開発と実証実験の場の構築に取り組

み、ＡＩ・半導体関連分野に挑戦する企業をサポートします。 

・ 大学のまち・京都の強みを生かして、ＡＩ・半導体人材の育成に取り組む関西の

大学と連携し、若年期から半導体産業を担う人材を育成するとともに、府内の半導

体関連企業の技術交流や海外の研究機関との共同研究プログラムを通じた交流等に

よる企業のキャリア支援に取り組みます。 

 

12



 

 

● スタートアップの都ＫＹＯＴＯプロジェクトの推進 

（主な方策） 

 ・ 国際スタートアップ・カンファレンス「ＩＶＳ」や、世界最大級のショーケース

イベント「ＳＸＳＷ」への出展等を通じた海外ネットワークの構築を促進するとと

もに世界と京都を結び、スタートアップ企業や大学、投資家等の多様な主体を呼び

込むスタートアップコミュニティを創設し、交流と共創を通じて、スタートアップ

企業の創出・成長を支える持続可能なエコシステムの形成を図ります。 

・ 京都の大学・研究機関が有する知の集積を生かし、ディープテック分野での起業

を後押しするため、「ＩＶＳ」の開催等を起点に、海外インキュベーター等の長期的

な成長を支える海外からの人材及び投資を呼び込むとともに、ＥＩＲ（客員起業家）

の活用等により、挑戦できる環境の形成を図ります。 

 

● アート＆テクノロジープロジェクトの推進 

（主な方策） 

 ・ アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ＡＴＶＫ）を核として、アートとテク

ノロジーの融合により新産業の創出をめざします。また、異業種・異分野によるオ

ープンイノベーションを推進し、新たなイノベーションを生み出します。 

 

● 京都フードテックプロジェクトの推進 

（主な方策） 

・ 農林水産業のスマート化や気候変動への対応、新たな食品技術やバイオプロセス

（発酵等）の開発など、京都ならではのフードテックの取組を推進するために府内

の企業や大学をはじめ、ＥＵ諸国とも連携し、共同研究や学術交流を進めます。 

・ 新たに開設する「京都プレミアム中食オープンイノベーションラボ（仮称）」にお

いて、企業や大学と連携し、機能性食品等の加工研究や未利用資源の活用に関する

共同研究を推進するとともに、販売戦略に応じて、企画から試作、分析まで一気通

貫で国内外での競争力を備えた付加価値の高い商品開発を支援します。 
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未来像⑩ 世界の知が集う文化学術研究拠点・京都 

関西文化学術研究都市に、世界中から研究者、企業、投資家などが集い、分野を越えた交流か

らオープンイノベーションが生まれ続ける拠点を形成します。また、研究成果の都市への実装や、自

動運転などを活用した移動環境の向上を進めるとともに、交通ネットワークの充実を図り、近未来

を体感できる文化学術研究拠点を実現します。 

● 国内外の連携と技術研究・実装・事業拡大の循環、交通ネットワークの充実 

（主な方策） 

・ 関西文化学術研究都市を核として、関西圏における東西軸を意識した広域連携を

推進するとともに、研究・実証を支える制度的枠組みの新設及び活用などを通じて、

「グレーター学研都市（仮称）」として広がりを持つエリアの形成に取り組みます。 

・ 関西文化学術研究都市と連携を進める城陽市東部丘陵地を新たなクラスターとし

て位置づけ、関西文化学術研究都市等の研究機関や最先端産業の企業と連携し、自

動走行や走行中無線給電、脱炭素テクノロジーなどの先端技術を社会実証・実装す

る近未来都市の形成を進めます。 

・ 関西文化学術研究都市において構築された先端技術の社会実装モデルを、グレー

ターけいはんな広域連携プロジェクトとして相楽東部地域など他地域にも展開し、

先端技術が実装された都市と田園が共存する地域をめざすとともに、京都府南部地

域における人流の促進をはじめとする地域活性化につなげます。 

・ 国内外から企業や研究者、支援機関、投資家等が関西文化学術研究都市に集う環

境づくりを進めるとともに、産業技術総合研究所や公設試験研究機関等との連携の

もと、課題解決から起業・資金調達支援までを担う組織体制の強化を図ります。 
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未来像⑪ 訪れる人と地域が交わり出会いが広がる京都 

長い歴史の中で都として発展してきた京都には、国内外から人、もの、情報、文化が行き交い、豊

かな交流が育まれてきました。こうした交流の蓄積を基盤に、広域周遊や夜型観光などを通じて新

たな出会いを広げ、訪れる人も地域の人々も互いに交流の価値や魅力を実感できる京都を実現し

ます。 

● 観光産業の裾野を広げ、府域に新たな体験や価値を生み出す観光の創造 

（主な方策） 

・ ２０２５年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）を契機に構築した海外との

ネットワークなどを活用しながら、より広域的なテーマ観光やストーリー性のある

周遊観光を促進する「まるっと・じっくり関西プロジェクト」を京都市や近隣府県、

関西広域連合、関西観光本部などと連携して推進します。 

・ 豊かな自然と歴史が息づく特別史跡恭仁宮跡を広域周遊のハブと位置づけ、山城

地域の文化財や景観、豊かな自然、食文化などの魅力を結び付けながら、多彩な観

光ストーリーを紡ぎ、歴史・文化を体感できる「恭仁の都（くにのみやこ）回廊（仮

称）」を創出することで、カルチャーツーリズム等による広域周遊を促進するととも

に、遺跡の一部整備や発掘体験などの取組を通じて、文化財保護・学習・情報発信

の拠点化を図るなど、文化資源活用を通じた産学官民連携の地域モデルの創出を進

めます。 

 ・ 社寺の夜間公開、伝統芸能、音楽、食、自然体験など、夜の過ごし方を府内各地

で創出するとともに、安全・安心な受入環境などを整えることにより、年間を通じ

て楽しめる「京都の夜観光」を推進し、滞在時間の延長と宿泊、観光消費の拡大を

図ります。 

  

15



 

 

未来像⑫ 地域の食が誇りと豊かさをつなぐ京都 

京都では、海や森など府内各地の産物が都を支え、食の文化を育んできました。その恵みは今も

色あせず、地域ごとの魅力として輝き続けています。農林水産業の生産性と付加価値を高め、持続

可能なものとして未来に受け継ぐことで、担い手が育ち、地域の誇りと豊かさが広がる京都を実現し

ます。 

● 農業・漁業・食品産業を核とした付加価値の高い農林水産業の構築 

（主な方策） 

 ・ 地域コミュニティの維持や産地維持に必要な人材を安定的に確保するため、

子育て中の方やシニア世代などの地域住民をはじめ府内企業や大学、行政等

の多様な人材がサポーターとして参画できる仕組みを構築し、農林水産業の

繁忙期における仕事を支える体制づくりを進めます。また、営農の継続・発展

が期待できる親元就農者等に対して、機械導入や設備整備を支援します。 

・ 海洋センターを中心に多数の研究機関や企業が参画する「海洋データ活用プ

ラットフォーム（仮称）」を新たに立ち上げ、産学公連携による革新的技術の

開発や社会実装を行うことを通じて、漁業の持続性を高める取組や新たな海洋

関連産業を創出する拠点として機能強化を進めます。 

・ 定年後の就農や半農半✕の実践等を促すため、多様な働き方の提案や副業的

に農林水産業を経営するための支援を強化するとともに、京都府生涯現役クリ

エイティブセンターと連携したリカレント教育の実施により技術習得を支援

するほか、農林水産業の多様な担い手のモデルを発信することで、一人ひとり

の希望に応じた働き方と、農林水産業の担い手確保、生産性向上を実現します。 

● 景観や食文化を経済や交流につなげた農山漁村の魅力向上 

（主な方策） 

・ 生産者や料理人、大学・観光・文化関係者等が連携した生産過程のストーリ

ー化や、土壌、水、気候、生態系に加え、地域固有の歴史や文化、生産者の技

が農林水産物や食の個性を生み出す「テロワール」の視点による価値の向上に

より、担い手の所得向上、環境の維持・保全、住民の誇りにつながる持続可能

な地域ブランドを育成します。 

・ 京都の食文化や食材と最先端技術の融合により新たな需要を創出するとと

もに、府内農林水産物を活用した高付加価値型食品産業や、海洋データ研究成

果を活用した環境関連産業の企業誘致を進め、「環境配慮型食品産業クラスタ

ー（仮称）」を形成し、農林水産業・食品産業のエコシステムを府内各地で展

開します。 

16



 

 

未来像⑬ 北部地域の多彩な魅力がつながり輝く京都 

京都府北部地域は、日本海側の玄関口として古くから多様な文化が行き交い、歴史や自然、産業、

食文化など豊かな資源が育まれてきました。人口減少が進む中でも安心して暮らせる環境が整い、

多彩な魅力がつながり、住む人や訪れる人の交流から新たな価値やイノベーションが生まれる京都

を実現します。 

● 人口減少を乗り越え、挑戦と安心が循環する北部地域の推進 

（主な方策） 

・ 大学、金融機関、企業等と連携し、人材育成や技術開発、実証、起業、販路開拓

などを支援するとともに、丹後天橋立ミュージアム等を核に、異業種交流や文化

観光を展開するなど、北部を国内外の人材と企業が集まり、新しい価値を生み出

す挑戦のフィールドへと進化させる「チャレンジステーションプロジェクト（仮

称）」に取り組みます。 

・ 古代から大陸との交流の窓口として栄えた北京都の歴史や和の源流となった文

化などの地域コンテンツに加え、丹後ちりめん、地域の豊かな食、舟屋・天橋立等

の観光資源などを掛け合わせた高付加価値な文化体験を満喫する「カルチャーツ

ーリズムの聖地化プロジェクト（仮称）」を展開します。さらに、海の京都・森の

京都の観光資源を活用して府北部地域の夜型観光を創出し、観光客等の夜間滞在

を促すことで、稼ぐことのできる新たな観光圏を形成します。 

・ 北部地域の企業が有する機械金属の加工技術等を生かした宇宙関連産業への参

入に向けた取組や、丹後ちりめんの精練・加工技術に触れることが出来る機会の

創出に取り組む「ものづくり産業深化プロジェクト（仮称）」を展開します。 
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未来像⑭ 人・モノ・情報が行き交い、活力があふれる京都 

ネットワークは、府域すみずみまで人・モノ・情報を届ける基盤です。山陰近畿自動車道や新名神

高速道路、京都舞鶴港などの広域ネットワークや地域の移動を支える地域公共交通等のインフラの

整備や AI時代に即した人への支援などにより、府域の均衡ある発展を図るとともに、府域と国内外

がつながり、交流と活力が生まれる京都を実現します。 

● 府域だけでなく国内外とも繋がる交通ネットワーク整備とリダンダンシーの確保 

（主な方策） 

 ・ 新名神高速道路の全線開通及び６車線化を促進するとともに、山陰近畿自動車道

の早期全線開通に向け、京丹後大宮ＩＣ 〜（仮称）網野ＩＣ間の整備及び（仮称）

網野ＩＣ 〜（仮称）城崎温泉ＩＣ間のルート確定を促進します。 

 ・ 京都縦貫自動車道、京奈和自動車道、舞鶴若狭自動車道の暫定２車線区間の４車

線化整備を促進します。 

 ・ 取扱貨物量の増加や航路の拡充を見据えた舞鶴国際ふ頭における第２バースの整

備とⅡ期整備を進めるとともに、大型クルーズ船の寄港に対応できる第２ふ頭の施

設整備及び周辺緑地の再整備等に取り組みます。 

 

● 人々の生活を支える地域公共交通の確保 

（主な方策） 

 ・ 今後の府域における交通政策の取組の方向性を示す「京都次世代モビリティ戦略」

を策定し、国、府、市町村、事業者等と連携・協働を図るとともに、市町村等の地

域公共交通計画の策定を支援し、人口減少や高齢化社会にあっても、誰もが気軽に

移動できる地域社会を推進します。 

・ 交通空白地の解消に向け、市町村やＮＰＯ等が運行する公共ライドシェア等の移

動手段の導入に加え、複数の市町村や交通事業者の共同化・協業化等による取組、

地域輸送資源の活用、地域交通のＤＸ化を促進することにより、地域交通の「リ・

デザイン」を各地で展開し、持続可能な地域交通の実現を図ります。 

 

● ＡＩ時代にふさわしい誰もが安心してデジタル技術の恩恵を享受できる環境づくり 

（主な方策） 

 ・ 官民ともに不足するデジタル人材の育成・確保、地域への定着に向けて、人と AI

との共創力や、Ｗｅｂ３．０関連技術の活用力向上に資する実践学習等により、デ

ジタル社会に即した人への支援と関係人口の創出に取り組みます。 
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未来像⑮ 府市協調を更に深化させ府全域が発展する京都 

   40 年以上にわたって築き上げてきた京都府と京都市の協調関係を、府市トップミーティングを契

機に更に深化させています。府市協調により行政課題を乗り越え、新たな施策が力強く進み、こうし

た成果が府内全ての市町村に広がることで、地域社会が更なる発展を遂げる京都を実現します。 

● 府市協調を京都全体の成長エンジンとし、府域へ効果が広がる京都の実現 

（主な方策） 

 ・ 国内外の著名な研究者、文化人、芸術家、起業家等を中長期にわたり京都へ招へ

いする「ＫＹＯＴＯレジデンス拠点（仮称）」を京都市や経済界と連携して整備しま

す。滞在・制作・研究環境に加え、大学、企業、文化機関、職人、学生等との共同

研究や創作、講義、地域プロジェクトへの参画をオール京都で一体的に支援するこ

とで、京都での暮らしと交流から生まれた知見や作品を世界へ発信し、多彩な人材

との継続的な関係と新たな研究、産業、文化を創出します。 

・ 京都市が推進する文化ゾーンの更なる発展に向け、北山エリアの京都コンサート

ホール大規模改修を契機とした文化・交流拠点化、駅東部の京都市立芸術大学や京

都駅南エリアに集積する文化芸術拠点、さらには駅西側の京都市中央市場や京都水

族館、鉄道博物館などと連携した京都駅周辺の活性化をまちづくり、都市計画の観

点から支援し、鴨川の魅力を活かしたプロジェクトを発展させます。 

・ 府と京都市の職員を中心に、大学や企業が参加する「京都府市協働政策ラボ（仮

称）」を開催し、文化経験・観光消費の地域還元、学生の府内定着等の共通課題につ

いて検討を行い、京都府・京都市の施策に反映するとともに、府内市町村が活用で

きる政策モデルとして横展開する仕組みを構築します。 
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（２）分野別基本施策
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1

子育て世代や若者をはじめとする府民との意見交換や、子育て環境日本一推進会議の参画団体とと
もに課題の洗い出しと深堀を行い、「子育てと働くことの両立」や「子どもが社会とつながり、生
き抜く力を養う」などの新たな視点を取り入れた「京都府子育て環境日本一推進戦略」を策定しま
す。

2
経済・労働団体、保育・教育機関、金融機関、包括連携企業等の参画によるオール京都の推進体制
である「子育て環境日本一推進会議」において、子どもや子育て世代を社会全体であたたかく見守
り支える様々な取組や、子どもの意見が社会に反映できる仕組みづくりを進めます。

3
企業や行政と子どもがともに考え課題解決を目指すことで、子どもが早くから社会とつながり生き
る力を涵養する、「京都未来実現会議（仮称）」などの実施を通じて、子どもを含めた多様な主体
が参画するオール京都での社会づくりを行う体制を推進します。

4
笑顔の子どもが大人や若者の目に触れたり、大人の世界に子どもが自然に入っていく取組等を通じ
て「地域の中に子どもがいることが当たり前」という意識を醸成します。

6
第１子を持とうとする方の不安や負担等を解消し、子育てが楽しくなるような環境づくりを進めま
す。また、子育てに役立つサービス等の創出や普及を進めます。

7
「地域子育て環境「見える化」ツール」の活用を通じて、市町村や自治会等のコミュニティが自発
的に行動する意識を高め、子育て環境の充実に向けて地域の課題を解決できるよう支援します。

8

若者が、就学、仕事、結婚、子育てなどのトータルの人生設計を早期に考えられるよう、仕事と子
育ての両立体験などの機会を提供するとともに、ＳＮＳ等を活用し結婚や子育てに関する情報発信
を強化します。さらに、結婚、出産、子育てなどに応じた京都府の切れ目ない支援策を紹介しなが
ら、結婚や子育てにポジティブなイメージの醸成を目的としたセミナーを大学や企業等と連携して
実施します。

あらゆる主体と連携しながら総合的に子育てに関する施策を展開し、社会で子どもを育て、子ども自
身が社会に参画できる子育て環境日本一の取組を推進します。

子育てにやさしい風土づくりを進めます。

5
きょうと子育て環境日本一サミットを機に始動した「ＷＥラブ赤ちゃんプロジェクト」をオール京
都で府域に展開するとともに、子育てにやさしい府民行動の促進に向け、子育てにやさしい行動事
例の募集・発信を行うなど、気運醸成を図り、社会で子どもを育てる風土づくりを進めます。

 ①　希望あふれる子育て

４年間の対応方向・具体方策
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9

きょうと子育て応援ウェブサイト「まもっぷ」の機能を拡充し、行政の各種サービスへのアクセス
向上などにより、子育ての不安を解消するとともに、子育て支援イベントのプッシュ通知など、子
育て家庭が必要な情報を簡単に入手できるようにします。また、地域コミュニティの中核を担う商
店街において、「キッズフレンドリー施設」の展開を図るとともに、商店街と子育て支援団体との
ネットワーク構築を推進し、商店街を活用した子育て支援の取組を支援するなど、妊婦や子連れ世
帯の外出･移動支援の取組を進め、子育てに寄り添う地域づくりを行います。

10
ＷＥラブ赤ちゃん“ええ顔キャラバン”の開催など地域に子どもの笑顔が広がる機会の創出や、放
課後児童クラブをはじめとした放課後の子どもの居場所の充実などにより、地域の人が協力し合
い、子育てを見守り支える仕組みを構築します。

11
市町村・関係団体・地域等と連携し、性や健康に関する科学的知識を身に付けるとともに、一人ひ
とりの考え方を尊重した人間関係を構築することで、それぞれが自らの主体的な選択に基づき、自
分が望む生き方（ウェルビーイング）の実現をめざす「きょうとプレコン」を推進します。

12

毎月１９日を基準に、「きょうと・親子お出かけの日」を創設し、スタジアム等の府内公共施設の
無料開放や親子利用による料金優遇などの実施、また、民間団体等と連携した親子向けイベントの
開催等、親子連れで楽しめるコンテンツの創出を図るとともに、キッズフレンドリー施設の更なる
拡充などの取組とあわせて、親子でわくわくしながら外出できる京都を目指した風土を醸成しま
す。

13

若年層も利用しやすいＳＮＳを活用し、京都府・京都市連携により設置した「きょうと妊娠から子
育てＳＮＳ相談」及び「きょうと妊娠ＳＯＳ」において、若年期等の性の悩みから不妊や妊活も含
む妊娠、出産、子育て等に関する幅広い悩みに対して、多職種連携により対応することで、不安の
解消を図るとともに、適切な支援に繋ぎます。また、予期せぬ妊娠に特化した相談にも対応し、妊
娠や子育て等に直面する方が一人で悩むことのない環境を構築します。

14
将来子どもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者等が、がん治療開始前に生殖機能
を温存することで、将来に希望をもって治療に取り組むことができるよう、生殖機能温存療法に要
する費用及び温存後生殖補助医療に対する経済的負担の軽減を含めた制度の充実に取り組みます。

15
将来子育て世代となる若年層の京都への転入・定着や府内の事業所における人材確保を促進するた
め、奨学金返済支援制度の拡充や住宅取得に係る支援を実施するなど、若者の経済的な「ゆとり」
づくりを支援します。

16
子育て世帯の住宅取得等に係る経済的負担の軽減を図るとともに、「まち全体で子どもを見守り支
える」まちづくりの推進を図ります。

全国トップの不妊治療助成を実施するとともに、不妊治療と仕事の両立について職場で相談しやす
い環境づくりや企業等における不妊治療休暇制度の導入を促進します。

子育てしやすい地域・まちづくりを進めます。

17
子育て支援医療助成や幼児教育・保育料の無償化、高校生のあんしん修学支援制度などにより、子
育て世帯の経済的負担を軽減します。

18

22



19
「総合周産期母子医療センター（府立医科大学附属病院、京都大学医学部附属病院、京都第一赤十
字病院）」を中心に、医療機関の役割分担や令和７年度まで導入が完了した「周産期医療ネット
ワーク」を活かした分娩取扱施設間の連携強化を進めます。

20
ヤングケアラーの認知度向上のため、当事者や社会全体への周知・広報を進めるとともに、ヤング
ケアラーの状況を把握するため、市町村と共同で実態調査を実施します。

21

実態調査やヤングケアラーの相談窓口等で把握した当事者に対する支援を充実するため、オンライ
ン居場所の提供や、子ども食堂等における生活支援等を行うとともに、市町村における相談窓口の
設置やヤングケアラーコーディネーター配置を支援し、府内全域で質の高いヤングケアラー支援体
制を確保します。

22
妊産婦の産前・産後の不安感・負担感の増大による産後うつ等を未然に防止するため、アウトリー
チ型の家事支援や育児支援を行う人材を養成する等、全国トップレベルの妊産婦期から子育て期に
至るケア体制を充実・強化します。

25
府営住宅について、子育て世代向けの改修を進めるとともに、大規模団地の建替えに当たっては、
子育て支援施設の併設を進めます。

26

市町村と連携して、一時預かり、病児保育、ファミリー・サポート・センター、放課後児童クラブ
などの多様な保育の場の充実を図ることで、保護者のニーズに応じて必要な時に子どもを預けるこ
とができる環境整備を進めるとともに、地域における保育や子育て支援サービスを支える人材の育
成に取り組みます。

27

保育所・放課後児童クラブ等における待機児童を解消するとともに、安心して子どもを預けられる
よう、保育の質向上に向け、幼稚園の２歳児受け入れ促進支援等や保育人材マッチング支援セン
ター、指定保育養成施設との連携による、保育インターン事業の実施などの人材確保支援、若手保
育士の定着支援、保育士等に対する資質向上の取組を着実に進めます。

28
親の働き方等に関わらず、地域の子育て拠点である保育所等において、未入園児が家族以外の人と
関わる機会や親が保育の様子を見て乳幼児との関わり方を学ぶ機会、仲間づくりの機会を提供する
など、全ての子育て家庭の子育ちと親育ちの支援に取り組みます。

29

市町村の「こども家庭センター」の設置・運営を促進し、全ての子育て世帯や子どもに適切な支援
を提供できる仕組みを構築するとともに、市町村と連携して、育児や家事に関する知識を学ぶ場を
提供するほか、親子同士の交流の場を拡充するなど、子育ての不安・負担の軽減や親として学び成
長する機会を拡充します。

24
子育て世代や新婚世帯の府営住宅への入居基準を緩和させるとともに、優先的に入居できる戸数を
増加させます。また、府営住宅の公園や集会所等について、子どもが安心して集える場としての活
用を促進します。

23

「きょうと婚活応援センター」のＡＩマッチングシステムにより、精度の高い出会いの機会を提供
するとともに、多様な企業や団体、市町村と連携し、異業種交流会や体験型婚活イベントなどを充
実することにより、結婚を希望する人を社会全体で応援する気運を醸成します。ＤＭＯ等と連携し
京都の魅力を発見してもらい、京都府外の方と府内の方との結婚を、観光や移住・就労と一体的に
支援し府内への定着を図る「移住婚」の取組を展開するとともに、料理などの共同作業を通じて自
然な出会いの機会を創出できるプロジェクト婚をはじめとした「体験型婚活イベント」等の取組を
拡大し、結婚を希望する独身者の出会いを強力に支援します。
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30
大学生と子どもたちの交流を促進し、大学生の子育てへの理解や関心を高めるとともに、子どもた
ちの豊かな感性や将来への夢を育みます。

31
若者と子どもが混ざり合う「京都版ミニ・ミュンヘン」の取組を、地域の経済団体やＮＰＯなどの
多様な主体の参画を促進することで、府内全域で開催される環境づくり進めるなど、京都ならでは
の深化を図ります。

32
地域の身近な場所において、子どもたちの居場所として、安心・安全に集い、遊べる場や機会を創
出します。

33
地域全体で子育てしやすいまちづくりを進めるため、親子が集い、子どもが安心して遊べる公園・
広場等の居場所づくり等、市町村が子育てにやさしいまちづくりに総合的に取り組む活動を支援し
ます。

34
府立青少年海洋センターなど青少年健全育成施設の自然あふれる特色を生かした野外活動や宿泊体
験を通じ、子どもたちの「生きる力」を育成します。

37

子どもが相談しやすいようＳＮＳの活用による相談体制の整備や、「１８９（イチハヤク：児童相
談所虐待対応ダイヤル）」の普及啓発による児童虐待の早期発見・早期対応を進めるとともに、児
童虐待とＤＶ被害が絡み深刻化するケースに迅速に対応するため、児童虐待・ＤＶ防止連携推進員
を中心に市町村及び関係機関と連携した児童虐待・ＤＶ防止対策の強化に努めます。

38
心身の発達等に重大な影響を及ぼす子どもの性被害への対応や、地域での見守り活動を充実させる
とともに、児童相談所における困難なケース等に対応するため、弁護士の助言・指導により法的対
応力を強化します。

40
依然として高い水準を示す子どもの虐待受理件数や相談件数に適切に対応するため、一時保護所を
含む児童相談所の在り方について検討を進め、虐待防止や安全確保、相談支援などに必要となる体
制の強化を図ります。

41

府立医科大学附属病院・京都大学医学部附属病院等と連携し、病気と向き合う子どもとご家族が一
緒に安心して過ごせる滞在施設「ドナルド・マクドナルド・ハウス京都（京都ハウス）」の運営を
支援し、闘病中の子どもの頑張りを応援するとともに、ご家族の経済的、精神的、身体的な負担を
軽減します。

35
「きょうのつながるひろば」について、市町村と連携して地域ニーズに応じた多様な居場所づくり
を推進していきます。

36

児童虐待の未然防止のため、市町村の「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠
点」を一体化した「こども家庭センター」の設置を推進し、妊娠期から出産後まで各段階に応じた
切れ目のない支援を強化するとともに、地理的条件や交通事情、人口動向等を踏まえ、一時保護を
含む児童相談所の機能を適切に発揮できる相談支援体制の確保や、関係機関との更なる情報共有を
進めます。

39

子どもの権利と最善の利益を守るため、一時保護を行った子どもから意見を聴く機会を確保すると
ともに、児童養護施設の専門機能を充実する取組を支援するなど、児童養護施設等と連携して入所
から退所後までの切れ目のない自立支援を強化します。また、里親による養育を充実させるため、
里親へのスキルアップ研修や心理的なケアを行い、里親が安心して子育てできる環境を整備すると
ともに、里親制度の普及に努めます。
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42
時間や場所にとらわれない柔軟な働き方ができる環境づくりやテレワークの活用による「新しい
職・住近接」の実現に取り組みます。

44
「子育て企業サポートチーム」の企業訪問やＷＥＢ広告等の広報活動により、「子育てにやさしい
職場づくり行動宣言」の取組を拡大し、あらゆる世代の労働者が働きやすい環境づくりを推進しま
す。

45
企業における男性の育児休業取得を促進するとともに、ワーク・ライフ・バランスを考慮した人事
評価制度や給与体系の導入等、子育てをポジティブに評価する仕組みづくりを支援します。

46
子育てや育児休業に対する企業経営者の意識改革や職場理解の醸成に取り組む中小企業等を支援す
ることで、育児と仕事の両立に向けた職場づくりに取り組みます。

子育てにやさしい職場づくりを進めます。

43
人材確保塾を通じて、誰もが働きやすい職場づくりの取組や企業の採用力に係るノウハウ等を学
び、自社において実践する経営者を支援するとともに、学んだ内容を活かす合同企業説明会（京都
ジョブ博）等への優先出展により、優良事例の横展開に取り組みます。
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1

新たな価値を創造する力をはぐくむため、発達段階に応じて、早い段階から、地域産業や伝統芸
能、職人技など京都のほんまもんや実社会に触れることで自らの「好き」を発見し、知識と経験を
積み重ねる機会を創出します。また、その「夢」や「やってみたい」という想いを社会課題と結び
付け、子どもたちの発案により京都の未来をデザインし、実現につなげる取組を推進します。

2
府立高校と京都市立高校の生徒が一堂に会し、探究的な学びの成果を発表・交流するとともに、京
都が世界に誇る文化財を舞台に多様な価値観や考え方に触れる機会を設けるなど、生徒同士が切磋
琢磨し、互いに高め合う取組を通じて、未来を切り拓く人材の育成を目指します。

3
児童生徒が自ら課題を発見し解決する能力の向上を目指した「課題解決型の学習」を実施するな
ど、知識や技能などの認知能力だけでなく、意欲や粘り強さなどの非認知能力を一体的に育成しま
す。

5
理科を中心とした専科教員を小学校に配置するなど、新しい時代にふさわしい質の高い教育の実現
を図るとともに、教科等横断的な「ＳＴＥＡＭ教育」を進めます。

7
情報モラルやメディアリテラシーをはぐくむとともに、得た情報を整理・比較して、その真偽を見
極め、分かりやすく発信・伝達したり、適切かつ効果的に利用することができる情報活用能力を育
成します。

9
府立高校において、京都府にゆかりの深い茶道や華道、着物の着付けなどの体験活動や、京都の魅
力や価値を学ぶ「高校生のための京都学」講座の開設に加え、和食や宇治茶、京野菜など、京都の
本物の文化を次世代に継承し新たな価値を生み出す取組を進めます。

新時代の到来を見据えた新しい学びを創造します。

4

外国語教育専科教員を小学校に配置し指導体制を強化するとともに、生成ＡＩを活用した英会話学
習の導入など、小学校から高等学校までを見通した一貫した指導により、「聞く」「読む」「話す
（発表）」「話す（やりとり）」「書く」の英語４技能５領域について、子どもたちの総合的な英
語力を高めます。

 ②　　夢を実現する教育

8
児童生徒一人ひとりの学びを支え、ＩＣＴを効果的に活用した学習活動の充実に向け、デジタル学
習基盤を整備します。

6
児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導ができるよう、指導体制を整備し、小・中学校、高等
学校での振り返り学習を充実させるなど、基礎・基本を徹底する取組を進めます。

伝統文化学習など京都ならではの教育を進め、豊かな人間性と健やかな身体をはぐくみます。

４年間の対応方向・具体方策
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10
親子がともに多様な体験や学びができる機会を充実させるとともに、地域活動、読書活動等を通じ
て、人を思いやり、尊重する心をはぐくみ、豊かな人間性を育成します。

11
ＳＮＳの利用の拡大など、児童生徒・教育を取り巻く状況の変化や、多様化・複雑化する社会に対
応するため、人権学習や道徳教育について、より一層の充実に努めます。

14

少子化が進む中において、子どもたちがやりたいスポーツや文化芸術に挑戦することができる機会
や活動の場を確保するため、プロスポーツチームをはじめ地域の関係団体等との連携や人材の育成
に向けた取組を進めます。また、指導者の育成や地域クラブの整備など、地域の実情に応じた部活
動の地域展開等を推進します。

15
府と市町村が一体となって「教育環境日本一」を進めるため、地域の実情に応じた教育施策や環境
整備などを支援します。

16
個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向け、デジタル技術を効果的に活用するととも
に、子どもが「わかる喜び」や「学ぶ楽しさ」を実感できる学びを推進し、教育環境の整備を図
り、「主体的・対話的で深い学び」の実装、「多様性の包摂」をめざします。

17
ＩＣＴを活用した「京都府学力・学習状況調査～学びのパスポート～」のデータ分析などにより、
児童生徒一人ひとりの学力の伸びと非認知能力の変容を把握できるようにすることで、個に応じた
指導や授業改善につなげます。

18

グローバルな視野をもって社会で活躍できる人材の育成をめざし、産業界や大学、京都市と連携
し、夢や志を持つ府内すべての高校生等を対象に、自ら課題解決に挑む海外探究留学の機会を提供
するとともに、府立高校生を対象とした語学力向上に向けた海外留学支援を実施します。さらに、
留学経験者や留学支援企業、大学等が継続的につながる「京都イノベーティブ人材コミュニティ
（仮称）」を創設します。

19
児童生徒一人ひとりが自らの将来を主体的に選択し、自己実現につなげることができるよう、イン
ターンシップを推進するとともに、体験的な学習、ライフデザインを考える学習を地域と連携して
進めるなど、発達の段階に応じたキャリア教育を進めます。

20
高校生が学ぶ意欲と目的を持って進路を選択できるよう、大学教育の先取り履修や大学の施設・設
備を活用した実習、京都府立大学の系属高校としての教育活動など大学と連携した学びの機会を充
実します。

一人ひとりの能力や個性を伸ばし、新たな時代を豊かに生きる力の育成に向けた魅力ある学校づくり
を進めます。

21

府立高校の職業系専門学科において企業との連携を強化することで、高い専門性と応用力を備えた
地域のものづくり産業の担い手を育成するとともに、小中学生と高校生が協力して、地域創生に係
る取組を推進するなど、シビックプライドをはぐくみながら、地域社会の発展に貢献できる人材を
育成します。

13
楽しく体を動かす習慣を身に付けさせながら、体力・運動能力の向上をめざすとともに、知育・徳
育・体育の基礎となる食育をはじめ、健康的な生活習慣を確立できる取組を進めます。

12
ボランティア活動や奉仕活動などを通じて社会に貢献する心をはぐくむとともに、社会の一員とし
て果たすべき役割と責任を自覚し、積極的に社会参画できる資質や能力を養うなど、より良い社会
の構築に向けて行動できる人材を育成する主権者教育を進めます。
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22

少子化による高等学校の小規模化等の課題や府立高校の果たすべき役割を踏まえ、大学や企業等と
連携しながら、生徒一人ひとりの学びの充実を図ります。オンライン等により、異なる学校の生徒
が地理的制約を越えて学び合う場の構築や他校の特別講義等を受講できる機会の創出などを通じ、
府立高校ならではのスケールメリットを生かした魅力ある府立高校づくりを進めます。

23
府立高校において、学校内外の多様な人々との協働や連携を進めるため、オープンスペースの設置
や普通教室への双方向型の電子黒板の整備を行います。

24
府立高校のさらなる魅力向上に向け、国の「Ｎ-Ｅ.Ｘ.Ｔ.（ネクスト）ハイスクール構想」を踏ま
えながら、地域の実情等を考慮した学校・学科再編の検討や、令和９年度選抜からの新しい入学者
選抜制度の導入など、時代や社会情勢等の変化に対応した教育制度等の改革を進めます。

25
高等学校教育改革実行計画を策定し、「公立高校改革リーディング事業」等の成果を他校へ普及す
るなどにより、府全体の教育水準の向上につなげます。

26
私立幼稚園における子育て支援施設利用料の減免や園児の環境改善を進めるとともに、施設耐震化
補助等により、私立の小・中学校、高等学校まで、教育条件の維持・向上を図ります。

28

「京都府インクルーシブ教育推進指針」に基づき、幼児期から高等学校等まで切れ目なく、児童生
徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導や支援を充実するとともに、教員の専門性向上や
教育環境・制度の整備を進めるなど、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築
を図ります。

29
小・中学校、高等学校における生活及び学習上の支援と適切な合理的配慮を提供するため、特別支
援教育の専門的な知識をもつ教員を育成するとともに、通級による指導と通常の学級との連携等に
より組織的な指導と支援の充実を図ります。

31
特別支援学校において、卒業後の自立と社会参加へつなぐため、就労への意欲の向上や希望進路の
実現をめざし、キャリア教育の充実と関係機関と連携した就労支援を進めます。

32
障害のある人もない人も共に楽しめるアダプテッドスポーツ等を通じ、小中学生・高校生と特別支
援学校の児童生徒との交流活動を実施するなど、「心のバリアフリー」を推進する教育活動を展開
します。

30
障害の有無に関わらず、全ての児童生徒にとって、より理解しやすい授業の工夫など、授業のユニ
バーサルデザイン化を推進するとともに、障害のある児童生徒が学校で必要な医療的ケアを受けら
れるよう、看護師等の専門的な職員の配置を進めます。

27
府立学校施設の長寿命化改修やトイレの洋式化を進めるとともに、猛暑対策として災害時には避難
所ともなる体育館等に空調設備を新たに導入するなど、防災の拠点機能を踏まえた、安心・安全で
多様な人々の利用に配慮した環境整備を進めます。
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34
不登校児童生徒が増加傾向にあることを踏まえ、個々の状況に応じた支援計画の策定や、ＩＣＴを
活用した個別学習・遠隔学習などのきめ細かな支援を充実させるとともに、一人ひとりに寄り添っ
たプロアクティブな生徒指導により、安心して学べる学校づくりを進めます。

35
不登校児童生徒の学校復帰や社会的自立を支援する拠点である市町村の教育支援センターに、ス
クールカウンセラー等の専門家を配置するなど、機能強化を支援します。

36
家庭教育に関する専門家を市町村に配置し、「こども家庭センター」等との連携を進め、家庭教育
に悩みや不安を抱える家庭を訪問するなど、幼児期から就学後まで、地域の力を活用した切れ目な
い支援を行います。

37
「架け橋期のカリキュラム」を通して幼児教育から小学校の学びへつなぐことや、市町村が円滑な
幼小接続を主体的に推進することができるよう支援するとともに、市町村の優れた取組を幅広く共
有できるネットワークの構築を進めます。

38
新たな時代の教育を担う教職員の資質向上に向け、大学や企業等と連携して教育を科学的に研究・
研修する機能と、児童生徒・保護者への支援の充実に資するカウンセリング機能を強化した、新た
な教育支援の拠点整備について検討を進めます。

39
児童生徒を取り巻く環境や、自身が抱える問題や課題が複雑化・多様化する中、教職員が児童生徒
の社会的自立に向け、深い児童生徒理解に基づいた指導や支援を行えるよう、研修を充実させま
す。

40
自然災害、事故、事件、新興感染症等の非常時においても、子どもたちの安心・安全を確保するた
め学校危機管理体制を整備するとともに、子どもたちの学びを止めず、つながりを保てるよう、Ｉ
ＣＴを活用した双方向型の学習環境の整備や専門家との連携による心のケアの充実を図ります。

43
子どもたちが地域行事の伝承や体験活動・学習活動等に関わることや、地域の魅力や文化の価値を
学ぶことで、ふるさとに誇りと愛情を持つ次代の地域づくりの担い手を育成します。

45
地域と学校が連携・協働して様々な活動を行う「地域学校協働活動」の推進や地域住民の意見を学
校運営に反映する「コミュニティ・スクール」の活用などを通じて、「地域とともにある学校づく
り」を進めます。

44
学習補助や登下校安全指導、地域の祭りや農林水産業の体験などの郷土学習、異学年交流など、地
域住民の協力を得て子どもたちの学びや成長を支えるとともに、地域の方々やＮＰＯ団体、大学、
企業等との連携・協働体制の構築を積極的に進めます。

42
教職に興味を持つ大学生等を対象とした「学生ボランティア」等の学校現場体験や、地域住民の協
力により学習支援を行う「地域未来塾」の取組を府内各地で実施し、全ての子どもが将来に夢や希
望を持って成長していけるよう支援します。

41

国のいわゆる高校授業料無償化制度に対応した、高校生のあんしん修学支援制度や通学費補助制度
など、高校生等に対する就・修学支援制度により、安心して勉学に励むことができる環境を充実さ
せるとともに、府立高校における「１人１台学習用端末」の導入に係る購入費の補助等、保護者の
負担を軽減するための支援を行います。

いじめや不登校への早期対応、家庭や地域との連携協働を進めるなど、安心・安全で充実した教育の
環境を整備します。

33
電話やＳＮＳを活用した児童生徒・保護者向けの相談事業の実施や、いじめ防止対策推進法に基づ
く体制整備などにより、総合的ないじめ対策事業を推進します。
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46
教員業務支援員等外部人材の活用や部活動の地域展開等により、学校や教員が担う役割の見直しや
業務を明確化することで、教員が授業や授業準備に集中できる環境を構築し、時間外在校等時間の
削減のみならず、「働きがい」と「働きやすさ」を両立した働き方改革を推進します。

47
動画やＳＮＳなど様々な媒体を通じた教職の魅力発信や、教員採用選考試験の改善、教員を目指す
学生に対する支援の強化等により、教員志願者を確保し、教育の質を高めます。

48
多様な課題を抱える児童生徒にきめ細かな指導ができるよう、スクールカウンセラーやソーシャル
ワークの視点で支援を行うまなび・生活アドバイザーなど、教員以外の専門スタッフの配置拡充を
進めます。

49
ＩＣＴの活用や小学校における教科担任制の推進など、様々な教育改革や複雑化・多様化する教育
課題に対応するため、教育環境を整備するとともに、効果的・効率的な教員の資質能力向上に取り
組みます。

50
柔軟な教育課程の編成など、カリキュラムマネジメントを通じて余白の時間を創出し、子どもたち
の主体的な学びの時間を確保するとともに、教員の教材研究や授業改善につながる研修等の時間を
充実させることにより、教育の質の向上を図ります。

51
デジタル技術を活用した教材や採点システム、校務支援システムの導入による校務ＤＸの推進、デ
ジタル学習支援センターにおける教員のＩＣＴを活用した指導力向上のための研修等を通じて、京
都式「教育ＤＸ」を推進します。

52
放課後にもオンラインで受講できる講座の充実や、校内研修等で活用できる講座の設定、短時間で
視聴できる優良Ｗｅｂコンテンツの精選等、多忙な教職員が受講しやすい研修環境を整備します。

54 私立学校と公立学校の教員研修などを通じた交流により、広い視野を持つ教員を育成します。

55
府内の大学に理系人材育成拠点づくりを進め、小中高生の理系分野への興味・関心を高め、将来の
京都の産業発展やイノベーション創出を担う人材の育成を推進します。

53
学校現場において中核となる人材を育成するため、民間企業研修・大学等での長期研修を実施する
とともに、教員間の学び合いグループの連携・研究への支援や、自己啓発のための休暇取得の促進
などにより、教員の資質能力の向上を図ります。

教職員の働き方改革を進めるとともに、教員の資質能力を向上させます。
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1

３大生活習慣病である、がん・心疾患・脳血管疾患等を減少させるため、健診、レセプトデータ等
のビッグデータを活用するなど、健康医療情報のデータ分析に基づく保健事業であるデータヘルス
を推進することで、地域の健康課題や個人の健康寿命の延伸を阻害する要因を明らかにし、健康づ
くりから安心できる医療提供体制の構築まで、市町村等と共同で共に対策を講じるとともに、大学
と連携し健康課題の抽出のほか、男女で異なる健康課題やライフステージに応じた施策についても
展開します。

2
乳幼児期から高齢期までの各ライフステージにおいて、歯と口の健康づくりの推進に関する施策を
進めます。特に、成人層の歯周病予防やオーラルフレイル（口腔機能の衰え）予防などの取組によ
り、８０歳になっても自分の歯を２０本以上保つ８０２０運動を強化します。

4
性別を問わず、若いうちからの健康管理を促すため、ＳＲＨＲ（性と生殖に関する健康と権利）の
考え方を基本として、性や妊娠・出産に関する科学的知識とライフデザインを考える機会を提供す
る「きょうとプレコン」や、ライフステージに応じた健康づくりについて普及・啓発を進めます。

7
職場の健康づくりが企業価値を高め、人材定着につながるという好循環を生み出す「きょうと健康
づくり実践企業認証制度」の普及に取り組むとともに、健康相談などを担う薬局等と連携した地域
の健康づくりを進めます。

8
健康無関心層に対して、ＩｏＴ等を活用した食や運動の環境を整備するとともに、マスメディア等
を通じた情報発信を強化するなど、健康づくりを支援します。

9
介護予防・日常生活支援の担い手となるＮＰＯやボランティア団体等の育成やスキルアップに取り
組み、要支援１、２の方など支援を必要とする高齢者一人ひとりが介護予防・生活支援ニーズに応
じたサービスを受けることができるよう、市町村を支援します。

10
薬物依存症につながる麻薬や大麻、市販薬の過剰摂取等の薬物乱用の防止について、府民、特に青
少年が、より身近な問題として感じられるような体験型学習の実施やＳＮＳ等を活用した啓発を行
うことにより、健康被害の拡大を防止します。

3

全身の健康とも密接に関わる歯と口の健康づくりを推進するため、府民への啓発や多職種が連携し
た歯科保健医療体制の充実を図るとともに、加齢に伴う筋力の衰えや活動の低下（フレイル）を予
防するため、体操等の身体機能改善と栄養管理、口腔ケアを複合的に実施する「京都式介護予防総
合プログラム」などの介護予防の取組を進め、健康寿命の延伸につながる施策を推進します。ま
た、介護予防や健康増進、生きがいづくりを目的とした住民主体の通いの場の活動を支援し、高齢
者が自立した日常生活を送れる地域づくりを進めます。

府民全員が自らの健康は自ら守るとの意識を持ち、疾病の早期発見・治療につながるよう健康診断や
がん検診を受診し、生活習慣の改善や健康づくりを進め健康寿命を延伸します。

③　健やかで社会と繋がりを持ちながらの人生１００年時代

5

府内の小中高等学校及び特別支援学校において、がんや生活習慣に関する健康教育を実施します。
また、企業において健康づくりや検診の受診奨励を行う「がん予防啓発セミナー」を実施するな
ど、健康づくり（がん予防）を進めるとともに、労働局等とも連携し、仕事とがん治療の両立を支
援します。

6
健康増進法や京都府受動喫煙防止憲章の趣旨を踏まえ、受動喫煙ゼロや健康への影響が大きい子ど
もや患者に特に配慮するなど、府全体で取組を進めるとともに、禁煙治療を行う医療機関の増加な
ど、禁煙しやすい環境を充実させます。

４年間の対応方向・具体方策

31



11

高齢者をはじめとする地域住民が、地域とのつながりを持ちながら、生きがいや役割を持っていき
いきと暮らし続けられるよう、多様な居場所や活動の場への参加を促進するとともに、高齢者が持
つ知識や経験を、地域活動やボランティア活動などにつなげる「地域活動支援ネットワーク（仮
称）」の取組を進めます。

12
退職者等の地域社会への円滑な参画、地域活動の魅力向上・活性化、担い手を求める活動とのマッ
チングなどを支援し、誰もが役割を持ち、支え合いながら活躍できる持続可能な地域社会づくりを
推進します。

13

高齢者が住み慣れた地域のことを学び、地域活動の担い手として活躍できることを目的として設置
した「京都ＳＫＹシニア大学」や「シニアボランティアバンク」を通じて、地域活動を担う人材の
育成と活動機会の充実を図ります。また、京都府生涯現役クリエイティブセンターにおいて、シニ
ア等が自らのスキルを活かして地域貢献活動に取り組む場づくりを進めます。

14
高齢者の全国スポーツ大会である「ねんりんピック」の府内予選会の状況等をＳＮＳ等を活用して
広く府民に広報し、高齢者スポーツの裾野を拡大します。

15
認知症カフェなどの居場所づくりや寄り添い支援の充実、認知症応援大使をはじめとした認知症の
本人による発信、就労・社会参加やピアサポート活動の促進により、認知症になってもいきいきと
暮らせる認知症にやさしいまちづくりを進めます。

16

新型コロナウイルス感染症対策の経験や知見を生かして改定した「京都府感染症予防計画」及び
「京都府新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、感染症対策連携協議会の開催を通じた関
係機関との緊密な連携体制や医療措置協定に基づく迅速な医療提供体制を構築し、社会経済活動へ
の影響が最小限となるよう対策を実施するなど、感染症の特性を踏まえた適切な対応を行います。

17

将来発生が見込まれる新興感染症等に対応するため、京都府・京都市が連携し、令和８(２０２
６）年１０月に創設予定の「京都感染症対策センター（京都ＣＤＣ）」において、平時から、感染
症情報の速やかな集約・分析と発信、施設の感染予防・感染対策への支援、関係者間の情報共有な
どに取り組み、感染症への総合的な対応力を高めます。

18

府民が感染症に関する情報を適切に理解し、判断・行動することができるよう、ＳＮＳやホーム
ページ等を通じて、科学的知見に基づく正しい感染対策等の情報を発信します。また、新興感染症
等の発生時には、偽・誤情報による府民の不安解消を図るため、国によるモニタリング結果や相談
窓口に寄せられた情報等を踏まえ、府民や医療関係者に対して必要な情報をわかりやすく提供し、
適切な判断と行動につながる情報発信を推進します。

19
子どもたちを感染症から守り、安心・安全に生活できる環境を整えるため、保育所等の子どもの居
場所における感染症対策を支援し、平時からの感染症への対応力を高めます。

20
高齢者施設等の重症化リスクの高い集団における感染の拡大を防ぐため、高齢者施設等の職員を対
象とした相談会を開催するなど、平時から支援を行い、有事に迅速に対応できる体制を構築しま
す。

21
感染症患者等を受入れるために必要な人材の育成に向けて、関係団体や医療機関が行う研修等の取
組を支援します。

22
公衆衛生の要である保健所について、新興感染症発生等の健康危機管理事象に対して機動的な対応
がとれるよう人員体制を強化します。

高齢者が地域活動などに参加しやすい環境を整え、高齢になっても社会的な役割を持って活躍しなが
ら、住み慣れた地域でいきいきと暮らすことができる社会づくりを推進します。

新たな感染症等の発生時にも対応できる体制を整えます。
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1
新たな地域医療構想として「京都府地域包括ケア構想」を策定し、病床機能だけでなく、外来・在
宅・介護との連携など、地域の医療機関等をつなぐネットワークを構築することで、医療需要の変
化に対応し、持続可能で質の高い、地域で必要な医療機能の整備を進めます。

2

地域医療機関の機能や役割分担を深化させる「医療あんしんネットワーク」を構築するため、重点
地域を設けるなど、保健所等の単位で設置する地域医療構想調整会議における議論を促進し、入
院・外来・在宅・医療介護連携を含めた地域包括ケアの推進のための取組を関係者とともに進めま
す。

3

各地域で持続可能な医療提供体制を確保するため、大学や医療機関、医療関係団体等と連携して救
急や在宅など医療機関の役割の明確化を進めるとともに、医療機関の役割分担やＩＣＴを活用して
構築した「京あんしんネット」や「周産期医療ネットワーク」等を活かした医療機関同士の連携強
化を進めます。

4
道路交通網の整備による移動時間の短縮や遠隔医療等の発展を踏まえ、周産期医療や脳血管疾患や
心疾患等循環器系の高度医療に対応した柔軟性のある医療体制の構築や高度医療に対応できる医療
人材確保を進めます。

6

医療と介護の複合ニーズを抱え通院が困難な高齢者の増加や、医療従事者不足の深刻化が見込まれ
るなか、府立医科大学や産業界と連携し、地理的条件など利用者のアクセスの実情も踏まえ、巡回
診療やオンライン診療などによる「京都式医療ＭａａＳ（仮称）」の実現に向けた取組を推進しま
す。また、地域の医療関係者や医療関係団体と連携しながら、へき地等でのオンライン診療の活用
を進めます。

7

「世界トップレベルの医学・医療を地域へ」の理念の下、府立医科大学において教育・研究環境の
整備・充実を図るとともに、附属病院において、将来の医療需要予測や関係医療機関との機能的連
携を踏まえた高度医療機能の充実、感染症への即応力強化、入院患者のＱＯＬ向上等を実現する施
設・設備の整備を行うなど、病院機能の更なる充実に取り組みます。

8
府立医科大学附属病院において、世界トップレベルの医療を地域へ還元するとともに、がん治療や
再生医療などの高度医療や重篤患者や災害時の患者の受入れなど救急・災害医療の充実に取り組み
ます。

9

府立医科大学附属北部医療センターにおいて、府北部地域における医療需要、疾病構造の変化を踏
まえ、医療人材育成の取組や地域の医療機関等との機能分担・連携を更に進め、府北部地域の中核
病院に相応しい診療機能の強化と大学の附属病院としての教育・研究機能の充実に向けて、施設整
備に取り組みます。

在宅医療から高度医療まで必要な時に適切な医療を受けられる体制を府内全域で整えます。

④　安心して生活できる医療・介護・福祉の実現

5
緊急時や災害時の救急医療を担う救命救急センターや災害拠点病院のさらなる機能強化を進めると
ともに、医療資源に応じ、広域救急搬送や地域内での搬送体制の充実に向けた検討を行います。併
せて、患者の通院手段の確保や広域の移動を伴う受診への支援などを検討します。

４年間の対応方向・具体方策
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11
小児がんの子どもについて、小児がん拠点病院と地域の医療機関や訪問看護ステーション等が連携
し、晩期合併症（治療終了後数年を経過して健康上の問題が生じること）への対応をはじめとする
長期的なフォローアップ体制を充実させます。

15
脳卒中・心臓病等総合支援センターを中心に循環器病に関する適切な情報提供や相談支援体制の整
備に取り組みます。

16
薬事支援センターにおける産学公連携による医薬品・医療機器等の開発・製造等の支援を充実さ
せ、京都発の安心・安全な医薬品や医療機器等の創出を進めます。

17

京都府南部における障害者、高齢者等の治療から地域生活までの包括的なリハビリテーション支援
拠点の整備計画を踏まえ、諸課題の整理・検討を進めます。地域リハビリテーション支援セン
ター、リハビリテーション職能団体等と緊密に連携し、高齢者、障害児・者、難病患者等リハビリ
テーションを必要とする方に地域での適切なリハビリテーションを提供できる体制を強化します。

19
府立医科大学のロボットリハビリテーションセンター等と連携し、医師等向けの研修等の場を通じ
てリハビリテーション機器等の情報発信等を行い、その導入を促進します。

20 社会的支援が必要な方が、安心して健やかに暮らせるよう医療費負担の軽減等を図ります。

22

高齢者が安心して在宅療養を続けるため、体調を崩した時にあらかじめ登録した病院でスムーズに
受診し、必要に応じて入院に繋げられる「在宅療養あんしん病院登録システム」の活用を、病院、
在宅療養を支えるかかりつけ医、ケアマネ等の多職種を通じて普及し、高齢者が安心して在宅療養
できる体制を充実させます。

10

高度化するがん医療水準に対応し、居住地域にかかわらず質の高いがん医療が提供できるよう専門
性の高い人材の育成、診療機器整備を支援するとともに、がん総合相談支援センターのオンライン
対面相談などにより、府内のがん診療・相談体制の均てん化を推進します。また、治療に伴う外見
の変化によりアピアランスケアを必要とするがん患者が、府内全域で支援制度を利用できるよう取
り組むとともに、がん診療連携拠点病院等におけるアピアランスケアの人材育成、相談支援、情報
提供などの取組を支援します。

12
がんと診断されたときから適切な緩和ケアが提供できるよう、医師・看護師等に対する研修を実施
するとともに、患者や家族が安心して過ごすことができるよう、がん診療連携拠点病院等と地域の
医療機関との連携協力体制を強化します。

13
保健環境研究所について、京都市衛生環境研究所との合築の利点を生かし、相互応援体制を充実す
るとともに、様々な健康危機への対応力を強化します。

14

難病患者が安心して療養生活を送れるよう、社会参加や就労に向け、難病相談・支援センターにお
ける各種相談などを充実させるとともに、難病診療連携拠点病院を中心とした難病診療連携体制を
構築し、難病相談・医療の均てん化を進めます。小児期から慢性的な疾患を抱える患者が成人後も
必要な医療等を切れ目なく受けられるよう、移行期医療支援にも取り組みます。また、アレルギー
疾患についても、アレルギー疾患医療拠点病院を中心とした医療提供体制や相談体制の整備を進め
ます。

18
在宅におけるリハビリテーションの拡充に向け、高齢者や難病患者等が在宅で安心して生活できる
よう、多職種に対応した研修等の充実、地域ケア会議や介護予防事業等へのリハビリテーション専
門職の参画、訪問リハビリテーション事業所の整備等を促進します。

21

子育て世代・高齢者・外国人などのけがや病気への緊急時対応体制を充実させるため、子どもの病
気に対する保護者の不安等を解消する小児救急電話相談（＃８０００）、「急な病気」・「けが」
で救急車を呼ぶべきか迷ったときの救急電話相談（＃７１１９）などの医療相談をはじめ、高齢者
向けの在宅療養あんしん病院登録システムや多言語による外国人向け医療ガイドブック等の案内・
周知を通じた外国人患者受入可能な医療機関の体制整備を行っていきます。
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23

医療従事者の研修機会の確保など、キャリア形成を支援するとともに、医療機関が実施する業務効
率化・職場環境改善に資するＩＣＴ機器の導入や、タスクシェア・タスクシフト、多職種の役割分
担・連携を推進することにより、ケアの質の向上を図りつつ、医療従事者の勤務環境改善に向けた
取組を進め、ワーク・ライフ・バランスを実現します。

27
病院の看護師等の従事者確保に係る採用戦略の策定への支援や、看護師等を養成する学校の学生確
保や、養成所と病院間の連携強化により、看護師の府内就職・定着を推進します。

28
府立医科大学で専門医の養成・確保を進めるとともに、府内でリハビリテーション指示ができるか
かりつけ医の養成・確保を進めます。

29
理学療法士等修学資金の貸与等により、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、言
語聴覚士）を確保・育成します。

30

「きょうと福祉人材育成認証制度」を推進し、人材育成や定着支援に取り組む福祉事業所を増や
し、安心して長く働き続けられる職場づくりを進めます。また、人口減少等によって人材の供給に
限りがあるため、これまでの人材確保事業（福祉人材・研修センターにおけるマッチングやジョブ
パークでの就労支援等）に加え、外国人材など確保が見込まれるターゲットに重点的に参入を促進
するとともに、社会福祉施設等の生産性向上を支援する「京都府介護・福祉職場業務改善支援セン
ター」を核として、雇用環境改善や事業所間の協働・グループ化を図り、人材の定着に繋げます。

31
北部地域において、介護福祉人材養成校、実習センター等からなる福祉人材養成システムを活用
し、人材の確保・育成・定着を一体的に進めます。

32
「きょうと介護・福祉ジョブネット」が行う介護・福祉職の魅力発信・社会的評価の向上や職場環
境の改善などの活動を支援し、将来を担う人材の確保・育成及び潜在的有資格者の現場復帰等につ
なげます。

24

医師確保困難地域で従事する医師が安心して勤務できるよう、研修機会の充実や生活環境への支援
など、定着に対するインセンティブ制度を充実させます。また、自治医科大学卒業医師や府立医科
大学地域枠卒業医師については、一人ひとりのキャリア形成プログラムを踏まえた配置などによ
り、医師偏在の解消を進めるとともに、ベテラン医師や退職医師に対しても、リカレント教育を実
施できるよう、府内の病院と連携し、京都府医師バンクの強化を図ります。

府民の健康を守る医療の充実のため、魅力ある職場づくりを通じて、医療人材の育成・確保・定着支
援を進めます。

25
短時間勤務や子育てサポート体制を充実し女性医師の離職を防ぐとともに、離職後の再就職を促進
し女性医師の確保につなげます。

26

看護師確保については、「養成」「確保・定着」「資質の向上」「再就業」の４つの柱で取組を進
め、ライフステージに応じた就業しやすい環境やキャリア形成の道筋を整えるとともに、看護師の
タスク・シフト/シェアを進めます。また、北部地域において、複雑多様化する医療に対応できる
医療人材を育成するため、京都府立看護学校を新たに整備・共用するとともに、看護学校内に設置
する「キャリアセンター」を中心に、丹後地域等の医療機関が連携して、研修等スキルアップの支
援体制を構築します。

介護・福祉現場の生産性向上により、サービスの質の向上と働きやすい職場づくりを推進するととも
に、介護・福祉の仕事の魅力発信と多様な人材の確保・育成を展開します。
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33

介護・福祉分野における外国人材の確保に向けて、諸外国との連携強化を図るとともに、受入環境
の充実や地域住民との交流促進を通じて、安心して働き地域社会の一員として活躍できる環境づく
りを推進します。 また、日常の相談対応等を担う登録支援機関の質の向上を図るとともに、介
護・福祉事業所でのキャリアップ支援をおこない、外国人材の育成・定着を推進します。

34
定年退職者や子育てを終えた層など多様な人材を、介護・福祉の担い手として介護分野での就労に
つなぐ支援を行うとともに、介護ロボットやＩＣＴ機器など介護職員の負担を軽減するテクノロ
ジー機器等の普及を進め、介護・福祉人材の確保や働きやすい職場環境づくりを支援します。

35
人口減少や介護サービス需要の変化を見据え、将来にわたり必要な介護サービスを安定的に提供で
きるよう、介護事業者の経営基盤強化や事業者間の連携・協働を促進するとともに、地域の実情に
応じた介護サービス提供体制の維持・確保を進めます。

37
高齢者が地域とのつながりを維持しながら安心して暮らせるよう、ＩＣＴや地域資源を活用した見
守り体制の充実や相談支援体制の確保を進めるとともに、社会参加や介護予防活動への円滑な参加
を支援します。

38
高齢者が安心して介護サービスを利用できるよう、医療機関との連携強化の取組や介護職員への感
染症研修の実施などにより、介護施設における感染症対策の取組を支援します。

40

地域の金融機関や商店等、身近な事業者による高齢者や認知症の人に対する必要に応じた声かけや
サポートを行う仕組みづくり、「認知症にやさしい異業種連携協議会」参画企業と認知症当事者や
多様な主体が交流しながら、認知症にやさしいモノやサービスの創出を検討する取組の支援によ
り、「認知症にやさしいまちづくり」を進めます。

41
在宅等で介護を行う家族・介護者の負担を軽減するため、介護度に応じた適切な介護サービスを提
供につなげるとともに、家族・介護者への負担軽減に資する取組の充実などレスパイトの向上を支
援します。

42
入退院時における医療・介護連携を強化するため、入退院支援に係る病院の医療ソーシャルワー
カー、ケアマネジャーなどが活用する入退院情報共有ルール等の普及により、在宅療養へのスムー
ズな移行を支援します。

43
在宅や施設における看取りを支える専門人材の養成等、状態や状況に応じて療養場所や医療・介護
を柔軟に選択でき、希望に応じた最期を迎えられる体制を構築します。

44
人生の最終段階における医療・ケアについて、自分自身で前もって考え、家族や医療・ケアチーム
と繰り返し話し合い共有する取組である「アドバンス・ケア・プランニング（愛称「人生会
議」）」の普及・啓発を進めます。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、持続可能で質の高い医療・介護
提供体制を構築します。

36
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、医療・介護・福祉の連携による地域包
括ケアの取組を推進するとともに、地域ごとの介護サービス需要や実情を踏まえ、施設・在宅サー
ビスを適切に組み合わせた介護サービス基盤の確保と充実を進めます。

39

認知症初期集中支援チームなどによる早期発見・早期対応の体制整備、切れ目のない医療・介護の
仕組みづくり、市町村が実施する認知症の本人や家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支
援とをつなぐ仕組み（チームオレンジ）の促進を図るとともに、認知症本人や家族など多様な主体
の参画による認知症総合対策を進めます。
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45
大規模な府営住宅の建替え等に当たっては、地域の社会福祉施設の立地状況や高齢化の状況を踏ま
え、市町村等と連携して社会福祉施設の併設等、地域需要に応じた施設の整備を進めます。

46
介護と仕事の両立に向けて、京都府労働相談所において労働者からの相談に対応するとともに、企
業に対する訪問やセミナーの開催を通じて、介護休業制度の説明や就業規則の変更への支援などに
取り組みます。

47
市町村に対し、介護保険データ分析に係る研修会や助言を行うことにより、地域の課題に対応した
自立支援、重度化防止に資する介護保険サービスが提供できるよう支援します。

48
保健所の地域包括ケア推進ネットや共助型生活支援推進隊などが中心となって、地域包括支援セン
ターへの支援など、市町村における地域包括ケアシステムの構築等を伴走支援します。

49

相談者の属性、世代、相談内容に関わらず包括的な相談・支援体制の整備に取り組む市町村を支援
します。更に、困難な問題を抱える女性や、ひとり親家庭の方、若者・就職氷河期世代の方など、
それぞれの状況に応じて、福祉部門と就労支援機関との連携による切れ目のない支援を行うなど、
誰ひとり取り残さない地域共生社会づくりを進めます。

50
悩みを抱えた方に寄り添い、必要な支援につなげるゲートキーパーの養成や、民生児童委員の資質
向上に向けた取組を進めます。

51
社会福祉法人や社会福祉協議会、民生・児童委員、ＮＰＯ、ボランティア団体等との連携を深め、
子どもの居場所づくりやひとり親家庭への支援、高齢者・障害者の権利擁護など、地域福祉の向上
に向けた様々な取組を支援します。

52
生活困窮者の自立を促進するため、人材確保が課題となっている中小企業、福祉や農業等の事業者
と連携し、多様な就労訓練の機会の提供等、包括的な自立支援のための取組を行います。

55

ひとり親家庭が安定した生活を送れるよう、子育てと仕事の両立支援を推進するとともに、民間企
業と協働し、就業から定着までを伴走支援する相談支援体制を強化します。また、離婚家庭の養育
費確保を支援するための弁護士による無料相談や自治体の相談担当者に向けた研修、親と子どもが
気軽に交流できる子どもの居場所の提供など、生活や学習支援をはじめとしたサポート体制を強化
します。

53

アルコール、ギャンブル、ゲーム、薬物などの依存症患者が地域で適切な医療を受けられるよう、
依存症専門医療機関、依存症治療拠点機関の選定を促進します。また、精神保健福祉総合センター
を核に、地域におけるＮＰＯや自助グループと連携し、患者や家族の実態把握、ニーズに対応した
相談、社会的自立への支援とともに、大学等と連携し、若い世代に向けた啓発に取り組みます。

54
府立洛南病院の病棟再整備を進め、精神科救急の拠点機能を強化するほか、児童・思春期の心の診
療、増加するうつ病やアルコール・ギャンブル・ゲーム・薬物依存症など、多様化する精神科医療
ニーズに対応します。

生活困窮者や依存症患者、ひとり親家庭、ひきこもり者など、課題を抱えても地域で安定した生活を
営めるよう、きめ細かな支援体制をつくります。

地域の実情に応じた自立支援・重度化防止に積極的に取り組めるよう市町村を支援します。
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56
脱ひきこもり支援センターにおいて、市町村によるひきこもり支援をバックアップするとともに、
民生児童委員や学校、民間支援団体など関係機関とのネットワークを通じて、支援を受けられてい
ない方の把握、ひきこもりの長期化の防止を進めます。

58
児童養護施設を退所し、その後も社会的養護を必要とする若者を対象に、退所後の生活基盤の安定
と社会的自立の促進に向けた総合的な自立支援に加え地域での生活基盤となる府営住宅等を活用し
た住宅支援を行います。

60
自殺未遂者等のハイリスク者に適切に対応するための２４時間の電話相談体制に加え、医療機関や
地域の支援機関等とのネットワーク構築や連携強化に向けた取組などを進め、自殺未遂者等を支え
る地域ごとの支援体制の強化を図ります。

59
学校と連携した自殺予防教育・出前授業、学生団体と連携した若者への広報啓発、学校・家庭・地
域における支援者の対応力向上を図る取組を進めるなど、子ども・若者への対策の強化を含め、ラ
イフステージや属性（世代・性別等）に応じた総合的な支援の取組を進めます。

57

ひきこもりの方に対する最も身近な支援者である家族に対する相談や研修、また、オンライン居場
所や民間支援団体による地域の居場所の提供など広域的な支援を行うとともに、市町村・民間の支
援団体などの関係機関との地域支援ネットワークを活かし、ひきこもり問題を相談できずにいる家
族や本人の相談意欲・行動意欲を喚起します。

一人で悩みを抱え込まないよう、自殺対策を総合的に推進します。
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1
府民一人ひとりが不当に差別されることなく、かけがえのない個人として相互に人権を尊重し合い
ながら支え合う人権尊重の共生社会を構築するとともに、「全ての人が権利の享有主体である」と
いう認識を深め、行動に繋がる人権教育・啓発を実施します。

2
感染症等に対する正確な知識の普及・感染者等への偏見・差別等の防止と、差別やいじめ等にあっ
た方への人権相談窓口の積極的な周知を進めます。

4
人権侵害の解決に向けて、府民が気軽に、安心して相談できるよう、相談窓口の利用に関するわか
りやすい広報・周知や相談環境の配慮等を行うとともに、京都府が行う「人権問題法律相談」をは
じめ、国や都道府県、市町村などの相談機関と連携し、被害の回復へ繋げます。

7
隣保館において、地域の福祉向上や人権啓発の拠点として、一層利用しやすい相談体制の整備や地
元ＮＰＯ等関係機関が連携した事業の充実、耐災害性の強化を支援します。

9
（公財）世界人権問題研究センターの調査・研究活動を支援し、研究成果を広く内外に発信・還元
することにより、人権問題の解決につなげます。

10
教職員・社会教育関係職員、医療関係者、保健福祉関係者、消防職員、警察職員、公務員、メディ
ア関係者等、人権に特に関係する職業従事者が人権に配慮して業務を遂行できるよう、ワーク
ショップ研修やオンライン研修等、様々な研修を通じて人権教育・啓発を重点的に進めます。

⑤　人権が尊重される社会

5
性的指向・ジェンダーアイデンティティなど性の多様性や、命と健康の大切さ、ジェンダーの平
等、他者への思いやりなどを含む幅広い観点から府民の理解を深めるための啓発を行うとともに、
相談体制の確保等に取り組みます。

6

人権問題を身近に感じられるよう、学校、地域、家庭、企業・職場等あらゆる場を通じ、親しみや
すいテーマの設定や体験・参加型研修の実施、人権啓発イメージソングを活用した多様なきっかけ
づくり、人権教育・啓発に触れる機会の少ない人に対しても、ＳＮＳや人権情報ポータルサイト
「京都人権ナビ」を活用した学習機会の提供等、多様な教育・啓発を進めます。

8
ＳＮＳや生成ＡＩを含むインターネット上の人権侵害について、大学と連携した自動検出システム
等によるモニタリングの実施や、法務局及びプロバイダ等への削除要請を、更に効果的に実施でき
るよう市町村等と連携して取り組みます。

府民が人権について学び、交流できる場・機会を拡充するとともに、相談体制の整備を図ります。

3

部落差別やヘイトスピーチ、障害者差別、ＬＧＢＴ等性的少数者の問題など個別の人権課題に対し
て、憲法週間（５月）、人権強調月間（８月）、人権週間（１２月）での重点的な啓発やＳＮＳ、
新聞、ラジオ、テレビ等、多様な媒体を活用した啓発、京都ヒューマンフェスタや人権フォーラム
の開催、市町村が実施する啓発事業への支援などにより、効果的な啓発を進めます。

４年間の対応方向・具体方策
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12
「京都府福祉のまちづくり条例」に適合させることが困難な施設に対しては、ハードとソフトを組
み合わせた適正な施設整備を促進し、福祉のまちづくりを進めます。

13
誰もが安心・安全に利用できる道づくりをめざし、バリアフリー法に基づく歩道の新設、拡幅、段
差解消及び視覚障害者誘導ブロックの設置を進めます。

14
鉄道駅の段差解消やホーム柵設置等の安全対策、駅や車両での乗換案内情報の提供等、ハード・ソ
フト両面で鉄道駅のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を進めます。

15
府営住宅のエレベーターの設置やバリアフリー化、浴室等の改善を進め、誰もが安心して暮らせる
住宅整備を進めます。

11

子どもや高齢者、障害のある人、外国人等誰もが使いやすいユニバーサルデザイン施設・設備など
の情報発信に取り組みます。また、利用者の意見を取り入れ改善を続けていく参加型のデザインの
実施を通じたユニバーサルデザイン化などにより、誰もが安心して暮らせるまちづくりを進めま
す。

ユニバーサルデザインによるまちづくりを進めます。
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1
女性の人生も男性の人生も多様化していることを念頭に、それぞれのライフステージに応じた施策
を展開し、人生１００年時代にふさわしい男女共同参画施策を進めます。

2

「性別によってやりたいことが制限されている」「社会生活において能力が十分に発揮できていな
い」と感じる層を、地域・性別・年齢・就業形態・子育て状況等の属性により継続的に分析しま
す。特に、若者・女性・高齢者等が抱える制約の要因を把握のうえ、関連部局が連携し、就労・学
び直し・地域参加・子育て等の分野横断施策に反映することで、改善効果を都度検証します。

4
働く女性が就労を継続できるよう支援するとともに、育休からの段階的な復職や子育て期の女性の
キャリアアップを図るリカレント教育を実施し、多様な働き方（テレワーク、学び直しによるキャ
リアチェンジ等）の実現に取り組みます。

5
未来の女性研究者・技術者やそれらをめざす学生の育成・裾野拡大のため、大学・企業等との協働
により、女子中高生の理系進路選択を応援する交流イベントを、中高生、教員及び保護者を対象に
実施します。

6

「家庭での男性活躍」を進めるため、企業における男性の育児休業の取得率向上及び取得期間延伸
の促進に向けた意識改革など、働きやすい職場環境づくりを支援するとともに、家事・育児に触れ
合う機会を拡げ、家庭や地域などあらゆる場で、みんなで家事・育児を担うことへの機運醸成に取
り組みます。

7

経済団体を中心に京都府・京都市・京都労働局等の２３団体で構成する「輝く女性応援京都会議」
を核として、女性の活躍を更に推進します。また、京都テルサにワンストップ化した京都ウィメン
ズベース・マザーズジョブカフェ・京都府男女共同参画センターが、市町村とも連携しながら様々
な困難・課題を抱える女性など、あらゆる女性を総合的に支援します。

8
京都企業人材確保センターが持つ各企業の人材ニーズに対応し、京都ジョブパークのマザーズジョ
ブカフェにおいて、働きたい女性に対する総合的な就労支援を実施します。

9
女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定と計画の着実な実行や、ワーク・ライフ・バラ
ンスの取組の推進を促し、男女がともに働きやすく、働きがいが感じられる職場環境づくりを支援
します。

10
女性の就業継続・キャリア形成に係る支援や、男性の家庭・地域活動への参加を推進するととも
に、働くことを希望する全ての人が、育児や介護、健康課題等と両立できる働き方が可能な地域を
創出し、その魅力を市町村と連携しながら発信します。

11
京都の経済団体と協働で、将来の京都経済を引っ張る企業の女性リーダーを育成します。また、女
性従業員を対象とした企業の枠を超えたコミュニティの形成等、女性のキャリア意識向上に向けた
取組を進めます。

12
新たなビジネスにチャレンジする女性の起業を支援するため、起業を志す女性が身近に相談可能な
「京都女性起業家応援団（仮称）」を産官学金により構築します。

13 府庁女性職員の管理職・役付職員への登用を引き続き進めます。

男女が希望に応じた生き方・働き方を選択できるよう支援します。

3

地域における女性の生きづらさの解消や更なる女性活躍に向け、女性同士の交流や新たなネット
ワークを促す「女性のオフ会」を府内各地で開催するほか、女性人材の育成や地域団体への女性参
画に関する好事例の共有・情報発信などによる気運の醸成に取り組み、地域で活躍する女性を総合
的に支援します。

⑥　男性も女性も誰もが活躍できる社会

４年間の対応方向・具体方策
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1
発達障害児の診療体制については、専門医療機関と地域の医療機関が連携して診療を担う仕組みづ
くりを進め、医療機関の機能分化による診療の受け皿を拡大します。

2

児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的拠点として、地域のインクルージョンの
推進などの機能を十分に発揮し、地域の発達支援の入口として相談支援に対応していく体制を構築
するとともに、医療、保健、福祉、教育等の多機関の連携により、子ども発達に不安を感じるなど
“気づいた段階から”包括的に子どもと家族を支援する体制を充実します。

5
障害者が、身近な地域で安心して必要な医療を受けられるよう、医療費負担の軽減等の市町村の取
組を支援します。

6

京都府医療的ケア児等支援センター「ことのわ」において、医療的ケアを必要とする障害児者や重
度心身障害児者、その家族、支援者からの相談に応じるとともに、家族同士の交流機会の創出や地
域での支援を総合的に調整する医療的ケア児等コーディネーターの養成を進めることにより、医
療・保健・福祉・教育・労働等関係する分野の連携による地域の支援体制を構築します。

7
利用ニーズが増大している放課後等デイサービスについて、療育施設からの技術的支援や研修実
施、専門職派遣等を通じ、サービスの質の向上を進めます。

8
重度心身障害児者について、各市町村に対応可能な通所事業所を拡大し、地域における生活が継続
されるよう支援します。

10 てんかん支援拠点病院を中心とした医療連携体制や相談体制の整備を進めます。

9

障害のある人が安心、安全な地域生活を営むことができるよう、ライフステージに沿った様々な生
活上の課題やニーズに対応した支援体制の整備を進めます。障害のある人の社会参加支援や地域生
活支援を推進するため、地域移行の受け皿としてグループホーム等の整備を促進するとともに、防
災・減災・老朽化対策等については、施設の耐用年数を考慮して、計画的な整備を進めるなど安全
性の確保を図ります。

4

医療的ケアを必要とする障害児者及び重度心身障害児者について、保健・医療・福祉・保育・教
育・労働等の関連分野が連携し、周産期医療機関等における治療から在宅での療養・生活支援まで
一貫した支援体制を構築するとともに、家族に対するレスパイト対策の充実など、福祉サービスを
拡充します。

3

高次脳機能障害の特性等について、広報啓発を行い府民等の理解を深めます。また、高次脳機能障
害者支援センター等において高次脳機能障害を診断・診療できる医師の確保を進めるとともに、高
次脳機能障害者及びその家族等からの相談にきめ細やかに対応します。更に、高次脳機能障害者支
援地域協議会において支援課題の共有及び支援体制を協議するなど医療・保健・福祉・教育・労働
等関係分野が緊密に連携して、高次脳機能障害者の自立及び社会参加のネットワークを構築しま
す。

障害児者が地域で安心して生活できるよう、医療・福祉サービス体制を拡充します。

⑦　障害者が暮らしやすい社会

４年間の対応方向・具体方策

42



11

「障害者雇用環境アセスメントツール」を活用し、個々の企業ニーズと求職障害者をきめ細かに
マッチングさせた実践型の企業実習を行い、企業内サポーターの育成・情報交換の場づくりなどを
進め、就業・定着を支援するとともに、障害のある方の働きやすい職場づくりの事例を企業間で共
有する仕組みを設定するなど、企業等での働きやすい職場環境づくりの支援に取り組みます。

13

農福連携を推進し、農業を通じて自信や生きがいを実感できる機会を創出するなど、障害のある人
の就労や社会参加の機会を創出し、活躍の場を拡大するとともに、福祉事業所における新商品開発
やブランド化へのサポート、共同発注の拡大、ＩＣＴの活用等による高付加価値化や生産性向上・
販路拡大を通じて、福祉的就労における工賃向上を促進します。

14
府立高等技術専門校において、企業・求職者等のニーズをもとに、障害の種別を問わず、各障害特
性や一人ひとりの状況に応じた柔軟かつ実践的な職業訓練を実施するとともに、京都ジョブパーク
のはあとふるコーナー等と一体となって、就労から職場定着まで一貫した支援を推進します。

15
支援を必要としていることが外見からは分かりにくい方が、周囲から援助や配慮を受けやすくなる
よう、ヘルプマークの普及を進めます。

16

手話が言語であることや多様なコミュニケーション手段があることの理解を深めるための手話通訳
者や「聞こえのサポーター」の養成、また視覚障害者のためのガイドヘルパー等の養成や指導員・
訓練士の派遣等、様々な障害に対して障害者の社会参加を支える事業を実施することで自立及び社
会参加の促進を図ります。

17
自らの経験を通して、障害のある人を理解できるピアサポーターを養成し、本人に寄り添った支援
を行います。

18
障害のある人もない人も共に安心して生き生きと暮らしやすい社会をつくるため、関係団体等との
意見交換や相談窓口でニーズや課題を把握するとともに、事業者に対し合理的配慮の義務化を踏ま
えた働きかけを行うなど、解決に向けた取組を進めます。

19
精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ
とができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包
括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を目指します。

12
精神障害者の就業を促進するため、京都ジョブパークのはあとふるコーナーにおいて伴走支援を実
施するほか、「就労困難者特化型ＩＣＴ就労支援センター（仮称）」を設置し、ＩＣＴやＸＲ等を
活用しながら、障害のある方の就労を推進します。

障害のある人が地域で自立して安心して暮らせるよう、福祉的就労における工賃の向上、就労準備か
ら企業とのマッチングなど、行政、福祉事業所、企業、学校、ＮＰＯなどが連携した支援体制を充実
します。
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21
「全国車いす駅伝競走大会」、「全国障害者スポーツ大会」などの大会を通じて、府内の各選手が
国内トップの選手と競い合う機会を提供します。

22
パラ・パワーリフティング競技のナショナルトレーニングセンターとして指定されている「サン・
アビリティーズ城陽」や、その他様々なスポーツ施設で実施される競技会等の機会を捉えて、国内
のトップ選手に触れる機会を創出し、スポーツの裾野拡大、競技力を高めます。

23
障害者スポーツ団体等と連携し、地域でパラスポーツを支える人材の育成や練習機会の確保を通じ
て府内各地で障害者がスポーツに親しめるよう支援します。

24
東京２０２０パラリンピック及び東京２０２５デフリンピックのレガシーを生かし、パラスポーツ
大会の開催を支援するなど、障害の有無に関わらず、スポーツを楽しめる機会や、障害への理解を
深める交流・パラスポーツ体験の機会を企業や大学、市町村と連携して創出します。

25
特別支援学校において、パラリンピック種目であるボッチャの大会等を通して、地域の学校やス
ポーツクラブとの交流などを進めます。

障害者が、文化芸術・スポーツ分野で活躍できる機会や、地域で障害のある人もない人も一緒になっ
て活動・交流できる場を創出します。

20

「障害者芸術の聖地・京都」をめざし、美術館をはじめ、障害のある人、ない人がともに作品を楽
しめる場での作品展の開催など、障害についての理解を深める機会を企業や大学、市町村など多様
な主体と連携して創出し、共生社会の実現に向けた取組を進めます。
▶ 文化芸術活動を行う障害者のアート作品を、様々な機会を活用して展示・販売・商品化（二次利
用）するため、作品の価値を正しく伝えるなど、ブランディングによる市場価値を高めるための取
組を推進する体制の整備を進めます。
▶ 障害者アートについて、新しい作家を発掘、作品やその創作活動をデジタルにより記録・保存す
るとともに、メタバースの活用など広く国内外に発信します。
▶ 「きょうと障害者文化芸術推進機構」と文化庁・企業・大学、市町村など様々な主体とも連携
し、ジャンルを問わず府内各地で作品展を開催するなど、障害のある人もない人も府民の誰もが交
流できる多様な機会を創出します。
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1
府が抱える諸問題の解決に向け、新たな分野や地域との交流を進め、先進的な知見を持つ地域等へ
の視察や交流を通じて、環境保全や産業育成、人材確保など、世界各地が共通して抱える地域課題
をともに解決していくパートナーとなる諸外国との連携を深めます。

2
府と友好提携州省との交流関係を生かして、青少年の相互派遣、大学間交流、国際文化芸術公演、
スマートシティ連携など様々な分野で、充実した国際交流を行います。

3
家族を帯同する海外研究者の子ども等に向けて学びの場の環境整備を行うため、インターナショナルスクー
ルについて、既存校との協力体制の構築等を進めるとともに、新規校の開設に向けたサポート・誘致等に取
り組みます。

4
多言語での生活情報の提供や相談対応を行う「京都府外国人住民総合相談窓口」の充実や多様な主
体が参画する地域会議の開催、災害時外国人支援体制の整備など、地域の受入環境を整えます。

5
外国人材が地域で働き活躍できるよう、日常生活に必要となる日本語や生活上のルールやマナーに
加え、京都や日本の文化・歴史等を学ぶ「京都式インテグレーション研修コース（仮称）」を提供
し、外国人材やその家族の円滑な地域定着に向けた取組を実施します。

6
企業の日本語教育への参画促進や外国人住民・家族への学習支援、登録日本語教員等の専門人材や
オンラインの活用、日本語教室の多様な機能の整備・支援などを通じて、日本語教育の機会の増加
と内容の充実を図ります。

7
大学、京都府、京都市、経済界等で設立した「留学生スタディ京都ネットワーク」や就職支援を行
う「京都ジョブパーク」及び「京の留学生支援センター」、生活相談を行う「京都府国際セン
ター」等の連携により、留学生の生活・就労をワンストップで支援します。

8
京都市と連携したビジネス日本語等のスキルアップ支援や文化体験の機会提供等を通して、留学生
の府内定着を促進します。

9
若い世代が魅力ある京都の街に根付き、留学生が大学のまち京都で安心して学ぶ環境をつくるた
め、公営住宅等の部屋を「学住共生アパートメント」として提供します。

世界中から京都の未来を担う留学生を誘致し、卒業・修了後の京都定着を進めます。

様々な地域との国際交流を進めます。

外国人材が働きやすい環境を整えます。

地域における外国人材の受入れ・共生のための環境づくりを進めます。

⑧　留学生・外国人が生き生きと暮らせる社会

４年間の対応方向・具体方策
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1
子育てや要配慮者支援等の分野における課題において、行政や地域コミュニティ等、様々な主体が
連携・協働して取り組めるよう、交付金による支援に加え、組織基盤強化につながる伴走支援を行
います。

2
全国から京都に集う１７万人の「学生の力」を生かして、市町村や企業との連携事業への学生等の
参画を進めるとともに、学生等の府内定着を促進する「京都未来人材育成プロジェクト」を実施し
ます。

3

学生をはじめとした若者が地域の魅力を、自ら見て、聞いて、考え、活動する機会を広げるため、
大学生と自治会や企業等をつなぎ、祭りや地域活動等に継続的に参画できる「大学生地域つながり
プログラム（仮称）」を創設します。また、地域や企業とのつながりを「ガクチカ」としてアプリ
等で可視化する「京都学生チャレンジパスポート（仮称）」を整備し、企業とのマッチングによる
定着や、末永く京都につながり続ける関係人口をはぐくみます。

4
他府県に居住する京都府出身者や大学生などで京都ファンのネットワークを構築し、地域活動への
参画や地場産品の愛用等、地域を支える仕組みを構築します。

5
他の都道府県に進学した京都府出身の大学生に対して、大学等と連携した地域に関する情報発信や
出身地での活動を促す仕組みの構築、「京都学生・企業まち結びセンター」による地域との交流促
進の取組などにより、Ｕターンの増加につなげます。

6
文化や子育てをはじめ、あらゆる分野における企業版ふるさと納税の活用を促進することにより、
地域と企業との連携を強化します。

7
小中学生をはじめ、それぞれの世代が地域をより良くするため、地域コミュニティの大切さに触
れ、学ぶ機会を創出するとともに、住民自ら地域の絆を強める取組を支援します。

8
大学生と地域活動団体とのマッチングを支援することにより、新たな地域活動の担い手を創出・拡
大し、地域コミュニティの再生と関係人口づくりを進めます。

9
交通空白地の住民の移動手段の確保のため、住民組織やＮＰＯ、市町村等が運営主体となる公共ラ
イドシェア（自家用有償旅客運送）を支援します。

10

公営住宅や企業の施設等を活用し、学生や留学生に加え、社会人やクリエイター・行政などがとも
に生活をする中で交流し、新たな学びや挑戦・起業を生み出す共創拠点「京彩カレッジ（仮称）」
を整備します。また、大学のまち京都ならではの大学・研究機関の集積を生かし、大学や専門分野
の垣根を越えた交流・連携を推進するとともに、経営者や地域の実践者、研究者等との協働を通じ
て、学生が実社会での挑戦や起業に取り組める機会を提供し、地域課題の解決や新たなビジネスの
創出に向けて、京都の未来を支える人材を育成します。

多様な主体の連携・協働によりネットワークを構築し、地域の課題に対応した住みやすい地域づくり
を進めます。

⑨　コミュニティが大切にされる社会

４年間の対応方向・具体方策
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12
地域住民の誰もが気軽に参加できる「つながるひろば」を創出し、文化をはじめとする地域資源の
活用などによる地域の魅力発信と併せて、多世代交流を促進します。

13
市町村や関係機関等と連携し、リアルとオンラインを活用した移住相談、移住セミナー、地域の魅
力発信を実施するなど、移住希望者への支援を充実します。

14
ＳＮＳ等を活用した情報発信の強化等を通じて、若者や現役世代が地域の暮らしや活動に触れる機
会を増大させることにより、地域の担い手となる関係人口の拡大やコミュニティの活性化につなげ
ます。

15
多世代の住民や多様な企業が交流し、地域の課題やビジョンを話し合う場づくりを進めます。ま
た、そこで見出された魅力や可能性を全国に発信し、多様な主体が交流するまちづくりを促進しま
す。

17
地域貢献を志す人材や企業が地域の伝統や文化、コミュニティの担い手として活躍できるよう、公
共交通空白地であっても地域へ気軽に訪問できる仕組みづくりを進めます。

19
実践力と戦略性を兼ね備えた人材を継続的に育成・輩出し、多様な主体が連携することで、農村地
域における持続的な人材循環を実現する仕組みを構築します。

20

複数の集落の機能を補完して、農用地保全活動や農業を核とした経済活動と併せて、生活支援等地
域コミュニティの維持に資する取組を行う「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」を府内各地で展
開するとともに、「集落支援員」や大学などと連携し、農山漁村が抱える様々な悩みや課題にきめ
細かく対応します。

21

京都の伝統的な食文化等を支えているにも関わらず、持続的に確保することが難しくなりつつある
食材、原料（漆、笹、山椒など）などについて、農村ＲＭＯや農業法人、生産組合など多様な主体
の連携により、生産・加工施設や居住機能を有した拠点の整備などを通じ、地域資源を活用した地
場産業の発展を推進することで、地域コミュニティの維持・活性化につなげます。

農山漁村における生活やなりわいを支え、将来にわたって持続させる仕組みとして、多様な主体や人
材と協働するコミュニティを構築します。

11
京都動物愛護センター（京都市と共同設置・運営）や保健所において、動物愛護フェスティバルや
犬のしつけ方教室等を開催するとともに、市町村や関係団体と連携し、犬・猫の所有者等に動物愛
護や適正飼養、終生飼養に関する普及啓発を実施します。

移住者や地域に関わりを持つプレーヤーの多様なニーズに対応し、地域の魅力とマッチングを進め、
住民、移住者、関係人口、企業等の地域創生の担い手がビジョンを共有して、持続可能な活力ある地
域づくりに取り組むことを進めます。

18
地域の空家について、移住希望者の住まいや関係人口の交流スペースとしての活用を促進するとと
もに、空家の発掘自体も地域内外の人材が一緒に取り組むきっかけとなるよう、空家活用を通じた
交流づくりも支援します。

二地域居住や副業・兼業など多様な地域との関わり方を推進するとともに、空家・空き店舗等を活
用した地域交流拠点の整備などを支援することで、地域で活躍する人材の確保と、地域のにぎわい
の拡大につなげます。

16
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22

定年後の就農や半農半Ｘの実践等を促すため、多様な働き方の提案や副業的に農林水産業を経営す
るための支援を強化するとともに、京都府生涯現役クリエイティブセンターと連携したリカレント
教育の実施により技術習得を支援するほか、農林水産業の多様な担い手のモデルを発信すること
で、一人ひとりの希望に応じた働き方と、農林水産業の担い手確保、生産性向上を実現します。

23
市町村移住担当部局、移住・定住支援を行うＮＰＯ法人等の団体及び京都ジョブパークと連携し、
農林水産業相談窓口や就業フェア等において、就業支援策と移住情報を併せて発信することで農林
水産業への誘導を図ります。

24
集落活動等へのデジタル技術活用の実践を行い、高齢者向けの日々の生活の見守りや買い物等の支
援を進めるとともに、鳥獣被害対策や農業生産基盤など集落基盤の維持・管理に必要不可欠な協働
作業の効率化を促進します。
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1
「府立京都スタジアム」や「京都アリーナ（仮称）」等において、プロスポーツのほか国際的・全
国的な大会を誘致・開催するなど、スポーツの魅力を府民が身近に感じられる環境づくりを進めま
す。

2
京都サンガＦ．Ｃ．や京都ハンナリーズ等と連携し、子どもたちに夢を与え活力の源となる取組を
進めるとともに、子どもたちが世界レベルの競技を観戦できる環境づくりを進めます。

3
府立京都スタジアムや府内各地域の施設を活用し、ニュースポーツ及びｅスポーツの大会開催や練
習環境の充実を図ることで、スポーツの裾野を広げます。

5

少子化が進む中でも、子どもたちがやりたいスポーツに主体的に取り組み、夢やあこがれを育める
よう、府内各地域においてプロスポーツチームやトップアスリートと連携した体験教室や交流事業
を推進し、スポーツの裾野拡大を図るとともに、心揺さぶられる体験の提供を通じて子どもたちの
挑戦意欲や可能性を引き出す機会を創出します。

6
プロスポーツや府民利用、国際大会にも活用できる、「する」「みる」「ささえる」スポーツの拠
点となる京都アリーナ（仮称）の整備により、府民が身近にスポーツを感じられる環境づくりを進
めます。

7
府内の都市公園において、府民が楽しみながら運動ができるとともに、身近にスポーツを体験でき
る施設の整備等を進めます。

8
ワールドマスターズゲームズ２０２７関西を契機とした、生涯スポーツ等への機運の高まりを継
続・発展させ、年齢・性別・障害の有無に関わらず、全ての府民がスポーツに親しみ、交流できる
環境の充実を図るなど、スポーツを通じた地域づくりを推進します。

9
日常的にできる運動（ウォーキングやエクササイズなど）やダンス等を取り入れたスポーツの普及
を進めるほか、スポーツ医・科学の知見を生かした取組を進めることで、府民の体力づくり、健康
づくりを進めます。

4
府立京都スタジアム、京都トレーニングセンター、京都アリーナ（仮称）、各種運動公園などのス
ポーツ施設を活用し、音楽・文化・食・自然・ウェルネス等をテーマとしたイベントの開催や観光
情報等の発信、事業実証の実施などを推進し、周遊促進とにぎわいづくりを進めます。

府立京都スタジアム等の施設を様々なスポーツの拠点とするとともに、交流と観光のゲートウェイと
なる取組を進めます。

⑩　誰もが親しみ夢が広がるスポーツ

スポーツを「する」「みる」「ささえる」ための取組を進めます。

４年間の対応方向・具体方策
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10

ツアー・オブ・ジャパンのコースを体験するサイクルルート、府立京都スタジアムを核とした京都
丹波エリアを巡るサイクルルート等、府民が身近に親しめるルートを整備するとともに、府域のサ
イクルルートのナショナルサイクルルート指定に向けた取組やネットワーク化により府内を回遊で
きる広域ルートの形成、利用促進に取り組みます。

11
競技団体と連携し、プロスポーツをはじめトップアスリートのプレーが身近に観戦できる大会の誘
致に取り組みます。

12
京都の若者が将来の目標を持てるよう、バレーボール等の新たなプロスポーツチームの創出や定着
を支援するとともに、スポーツを通じた地域のにぎわいづくりや交流の促進を図ります。

14

京都府民総合体育大会をリニューアルした「ＫＹＯＴＯ　ＧＡＭＥＳ」では、アーバンスポーツや
ｅスポーツなども取り入れながら、子どもから高齢者まで全世代の誰もが「する」「みる」「ささ
える」の立場から参加できるスポーツイベントとし、府民のスポーツ参加の一層の促進とスポーツ
振興を通じた地域活性化を図ります。

15
国民スポーツ大会３巡目の開催については、国において大会の在り方や開催方法等の見直しが進め
られていることを踏まえ、検討を進めます。

16
本府を拠点に活躍するトップアスリートの育成に向けて、京都トレーニングセンターにおけるス
ポーツ医・科学サポート機能を充実させ、トップアスリートの活動を総合的に支える取組を進めま
す。

17

幼少期から基礎運動能力向上を図る「京のアスたまプロジェクト」や、ジュニア選手の発掘・育成
を行う「京の子どもダイヤモンドプロジェクト」などをとおして京都ゆかりのスポーツ選手を育
て、将来トップアスリートとして国際大会でのメダル獲得をめざすとともに、豊かで明るい社会の
発展に貢献できる人材を育成します。

13

地域住民により自主的・主体的に運営される総合型地域スポーツクラブを核とし、学校部活動の地
域展開や多世代交流を通じた地域スポーツの充実を図るとともに、クラブ運営や指導を担うスポー
ツリーダー・クラブマネジャーの育成を推進し、地域コミュニティの活性化と持続可能なスポーツ
環境の整備に取り組みます。

将来のトップアスリートを発掘・育成するとともに、ジュニア世代からの競技力を強化します。
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1
京都の文化や匠の技を見学・体験できる機会・拠点の創出や、文化などの持つ価値を言語化し魅力
的に発信できる人材の育成など、文化が人や産業を動かす好循環を生み出すための仕組みづくりを
推進します。

2
伝統産業の職人や文化芸術・生活文化の担い手と、京都企業や宿泊・飲食・小売・交通などの京都
の魅力を活かして事業を行う企業などを結び付ける、「京都コモンズ・プラットフォーム（仮
称）」を構築し、京都に関わる幅広い主体が精神性の伝承者となる仕組みを創出します。

3
「寛永行幸四百年祭」をはじめとする文化庁連携プラットフォームの取組の成果などを生かし、文
化庁や関係市町村、大学等と連携のもと、文化が身近なものと感じられるような機会の充実を図り
ます。

5
京都の日常に受け継がれ、国内外の人々を惹きつける京都の精神性を府民自身が再認識するため、
京都の日常をテーマとした楽曲を府民とともに制作する「１００年後に届ける京都のこころプロ
ジェクト（仮称）」を実施し、世代を超えて歌い継ぐ取組を進めます。

6
日本独自の「銭湯文化」等を育み、地域コミュニティの活性化や災害時の住民支援の機能を有する
銭湯を将来にわたって守るため、事業承継のためのモデル事業の取組を進めます。

7
民藝運動発祥の地である京都から、京都と世界の工芸の魅力や価値をアートやデザインの視点で再
評価し、生活の中の「美」を発信する「Ｋｙｏｔｏ　ＹｏｕＭｅ　Ｔｒｉｅｎｎａｌｅ」を開催し
ます。

10

文化財の価値や継承の大切さが広く地域の人々に伝わるよう、社寺等の文化財において地域の特色
を生かした文化に親しむ取組への支援や、ふるさと納税の寄附者への文化体験の提供など、文化財
に親しむ機会を増やすことで、保存に対する認識が高まり文化財保護につながるという、文化財の
「保存」と「活用」の好循環を生み出します。

8
府、京都市、宇治市、京都商工会議所等で設立した古典の日推進委員会を中心に、古典の日フォー
ラムなど古典を広く根付かせるための取組を、文化庁とともに全国に広げ、朗読コンテストなどを
実施します。

9
小中学生・高校生や歴史・建築を学ぶ大学生を対象に、文化財の保存や修理、職人の仕事に興味を
持ってもらえるよう、建造物修理現場の見学や職人体験事業を実施します。

11

文化財の高精細画像化やＶＲ、ＡＲ等の利用を図り、観光・教育資源として活用するとともに、独
立行政法人国立文化財機構の文化財保護に関する総合的な調査研究施設の関西拠点や京都に集積す
るメディアコンテンツ関連企業や教育機関などを繋ぐ「メディア芸術ナショナルセンター（仮
称）」の関西館を関西文化学術研究都市に誘致するほか、文化庁や国立の文化財修理センターと連
携することで、文化と科学技術の融合を推進します。

人と人との絆を大切にし、受け継がれた文化を将来にわたり継承します。

4
府立大学和食文化科学科等との連携により和食文化人材の育成に取り組むとともに、茶道、華道、
その他の生活文化に親しむ機会を創出し、京都に根付く暮らしの文化の継承につなげ、国内外へ発
信します。

⑪　文化が活きる京都の推進

４年間の対応方向・具体方策
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12
京都が培ってきた文化財修理技術を継承・発展し、唯一無二の文化財を次世代へ継承するため、国
が設置する文化財修理センターと連携して、世界に誇る文化財修復拠点の形成をめざします。

13
拝観者の減少等により文化財の計画的な保存・修理が困難となっている文化財等の所有者に対し、
保存修理費用を補助する等の支援を行います。

15
文化財保存活用大綱において府内の文化財の適切な保存と活用を図るための基本方針を示すことに
より、文化財をまちづくりに生かしつつ、地域社会総がかりでその継承に取り組みます。

16
府内に多数存在する貴重な文化財の保護のため、「暫定登録文化財」制度により、緊急の保護対策
を講じます。

17
府内各地に点在する文化財を把握し、災害時の対応等に備えるため、府全域の文化財情報を一元管
理するとともに、発災時に、文化財の復旧支援活動への協力を展開できる人材育成を推進します。

18
府庁旧本館を「文化の都・京都」の象徴に相応しい施設に再整備し、貴重な文化財の保存・活用を
進めます。

19
花き生産者や市場、花屋と連携し、祇園祭や華道などの花や緑と深く結びついた京都の多彩な文化
に根差した花材のニーズに応えていくとともに、コットンフラワーをはじめとした新たな京都府産
花きの魅力を発信します。

20
伝統的な宮中行事の復活を含めた文化的な行事等により、皇室の方々が京都へお越しいただく機会
を増やすよう、京都市や経済界をはじめとする関係機関と連携してオール京都で取り組みます。

21

「Ａｒｔ　Ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ　ｋｙｏｔｏ」を東京で開催されるイベント「アート
ウィーク東京」と連動させ、海外のアートフェアと連携することで、国内外からの来京を促し、京
都から日本のアート市場を活性化させるとともに、京都の作家が国際的に評価され、継続的に京都
で活動できる仕組みを構築します。

22
大学等と連携し、国際的なアートイベントなどの企画・運営や資金調達などを担うマネジメント人
材をはじめ、文化を支える人材を育てます。

23
大学、企業、文化施設等との連携により、障害の有無にかかわらない新たな美術領域の創造と文化
市場の形成を進めます。

24
時代とともに変化しながら精神性を保ってきた伝統芸能や伝統工芸などが、異分野との融合など新
たなイノベーションを起こす取組を支援します。

匠の技と進取の気質で革新を起こし、新たな価値を持続的に創造します。

14
国宝等の文化財建造物修理現場の公開や、府立郷土資料館が行う展示や出前授業等により、世界に
誇る貴重な文化財を保存し活用する取組を進めます。

52



25
アニメ・映画・ゲーム等のメディア文化のコンテンツが揃う京都ならではの取組として、既存のア
ワードと一線を画すジャンル・業界横断型の国際的表彰制度の創設など、更に京都発の新たなメ
ディア文化等を創造し、世界へ発信します。

26
コンテンツ産業の基盤を生かし、クリエイターと伝統産業や医療関係などの異業種との交流や、Ｘ
ＲやＡＩなどの先端テクノロジーとの融合を促進することにより、コンテンツイノベーションを創
出します。

27
時代劇の制作技術について、芸能分野初となる無形文化財登録を目指し、映画業界・学会関係者と
ともに、太秦を中心に形成されている時代劇制作のプラットフォームを保存・継承する団体を設立
します。

29
文化体験や文化活動への参加による社会とのつながりの形成やそれによる健康増進など、文化を活
かしたウェルビーイングの向上をめざす取組を進めます。

30
小学校や中学校等に茶道家や華道家をはじめ芸術家等を派遣し、体験活動を行う「京都式文化体験
プログラム」を展開します。

31
京都にゆかりのある音楽家をはじめ、音楽家を夢見る人々等が集まり、交流し、新しい音楽を創
造・発信する｢Ｍｕｓｉｃ　Ｆｕｓｉｏｎ　ｉｎ　Ｋｙｏｔｏ音楽祭｣を開催します。

32
府立大学において、府民開放型交流スペースを備えた学舎や多機能拠点施設の整備を進め、開かれ
た大学として地域との連携強化を図り、京都学・歴彩館とともに文化学術エリアを形成します。

33
歴史や文化、大学が集積する京都の特性を最大限に生かし、住む地域に関わらず誰もが必要な情報
にアクセスできるよう、府立図書館において生涯学習をはじめとした「学びの広域的・中核的拠
点」としての機能の充実を図ります。

34
地域住民が、歴史や茶道・華道、その他の生活文化、産業など、京都をより深く知り、学びを育む
ため、社寺や工房等で文化芸術の担い手に触れる「京都オープンコミュニティ（仮称）」を市町村
とも連携して創出します。

36
府内の博物館・美術館等のネットワーク「京都府ミュージアムフォーラム」を活用し、加盟館相互
の連携や京都市内博物館施設連絡協議会等との相互協力のもと、展示や研修会、体験型イベントの
開催など文化に触れる機会を創出します。

文化を暮らしの基盤とし、豊かな人間性をはぐくみます。

京都の文化の力を活かし、府内各地で活力が生み出される取組を進めます。

35
次代を担う若者と、地域の伝統芸能の担い手が交流する機会を創出し、伝統芸能をはじめ地域文化
を支える次世代の担い手をはぐくみます。

28
留学生や訪日外国人観光客などに対し、文化施設における多言語対応等の受入環境の整備を進める
とともに、ナイトミュージアムなど新たな文化体験プログラムの充実を図り、京都文化に触れる機
会の拡大を進めます。
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37
地域の文化財や祭り、伝統芸能、職人の技術などのデジタルアーカイブ化を推進するとともに、子
どもたちが地域文化を学ぶ機会を創出するなど、ミュージアムを核とした地域文化の保存・継承を
進めます。

38
地域アートマネージャー等、文化芸術専門人材を配置し、市町村や地域の文化団体等と連携した文
化芸術による地域の活性化を進めます。

39
暮らしの中に息づく伝統文化や生活文化を守り伝える「地域文化活性化プロジェクト」として、地
域の祭りや伝統芸能等の地域文化の継承に向け、文化観光サポーターなどの専門人材を配置・増員
し、地域外からの支援の拡大につなげます。

40
京都ならではの新たな文化施策として、史跡等の遺産を活用した文化観光について発信し、更に２
０２５年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）のレガシーを活用した京都・関西からの文化
発信を展開します。

41
特別史跡に指定された恭仁宮跡の活用構想・整備計画を策定し、関西各地におかれた都を結ぶ歴史
的結節点として、京都・関西の魅力ある歴史文化を知り・学び・体験できる文化財保護・文化観光
促進の拠点施設化をめざすなど、恭仁京跡の魅力や価値を磨き上げ、活用整備を進めます。

42
丹後天橋立ミュージアムのリニューアルオープンを契機に、府内博物館や資料館のネットワークを
活かし、国宝・重要文化財等を身近に親しめる施設とするなど、観光・交流や文化創造、コミュニ
ティ創生への拠点となるよう産官学民が連携した取組を推進します。

43 文化団体や博物館等が実施する文化講座や催し等を、ウェブサイト等を活用して広く発信します。

44

文化に関する国際的な会議の京都開催を、文化庁・府・市、経済界などオール京都で誘致するとと
もに、環境やＡＩ、地域開発など人類共通の課題に対して、文化を基軸とした議論を通じて世界に
多様な分野と連携した解決策を提言するための国際的なフォーラムを京都から世界に発信するため
のネットワークを形成します。

45
京都ならではの街並みや自然が織りなす景観をより良い形で次の時代に引き継ぐため、維持・保
全・再生を図ろうとする地域を市町村とともに支援する仕組みを創設します。
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3
若手クリエイターによる作品開発や事業化、さらには企画創出から海外展開までを一体的に支援
し、京都発コンテンツの創出を促進します。また、映画祭やゲームイベントの開催等を通じて、国
内外のクリエイターや事業者の交流を促進し、新たなビジネス機会や市場の創出を図ります。

4
京都に集積するメディアコンテンツ関連企業や教育機関などを繋ぐ「メディア芸術ナショナルセン
ター（仮称）」の関西館を関西文化学術研究都市に誘致するなど、世界中のクリエイターや研究者
とともにクロスメディア産業を創造します。

5

関西文化学術研究都市において、「けいはんなフードテックヒル（仮称）」の形成のほか、ロボ
ティクス等、特徴あるテーマを設定した研究開発拠点の形成を進めるとともに、最先端の研究開発
を行う国内外の研究機関やスタートアップ企業等の集積を促進し、産学公連携の促進を図ること
で、オープンイノベーションの場を創出します。

6
アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ＡＴＶＫ）を核として、アートとテクノロジーの融合に
より新産業の創出をめざします。また、異業種・異分野によるオープンイノベーションを推進し、
新たなイノベーションを生み出します。

7

脱炭素テクノロジー（ＺＥＴ：Ｚｅｒｏ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）関連スター
トアップ企業等のさらなる集積・交流の促進や国際的なオープンイノベーションの推進などを通
じ、最先端技術を活用した新事業の創出や社会実装を加速させるゼロカーボンプロジェクトを府域
に展開するとともに、宮津エネルギー研究所跡地を核としたサステナブルパークを形成すること
で、世界的な課題であるゼロカーボン社会の実現を牽引し、脱炭素産業を振興します。

8

京都が強みを持つパワー半導体や光半導体などの分野において、府内の半導体関連企業が半導体の
製造・活用の観点で活躍できるよう、ＡＩ・半導体の目まぐるしい技術の進歩や需要の高まりなど
の動向を見据えた戦略に基づき、産学公が交流し、中小企業の参入のきっかけづくりとなる場の運
営・拡大などにより、国内外の研究者等との協業の促進などの取組を推進します。

9
製造インフラ等のＡＩ化に伴いサイバー上での安全確保の備えが重要となるため、サイバーセキュ
リティに対する意識の向上や人材育成など、中小企業が安全確保対策を展開するための環境整備を
進めます。

これまでに取り組んできた産業創造拠点の整備の成果を継承し、それぞれの産業分野が有する強みや
地域の特性を生かして、国内外から企業や人材の集積を図る「京都産業創造プロジェクト」を推進す
ることにより、世界に伍する産業を創り上げます。

1

京都のテキスタイルが、ファッションやインテリア業界等の国内外の様々なブランドにおいて活用
され、経済的・産業的価値を生み出せるよう、西陣織・京友禅・丹後織物の３つの産地と連携し、
中間流通を担う商社的機能やトレーサビリティの確立、インターンシップの実施による人材確保、
若手職人の育成等の取組を進め、生産体制の再構築や分業制の維持をめざします。

 ⑫　　産業の創出・成長・発展と継承

2
太秦をはじめとする映画関係企業と連携し、時代劇や映画制作を通じて培われてきた制作技術やノ
ウハウを次世代へ継承するとともに、その知見にＡＩ等の先端技術を掛け合わせ、映画・映像、
ゲーム、マンガ、アニメなどの分野を横断して活躍できるクリエイター人材を育成します。

４年間の対応方向・具体方策
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10
多様な地域の特性を生かし、フィジカルＡＩ分野の成長にふさわしい研究開発と実証実験の場の構
築に取り組み、ＡＩ・半導体関連分野に挑戦する企業をサポートします。

11
展示会への出展や、世界の企業、研究者等との交流支援などを通じて、京都の半導体関連企業の高
い技術力を可視化し、国内外へタイムリーに発信するとともに、国内外の企業ネットワークの拡充
を図ります。

14

国際スタートアップ・カンファレンス「ＩＶＳ」や、世界最大級のショーケースイベント「ＳＸＳ
Ｗ」への出展等を通じた海外ネットワークの構築を促進するとともに世界と京都を結び、スタート
アップ企業や大学、投資家等の多様な主体を呼び込むスタートアップコミュニティを創設し、交流
と共創を通じて、スタートアップ企業の創出・成長を支える持続可能なエコシステムの形成を図り
ます。

12
大学のまち・京都の強みを生かして、ＡＩ・半導体人材の育成に取り組む関西の大学と連携し、若
年期から半導体産業を担う人材を育成するとともに、府内の半導体関連企業の技術交流や海外の研
究機関との共同研究プログラムを通じた交流等による企業のキャリア支援に取り組みます。

オール京都体制で世界に伍するスタートアップ・エコシステムを展開するとともに、中小企業の成長
を支援します。

13

次々と新たなイノベーションが生まれるスタートアップ・エコシステムを構築するため、

▶ 京都が強みを有するディープテック分野において、客員起業家（ＥＩＲ）の呼び込みや海外イン
キュベーターの誘致、長期かつ大型な資金を供給する海外投資家等の招聘を進めます。さらに、世
界と京都をつなぐスタートアップの出会いの場である国内最大規模のスタートアップ・カンファレ
ンス「ＩＶＳ」のゲートウェイ機能を強化するとともに、世界的なショーケースイベントへの出展
を通して、府内のスタートアップ企業の海外展開や販路開拓を推進します。

▶ 創業支援や販路拡大、新商品開発に加え、価格転嫁、ＤＸ、事業承継、人材育成などの経営課題
の解決に向けて、中小企業応援センターでトータルサポートします。

▶ 小中学生・高校生等を対象に、ロボット製作などのものづくりや脱炭素テクノロジーの体験、起
業体験プログラム、ビジネスアイデアピッチなどを行う次世代のイノベーターを育成する企画「Ｉ
ＶＳ　Ｙｏｕｔｈ」等への参加を促すなど、クリエイティブマインドを持った次世代の人財を育成
します。

▶ アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ＡＴＶＫ）を核に、経営スキルの向上を図る「若手経
営塾」の開催や、「アート経営」を専門とした大学との共同研究を通じて、新たな産業と価値を生
み出す人材の輩出により、異分野の交流・連携を促進します。

15

外国人の起業におけるビザの壁、言葉の壁、人脈の壁を克服するため、

▶「多言語、オンライン、ペーパーレス」によるスマート・スタートアップビザを実現します。

▶ 「京都インターナショナルスタートアップセンター（Ｋｙｏ－Ｓｔａ）」において、京都に集ま
る留学生等が、京都に残って活躍できるよう、ビザ等の個々の事情や意向に沿った道筋を提案でき
るような支援を、大学等と連携して実施します。

▶ 外国人、日本人起業家・ビジネスマン、研究者、学生らが、語学、ビジネス、生活等について、
いつでも気軽に相談し合えるような機運を醸成します。

▶ 京都海外ビジネスセンターにおけるビジネス・生活両面での伴走支援により、スタートアップビ
ザ取得者の京都での起業・定着を促すとともに、「Ｓｔａｒｔｕｐ　Ｃａｐｉｔａｌ　Ｋｙｏｔｏ
（起業の都・京都）」を世界に向けて発信します。

▶ 府内のスタートアップ支援情報の多言語化を進め、学校、診療所、オフィス、行政機関、交流施
設等で英語での対応が可能な施設の情報を発信するとともに、京都の国際交流団体、留学支援団
体、経済団体等で構成された京都インターナショナルスタートアップ支援ネットワーク等を生か
し、各支援団体と連携して海外の起業家の相談対応を行います。
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16
ライフサイエンスや半導体、ロボット、ＡＩ・ＩｏＴ等の成長分野を中心とした研究開発型スター
トアップ企業と大企業との提携や開発した技術のまちへの実装により社会課題の解決につなげてい
きます。

17

京都の大学・研究機関が有する知の集積を生かし、ディープテック分野での起業を後押しするた
め、「ＩＶＳ」の開催等を起点に、海外インキュベーター等の長期的な成長を支える海外からの人
材及び投資を呼び込むとともに、ＥＩＲ（客員起業家）の活用等により、挑戦できる環境の形成を
図ります。

18
スタートアップ企業の府域における活動を促進するため、ディープテック分野にも対応したウェッ
トラボを京都市内や関西文化学術研究都市等へ誘致します。

19
地域の人手不足やデジタル化への対応を図るため、北部７市町が取り組む「北京都デジタルパー
ク」や「スマートシティエキスポ」、「ＩＶＳ」などの機会を活かし、地域課題の解決に挑戦する
企業やベンチャービジネスを日本中から京都府北部地域に呼び込みます。

20
産官学金など多様な主体の参画のもと「未来京都・人づくり推進機構（仮称）」を設立し、府内企
業への人材確保・育成・定着や職場環境の整備への支援などをオール京都で推進します。

21

京都の大学、企業、行政が連携し、先端研究と産業課題を結ぶ「京都産学公連携大学院構想（仮
称）」を検討します。また、企業の資金、研究者、実証環境等を大学へ提供する契約学科の創設を
促進し、企業課題を扱う共同研究やＰＢＬ、長期インターンシップを通じて博士人材を育成しま
す。

24
人口減少社会においても、北部地域が有するものづくりの技術や、食、海、歴史、地域文化等の資
源と、府内外の大学、企業、金融機関等の知見を結集し、新たな交流と新産業を創出するととも
に、持続可能な医療、教育、交通、物流等の生活・産業基盤を形成します。

25
北部地域の企業が有する機械金属の加工技術等を生かした宇宙関連産業への参入に向けた取組や、
丹後ちりめんの精練・加工技術に触れることが出来る機会の創出に取り組む「ものづくり産業深化
プロジェクト（仮称）」を展開します。

26

北部産業創造センターや丹後・知恵のものづくりパークを核として、技術の高度化に対応するため
の「ネットワーク型設計開発支援システム（ＣＡＥ）」の活用等により、新産業の創出に向けた
オープンイノベーションを促進し、専門人材の不足など北部地域の中小企業が持つ課題解決を図り
ながら試作開発の高速化や技術の高度化を進めます。

27
技術革新や社会課題の複雑化に対応し、中小企業が新分野へ挑戦できるよう、京都府中小企業技術
センター及び京都府織物・機械金属振興センターに最先端機器を導入するとともに、産学公連携を
生かした課題発掘型の技術支援を提供し、企業の競争力強化と新製品開発を後押しします。

28
関係支援機関と連携した同業種・異業種間の「助け合い・連携」活動や、「新しい働き方への転
換」に係る活動を促進し、業界団体の会員同士が連携して生産性向上の課題解決や人材不足を解消
するために実施する取組を支援します。

22
今後、産業・教育分野において需要の拡大が見込まれるＡＩ・ＸＲ技術等について、企業活動の積
極的な支援や太秦メディアパークを核とした人材育成や技術活用促進を行います。

23
農業、製造業、卸・小売業、サービス業等あらゆる産業の中小企業・小規模事業者のＤＸの推進に
向け、経営支援機関のＩＴリテラシーの向上を進めるとともに、大企業、大学、ＡＩベンチャー等
と連携し、ＡＩ・ＩｏＴ等を活用した生産性の向上や経営革新を支援します。
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29
企業同士が経営資源やノウハウなどを持ち寄り、連携した技術開発などの取組に対する支援を通じ
て、市場規模が急拡大する成長分野への挑戦を後押しし、中小企業の競争力を強化します。

30
府内の大企業に所属する副業・兼業に意欲のある人材を、プロフェッショナル人材として中小企業
が積極的に活用し、経営者とともに経営課題を解決する仕組みを構築します。

32

京都企業が持つ独自の企業文化、専門技術、伝統の知恵を、大学の研究力やデザイン力、先端技
術、海外人材等と結び付け、特定分野で世界一を目指す中小企業を育成します。また、技術開発
や、経営人材の育成、海外実証、国際展示会への出展、販路開拓などを支援するとともに、世界市
場で評価される成功事例を創出・発信し、京都から世界に伍する個性ある企業が次々と生まれる産
業環境を構築します。

34
ＡＩ技術の急速な進展等に対応するため、ものづくり企業やスタートアップ企業におけるＡＩを活
用した技術・研究開発を支援する環境を整備します。

35

関西文化学術研究都市を、ＡＩ時代のものづくり産業戦略拠点として、国内外の若手研究者やス
タートアップ企業等の国際交流や研究開発等を促進するとともに、半導体や次世代ロボット、自動
運転、サイバーセキュリティ、メディアなどの関連産業の技術開発・実証等を推進し、ものづくり
企業等の集積を活かして、地域経済の活性化を実現します。

36

ｉＰＳ細胞をはじめとする府内の大学や研究機関等の先進的な研究成果を社会課題の解決に資する
イノベーションとして結実させ、その成果を京都産業の成長につなげていくため、研究開発から事
業化に至る各段階において、経営人材や資金の確保、生産拠点の整備、人材の育成をはじめ、事業
化・成長を集中的に支援するアクセラレーションプログラムの展開など、切れ目のない支援を産学
公が連携して行います。

37
地場産業産地、地域産業群における、技術やノウハウ等の強みを生かした高付加価値化の取組を支
援することで、地域の産業が持続できる仕組みづくりを行います。

38
後継者の不在により、黒字企業の休廃業が増加する状況を踏まえ、全国に先駆けて取り組んできた
後継者マッチングに関連する対策を強化します。

31

文化や技術を生かし革新を続けてきた企業や大学、研究機関の集積による産学公連携で培ってきた
ネットワークを、公設試験研究機関や産業支援機関、大・中小企業や大学、ベンチャーキャピタル
等も加えた、総合的な推進体制に強化し、京都発の技術の実用化にシームレスで取り組み、京都産
業の持続的な発展を実現します。

33
「知恵の経営」実践モデル企業認証制度により、企業が持つ強みである知的財産等を生かした事業
展開を支援するとともに、京都ならではの伝統産業の振興と先端産業の融合や新産業の創出など、
日本のモデルとなる京都産業の育成を進めます。

中小企業の安定した経営と産業集積に向けた事業継承を促進します。

39

老舗企業が持つ経営哲学の伝授や自社の強み発掘（「知恵の経営」）など、事業承継の前段階にお
ける後継者不在企業・廃業意向企業と事業承継希望者の双方の意識醸成と承継準備に対する支援か
ら、各業界団体や専門家等と連携した企業価値評価に基づくマッチング、承継後のアフターフォ
ローまで、全段階で持続経営に向けた伴走支援をオール京都体制で行う新たな仕組みをつくりま
す。
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40
現経営者が抱く想いを見える化し、親族承継においては後継候補者への想いの共有、第三者承継に
おいては、想いに共感する後継候補者とのマッチングを支援するとともに、承継後も各支援機関が
伴走支援することで、経営の進化を実現します。

41
事業承継を機に成長する中小企業を創出するため、後継者が行う設備投資や新業態開発に対し、民
間の金融機関が積極的に投融資する「スタートアップ型事業承継支援プログラム」を推進します。

42
厳しい経営環境にある中小企業の経営改善や経営基盤強化を支援するため、経営支援機関や金融機
関といった各機関の垣根を越えて伴走支援ネットワークを強化するとともに、有効な支援策や成功
事例の共有及び横展開などを通じて、経営支援員の資質の向上を図ります。

43
中小企業応援隊や専門家によるきめ細かな伴走支援を通じて、業種や地域ごとに経営者がともに学
び合う場の創出と生産性向上に自発的に取り組む人材の育成を一体的に進め、経営者や従業員が継
続的に生産性向上に取り組む持続可能な仕組みを構築します。

44
「Ｋｙｏ－Ｄｅｎｓａｎ－Ｂｉｚ（伝統産業ビジネス支援拠点）」等が、匠の技術を生かし、異業
種とのマッチングを通じた商品開発やブランディング、国内外での市場開拓、商談等ができる人材
育成等を伴走支援します。

45

国内外の著名な研究者、文化人、芸術家、起業家等を中長期にわたり京都へ招へいする「ＫＹＯＴ
Ｏレジデンス拠点（仮称）」を京都市や経済界と連携して整備します。滞在・制作・研究環境に加
え、大学、企業、文化機関、職人、学生等との共同研究や創作、講義、地域プロジェクトへの参画
をオール京都で一体的に支援することで、京都での暮らしと交流から生まれた知見や作品を世界へ
発信し、多彩な人材との継続的な関係と新たな研究、産業、文化を創出します。

46

「堀川新文化ビルヂング」等を擁する西陣・堀川エリアが、日本のアート＆クラフトの中心地とし
て、世界中の人々が憧れ、訪れるクリエイティブ拠点となるよう、クリエイター・レジデンス機能
を整備するとともに、地域内の各事業所が連携したオープンファクトリー等により様々な人材を呼
び込み、交流・ビジネス機会を醸成します。

48

使い手と作り手をつなぐ「つなぎ手」によって「バイカルチャーネットワーク」を構築し、「自分
と向き合う」「心を整える」といった京都ならではの体験を重視した新商品開発や販路開拓、世界
のクラフトマンやデザイナー、バイヤーを集めたイベントの開催により、京都の歴史・文化によっ
て培われた「工芸の都・京都」ブランドの世界展開を通じて収益力向上を推進します。

京都の「精神性」の中核をなす伝統産業について、高品質なものづくりを支える分業制の継承支援等
を通じた事業継続を支援するとともに、新商品開発や海外販路開拓等による需要の創出を支援し、経
済循環を促進します。

47

「Ｍａｄｅ　ｉｎ　Ｋｙｏｔｏ」の世界ブランド化をめざし、府内産品の販売拠点である「京もの
海外常設店」の設置拡大に取り組むとともに、京もの海外常設店の販売データの収集や、各国・地
域消費者の嗜好分析、府内事業者へのフィードバックにより、マーケットイン型の商品開発を支援
します。また、「京都海外ビジネスセンター」において、府内企業の様々な国・地域への進出意向
に柔軟に対応できるよう幅広い地域の海外市場調査を進めるとともに、海外ビジネスに進出しやす
い環境を引き続き整備し、輸出拡大を進めます。
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49
２０２５年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）の成果を継承・発展させ、先端技術の社会
実装を通じて社会課題の解決に貢献する「ポスト万博シティ」として、交流・連携を促す仕組みの
充実や体制強化により、オープンイノベーションを生み出します。

50
関西文化学術研究都市を核として、関西圏における東西軸を意識した広域連携を推進するととも
に、研究・実証を支える制度的枠組みの新設及び活用などを通じて、「グレーター学研都市（仮
称）」として広がりを持つエリアの形成に取り組みます。

51
関西文化学術研究都市と連携を進める城陽市東部丘陵地を新たなクラスターとして位置づけ、関西
文化学術研究都市等の研究機関や最先端産業の企業と連携し、自動走行や走行中無線給電、脱炭素
テクノロジーなどの先端技術を社会実証・実装する近未来都市の形成を進めます。

52
国内外から企業や研究者、支援機関、投資家等が関西文化学術研究都市に集う環境づくりを進める
とともに、産業技術総合研究所や公設試験研究機関等との連携のもと、課題解決から起業・資金調
達支援までを担う組織体制の強化を図ります。

53
けいはんなオープンイノベーションセンター（ＫＩＣＫ）をはじめ、関西文化学術研究都市の研究
開発・社会実証フィールドとしてのポテンシャルを生かした産学公連携によるオープンイノベー
ションの取組を進めます。

54

関西文化学術研究都市において構築された先端技術の社会実装モデルを、グレーターけいはんな広
域連携プロジェクトとして相楽東部地域など他地域にも展開し、先端技術が実装された都市と田園
が共存する地域をめざすとともに、京都府南部地域における人流の促進をはじめとする地域活性化
につなげます。

55

けいはんなグローバルアクセラレーションプログラムプラス（ＫＧＡＰ＋）等の活動で培われた世
界のイノベーション拠点との連携の成果や国内外のスタートアップ企業とのネットワークを生か
し、関西文化学術研究都市の強みである住民参加型のＰｏＣフレンドリーな実証環境を通じて、グ
ローバル課題や地域課題の解決に資する地域実証と社会実装を推進します。

57
食の先端研究や関連企業の産業集積によりけいはんなフードテックヒル（仮称）を形成するととも
に、府立大学精華キャンパスを植物の栽培・育種から食品加工、機能性の分析・評価、スマート農
業に至るまでの産学公連携バイオ研究拠点にするなど、世界的な食の課題解決に取り組みます。

58
関西文化学術研究都市において、研究者の分野横断的な交流を促す環境づくりを進めるとともに、
国内外からの高度人材が定着しやすい医療、教育、コミュニティ等の生活環境の整備に取り組みま
す。

59
次世代の人材育成を進めるとともに、学生、研究者、企業人材、外国人材、アクティブシニアなど
多様な人材の交流と活躍を促進し、文化・学術研究の振興やイノベーションの創出を支える共創的
人材基盤の充実を図ります。

関西文化学術研究都市について、文化・学術研究の振興や産学公住連携によるイノベーションの創出
を進め、最先端技術の社会実装を通じて社会課題の解決に貢献する「ポスト万博シティ」として、持
続可能な発展をめざす都市づくりを進めます。

56

「けいはんなロボット技術センター」等を活用し、次世代ロボット・アバター技術の研究開発や若
手人材の育成を進めるとともに、研究機関や大学等との連携により、ＡＩ・ＩｏＴ、ｉＰＳ関連等
先端技術を活用して、健康・医療、環境・エネルギー、次世代モビリティ、スマート農業等、新産
業創出や中小企業の支援を強化します。

60
関西文化学術研究都市への都心部（大阪・京都）や空港（関空、羽田、成田）からのアクセス向上
を図るとともに、自動運転バスなどの次世代モビリティの社会実装により、クラスター間のスムー
ズな移動を実現するための交通手段について検討します。
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61

市町村と連携した土地利用計画の見直しなどにより、新たな事業用地の創出に取り組むとともに、
企業立地促進条例の特定産業集積促進制度等を活用し、ＡＩ・半導体、フードテック関連の産業集
積等、各地域の特性に応じた企業誘致を「京都府用地バンク」での情報発信などを活用しながら戦
略的に進め、新産業・成長分野等の産業集積を促進します。

65
丹後天橋立ミュージアムを核に地域の文化・産業をテーマとした周遊観光を促進し、地域への人材
流入を促すとともに、サステナブルパークや丹後王国における新たな産業創出に向けた取組を互い
に連携させ、府北部地域の文化・産業の継承・発展を担う人材を育成します。

企業と地域住民との交流を通じて、新たな技術や価値が創造される企業団地の整備を進めるととも
に、働きやすい職場づくりに取り組む企業の立地に対する重点的な支援や伴走支援等を行い、子育
てにやさしい企業等の集積を促進します。

地域、福祉団体、企業、大学生など多様な主体のネットワーク化により、商店街やコミュニティ等の
活性化を進めます。

63

商店街と地域活性化やまちづくりに関わる団体、企業、大学生及び京都の商店街に愛着や関心を持
つ全国の人材等との連携を通じて、個々の商店街の強みを生かしたオーダーメイド型の伴走支援を
行うとともに、人と人とのつながりが実感できるあたたかい地域社会をめざし、高齢者や子どもの
見守り、子育て世代への支援等、地域の期待を実現するための取組を行う商店街を支援します。ま
た、商店街創生センターを核に各支援機関とも連携し、若者の新規出店や、ＡＩ・ＤＸの活用によ
る業務改善などを支援し、子育て世代をはじめとした地域とともに歩む商店街づくりを推進しま
す。

府内総生産を向上させるため、事業用地の確保と活力、魅力あふれた産業集積を進めます。

62

64

地域で想いを持って続けてきた商店街・個店が、自らの社会的価値や役割を消費者に発信し、認知
してもらうために行う取組を支援します。また、地域コミュニティを支える地域・商店街・個店の
共通課題である商店街の空き店舗を活用するため、商店街を拠点として地域の新しい担い手を育成
する「商店街アクセラレーション」プログラムを実施します。併せて、商店街の空き店舗と住居を
セットで紹介する「空き店舗・住居パッケージ」により、若者やＵターン希望者等の新規出店を支
援するなど、市町村や地元企業等と連携して商店街への移住、創業・兼業・副業等を促進します。

厳しい経営状況にある府内中小企業の事業継続を支援します。

66

気候変動に伴う自然災害の激甚化・頻発化や、感染症の拡大、国際情勢の悪化等により、府内中小
企業の事業継続に多大な影響が及ぶ場合には、企業の経営を守る緊急的な対策を速やかに講じると
ともに、世界経済におけるサプライチェーンの混乱やデカップリングなど、様々な社会変化にも柔
軟に対応できる企業の育成等、将来を見据えた対策を同時に進めることにより、京都産業の持続的
な発展を実現します。
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1
人と地域、他産業との交流により創出される新たな価値（魅力）の磨き上げやターゲット層のニー
ズを踏まえた情報発信、新たなビジネスモデル開発の支援などにより、交流を通じた地域の魅力の
保存・活用を促進します。

2

京都の文化関係施設や伝統産業と連携し、府内各地に根差した祭りや年中行事、伝統芸能、景観、
暮らしの文化などについて、その独自性や文化的価値を分かりやすく発信し、「京都ならではの本
物の文化」の魅力を広く伝えるとともに、文化を通じた交流を創出することにより、文化観光を推
進します。

3
観光事業者等と地域住民の対話を通じて、伝統工芸や食・景観など新たな観光資源を掘り起こすと
ともに、地域の雇用や事業者の収益の増加、文化の継承につながる持続可能な京都観光に取り組み
ます。

6

京都の強みである伝統産業や、歴史的建造物をはじめとする文化資源を高付加価値な観光資源とし
て活用し、観光コンテンツの創出・発信を行うとともに、ガイド等の受入環境を整備することで、
観光による経済効果を地域へ還元し、地域や文化、伝統産業が維持・発展する好循環を生み出しま
す。

7

大学、金融機関、企業等と連携し、人材育成や技術開発、実証、起業、販路開拓などを支援すると
ともに、丹後天橋立ミュージアム等を核に、異業種交流や文化観光を展開するなど、北部を国内外
の人材と企業が集まり、新しい価値を生み出す挑戦のフィールドへと進化させる「チャレンジス
テーションプロジェクト（仮称）」に取り組みます。

9
民間投資等を活用し、地域と外部の様々な専門知識を持った事業者等が一体となって、保存・活用
価値の高い歴史的資源（伝統的建造物・古民家等）や地域の未利用資源を生かした宿泊施設、集客
施設等を整備し、「訪れたくなる」、「住みたくなる」、魅力ある地域づくりを進めます。

4

ＭＩＣＥの開催地や企業の商談の場として選ばれるよう、「京都ならでは」のユニークべニューの
活用促進やＭＩＣＥの参加者向け体験コンテンツの造成を図るとともに、京都の魅力向上と発信に
取り組みます。また府内の市町村やＤＭＯ等と連携し、地域の特色あるＭＩＣＥモデルを提案し、
ミニＭＩＣＥの誘致などにも取り組みます。

地域と調和した持続可能な観光づくりを進めます。

8

地域の「食」の魅力や認知度の向上に取り組むとともに、「食」に関係するコト消費を促進するた
めの体験商品づくりや、地域の「食」の拠点となる「食の京都ＴＡＢＬＥ」を整備し、いちおし食
材の発掘・磨き上げや施設のＰＲ等の支援を通じて、「食」を目的に府内を周遊する「食の観光」
に取り組みます。

5
伝統工芸、食文化、スポーツ、ウェルネス、歴史的建造物、川をはじめとする自然など新たな観光
資源を掘り起こし、地域産業の発展に資する取組を進めます。

地域と様々な分野をかけあわせた新しい価値を創出します。

⑬　交流機会を創出する観光

４年間の対応方向・具体方策
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10
京都府観光連盟が都道府県ＤＭＯとして、観光関連産業を支える人材育成や広域的なデータの収
集・分析等に取り組むとともに、府内の市町村や地域ＤＭＯなど多様な関係者と連携しながら、持
続可能な観光地域づくりに向けた観光地経営を支援します。

11
観光関連データの収集・蓄積を進め、ＡＩを活用したデジタルマーケティングや情報発信等に取り
組みます。また、ＡＲやＶＲ等を活用したバーチャル体験の提供など、京都の持つ文化や自然の魅
力とデジタル技術を融合したサービスコンテンツを提供し、新たな観光需要を創出します。

12
京都観光アカデミーにおいて、今後の京都観光を牽引する人材の確保・育成に向け、教育機関や経
済団体等と連携した研修メニューを提供するとともに、地域や多様な事業者との協働を通じて、観
光関連産業の生産性・収益性の向上に資する観光ＤＸ人材の育成に取り組みます。

13
京都の観光従事者（ホテル・旅館従業員、観光ガイド、観光施設スタッフ、交通事業者等）が、文
化や工芸、食、地域の暮らしまで、京都の精神性や多様な魅力を理解し、来訪者に語れる人材とな
るよう育成します。

14
府域と京都市が持つ多様な魅力を組み合わせた府市連携による周遊観光「まるっと京都」を推進
し、「朝・夜観光」の発信や、歴史や文化、伝統産業など共通のテーマで結ぶ周遊ルートを造成し
発信することで、府域の滞在型観光のさらなる促進や観光需要の平準化を図ります。

15
社寺の夜間公開、伝統芸能、音楽、食、自然体験など、夜の過ごし方を府内各地で創出するととも
に、安全・安心な受入環境などを整えることにより、年間を通じて楽しめる「京都の夜観光」を推
進し、滞在時間の延長と宿泊、観光消費の拡大を図ります。

16
観光プロモーションの取組を通じて構築したメディアとのネットワークを活用し、様々な媒体を通
じて府域の魅力的な観光コンテンツについて情報を発信します。

17
京都総合観光案内所（京なび）や府内の観光案内所等との広域ネットワークを活用し、情報発信を
強化します。

18
鳥取県・兵庫県と連携し、山陰海岸ジオパークの貴重な地質資源や景観を保全するとともに、ジオ
パークガイドの育成やジオツーリズムの魅力を発信するなど、府県域を超えた広域連携による取組
を推進します。

観光客が繰り返し訪れたくなる、京都の「本物の魅力」を広く情報発信します。

持続可能な観光産業への転換をめざし、観光関連産業を支える人材を確保・育成します。

京都府の観光産業全体においてデジタル技術の活用を進めます。
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19
山城地域に隣接する府県や交通事業者等との連携を強化し、広域エリアの魅力発信を進めるととも
に、特別史跡に指定された恭仁京跡など地域の魅力を活かした相楽東部地域への誘客促進を図りま
す。

20
交通事業者や地域企業、各ＤＭＯ、大学などとの連携を強化し、歴史文化・自然資源に加え、宇治
川周辺のまちづくりや各地の観光拠点の形成も踏まえながら、観光列車やバス等を活用した広域的
なプロモーションや府域をまたぐ周遊観光を促す取組を進めます。

21
地域の観光関係者、旅行会社やメディアと構築したネットワークを活用し、「文化」や「食」など
の京都の魅力あるコンテンツを継続的に情報発信します。

22
国内外の若者をはじめとする多彩な人材が「観光」を入口に地域と交流し、地域との関係を深める
ことで将来のリピーターをはじめとする関係人口の増加につながるよう、府市連携による修学旅行
や訪日教育旅行の誘致を促進します。

23
地元自治体と連携し、ホテル・旅館やオーベルジュ、古民家等の歴史的資源を活用した一棟貸しな
ど、地域の状況に応じた宿泊施設の立地を促進するとともに、宿泊施設と地域の観光資源との連携
を強化します。

25
国内外から訪れる全ての観光客が安心して快適に滞在でき、高い満足度が得られるよう、ユニバー
サルツーリズムを推進します。

26
宿泊施設や交通機関等と連携し、観光客へのマナー啓発や観光情報の発信を行います。また、緊急
時・災害時には、観光客に確実に情報が行き届くよう、宿泊施設、公共交通機関、観光案内所等と
連携し、適切な情報発信を行います。

27
外国人観光客が安心して受診できるよう多言語対応可能な医療施設等に関する情報提供の拡充を行
います。

29
2025年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）を契機に復活した淀川舟運をはじめ、様々なコ
ンテンツやモデルコースの造成に取り組むことにより、「川の京都」を推進します。

観光事業に関するインフラ整備や地域資源を観光資源として活用するビジネス化を支援し、観光によ
る交流を生み出す環境整備を進めます。

24
関西国際空港・伊丹空港、京都駅、京都舞鶴港、その他関西地域の交通の拠点と、府域の主要な観
光地とを結ぶ交通基盤の整備や、交通系ＩＣカードシステム等のキャッシュレス化の拡充など、観
光客にとって利便性の高い交通環境を整備します。

28

観光地を自転車で巡ることができるよう、府内の地域資源をつなぐ周遊コースの設定や誘導ライン
の整備を行い、府域のサイクルルートのナショナルサイクルルート指定に向けた取組や、近隣府県
と連携した広域的なサイクルルート網の形成・利用促進を図る取組を進めるとともに、交通事業者
と連携したサイクルトレインの実施、自転車利用者向けの宿泊施設やサポート施設の情報発信など
により、サイクルツーリズムを推進します。
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30

2025年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）を契機に構築した海外とのネットワークなどを
活用しながら、より広域的なテーマ観光やストーリー性のある周遊観光を促進する「まるっと・
じっくり関西プロジェクト」を京都市や近隣府県、関西広域連合、関西観光本部などと連携して推
進します。

31
多様なニーズを的確に把握し、ＷｅｂやＳＮＳ、雑誌などの媒体を通じて、適切なターゲッティン
グとコンテンツの提供に取り組むとともに、海外拠点を活用した分析および発信を行います。

32
国内外の多様な観光ニーズに対応するため、京都市をはじめ経済界、大学等と連携し、データを活
用したＯｎｅ－Ｋｙｏｔｏでの取組を推進します。

国や客層ごとの嗜好に応じたインバウンドの誘客を進め、人と様々な分野との交流を拡大し、地域経
済の発展につなげます。
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1

京都府生涯現役クリエイティブセンター等のリカレント研修やリスキリング情報を一元化し、研修
効果や習得スキルを関係者間で共有することを通じて、企業による労働者のキャリアアップや、リ
スキリングの取組を促進するとともに、府内全域で対面研修や相談機能等のサービスを展開し、人
材の育成・確保を推進します。

2

「京都お仕事相談窓口」において、キャリア形成に向けたセミナーを開催するとともに、ＡＩ等を
活用し、時間や場所にとらわれない相談対応体制の充実を図ります。また、京都府生涯現役クリエ
イティブセンターにおけるスキルアップを目指したリカレント研修、京都ジョブパークにおける就
職・転職活動に関するカウンセリング、京都企業人材確保センターにおける企業とのマッチング機
会の提供等、求職者に対して最適な支援を行います。

3
ＰＢＬ手法を取り入れた学生の中長期の有償型職場体験（就職トライアル）等の実施を支援するこ
とにより、課題解決を通じて業界について学び、企業に対する理解を深めることで、魅力ある府内
企業への若年世代の就職につなげます。

4
府内企業への就職・定着につながるよう、学生生活の早い時期からインターンシップやオープンカ
ンパニー等の職場体験の機会を提供します。

5
正規雇用を希望する若年世代及びミドル世代の求職者を対象とした就業支援と人材育成等を一体的
に行うプログラムの実施等を通じて、企業のニーズに対応できる人材の確保につなげ、府内企業に
おける正規雇用の拡大と安定就業を促進します。

6

小中学生や高校生、大学生等の発達段階に応じた探究学習や職場体験等を通じて職業観を醸成しま
す。また、企業や大学生等の若者が府内企業への理解を促す取組に企画段階から参画することを促
すとともに、他のイベントとも連携して実施することで、未来の京都産業を担う人材を育成しま
す。

7

京都府生涯現役クリエイティブセンター等を核に、年齢や働き方にかかわらず、誰もが生涯を通じ
て希望する仕事や社会参加に挑戦できるよう、大学、企業、経済団体等と連携し、新たな技術や知
識を習得する多様な学び直しの機会を充実するとともに、キャリア相談や学習、転職・副業・起
業、地域活動とのマッチングなどを支援します。

9

正規雇用を希望しながら非正規で働く方に対して、リカレント教育を通じた職業能力の向上を支援
するとともに、中小企業の経営者に対して、意識改革・働き方改革を図るための取組を支援しま
す。府内の中小企業における正規雇用を促進するため、京都企業人材確保センターや京都ジョブ
パーク、京都府生涯現役クリエイティブセンターなどが連携して開催する京都ジョブ博等を通じ
て、求職者と企業とのマッチングを促進し、新たな活躍へのチャレンジを支援します。

産業施策と一体となった雇用を創出するとともに、働き方の多様化やライフスタイルの変化を踏まえ
た誰もがいきいきと働ける環境づくりを進めます。

8

京都企業人材確保センターが府内の中小企業を対象として、誰もが働きやすい職場づくりの支援を
行うとともに、京都府生涯現役クリエイティブセンターにおいて求職者に対するスキルアップなど
による人材育成を進め、「京都お仕事マッチング診断ジョブこねっと（ジョブこねっと）」を通じ
たマッチング率を高めることで、府内の中小企業の人手不足対策に取り組みます。

⑭　雇用の安定・確保と人材育成

４年間の対応方向・具体方策
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13
人手不足が深刻な府北部地域の人材確保を支援するため、終身雇用や年功序列等に縛られることな
く、複数の企業で好きな時間に、好きな仕事ができるパラレルキャリアの取組を推進します。

14
地域の人手不足をはじめとする社会課題に対応するため、シルバー人材センターを核としてシニア
世代が社会とのつながりの中で担い手の一員として役割を実感できる環境づくりに取り組みます。

15
産官学金など多様な主体の参画のもと「未来京都・人づくり推進機構（仮称）」を設立し、府内企
業の人材確保・育成・定着や職場環境の整備への支援、多様な人材の活躍などをオール京都で推進
します。

16

企業による人材育成を、働く人一人ひとりの意欲や成長ビジョンと企業の成長を高める人的資本へ
の投資として捉え、大学や研究機関等と連携したリスキリングや、学んだ成果を新規事業、業務変
革、社会課題の解決に生かす取組等を支援します。また、若手への裁量付与やキャリア形成支援、
企業や業種の枠を越えた人材交流等を促進し、学びと挑戦の好循環を生み出します。

17
外国人材を採用しようとする企業や、京都で働きたい外国人の相談に対応するための相談窓口を設
置します。

18
北部地域の市町や金融機関等と連携し、地域の基盤となる産業を支える中小企業の人材を育成する
「京都府北部地方創生人材塾（仮称）」に取り組みます。

12

ひきこもり状態にある方の自律に向け、脱ひきこもり支援センターを中心に、市町村や民間支援団
体、京都ジョブパークと協働・連携し、早期支援体制の構築、訪問・相談支援を実施するととも
に、中間的就労から一般就労への段階的かつきめ細かな就労支援など、社会的自立支援を実施しま
す。

就労環境の改善・整備により、多様な人々が柔軟で働きやすい環境づくりを進めるとともに人材育成
を強化します。

19

京都府生涯現役クリエイティブセンターにおいて、府内の大学や経済団体等が参画したプラット
フォーム組織「京都府リカレント教育推進機構」と連携し、相談やリカレント教育、就労・実践の
場とのマッチングなど、トータルにコーディネートするとともに、若者から高齢者までのあらゆる
世代や女性に向けたリカレント教育の機会を提供することにより、生涯現役で活躍するための支援
の強化に取り組みます。

10

中小企業の人材確保と従業員の定着及び奨学金を返済しながら働く若者の負担軽減を図るため、企
業や市町村と連携して奨学金返済支援制度を拡充するとともに、中小企業応援隊や経済団体をはじ
めとした関係機関を通じて、制度の普及を進めます。また、制度導入企業を「京都ジョブナビ」に
掲載するなど、企業の魅力発信を支援します。

11
「京都ジョブナビ」や「ジョブこねっと」等各種サイトを活用した企業情報の発信強化や、「中小
企業人材確保推進機構」において、京都ジョブ博の開催等により、企業と求職者の出会いの場を創
出するなど、中小企業の人材確保を進めます。
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20

オンデマンド学習サイト「ＫＹＯ育ｔｖ．」のコンテンツの拡充や、最適なスキルの習得につい
て、相談・提案できるＡＩコンシェルジュの活用により、時間や地理的な制約に縛られることない
学び直し（リカレント・リスキリング）を支援します。若者から高齢者まであらゆる世代の府民が
自身の能力や可能性を最大限発揮できるよう、ＡＩやデジタル技術の進展、社会構造の変化に対応
するためのデジタル知識やスキルを継続的に習得できる環境を整備します。

22
健康、医療、脱炭素等の産業分野においてクリエイティブ人材の育成を図るため、産学公が連携
し、受講者のニーズに合わせたリカレント研修・リスキリングの推進に取り組みます。

23
子育てにやさしい職場環境づくりを提供するビジネスモデルとして、子連れコワーキングスペース
の設置など「子育てにやさしい職場環境づくりサービス」の創出を支援するとともに、関係団体と
も連携して、実践事例を発信し、取り組む企業の拡大を図ります。

25
「京都学生就労環境等適正化協議会」や「ワークルール等教育充実会議」など関係機関と連携し
て、労使双方に向けて誰もが働きやすい職場環境づくりに対する理解の促進に取り組みます。

28
首都圏や関西圏に加え、中京圏や福岡都市圏の大学とも新たに就職支援協定を締結するとともに、
府内大学も含めた就職支援協定締結校の学生を対象に京都産業や京都企業の魅力を発信する企業交
流会を開催することにより、京都企業への就職を促進します。

29

京都障害者雇用企業サポートセンターにおいて、企業の取組状況に応じ、業務の切り出しや職場環
境の改善を行うとともに、障害者雇用の好事例の共有や企業と就労支援機関とのマッチング強化な
どにより、福祉的就労から一般就労への移行を促進し、法定雇用率を達成する企業の割合の増加を
めざします。

26

府内建設産業の維持発展に向けて公共事業を計画的に執行するための安定的・継続的な予算の確保
と原則府内発注に努め、雇用創出につなげます。また、ＤＸ化による生産性向上、働き方改革、処
遇改善に総合的に取り組み、就労状況の改善を図るとともに、インターンシップや見学・体験イベ
ント、広報活動などを通じて魅力を発信し、外国人材も含む多様な担い手の確保を進めます。

27
職場におけるハラスメント対策の周知・啓発や、多様性を受け入れる環境整備等についての理解を
促進します。

21

若者から高齢者まであらゆる世代の府民が最大限自身の能力を発揮し、可能性を高められるよう、
ＡＩやデジタル技術の進展、社会構造の変化に対応するためのデジタル知識やスキルを継続的に習
得できる環境を整備します。また、太秦メディアパークにおけるＡＩ時代のマルチコンテンツ制作
人材の育成や、情報産業業界と連携した情報セキュリティスキルの向上支援など、デジタル社会へ
の対応に向けた取組をオール京都体制でサポートします。

24
「産学公連携海外人材活躍ネットワーク」等の仕組みを活用しながら、多様な外国人材の受け入れ
について、地域や企業等のニーズや課題を把握し、総合的に施策を推進することで、府内における
外国人材の受け入れと共生のための環境を整備します。
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30

「京都はあとふる企業」認証企業の好事例や、障害者雇用をきっかけとした業務手順の見直しが、
組織全体の最適化につながることを広く紹介し、障害者雇用の有効性をアピールするとともに、多
様な障害者雇用モデルの開発や障害者雇用を推進する企業のネットワークの形成を通じて、障害者
を安定して雇用することができる環境づくりを進めます。

32
ＡＩやＩｏＴ等を活用した超スマート社会の到来など社会経済情勢の変化を踏まえ、新生・京都府
立大学として「知（地）の拠点」にふさわしい教育研究環境整備を進めるとともに、地域・産業を
担う人材育成にも取り組みます。

34
企業等と密接に連携し実践的な職業教育を行う職業実践専門課程を有する専門学校を支援し、若手
人材の京都府内への就職・定着を促進します。

35
府立高等技術専門校において、ＡＩやデジタル技術を業務で利活用できる人材と、産業の変化に柔
軟に対応し新しい価値を生み出す人材を育成し、地域の未来を支える人づくりを進めます。

31 府庁職員・学校の教職員への障害者の雇用を進めます。

33

大学の「知」と学生の「力」を結集し、地域でその能力や創造性を発揮できる環境づくりを促進す
るため、「京都未来人材育成プロジェクト」をはじめ、京都府地域共創大学連携会議や鴨川沿いの
国公立４大学間での取組などを通じて、府内外の大学間連携を活性化するなど、地域や地域産業を
担う人材育成に取り組みます。
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1

農林水産業の成長産業化の実現に向け、農林水産技術センター（農林センター（亀岡・京丹波
等）、畜産センター（綾部）、海洋センター（宮津））の研究拠点と、府立農業大学校、府立林業
大学校、海の民学舎の人材育成拠点が、「農林水産業研究・人材育成一体型回廊」として相互に連
携を図ることで機能の強化を図り、試験研究と人材育成を一体的に推進する体制を構築します。

2

農林水産業の担い手不足や激化する気候変動への対応、中食需要の拡大、健康志向や環境負荷低減
への消費者ニーズの高まり等を踏まえ、スマート農業などの生産技術、機能性成分を効率的に摂取
できる食品加工技術、広域的な市場流通のための鮮度保持技術などの最先端技術に、京都の食文化
や食材を融合させる京都ならではのフードテックを推進し、農林水産業を含む食関連産業の課題解
決と成長産業化を図ります。

3
農林水産業のスマート化や気候変動への対応、新たな食品技術やバイオプロセス（発酵等）の開発
など、京都ならではのフードテックの取組を推進するために府内の企業や大学をはじめ、ＥＵ諸国
とも連携し、共同研究や学術交流を進めます。

5
海洋センターを中心に多数の研究機関や企業が参画する「海洋データ活用プラットフォーム（仮
称）」を新たに立ち上げ、産学公連携による革新的技術の開発や社会実装を行うことを通じて、漁
業の持続性を高める取組や新たな海洋関連産業を創出する拠点として機能強化を進めます。

6

京都府の産地条件や栽培品目に適した減化学肥料・農薬による栽培や有機農業などの技術確立、規
格外の農産物も有効に活用できる中食等の開発、包装資材の簡素化や脱プラスチック化など、生
産・加工・流通の各段階の環境にやさしい取組を進め、環境負荷軽減と収益性の向上を両立した農
林水産業・食関連産業を育成します。

4

農林水産技術センターを再編整備し、産学公連携・分野横断型の研究を推進することで、スマート
技術や気候変動適応技術の研究、機能性品種の開発、中山間地や府特産品目などに適したロボット
やデジタル技術の開発を進め、研究拠点としての機能の強化を図ります。また、これら研究成果の
速やかな実装・普及を進めるため、関係機関と連携し、個々の経営状況に合わせた技術指導や対策
機器の導入支援など総合的な対策を推進します。さらに、新たに開設する「京都プレミアム中食
オープンイノベーションラボ（仮称）」において、企業や大学と連携し、機能性食品等の加工研究
や未利用資源の活用に関する共同研究を推進するとともに、販売戦略に応じて、企画から試作、分
析まで一気通貫で国内外での競争力を備えた付加価値の高い商品開発を支援します。

7
ＡＩやＩｏＴによるセンシングデータに基づく農業、漁業、養殖業及び家畜の生産管理や、森林の
境界情報及び木材需給情報の可視化等の取組を一層推進するとともに、今後進展が見込まれるＡＩ
とロボットを組み合わせ、革新技術の現場実装を通じて生産活動の自動化を推進します。

農林水産業の持続的な発展と多面的機能の維持・増進に向け、産学公連携による革新的技術の開発と
実装により、担い手不足や気候変動などの環境変化に強く、環境負荷の低減に資する生産体制を構築
します。

 ⑮　農林水産業の成長産業化

４年間の対応方向・具体方策

70



8

持続可能な地域農業を実現するため、農業法人等を核とした京野菜や水稲など地域特性に応じた営
農戦略を策定した上で、基盤整備や気候変動対応、販路拡大など必要な支援を集中的に投下し、収
益性の高い「地域農業モデルファーム」を形成する取組を進めます。また、産学公民の連携によ
り、モデルファームの経営スタイルや効果的な施策パッケージを検証・分析し、その成果を府全域
に横展開することで農村地域の維持・活性化を推進します。

9

京都の食文化や食材と最先端技術の融合により新たな需要を創出するとともに、府内農林水産物を
活用した高付加価値型食品産業や、海洋データ研究成果を活用した環境関連産業の企業誘致を進
め、「環境配慮型食品産業クラスター（仮称）」を形成し、農林水産業・食品産業のエコシステム
を府内各地で展開します。

12
産地での選別調整作業の集約化により、農家が京野菜等の生産に集中できる体制の構築を進め、府
内外の旺盛な需要や輸出拡大に対応可能な生産力の確保につなげます。

15

多様な機能を有する都市農業を次代に継承するため、体験農園等の開設支援など、特定生産緑地を
中心として、農地を多面的に活用し、都市農業を振興します。

14

地域において、将来の農業のあり方や農地利用などを定めた地域計画の実現に向け、「京都府農業
会議」と連携し、担い手と農地のマッチングを進めるとともに、農業経営相談窓口と農外参入相談
窓口を設置するほか、地域の荒廃農地の発生防止や解消のための話し合い、貸付希望農地の掘り起
こしを促進します。また、従来のほ場整備に加え、用水管理や草刈り作業の省力化につながるス
マート技術の導入に適した基盤整備を進め、農地集積・集約化により、経営規模の拡大と経営効率
の向上につなげます。

地元漁協と連携し、旺盛な需要のある丹後とり貝、岩がき等の養殖区画を拡大するとともに、近年
の海洋環境の変化による貝毒の発生や高水温に伴う生産不調に対応するため、貝毒の発生機構の解
明や高水温に強いトリガイ種苗の選抜、新たな養殖品目の確立を図るなど、質・量の両面から養殖
生産力を強化します。

11

13

16

肉用牛農家の繁殖・肥育の一貫経営化を進めるとともに、稲ＷＣＳの生産・利用の拡大など「耕畜
連携」を進め、資源循環型農業の実現と子牛価格や飼料価格に左右されにくい強固な生産基盤を構
築するとともに、環境にやさしい農畜産業を推進します。

豪雨災害等に対応するため、被害情報の収集と分析を行い、園芸ハウス等の効果的な被害防止に向
けた技術指導を行うとともに、被害を受けた際の負担を軽減するため、農業共済制度や収入保険な
どセーフティネットへの加入を進めます。

農業大学校・林業大学校や海の民学舎等において、高度な経営力や技術力を備えた人材を育成・確
保するため、ロボットやデジタル技術等を活用した生産方法や、データに基づく経営管理を学ぶ講
座の開設など、カリキュラム改革を進めます。また、農林水産業に従事する若者のキャリア意識の
向上を図るため、農業・林業・水産業の分野を横断し、学生や卒業生等が定期的に交流できる機会
を創出することで、将来を見据えた人脈形成につなげます。

10

71



19

森林資源を適切に管理し、環境保全やＣＯ₂吸収などの多面的機能の維持・向上につなげるため、
「森林環境譲与税」を活用して森林の適切な管理を行うとともに、府内事業者に国のＪ－クレジッ
ト制度の普及を図り、森林整備を促進します。また、水産資源の適切な管理に向け、漁業関係者と
連携した藻場保全活動など、ブルーカーボンの産生に向けた取組を強化します。

20

持続可能な農業の実現に向けて、「京都府みどりの食料システム基本計画」に基づき、国産有機質
肥料への転換や農場残さの活用など、輸入原料に過度に依存しない循環型農業を推進します。ま
た、環境に配慮した取組による高付加価値化や、消費者理解の促進を図ることで販路拡大を進め、
生産振興につなげます。

21

農林水産業・農山漁村が持つ多面的機能の維持・発揮には、農地等の適切な保全に加え、里山や漁
村、史跡・名勝など地域の文化的資源を次世代へ継承することが不可欠であるため、事業者や地域
住民などが連携して取り組む地域ぐるみの活動を引き続き支援するとともに、こうした活動の重要
性を広く府民に周知します。

22

生産者や料理人、大学・観光・文化関係者等が連携した生産過程のストーリー化や、土壌、水、気
候、生態系に加え、地域固有の歴史や文化、生産者の技が農林水産物や食の個性を生み出す「テロ
ワール」の視点による価値の向上により、担い手の所得向上、環境の維持・保全、住民の誇りにつ
ながる持続可能な地域ブランドを育成します。

23

多様化する食のニーズに対応するため、オープンイノベーションを促進する「京都食ビジネスプ
ラットフォーム」の活動を一層充実・強化し、「生産」から「加工」、「販売」まで各段階におけ
る多様な価値や技術を組み合わせることで、京都の食の競争力を高め、他府県をリードする新たな
商品・サービスの創出を進めます。

24
食生活や価値観の多様化に伴う消費志向の変化に対応するため、京都の食文化を体現する最高品質
の「京都プレミアム中食」など、京都のブランド力ある食材を生かした中食商品づくりを進めま
す。

25
生鮮品を中心とする「京のブランド産品」について、流通・消費事情等の変化を踏まえて、需要に
マッチした品目の振興と集出荷体制の確立を進めるとともに、加工品のマーケティングなど、国や
市町村とも連携して京都府産農林水産物全体の新たなブランド戦略を推進します。

府内産木材の利用を促進するため、「豊かな森を育てる府民税」を活用して、府民会議を通じた府
民等の木材利用への気運醸成や、木造建築物の設計及び施工を担う人材の確保・育成を進めるとと
もに、多くの府民が利用するＰＲ効果の高いランドマークとなる公共建築物や、非住宅や中大規模
建築物等の木造化・木質化を推進し、新たな木材需要の創出を図ります。また、ＪＡＳ規格にも対
応できる品質の高い木材や木質バイオマス、ボイラーの燃料などの木材需要につながる施設などの
整備を進めます。

所有者不明農地については、関連法令に基づく「不明所有者のみなし同意」制度の活用により、適
正な農地の相続・管理を促します。また、再生可能な荒廃農地については、土地改良事業等により
再生し、農地中間管理機構を通じて担い手への集積を進めます。

首都圏やアジア諸国等への販路拡大と多様化するニーズに対応するため、京都府産農林水産物や加工
品のブランド戦略を強化します。

17

18
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28
京都の長い歴史の中で培われた高度な技術によって生み出される高品質な農林水産物や加工品を観
光資源として活用し、体験・交流・教育型の新たなビジネスの創出を通じて、需要や販路の拡大を
図るなど、観光や飲食と連携した収益性の高い農林水産業を目指します。

32
ＧＡＰやオーガニック、ハラル等の世界的なニーズの高まりに応じた取組など、国際水準での生産
や品質を管理する取組を進めます。

34

丹波くりや京たけのこ・漆等の生産振興や販路開拓を進めるとともに、関係機関と連携し、文化財
の修理や伝統行事・産業等にも活用される北山丸太、京銘竹、漆等の文化的資源の保全を図るな
ど、京都ならではのコンテンツを生かした取組を拡大します。

若年層も気軽に食べやすい新たな水産加工品の開発を進め、学校給食等における魚食普及を拡大
し、水産物の魅力や美味しさを伝えることで、消費拡大につなげます。

海外の日本食レストラン、海外シェフや現地の食品輸入業者などに対し、京都の和食文化をコンセ
プトに京野菜及び牛肉、米、日本酒、宇治茶等をセットにした「京もの」を海外に発信し京都の食
品を提供する店舗を増やすことで、京都ブランドの世界的な認知度向上や輸出拡大につなげます。

31

33

29

30

丹後とり貝、岩がきについて、身入り状況を加味した出荷規格などにより、ブランド化を進めると
ともに、旬の魚介類を活用した漁港めしや漁船による海上タクシー、「アユやアマゴ等の特色ある
漁場」づくりなど、ＤＭＯとも連携した「漁観連携」による観光との一体的な展開を強化します。

27

新たな京都ブランド米「京式部」について、京料理人等と連携しながら、京都ならではのストー
リーを意識したＰＲ戦略や府統一の生産者部会による一体的な生産支援により、ブランド力向上と
生産拡大につなげます。また、地域の特性や経営規模に応じて、ブロックローテーションによる米
と麦、小豆を組み合わせた２年３作体系の推進や、京野菜などの高収益作物への転換、味噌や日本
酒など京都の食品業界と結びついた加工米や府内畜産業と連携した飼料用米の安定的な生産など、
水田をフル活用することで、農家所得を向上させるとともに、食料の安定供給に寄与します。

26

全国的にも高い水準の品質を有する京都府産和牛のＰＲを強化し、トップブランドとして確立さ
せ、「京都ぽーく」、「京地どり」などとともに、京都の畜産物全体の生産量とブランド力を引き
上げ、乳製品や牛肉の加工・販売など、畜産・酪農の６次産業化を進めます。

宇治茶については、「京都府宇治茶普及促進条例」を踏まえ、瓶入り宇治茶「玉兎」の販売促進や
手摘み茶の生産支援、新たな認証制度の構築などにより、宇治茶のもつ高いブランド力をさらに発
展させます。また、海外においても愛飲されるよう、海外の残留農薬基準に適合する生産方法を産
地ぐるみで普及・拡大させるとともに、試験研究機関と農業教育機関が連携し、高品質な茶生産を
支える担い手を育成します。さらに、国際的評価と資産価値の明確化を図るため、「宇治茶世界文
化遺産登録推進プラットフォーム」の活動等により、宇治茶の世界文化遺産登録に向けた取組を進
めます。
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38
先進的な会社経営体や事業体が独立就業を目指す者と雇用契約を締結し、従業員として実践的な研
修を実施し経営知識や生産技術を習得させ、後に独立することを支援する「インキュベーション
ファーム」等の取組への支援を通じて、担い手の育成を強化します。

39
家畜保健衛生所と畜産センターを核とした「京の畜産応援隊」により、後継者がいない畜産農家に
対し、法人化や第三者承継、経営基盤・就農条件の整備等について伴走支援します。

41
「京の農林女子ネットワーク」の活動において、企業連携等の取組を拡大するとともに、京都府農
業を牽引する農業経営者として将来多くの女性が活躍できるよう、府内でも優れた農業経営を行う
女性農業者を表彰することにより、女性農業者の地位向上をめざします。

42
農林水産業関係法人について、給与体系や勤務形態、経営状況等の「見える化」や「働き方改革」
を進め、就業希望者とのミスマッチ解消や、キャリアパスの仕組みの導入など、人材の確保・育成
を強化します。

43
海の民学舎において、若手漁業者を中心に、デジタル技術や漁獲物の高品質化に係る技術指導、経
営力向上に向けたセミナーなどを実施することで、新技術を修得し、経営感覚に優れた漁業者の育
成を図り、新鮮で安全な「京の水産物」の流通を拡大します。

家畜伝染病防疫体制を確保し、対策を徹底するとともに、豚熱、鳥インフルエンザ及び口蹄疫等の
正しい知識の普及・啓発を行います。

44

35

森林経営管理制度を円滑に運用するため、林業専門の職員が配置されていない市町村の担当職員に
対し、森林経営管理法改正の内容を踏まえ、主体的に森林の適正管理を推進するために必要な知見
の習得に向けた研修を実施するなど、市町村の人材育成を支援します。

37

40

36

有害鳥獣による被害を更に軽減させるため、狩猟者の確保、デジタル技術を活用した効率的な捕獲
や生息域の把握、京都ジビエのブランド展開を本格化させる販売促進活動やペットフードへの活用
など、総合的な対策を講じます。併せて、ツキノワグマによる被害が相次いでいる状況を踏まえ、
市町村が実施する出没防止対策や緊急銃猟に対する支援を行い、人身被害の防止に努めます。

魅力ある農林水産業の実現に向け、京都府農林水産業人材確保育成戦略に基づき、次代を担う人材の
確保・育成を強化します。

集落営農等の法人化・組織化を推進するとともに、小規模水稲経営が中心で、後継者不足も深刻な
集落営農組織による集落間連携の促進に向けた支援、さらには、近年の長期化する物価高騰や、深
刻化する気候変動などに対する収入確保に向けて、セーフティネット対策の強化に取り組みます。
また、小規模産地でも需要に応えられる産地間リレー生産・出荷体制を強化するとともに、府内各
地の生産者と消費者の交流拠点である「食の京都ＴＡＢＬＥ」施設等の農林水産物直売所を核とし
た地産地消の取組を進めます。

農業者の海外ビジネスの立上げや、グループ化をサポートするとともに、京の農業応援隊と中小企
業応援隊の連携により、産地と実需の連携体制を強化することで輸出拡大の本格化をめざす農業経
営者を支援し、「京都アグリビジネスグローバル人材」として養成するなど、輸出を担う人材の裾
野を拡大します。
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45

地域コミュニティの維持や産地維持に必要な人材を安定的に確保するため、子育て中の方やシニア
世代などの地域住民をはじめ府内企業や大学、行政等の多様な人材がサポーターとして参画できる
仕組みを構築し、農林水産業の繁忙期における仕事を支える体制づくりを進めます。また、営農の
継続・発展が期待できる親元就農者等に対して、機械導入や設備整備を支援します。

48
将来を担う若い世代が健全な食生活を実践できるよう、大学生を中心とする「きょうと食の安心・
安全ヤングサポーター」の養成や食育体験講座の開催、農林水産業者等との交流を通じて、食に対
する意識を向上させる取組や、デジタル技術を効果的に活用した情報発信等に取り組みます。

52
異なる人種や宗教、食習慣による様々な食文化を持ち合わせた消費者が京都を訪れていることか
ら、それぞれのニーズに応じた食に関する正確な情報を発信します。

49
学校・保育所・職場等における農作業や調理等の体験型食育により食の大切さとともに、京都府の
農林水産業・食文化の魅力を伝えます。また、「きょうのつながるひろば」等と連携した地域で行
う食育を進めます。

50

51

46

47

府と（一財）京都森林経営管理サポートセンターが連携し、市町村が実施する森林の現況調査や、
集積化する団地の設定など、森林経営管理の取組を支援するとともに、森林所有者や植栽樹種の状
況など、地域の森林に精通している森林組合との更なる連携を図るため、「森林集積推進員」を中
心に「市町村と林業事業体との連携による集約化」などの取組を進め、適切な森林管理の実現をめ
ざします。

森林施業にデジタル技術を活用するとともに、森林組合や民間の林業事業体による森林の集約化を
進め、収益性の高い林業経営の実現をめざします。また、安定した府内産木材の供給を実現するた
め、川上から川下までの事業者で構成されるグループが、デジタル技術の活用により生産・加工・
利用といった需給情報を把握・共有する取組を一層進め、木材流通量を増加させるなど、林業振興
に向けた総合的施策を講じることにより、適切に管理され、循環利用される森林を拡大します。

中小食品事業者がＨＡＣＣＰに取り組めるよう講習会の開催や保健所による指導を通じて、継続的
にきめ細かにフォローアップしていくとともに、府内で製造・生産される食品について、抽出検査
を通じて規格基準への適合状況等を確認し、府民の食の安心・安全の確保に努めます。

「京都府食べ残しゼロ推進店舗」について、関係団体や市町村等と連携した制度周知や未登録店舗
への訪問等により拡大を進めるとともに、フードドライブの拡大や、府民向けの研修会、インター
ネット講座の開催による情報発信を行い、事業者、消費者及び地域と一体となって食品ロスの削減
を含めた食育の推進に取り組みます。
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1
あらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策の全体像を示す「流域治水プロジェクト」の充
実をめざし、流域治水協議会において情報共有・意見交換しながら、「治水効果の見える化」を進
めます。

8
河川整備計画に基づき、鴨川、戦川、古川、煤谷川、園部川、伊佐津川、高野川、弘法川、法川、
福田川等や、京都市と協調して進めている安祥寺川、四宮川、水害リスクが高い天井川である七谷
川の切下げ等の整備を進めます。

9

避難所や要配慮者利用施設がある土砂災害警戒区域内の土砂災害対策を進めます。また、「京都府
豊かな森を育てる府民税」を活用した防災事業により、荒廃した森林の整備や倒木除去による流木
被害の未然防止等とともに、地域住民が主体となって行う危険木の伐採・撤去への支援など、予防
的な対策を強化し、山地災害危険地区内の防災対策を進めます。

農業用ため池の適正な管理に努めるとともに、防災重点農業用ため池について、耐震調査、整備・
廃止工事など防災・減災対策を集中的かつ計画的に進めます。

6

桂川右岸流域下水道事業「いろは呑龍トンネル」について、乙訓地域の浸水に対する安全性が更に
高まるよう、全体完成に向け、公共下水道接続施設の整備を進めます。また、降雨量や貯留量等の
実績データを蓄積し、より安全で確実な施設運用方法を確立するとともに、想定を上回る豪雨等に
際し、住民の避難行動につながるよう、貯留状況等の情報を更に広く発信します。

7 大戸川ダム建設事業や、宇治川・木津川の堤防補強や河道掘削等を、国と連携して進めます。

 ⑯　しなやかで災害に強い地域

国や市町村と連携し、河川改修や貯留施設の整備等の流域治水の取組や砂防・急傾斜地における土砂
災害対策等を進めます。

2
桂川改修について、嵐山地区等、下流の国管理区間においては、平成２５年台風第１８号洪水に対
応した整備を促進するとともに、上流の亀岡地区等、府管理区間においても、霞堤の嵩上げ等、河
川整備計画に掲げた改修を進めます。

3
由良川改修について、国管理区間の河道掘削、堤防整備等を促進するとともに、支川の府管理区間
においても河川改修等を国と連携して進めます。

4

府管理の大野ダム・畑川ダムについて、洪水調節機能を高めるため、利水者等と連携し、事前放流
の実施等、効果的な管理を行います。また、日吉ダムなど、国及び水資源機構等の府以外が管理す
るダムについても、ダム管理者や利水者等と連携し、洪水調節機能の充実等に向けた取組を促進し
ます。

5

４年間の対応方向・具体方策
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10
盛土の崩壊等による災害の発生を防ぐため、「宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）」等
に基づき、関係部局が連携して危険な盛土の規制等を進めます。

11 市街地で頻発する内水被害を軽減するため、下水道事業による市町村の雨水対策を支援します。

12 国や市町村と連携し、排水ポンプ車を効果的・効率的に運用します。

14
河川増水時においても安心・安全な通行を確保するため、木津川沿川（国道１６３号）や由良川沿
川（国道１７５号、舞鶴福知山線、舞鶴綾部福知山線等）の道路整備を進めます。

17
府内の主要な活断層による地震の被害想定の見直し結果や、近年の地震災害の教訓等を踏まえて策
定した「第四次京都府戦略的地震防災対策指針」及び「同推進プラン」に基づく地震防災対策を講
じます。

19
府内に影響を及ぼす南海トラフ地震等に備え、大規模盛土造成地の安全性に変状がないかを把握す
るため、経過観察を行います。

20
丹後沿岸の海岸において、津波、高潮、海岸侵食等への対策として、引き続き、突堤・離岸堤・護
岸等の海岸保全施設等の整備を進めます。

21 京都舞鶴港に、災害時にも利用可能な太陽光などの再生可能エネルギー設備の導入を促進します。

18

府有施設の耐震化を進めるとともに、耐震性が不足する住宅及び耐震診断が義務化された大規模建
築物等について、市町村や建築関係団体と連携し、耐震フェアなどのイベントの開催のほか、デジ
タル媒体の活用も含めた普及啓発や、建築関係団体等の協力を得て耐震改修に関する技術的支援を
実施し、耐震化（除却、建替含む）を促進します。

13 道路の法面対策等を進めるとともに、異常気象時通行規制の基準を見直します。

16
京都府北部でのガスパイプラインの整備をはじめ、京都舞鶴港におけるＬＮＧ基地整備や水素の利
活用、日本海沖でのメタンハイドレートの開発など、国土強靱化・リダンダンシーにも資する日本
海側におけるエネルギー拠点の整備を促進します。

道路・鉄道等のインフラ、公共施設、建築物等の耐震化、避難体制の確保や備蓄など、地震等の災害
への対策を進めます。

15
緊急輸送道路について、大地震などの災害による損傷を軽微に止め、速やかな機能回復が可能とな
るよう、橋りょうの耐震対策や無電柱化を進めるとともに、沿道建築物の耐震化を促進します。

77



23
大規模災害発生時等において、府と市町村が連携して発災後３日間分の物資の必要数量を確保する
とともに、関西広域連合や全国からの救援物資を円滑かつ迅速に被災者に供給できるよう、平時か
ら物流事業者その他関係団体との連携を強化します。

24

「京都式あんしん避難所」の構築に向けて、避難生活サポーターの育成、災害ケースマネジメント
などの取組を進め、被災者の命と健康を守り、死者ゼロを目指します。また、避難所のプライバ
シー空間の確保や温かい食事を提供するため、パーティションテントや簡易ベッド等の資機材確
保、民間団体等との協定締結を推進します。

25
京都水道グランドデザインに基づき、市町村の水道施設について、耐震化計画による重要給水施設
への供給ラインの耐震化や中長期的財政収支に基づいた計画的な更新を促進します。

26
府営水道、流域下水道施設について、災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、「京
都府上下水道耐震化計画」に基づき、管路などの耐震化を進めます。

29
災害時に自宅や地域で安心して過ごせるよう、耐震化・不燃化、食料や生活必需品の備蓄を促進す
ることで、自宅や避難先となる施設を防災シェルターとする「京都まるごと『防災シェルター』
化」に取り組み、府民一人ひとりが自分に合った避難方法を選択できる体制を構築します。

30

日中も地域に居ながら活動されている方や消防団員など、災害時に実際に動ける方に、発災直後の
避難所開設や、地域内での声掛けなどを行う「地域防災の守り人（仮称）」として活動いただき、
孤立地域など受援が困難な地域でも命を守るための７２時間に対応できる体制づくりに取り組みま
す。

28
常時監視体制だけでなく、原子力災害の発災時等の緊急時モニタリング体制について、情報通信・
処理の高速化や実践型モニタリング訓練の実施等により強化します。

府・市町村の危機管理体制を充実し、災害発生時の対応力及び災害から立ち直れる力を強化します。

原子力災害リスクへの対応を強化します。

27

原子力災害発生時における広域避難計画の実効性をより高めるため、国、関係府県・市町及び関係
機関と連携し、ＰＡＺ（おおむね５ｋｍ圏）及びＵＰＺ（おおむね５～３０ｋｍ圏）における防護
措置について、訓練を通じて検証を行うとともに、避難道路や放射線防護施設、避難退域時検査等
に必要な資機材を計画的に整備します。

22

平成２５（２０１３）年３月に策定した「動物救護対策マニュアル」を改定し、被災動物の保護及
び体制整備に取り組んでいくとともに、府内市町村における同行避難の受入を推進するため令和５
（２０２３）年８月に策定した「ペット同行避難ガイドライン」を活用して、普及啓発に取り組み
ます。また、市町村や獣医師会、関係団体と協力し、動物の飼養者に対し、ペット同行避難の防災
訓練実施や、平常時から準備しておくことの重要性を広く啓発し、同行避難が円滑に進むよう取り
組みます。
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34
火災を防ぐ住宅の耐震化や、感震ブレーカーの設置の促進、延焼拡大時の逃げまどいによる死者の
発生を防ぐ早期避難の呼びかけなどに取り組みます。

35
令和５年度からアラート情報を配信している水位・氾濫予測システムについて、水位予測の精度向
上や予測情報のさらなる有効活用に向けた取組みを推進し、市町村による早期の避難情報発令を支
援します。

36
大規模水害等が発生した際の避難先の確保に向け、河川ブロック単位の被害想定を踏まえ、被災地
域から安全な他の地域への避難が行えるよう関係市町村とともに広域避難計画を策定し、災害時に
おける地域間連携の仕組みを構築します。

37
「京都府戦略的地震防災対策指針」及び「同推進プラン」に基づき、地震防災対策を着実に進める
とともに、府内の主要な活断層による地震の被害想定や発災から応急復旧までの時間の経過を踏ま
えた被害様相に基づき、防災体制の強化や社会活動の維持、早期復旧等の対策を進めます。

38
府内の主要な活断層による地震被害想定等に基づき、災害対応に必要な応援職員や物的資源の分析
を行い、府、市町村が一体となった受援体制の整備を行います。

40
災害廃棄物対策を強化するため、市町村や関係団体の参加による「災害廃棄物処理連絡協議会ブ
ロック協議会」を広域振興局ごとに設置し、大規模災害発生時における災害廃棄物の仮置き場の確
保等について、シミュレーションを行います。

41
自然災害やテロ、武力攻撃事態などの国民保護事案の発生等を想定した関係機関との合同・実践的
訓練による対処能力の向上に取り組みます。また、装備資機材の整備・拡充により、危機管理体制
を強化します。

33

災害危険地域を有する自主防災組織における水害等避難行動タイムラインの作成を促進するととも
に、地域防災の担い手としての役割が期待される防災士について、引き続き、京都府が防災士養成
研修実施機関となり、府域全体で防災士の養成に取り組み、女性や若者、外国人など災害時の対応
に多様な視点を盛り込むことにより、地域防災力の量と質の両面での向上に取り組みます。

39

今後想定される大規模災害からの迅速かつ円滑な復興に向け、市町村と連携し、あらかじめ復興計
画の策定手順を定めておくなど、事前の準備に取り組みます。また、災害時の早期復旧、復興に重
要な地籍調査について、地域ごとの課題に応じた市町村の取組を支援するなど、市町村とともに調
査を進めます。

31

自然災害や原子力災害、新興感染症等、あらゆる危機事象に対応するため、危機管理センターに整
備した映像情報システムやオペレーションルーム（応援機関のリエゾンの専用スペース）を活用し
た訓練等を通じて、災害対応能力を高めるとともに、危機管理センターと連携する災害対策支部の
情報収集・共有機能を強化するなど、府全体の危機管理体制を強化します。

32

府・市町村の災害発生時対応業務について、図表等を用いて視覚的にも分かりやすく標準化すると
ともに、ドローンやヘリコプターを活用した被害情報の把握、府総合防災情報システムとＳＯＢＯ
－ＷＥＢ（内閣府新総合防災情報システム）との連携や、ＩＳＵＴ（内閣府災害時情報集約支援
チーム）との連携体制を強化します。また、洪水氾濫状況等のリアルタイム配信など、最先端の危
機管理体制を構築します。
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43

京都市をはじめ府内市町村と連携し、消防防災ヘリの２機同時運航や近隣府県との相互応援協定の
締結により航空消防防災体制を強化します。また、府内全域をカバーするヘリベースの整備や映像
伝送機能を強化するとともに、病院間の転院搬送を行うなどドクターヘリ運航の補完にも努めま
す。

45
広域防災活動拠点について強化すべき機能を洗い出し、ヘリ運用や応援部隊の活動拠点の整備を行
うとともに、備蓄倉庫や全国からの支援物資を集配する物資拠点の整備を進めます。また、傷病者
の広域搬送拠点となる航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の整備を進めます。

46
孤立可能性の高い地域におけるヘリポートの整備など、救助能力の強化を図り、孤立集落対策を強
化します。

47
大規模災害発生時に備え、府内市町村の相互応援の実行性の確保など、府内の応援・受援体制を整
備します。

51
市町村が福祉事業者や自主防災組織等と連携し、避難行動要支援者ごとの状況を踏まえた「個別避
難計画」の作成や訓練の実施等を促進するため、市町村への適切な指導や、研修会の開催などの支
援を行います。

50
災害拠点病院における大規模地震や豪雨災害等への災害医療体制を強化するとともに、病院・社会
福祉施設の優先復旧等、業務継続を支援する仕組みを構築します。

52
避難所等の生活支援のため、福祉避難サポートリーダー、通訳ボランティアを養成するとともに、
在宅の高齢者、障害者、難病者、妊産婦・乳幼児、外国人、ＬＧＢＴ等へのきめ細かな配慮がなさ
れるよう市町村と連携して対応を進めます。

49

災害発生直後から応急復旧期に至るまで、災害フェーズに応じた適切な支援体制の充実に向けて、
ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、保健師・栄養士チーム、ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援
チーム）、ＪＤＡＴ（日本災害歯科支援チーム）、ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）、ＤＰＡＴ
（災害派遣精神医療チーム）、災害支援ナースなどの専門性の高い災害派遣チームの養成・育成を
進めるとともに、災害の種類・規模・フェーズや被災者の健康・食事管理など状況に応じた支援を
実施するため、災害時の保健・医療・福祉活動を統括する「府保健医療福祉調整本部・地域本部」
と関係団体や災害派遣チームとの連携体制を充実します。

44
大規模災害発生時等において、被災状況の把握、被害の拡大防止、被災地の応急復旧等が円滑かつ
迅速に行われるよう、平時から、関西広域連合、自衛隊、第八管区海上保安本部、国土交通省の緊
急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）との連携を進めます。

48
消防団の活動力の強化と団員確保に資するよう、学生や女性等の加入促進など、消防団の活動環境
改善に取り組みます。

42
府市消防学校をはじめとする消防業務の共同化、救急救助に係る相互応援等を通して効果的な消防
防災体制の整備を進めます。
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53
市町村災害ボランティアセンターの充実に向けて、府災害ボランティアセンターの初動支援チーム
の養成及び訓練を実施するなど、体制を強化します。

54
災害時における子どもの安全確保や災害への対応能力向上のため、児童生徒や教職員向けの出前語
らい、研修会を行うなど、防災教育の充実に取り組みます。

55
災害対応や除雪など地域の安心・安全を支えるため、建設関連産業の担い手の確保・育成を進めま
す。

56
災害時の適時的確な避難を促すため、オープン化した防災情報を活用した民間事業者の情報ツール
など、あらゆる手段を活用して情報発信を行うとともに、府民をはじめ、外国人や観光客を含む多
くの方に対して、防災情報の活用を促進します。

58
過疎化・高齢化等による地域防災力の低下を踏まえた、災害発生時の地元企業等との災害対応・連
携システムの構築を進めます。

59

災害発生時における学校教育の早期再開支援や児童生徒・教職員の心のケア等の支援活動及び平時
の学校における防災対策や防災教育の推進を図るため、国・関係府県及び関係機関と連携を強化
し、京都府災害時学校支援チーム（Ｄ-ＥＳＴ京都）のチーム員養成・育成を進め体制を拡充しま
す。

57
大規模広域災害時等において京都の活力を維持・向上させるため、京都ＢＣＰ行動指針に基づき、
経済団体と連携した中小企業応援隊の支援等により、個別企業のＢＣＰ策定を促進するとともに、
ライフライン事業者等と連携して、応急・復旧対策を行う連携型ＢＣＰの取組を進めます。
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1
ドローンの利活用、３Ｄ現場画像作成支援ツールの導入等、ＤＸの推進により警察活動の強化を図
るとともに、各種事件・事故情報の集約、ＡＩ等を活用した情報分析機能強化等、犯罪防御システ
ムの高度化によって、更なる犯罪抑止と交通事故防止に向けた取組を進めます。

2
関係機関、団体等と連携し、サイバー犯罪被害やネットトラブルの防止に向けた府民への広報啓発
や研修を実施するとともに、重要インフラ事業者をはじめとする府内事業者へのサイバー攻撃に関
する注意喚起や情報発信を強化するなど、サイバー空間における脅威に対する防御力を高めます。

3
高度な知識・技術を有する人材の採用・育成や各種資機材の充実等を図るなど、人的・物的基盤の
強化により、悪質化・巧妙化するサイバー事案等に対する取締りや実態解明を更に進めます。

6

犯罪防御システムの交通事故分析機能を活用した交通事故の発生要因等の総合的な分析に基づき、
交通事故の実態を把握した上で、交通規制、交通安全教育、交通街頭活動を有効に組み合わせた交
通事故防止対策を進めます。また、大学生等の知見を生かした「ポリス＆カレッジ」等、教育機関
や行政等と連携した交通安全対策を進めます。

8
学生防犯ボランティア等と連携した大学生対象の自転車盗被害防止啓発活動を進めるとともに、防
犯まちづくり賞において、高校生や大学生など次世代を担う若者世代による防犯活動を積極的に顕
彰し、活動を活性化します。

5
自転車運転者をはじめ、車両運転者に対する交通ルールの周知徹底に向けた取組や子どもや高齢者
が交通事故の当事者とならないよう、仮想現実（ＶＲ）機器等を用いた体験型交通安全教育の実施
などを通じて、交通事故防止対策を進めます。

7

特殊詐欺や悪質商法等の消費者被害を未然に防止するため、市町村、福祉関係団体、事業者等の多
様な主体と連携し、高齢者等への地域での見守りを強化するほか、産学官の連携により、企業等が
持つＡＩ等の最新技術を犯罪防御システム等に活用し、取締りや被害防止対策を強化するなど、社
会全体の特殊詐欺等に対する施策に沿って総合的な対策を強化します。また、関係機関に対して、
特殊詐欺等の被害の未然・拡大防止に有効な各種システムの開発・導入や機能の充実を働きかける
など、水際対策を強化します。

4

通学路等の合同点検結果や市町村が策定した「通学路交通安全プログラム」に基づき、通学路等の
安全性を高めるため、防護柵の設置やカラー舗装など道路状況に応じたきめ細かな対策を実施する
とともに、地域住民、ボランティア団体、保育所・認定こども園・幼稚園、学校、行政、警察等が
連携して、子どもが安心して通行できる交通環境を整備するなど、地域の交通安全を更に進めま
す。

府民の防犯・交通安全意識、地域防犯力の向上等により、犯罪・交通事故の起こりにくい社会づくり
を進めます。

 ⑰　犯罪や事故のない暮らし

４年間の対応方向・具体方策
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12
警察官の語学力を強化するなど、外国人が関係する事件や事故、遺失拾得、地理案内などの事象へ
的確に対応します。

15
日常生活の中で防犯活動への参加機会を増やすため、ペットの散歩やジョギング等の中で行う「な
がら防犯パトロール」を促進します。

17
重大な交通事故に直結する無免許運転、飲酒運転、妨害運転等を行う悪質・危険な運転者の取締り
を強化するとともに、「悪質・危険運転を絶対にしない、させない」という規範意識の向上に取り
組みます。

16

運転免許証を返納しやすい環境の整備を図るとともに、安全運転相談の一層の充実や安全運転サ
ポート車等の普及啓発など高齢運転者の特性に応じた交通事故防止対策を進めます。また、自治
体、交通ボランティア等と協働した高齢者宅訪問による個別指導や反射材用品等の着用促進によ
り、高齢歩行者の交通事故防止対策を進めます。

11

警察署の再編整備及び警察施設の建替整備を推進し、各種警察事象への対応能力の高い警察署等を
構築するとともに、治安情勢や社会の変化、地域の実態等に応じて、地域の防犯活動の拠点となる
交番・駐在所の整備を進め、機能を充実・強化し、地域に密着した「わがまちの交番」を目指しま
す。

13

学校等の関係機関と連携し、「防犯教育プログラム」に基づく子どもたちの発達段階に応じた危険
回避能力を高める防犯教育や教職員の危機管理能力を高める安全対策指導等を進めます。また、
「こども１１０番のいえ」の整備や地域住民、事業者等の協力を得た「ながら見守り」の活動を促
進するとともに、可搬式オービスを効果的に活用した交通取締りや交通違反の未然防止を図るため
の交通安全指導など、通学路等における子どもの安全対策を進めます。

14
府民協働防犯ステーションを核とした防犯ボランティア活動への支援を進めるとともに、学生や社
会人、事業所（法人）など幅広い層の防犯ボランティア活動を促進し、地域防犯力を高めます。

9

刑事司法関係機関、市町村、医療・福祉関係機関等との再犯防止推進のネットワークを活用し、地
域の実情に応じた就労や生活支援等の立ち直り支援の取組を強化するとともに、府内市町村におけ
る地方再犯防止推進計画の策定を支援するなど、再犯防止等への府民の関心と理解を深めるための
取組を行います。

10

犯罪捜査の高度化を進め、府民生活に不安を与える重要凶悪犯罪、住宅侵入窃盗、特殊詐欺等を根
絶するための取組を進めます。また、暴力団、匿名・流動型犯罪グループ等の犯罪組織の弱体化、
壊滅に向け、官民一体となった組織犯罪対策や犯罪実行者を募集する、いわゆる「闇バイト」への
加担防止対策を進めるとともに、高齢者等への被害防止対策を強化し、変化する犯行手口の特徴や
被害者の年齢層等に応じた効果的な広報啓発を進めます。併せて、薬物乱用者に対する取締りの徹
底と薬物密売組織の壊滅を図るとともに、青少年等に対する薬物乱用防止教育を進めます。
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23
ネット取引被害を未然に防止するため、消費者トラブルについてＳＮＳ等を活用した情報発信や府
民が学ぶ機会を提供するとともに、インターネット上の不適正な広告や表示の監視を強化します。

25
ＤＶ被害者支援の一環として、加害者の抱える個別の背景等を踏まえ、加害者自らが加害に気づ
き、加害を繰り返さないためのプログラムを実施します。

22
若年者の消費者被害を未然に防止するため、市町村とも連携した中学校・高等学校における消費者
教育への支援や、大学生・専門学校生への消費者トラブルに関する情報提供を実施します。

24
新手の手口による被害の大量発生につながるようなケースについて、市町村や関係団体との情報共
有やＳＮＳを活用した府民への周知を迅速に行うことにより、被害の拡大を防止するとともに、消
費者ボランティアによる早期の情報提供を実施します。

京都府犯罪被害者等支援条例に基づき、オール京都で犯罪被害者に寄り添った支援を行うとともに、
ＤＶ、性暴力被害の潜在化の防止やストーカー事案、ＤＶ事案等に迅速・的確に対処することで、被
害者等の安全を確保し、社会的自立に向け支援します。

26
デートＤＶも含め暴力を許さない意識づくりなど、あらゆる世代に応じた啓発を進めるとともに、
多様なケースの相談に対応できるよう市町村、ＤＶ相談支援センター職員等に対し、専門的な研修
を実施します。また、面前ＤＶが子どもに及ぼす影響について、啓発等を実施します。

20

団体・ボランティア等と協働して少年非行の未然防止活動を実施するためのネットワークの構築や
スクールサポーターの技能等の向上を図り、非行の低年齢化・大麻乱用少年の増加を踏まえた非行
防止教室や薬物乱用防止教室を充実させます。また、ＳＮＳ等のインターネット上における非行防
止と子どもの性被害防止を目的としたサイバーパトロールや防犯機能を実装したスマートフォンア
プリの開発等による広報啓発活動の推進、立ち直り支援チーム（ユース・アシスト）による寄り添
い型支援など、非行・再非行等を防止します。

府民の消費者被害・ネット取引被害、青少年のインターネット利用による性犯罪・児童ポルノ被害
等、被害の未然防止に向け、工夫を凝らした啓発活動を進めます。

21

ＳＮＳをはじめ急激に変化するインターネット環境の中にあって、青少年が被害に遭うことを未然
に防止するため、青少年関係団体や事業者等と連携して青少年が自らを守る意識を醸成します。ま
た、青少年によるインターネットの適切な利用に向けては、家庭内でのルールづくりが重要である
ことから、保護者等へ向けた啓発を進めます。

18

インターネットやＳＮＳ等を活用して、自転車や小型モビリティ利用者に対する交通ルールの周知
を図り、遵守を呼びかけるほか、ヘルメット着用率の向上に向けた取組を推進するとともに、参
加・体験型等の交通安全教室を開催します。また、自転車指導啓発重点地区等における悪質・危険
な交通違反に対する指導取締りの強化、自転車通行環境の整備等により、自転車の安全利用を促進
します。

19
テロの未然防止に向け「京都テロ対策ネットワーク」を活用した官民一体のテロ対策や関係機関と
連携した水際対策を推進します。また、広報啓発活動を強化し、テロの未然防止に向けた気運を高
めます。
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27
ＤＶ被害者が地域の中で社会的に自立し安心して生活できるよう、関係機関が連携して被害者一人
ひとりのニーズに合わせた切れ目ない支援を行います。

28
京都ストーカー相談支援センター員に対して、研修・教養を実施する等、相談者への対応力の更な
る向上を図ります。

29
京都性暴力被害者ワンストップ相談支援センター「京都ＳＡＲＡ（サラ）」において、子どもを含
む若年層への性暴力に対する普及啓発等の取組や相談体制を充実し、性暴力被害の潜在化を防止す
るとともに、被害を未然に防止します。

30

犯罪被害者等の多岐にわたるニーズに応えるため、公益社団法人京都犯罪被害者支援センターを含
む多機関ワンストップ体制である「京都府犯罪被害者等支援調整会議」の適切な運用ができるよう
支援を進め、府庁内各課・各機関はもとより、市町村、警察、民間被害者支援団体などが緊密に連
携し、犯罪被害者一人ひとりに寄り添ったきめ細やかな支援を行います。あわせて、犯罪被害者等
のニーズに沿って中長期的又は断続的な支援を受けることができるよう、犯罪被害者の方々が置か
れている状況等を記載できる冊子を交付するなど、犯罪被害者等支援の充実・強化を図ります。ま
た、被害に遭われた方々が一日でも早く平穏な生活を取り戻すことができるよう、「京都府犯罪被
害者等支援補助金」により支援を行うとともに、「生命のメッセージ展」の開催をはじめとする広
報啓発活動を積極的に行い、犯罪被害者等支援に対する府民の理解を高めます。
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3

運輸部門からの温室効果ガス排出量を削減するため、
▶電気自動車等の次世代自動車（ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ等）の普及を促進するとともに、駐車場や
公共施設、集合住宅等における充電設備の整備等により、利用者の利便性の向上を図ります。
▶交通手段の転換（モーダルシフト）やサイクルシェア・カーシェアなどの移動手段の共有、エコ
ドライブ（環境にやさしい運転）を促進するとともに、宅配便の再配達削減や物流施設の高効率化
等による物流網全体での脱炭素化を進めます。

大企業・中小企業が一体となったサプライチェーン全体での脱炭素化に向けた取組を支援します。
また、金融機関等と連携しながら中小企業をはじめとする融資先企業等の脱炭素化を支援する取組
を推進し、地域の活性化・脱炭素化を促進します。

オール京都体制で実行力のある温室効果ガス削減に取り組むなど、カーボンニュートラルの実現に向
けて「２０３０年度温室効果ガス排出量▲４６％以上京都チャレンジ」を推進するとともに、気候変
動への適応策を進めます。

1

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の視点を踏まえながら、環境・経済・社会の好循環を生み出す取
組を進めます。
▶ ＡＩ技術を利用してエネルギー需給を最適化します。
▶ 京都気候変動適応センターを軸に、府民や事業者に対し、気候変動への適応事例の発信や、適応
ビジネスの創出に向けた支援を強化します。
▶ 脱炭素テクノロジー（ＺＥＴ：Ｚｅｒｏ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）関連ス
タートアップ企業と事業会社等のさらなる集積・交流の促進や、ＺＥＴ－ｖａｌｌｅｙにおける地
域住民等を巻き込んだ取組の成果を生かし、最先端技術を活用した新事業の創出や社会実装を加速
させるとともに、宮津エネルギー研究所跡地を核としたサステナブルパークを形成し、脱炭素社会
の実現に向けた取組を進めます。

  ⑱　脱炭素社会へのチャレンジ

2

家庭における温室効果ガス排出量削減と府民の質の高い暮らしを実現するため、脱炭素行動による
経済性・快適性向上のメリットなどウェルビーイングの視点を取り入れた総合的な提案・支援によ
り、府民の意識向上から行動変容までを後押しします。また、住宅の新築・購入や、既存住宅の改
修に当たって、窓や壁等の断熱化、再エネや蓄電池等の導入による建物の脱炭素化を支援し、建物
で消費するエネルギー収支をゼロにするＺＥＨ（ｎｅｔ　Ｚｅｒｏ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｈｏｕｓｅ）
やＺＥＢ（ｎｅｔ　Ｚｅｒｏ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｂｕｉｌｄｉｎｇ）等の普及を促進します。

4

中小企業も取り組めるＳＢＴ（パリ協定が求める水準と整合した企業が認定する温室効果ガス削減
目標）やＲＥ１００（事業運営に必要なエネルギーを再エネ１００％で調達）などの目標達成に向
けた温室効果ガス排出量削減行動を支援します。また、大規模事業者の一層の省エネ対策と再エネ
の導入の促進に加え、企業・金融機関・大学等の多様な主体が参画する協働の場を創設することに
より脱炭素経営に取り組む企業を後押しします。併せて、府庁自らが率先して、再エネ・省エネ設
備や電気自動車等の導入拡大、再エネ電気の利用拡大を進めます。

5

４年間の対応方向・具体方策
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6
京都気候変動適応センターにおいて気候変動情報に係る情報収集及び調査・研究により科学的知見
を蓄積し、防災、健康、自然生態系、農林水産業等の各分野の取組に活用します。

7

脱炭素社会の実現に向け、行政と府民をつなぐ中間支援組織との連携を強化するとともに、地球温
暖化防止活動推進員や府民・ＮＰＯ・企業等との協働により、府民の行動変容を促進します。ま
た、市町村との連携のもと、オール京都体制で徹底した省エネ化と再エネの最大限の導入に向けた
脱炭素施策を展開します。併せて、地球温暖化防止活動推進員や京都再エネコンシェルジュなど地
域の脱炭素化を担う人材の育成・確保を進めるため、人材の発掘から育成、活動機会の提供までを
一体的に支援し、地域における持続的な活動基盤の構築を図ります。

9
効果的・効率的な省エネサービスの導入促進に加え、新たな技術による環境にやさしい商品開発や
販路開拓等により、温室効果ガス排出量を削減するとともに、地域産業を育成します。

11
ノンフロン冷凍空調機器の導入、冷媒用フロンの適正管理等、事業者の取組を促進することによ
り、代替フロンの大気中への排出を抑制します。

地域資源を活かした再エネ導入や新技術の活用により、特定の電源や燃料源に過度に依存しない、地域
共生型の持続可能なまちづくりを進めます。

13

地域脱炭素による持続可能なまちづくりを進めるため、
▶ 駐車場や既存建築物の屋根など、利用されていない箇所を活用した自家消費型の太陽光発電導入
支援を行うとともに、風力、小水力、バイオマス、太陽熱等を含めた地域の多様な再エネポテン
シャルを最大限に活用し、周辺環境と調和しながら地域振興に資する再エネ導入を促進します。
▶ 営農型太陽光発電やため池を活用した浮体式太陽光発電など、地域課題の解決や経営支援につな
がる再エネ導入のモデル形成を支援し、府内各地へ展開します。
▶ 地域の再エネを地域に供給する地産地消の取組を進めるほか、家庭や事業者の再エネ１００％電
気の調達を支援します。
▶ 次世代型太陽電池（ペロブスカイト等）の普及を促進し、公共施設や企業等におけるこれまで太
陽光発電設備が設置困難であった場所を活用した再エネ導入の拡大を図ることで災害時にも強い施
設を増やします。

12
府営水道事業や流域下水道事業において、省エネ型設備の導入や効率的な運転管理を更に進めると
ともに、下水汚泥の固形燃料化や消化ガス発電などエネルギーの有効利用を促進し、温室効果ガス
排出量を削減します。

8

京都府地球温暖化防止活動推進センターやきょうと生物多様性センターなど環境問題について専門
的な知見を有する機関が参画するプラットフォームを構築し、府民や企業の環境保全に資する取組
を支援します。併せて、府内の様々な地域で環境保全の取組が拡がるよう、環境団体やボランティ
アの活動を支援します。

10

持続可能な社会づくりに向けた変革の担い手を育成するため、地球環境保全に関心の高い企業との
対話・交流を通じて学びを深めた府内の中高生を環境リーダーとして認定するなど、若者が主体的
に課題を捉え、社会変革に参画する機会を創出します。また、各地域の学校や企業等、多様な場で
の学びや実践を支える中間支援組織等の様々な主体との連携を強化し、そのネットワークを生かし
て幅広い環境保全活動や人づくりを推進します。
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14
企業・大学・府内自治体等との連携により、次世代型太陽電池（ペロブスカイト等）などの新たな
技術や産業を育成し、産業振興や人材育成などの相乗効果を発揮しながら、更なる再エネの普及を
促進するなど未来エネルギー実装都市の実現を目指した取組を推進します。

15
地域振興に資する水素利活用の拡大を図るため、水素の地産地消を推進するとともに、水素エネル
ギーの早期の社会実装を目指した取組を推進します。

17
スマートセンサー等、ＡＩ・ＩｏＴ技術を活用した産業廃棄物の効率的回収・監視システムの実用
化や、新たな技術開発、建設廃棄物処理への選別ロボットの整備・導入等を支援します。

19
市町村等や関係団体と連携し、「もったいない」の精神や環境に優しい消費行動の理念の普及を促
進し、環境価値の高い商品の優先購入など環境にやさしい取組を進めます。

20
使用済み太陽光発電設備のリユース・リサイクルを通じ、資源の有効活用や環境負荷の低減に取り
組む企業等を支援します。

21
地域における資源循環を促進するため、市町村と地域団体や事業者等が連携した「ごみゼロコミュ
ニティ」の取組を支援します。

23

海岸漂着物の回収や処理対策等を支援するとともに、市町村と連携し内陸域も含めた流域が一体と
なって、海岸漂着物の発生抑制に向けた取組を進めます。

廃棄物の不法投棄を撲滅するため、休日も含めた監視指導体制の強化や監視カメラ、ドローンなど
のデジタル機器の導入等により、早期発見・未然防止に努めるとともに、広域的な不法投棄に対応
するため、関係府県とのネットワークを強化します。

22

ＡＩやＩｏＴ、ロボット技術などを活用し、廃棄物の発生抑制（リデュース=ｒｅｄｕｃｅ）、再使用
（リユース=ｒｅｕｓｅ）、再生利用（リサイクル=ｒｅｃｙｃｌｅ）の取組推進による循環型社会を
構築します。

３Ｒ技術を活用した廃棄物の再生利用など、産学公連携による循環型社会の形成を推進するため、
３Ｒセンターの研究・開発支援制度や体制を着実に推進するとともに、プラスチックごみの３Ｒ施
設の整備、代替プラスチック製品や３Ｒが容易な製品の開発・普及を支援します。

18

京都再エネコンシェルジュや京都府地球温暖化防止活動推進センター、金融機関等の連携により再
エネ設備の導入に繋がるサポート体制を充実させるとともに、市町村と連携した普及・啓発を実施
し、家庭における再エネ設備の導入を促進します。併せて、事業者に対して、インセンティブを付
与し、再エネの導入を加速化させるとともに、災害時における自立分散型電源としての地域利用を
促進します。

16
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25
チマキザサや川魚など京都の文化（和食、祭礼等）を支えてきた動植物の保全・育成に取り組むと
ともに、環境ＤＮＡ分析やＡＩなどの新たな技術も活用し、希少生物の効果的な保全対策を進めま
す。

26
府、関係行政機関、専門家、事業者、保全団体等で構成する「侵入特定外来生物バスターズ」によ
り、特定外来生物の定着・拡大を防ぎ、新たに侵入する特定外来生物を初期段階で徹底防除しま
す。

27
山陰海岸ジオパークや自然公園等の自然風景地を保全し、ガイドツアーやビジターセンター等によ
り地域の魅力を発信することで利活用を進めます。

29
企業・団体・府民等が連携して取り組む森林づくり活動「京都モデルフォレスト運動」を推進する
ことで、地域の特徴を活かしながら、里山整備や木材利用など、人と森林をつなぐ取組を展開しま
す。

多様な主体と連携して、地域の特性に応じた生物多様性の保全・再生の取組や外来生物対策を進める
とともに、豊かな生物多様性を未来に継承する取組を進めます。

府市協調により「きょうと生物多様性センター」を運営し、府内の生物多様性に関する情報の集
積・発信や知見に基づく保全対策、担い手の育成、ネットワークの形成を進め、企業・研究機関・
保全団体・府民などのオール京都で生物多様性の保全を推進します。また、ネイチャーポジティブ
（自然再興）の実現に向けて、「きょうと生物多様性パートナーシップ協定」による企業と連携し
た保全活動を推進するとともに、生物多様性や自然資本に配慮した企業の活動、自然共生サイトの
認定などの取組を支援します。

24

水質や大気、騒音等の環境モニタリングに加えて、ＰＦＡＳ等の新たな環境リスクに係る最新の知
見等の把握にも努め、その内容をわかりやすく情報発信するとともに、事業所等の監視・指導を的
確に行います。

28
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3
高速道路のＩＣアクセス道路となる、国道２４号（城陽井手木津川バイパス）、国道３０７号（宇
治田原山手線）、国道３１２号（大宮峰山インター線）、（都）内里高野道線等の整備を促進しま
す。

4
名神高速道路と第二京阪道路をつなぐ京都南ＪＣＴ、京都市～亀岡市、京都市～大津市を結ぶバイ
パスや、堀川通（国道１号）の新たなバイパストンネル等、京都都市圏のネットワーク強化を促進
します。

5
安全かつ円滑な物流等を確保するため、重要物流道路の指定や広域道路ネットワークの整備によ
り、経済や生活を安定的に支える機能の強化及び主要な拠点へのアクセスや災害時のネットワーク
の代替機能を強化します。

6
幹線道路ネットワークを強化し、「関西各府県との交通結節点」となるよう、国道９号、国道１６
３号、国道４２３号、国道４２９号、国道１７５号、国道１７８号など広域的な連携を支援する道
路の整備を進めます。

7
京都府南部地域の各市街地や関西文化学術研究都市のクラスターが一体的な都市群として機能する
ことを目指し、山城地域の東西の流れを円滑にするため、木津川に新たに橋を架ける内里城陽線
（城陽-八幡連絡道路）の整備をはじめとする道路ネットワークの強化を推進します。

8
向日町競輪場敷地の再整備を契機として、地域のにぎわい創出に資するまちづくりを支援するた
め、今後増加が見込まれる来訪者にも対応した周辺地域の道路の整備を進めるとともに、歩行者が
安全かつ安心して通行できる歩行空間の整備を推進します。

9 リニア中央新幹線（名古屋～大阪間）、北陸新幹線（敦賀～大阪間）の整備を促進します。

関西経済圏の日本海側ゲートウェイとして、京都舞鶴港のコンテナ、フェリー、クルーズ機能の強化
や道路・鉄道網の充実などのアクセス性向上により、国内外との交流を促進し、まちづくりや地域活
性化につなげます。

10
取扱貨物量の増加や航路の拡充を見据えた舞鶴国際ふ頭における第２バースの整備とⅡ期整備を進
めるとともに、大型クルーズ船の寄港に対応できる第２ふ頭の施設整備及び周辺緑地の再整備等に
取り組みます。

1
新名神高速道路の全線開通及び６車線化を促進するとともに、山陰近畿自動車道の早期全線開通に
向け、京丹後大宮ＩＣ 〜（仮称）網野ＩＣ間の整備及び（仮称）網野ＩＣ 〜（仮称）城崎温泉Ｉ
Ｃ間のルート確定を促進します。

2
京都縦貫自動車道、京奈和自動車道、舞鶴若狭自動車道の暫定２車線区間の４車線化整備を促進し
ます。

道路網等の整備を進め、地域振興・産業観光振興につなげます。

  ⑲　成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり

４年間の対応方向・具体方策
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11
京都舞鶴港から高速道路へのアクセス機能強化のため、国道２７号（西舞鶴道路）や臨港道路上安
久線等の道路整備を促進します。

12 前島ふ頭のフェリーターミナルの再整備の促進など、物流・人流の強化に向けた取組を進めます。

13
デジタル技術の活用により社会課題の解決を目指す企業や大学、自治体、地域団体等と連携するた
めのプラットフォームを構築し、先端技術の社会実装を促進する環境整備を進めます。

14
地域のデジタル関連企業等が保有する技術やサービス等を、地域課題の解決や新たな価値創出に活
用し、デジタルの地産地消・地域経済の好循環をめざします。

15
サイバー空間の安心・安全の確保とレジリエンス向上の観点から、府内行政機関・中小企業・医療
機関などを含めた社会全体のセキュリティ水準向上に向けた取組を推進します。

16
官民ともに不足するデジタル人材の育成・確保、地域への定着に向けて、人とＡＩとの共創力や、
Ｗｅｂ３．０関連技術の活用力向上に資する実践学習等により、デジタル社会に即した人への支援
と関係人口の創出に取り組みます。

17
危機管理対策、医療の高度化、次世代交通サービスなど、府民生活に直結する防災・医療・交通の
分野等で、先端デジタル技術の普及・利活用を図り、ＡＩ時代に即した社会課題解決に資する取組
を進めます。

18
自動運転などの次世代モビリティや、デジタル技術を活用した物流システムなど、先進技術の実証
実験や社会実装を進めるとともに、持続可能な地域公共交通の新たな在り方として連携促進団体の
設置等を検討します。

19
ＳＮＳ上で拡散する偽・誤情報から府民の安心と安全を守るため、関係機関と連携して迅速に事実
確認・訂正情報を発信する体制の強化に取り組みます。

21
大学や研究機関と連携し、画像計測や非破壊検査等の新技術を活用したモニタリング及びセンシン
グにより、インフラメンテナンスにおける省力化・生産性の向上を進めます。

22

管理橋りょう２１３０橋（令和７年度末時点）のうち、法定点検の結果により、早期に補修が必要
と診断された約１３０橋、国道１６３号（笠置トンネル）等約２０トンネル等の道路施設について
優先的に補修を行うとともに、河川、海岸、砂防、漁港、港湾、公園施設など各インフラ施設につ
いても、点検結果に基づく補修工事を進めます。

ＡＩ時代にふさわしいデジタル社会の実現を通じて、持続可能で豊かな地域づくりを推進します。

公共インフラ施設について、計画的な予防保全型維持管理による長寿命化を進めます。

20
橋りょう、トンネル、河川護岸･堤防その他インフラ施設ごとの個別施設計画に基づき、計画的な
点検、補修に取り組み、点検結果や補修履歴等をデータベースに蓄積するとともに、関連するイン
フラデータと連携し、関係者間で共有することで、効率的・効果的なメンテナンスに活かします。
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23
府営水道において、管路を含めた施設を良好な状態に保つため、新技術も活用しながら、アセット
マネジメントに基づいた、点検を含む維持管理や保全を行い、安全性を確保しながら、計画的な管
路更新を進めます。

24
流域下水道施設について、老朽化により社会的影響の大きい道路陥没や汚水処理機能の停止が発生
しないよう、点検・調査結果により健全度等を評価したストックマネジメント計画に基づき、終末
処理場や幹線管渠の老朽化対策を進めます。

25
府民の身近な「気づき」を生かす府民協働型インフラ保全事業により、地域の安心・安全確保やイ
ンフラ長寿命化につながるきめ細かな対策を進めます。

28
鉄道駅における利用環境や待合環境の整備、駅を中心としたにぎわいづくり、交通系ＩＣカードシ
ステム等のキャッシュレス化の拡充などによる更なる利便性向上を通じて、公共交通の利用を促進
します。

29
京都丹後鉄道については、引き続き上下分離構造を維持しながら、新型特急車両の導入、新駅設置
を含めた駅を中心とした交通体系の整備、踏切改良等を進めるとともに、ＭａａＳの推進や沿線市
町と連携した利用促進を図り、持続的な運行を確保します。

30
今後の府域における交通政策の取組の方向性を示す「京都次世代モビリティ戦略」を策定し、国、
府、市町村、事業者等と連携・協働を図るとともに、市町村等の地域公共交通計画の策定を支援
し、人口減少や高齢化社会にあっても、誰もが気軽に移動できる地域社会を推進します。

31

交通空白地の解消に向け、市町村やＮＰＯ等が運行する公共ライドシェア等の移動手段の導入に加
え、複数の市町村や交通事業者の共同化・協業化等による取組、地域輸送資源の活用、地域交通の
ＤＸ化を促進することにより、地域交通の「リ・デザイン」を各地で展開し、持続可能な地域交通
の実現を図ります。

32

路線バス等の維持・確保に向け、地域間幹線系統や地域内フィーダー系統への補助をはじめとする
国庫補助制度の拡充を国に働きかけていくとともに、運転者等の担い手不足への対応のため、地域
事情に応じた人材マッチングや、事業者が実施する生産性向上や働き方改革等の人材確保に資する
取組を支援します。

持続可能で暮らしやすいまちづくりを進めます。

33

生活様式の変化を踏まえた都市空間の利活用を促進するため、
▶ 道路や公園・河川などで、楽しく歩きたくなるネットワークや健康プログラム等を市町村やＮＰ
Ｏ等と連携して提供する「歩きたくなる健康まちづくりプロジェクト」の取組を進めます。
▶ 移動手段の多様化による自転車利用の増加を踏まえ、誘導ラインの設置や舗装の補修などの走行
環境整備を進め、安全性と利便性を高めます。
▶ 府立都市公園において、子どもの遊び場の整備やトイレの改修など、誰もが利用できるインク
ルーシブな空間を創出するとともに、民間など多様な主体と連携し、多様なニーズに応え、地域の
魅力と価値を高める公園の整備・運営を推進します。

26
京都技術サポートセンターと連携し、市町村公共施設を含めた点検、補修等のインフラ長寿命化対
策や人材育成等を進めます。

鉄道網の着実な整備を進めるとともに、地域公共交通の利便性向上による生活の足の維持・確保に取
り組みます。

27

ＪＲ奈良線高速化・複線化第二期事業完了後も引き続き、京都府の南北軸の骨格を担うＪＲ奈良
線、山陰本線の全線複線化に向け取り組むとともに、ＪＲ片町線の高速化・複線化、関西本線の利
便性向上、京阪奈新線の延伸等関西文化学術研究都市を中心とした南部地域の鉄道ネットワークの
充実強化に向けた取組を進めます。
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34
各地域の幹線道路となる、綾部宮島線、小倉西舞鶴線、（都）御陵山崎線等の整備や、関西文化学
術研究都市における研究開発拠点の形成、北部地域における職住一体型生活圏の形成など地域特性
に合わせたまちづくりを支援する道路の整備を進めます。

36
公共交通をはじめ、居住機能や医療・福祉・商業等の様々なまち機能を維持・発揮できるよう、市
町の立地適正化計画の策定を支援し、持続可能で安心・安全に暮らせるまちづくりを促進します。

37
産業創造プロジェクトなど地域特性を生かした取組を踏まえた都市計画により、魅力と活力にあふ
れる、脱炭素で地球環境と調和した持続可能なまちづくりを市町村と連携して進めます。

38 府営住宅について、向日台団地及び城南団地等の建替を進めます。

39
行政、不動産関係者、福祉関係者などが連携して、民間賃貸住宅における住宅セーフティネットの
取組を促進し、高齢者、障害者、子育て世帯、新婚世帯、外国人、移住者及び若者等が安心して暮
らせる賃貸住宅を確保します。

40
働き方改革や生活様式の変化に対応した住まいを広げるため、融資制度の拡充などにより、情報通
信を利用するテレワーク等に適した間取りへの変更や、玄関への手洗い設置などの住宅改修を促進
します。

41
新名神高速道路開通に伴う新規企業の立地や、関西文化学術研究都市関連の開発などに対応するた
め、市町村の上水道施設の整備と連携を行うほか、今後のまちづくりの進展に応じて関連する流域
下水道の汚水処理施設を増設します。

42
令和３（２０２１）年３月に策定（令和８年３月中間見直し）した「京都府流域下水道事業経営戦
略」及び令和５（２０２３）年３月に策定した「京都府営水道ビジョン（第２次）」に基づき、府
営水道施設及び流域下水道施設の持続的・効率的な事業運営を行います。

43
京都水道グランドデザインに基づき、水道事業の３つの圏域（北部・中部・南部）ごとに広域連携
の取組を進め、経営基盤を強化するとともに、府と全市町村が連携して、汚水処理の広域化・共同
化など、府全体の持続的な汚水処理事業の運営体制の確立に向けた取組を進めます。

44
都市公園や大規模緑地の面積など府域全体の緑の状況を把握し、各地の多様な個性を活かした緑地
等の充実を図るため、「緑の広域計画」を策定します。

35
ＪＲ向日町駅、ＪＲ亀岡駅、ＪＲ京田辺駅、阪急長岡天神駅、阪急洛西口駅などの駅周辺や、城陽
市東部丘陵地、京都縦貫自動車道篠ＩＣや京奈和自動車道精華下狛ＩＣなど高速道路のインター
チェンジ周辺などで市街地整備事業や都市計画道路の整備などにより、まちづくりを促進します。
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1
地場産業や地域資源、夜間・早朝の活用などによる多様なテーマ型観光コンテンツを造成するとと
もに、観光客が地域を繰り返し訪れるなど、一過性の体験にとどまらず、継続して関わる仕組みを
構築します。

2
京阪神からの観光列車、観光周遊バス等と地域の文化、産業、食、自然等との連動により、もうひ
とつの京都エリアへの送客を拡大する新たな地域周遊コンテンツを造成します。

3
インバウンド誘客を促進するため、多言語ガイドの育成、地場産業や伝統芸能等の文化・風習等に
基づく高付加価値な体験コンテンツの造成及び宿泊施設における受入環境整備や小規模宿泊事業者
の育成などの取組を進めます。

5
世界中の観光客から「目的地」として選ばれるよう、ＳＮＳ等を活用・分析し、それぞれのニーズ
を踏まえたコンテンツの多言語発信を行うなど、データに基づく情報発信を行います。

6
ＤＭＯがマーケティング、着地型旅行商品の開発・販売、戦略的なプロモーション、地域資源のス
トーリーを語ることのできるガイドの育成等に取り組むとともに、観光との連携による地場産業の
高付加価値化を進めます。

7
学生、地域活性化起業人、地域おこし協力隊などの外部人材の活用及び、若者や女性、移住者など
の地域人材の育成により、地域資源の掘り起こし、地域資源を活用した体験型コンテンツづくりを
進めます。

8
府市連携による周遊観光の取組「まるっと京都」を推進し、京都市と府域が持つ異なる魅力を組み
合わせた周遊観光の魅力を発信することにより、観光を入口とした府域の活性化に取り組みます。

9
サステナブルパークやＴＡＮＧＯ ＯＰＥＮ ＣＥＮＴＥＲ、丹後天橋立ミュージアム等の産業・観
光拠点において多様な企業や人材が交流する場づくりを創出するなど、海の京都エリアの発展に向
けた関係人口の拡大に取り組みます。

「もうひとつの京都」それぞれの地域における地域経済の活性化を図るため、地場産業など地域の幅
広い産業・分野との連携、ＤＭＯをはじめとする関係事業者や地域住民など多様な主体の参画によ
り、地域資源を生かした、観光を入り口とした地域づくりを進めます。

4
民間投資等による、伝統的建造物や古民家、地域の未利用資源等を活用した多様な宿泊施設、集客
施設等を創出するとともに、ｅ－バイク、カーシェアリングなどの二次交通手段を活用した観光周
遊を進めます。

⑳　もうひとつの京都の推進と地域連携

４年間の対応方向・具体方策
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10
「日本茶８００年の歴史散歩」、「３００年を紡ぐ絹が織り成す丹後ちりめん回廊」などの日本遺
産等の認定制度を活用し、地域のブランド力強化を進めます。

12

海の京都ＤＭＯを中心に、京都府北部地域連携都市圏の水平連携による各施策や地域住民や民間事
業者等の多様な主体と連携し、地域の食・文化の高付加価値化を進め、国内外に発信することによ
り、海の京都の知名度アップに取り組むとともに、強いブランド力をもった観光圏の形成を進めま
す。

13

古代から大陸との交流の窓口として栄えた北京都の歴史や和の源流となった文化などの地域コンテ
ンツに加え、丹後ちりめん、地域の豊かな食、舟屋・天橋立等の観光資源などを掛け合わせた高付
加価値な文化体験を満喫する「カルチャーツーリズムの聖地化プロジェクト（仮称）」を展開しま
す。さらに、海の京都・森の京都の観光資源を活用して府北部地域の夜型観光を創出し、観光客等
の夜間滞在を促すことで、稼ぐことのできる新たな観光圏を形成します。

16

森の京都ＤＭＯを中心に、豊かな自然資源を生かした地場産業の振興と付加価値の向上、ブランド
野菜、ジビエなどの食やスポーツ・ウェルネス体験、農村体験など、大都市との近接性を生かした
コンテンツづくりを進めるとともに、南丹地域に数多く存在する道の駅などの交流拠点を活用し
た、豊かな自然や健康づくりに紐づく地域ブランドの発信等の取組を通じて、関係人口の拡大や移
住・定住を進めます。

18

お茶の京都ＤＭＯを中心に、地域住民や市町村、茶業関係団体、民間企業等の多様な主体と連携し
て、宇治茶をはじめとする地域資源や神社仏閣などの文化財をつなぐ観光コンテンツづくりに取り
組み、観光をきっかけとした地域との多様な関わりを創出し、関係人口の拡大を図ることで、持続
可能な地域づくりを進めます。

20
新名神高速道路などの道路網の整備やＪＲ奈良線複線化などの進展も踏まえ、地域資源の掘り起こ
し・磨き上げに向けた取組や、二次交通手段の活用も含めた観光周遊の取組を京都市やＤＭＯ、民
間企業等と連携し促進します。

19

世界で「緑茶のトップブランドは『宇治茶』」と認知されるよう、宇治茶のプレミアムブランド化
を進め世界に向けて魅力を発信するとともに、「京都府宇治茶普及促進条例」を契機とした振興や
関係市町村、関係団体等と連携した「宇治茶の文化的景観」の世界遺産登録に向けた取組を展開
し、京都市域や首都圏を含めて宇治茶カフェの認定店舗をさらに増加させることにより、地域のブ
ランド価値を引き上げます。

15
天橋立を中心とする地域の魅力を世界に発信するとともに、貴重な景観等を保全し、未来へ継承す
るための取組を図りながら、顕著で普遍的な価値の調査研究を進め、世界遺産登録をめざします。

17

文化、スポーツ・ウェルネス体験などの魅力ある地域資源との観光の共創や、これらを生かした地
域づくりにより、森の京都エリアへの人流を拡大するとともに、府立京都スタジアムや川の駅・亀
岡水辺公園などを拠点とし、京都府南部からのゲートウェイとして広域的な観光周遊を促す取組を
ＤＭＯ等と連携して進めます。

11
世界遺産や重要文化的景観等である平等院周辺や天橋立周辺で無電柱化を進めるとともに、京都府
景観資産について、新規登録の促進や既存資産の魅力発信など、地域振興へ活かす取組を市町村と
連携して進めます。

14

海外旅行会社やエージェントとの関係性を深め、インバウンド向け高付加価値体験コンテンツの造
成や育成したガイドによるツアーを展開するとともに、京都市域はもとより、近畿圏内から海の京
都エリアまでの観光モビリティと地域資源の連動による地域周遊コンテンツの造成などにより、エ
リア内の交流人口や観光消費額の拡大につなげます。
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21

豊かな自然と歴史が息づく特別史跡恭仁宮跡を広域周遊のハブと位置づけ、山城地域の文化財や景
観、豊かな自然、食文化などの魅力を結び付けながら、多彩な観光ストーリーを紡ぎ、歴史・文化
を体感できる「恭仁の都（くにのみやこ）回廊（仮称）」を創出することで、カルチャーツーリズ
ム等による広域周遊を促進するとともに、遺跡の一部整備や発掘体験などの取組を通じて、文化財
保護・学習・情報発信の拠点化を図るなど、文化資源活用を通じた産学官民連携の地域モデルの創
出を進めます。

22
「竹の里・乙訓」をコンセプトに、豊富な歴史的背景、自然環境や日本有数の産地でもある筍など
をはじめ、京都市を含めた京都西山の観光資源を生かした戦略的な地域ブランド化を進めます。

23
舞台芸術・視覚芸術拠点施設の整備等を京都コンサートホールと一体となって進め、北山のまちが
自然豊かな環境の中で、演劇や音楽等の文化芸術に身近に触れられる場となるようまちづくりを進
めます。

24

京都市が推進する「文化ゾーン（令和の文化タウン）」の創設に向け、駅東部の京都市立芸術大学
や京都駅南エリアに集積する文化芸術拠点、さらには駅西側の京都市中央市場や京都水族館や鉄道
博物館などと連携した京都駅周辺の活性化をまちづくり、都市計画の観点から支援し、鴨川の魅力
を活かしたプロジェクトを発展させます。

25

京都府と京都市が連携して進めてきた鴨川の河川空間の整備とまちづくりの一体的な推進をさらに
前に進めるため、先斗町公園付近におけるまちとの接続や五条大橋周辺の園路整備に加え、かつて
は、蛍の生息地としても知られた鴨川の右岸についても自然環境に配慮した河川空間を創出しま
す。

26

府と京都市の職員を中心に、大学や企業が参加する「京都府市協働政策ラボ（仮称）」を開催し、
文化経験・観光消費の地域還元、学生の府内定着等の共通課題について検討を行い、京都府・京都
市の施策に反映するとともに、府内市町村が活用できる政策モデルとして横展開する仕組みを構築
します。

府市協調により行政課題を乗り越え、新たな施策が力強く進み、こうした成果が府内全ての市町村に
広がることで、地域社会が更なる発展を遂げる京都を実現します。
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

1 ％
74.1

（2025年度）
90.0

2 ％
94.4

（2025年度）
96.0以上

3 社
3,386

（2025年度）
4,500

4 ％
93.47

（2024年度）
90.0以上

5 人
15

（2025年度）
0

6 ％
86.2

（2025年度）
90.0以上

7 －
1.03

（2025年）
全国平均並み

(2040年)

ライフデザインワークショップを受講して人生設計
について自分の意識が変わった人の割合

保育所における待機児童数

子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合

合計特殊出生率

 ①　希望あふれる子育て

指標名称

住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと
思う人の割合

子育てに喜びや楽しみを感じている親の割合

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言を
行った企業数（累計）

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計

画の最終年度（２０３０年度）における数値目標を設定します。

（３）基本計画の数値目標について
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

子育て環境の充実を進め、早期に９０％をめざし、こ
の数値を維持していく

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

1～46

子育て環境の充実を進め、早期に９６％をめざし、こ
の数値を維持していく

京都府民の意識調査
（京都府）

96.0以上
（毎年度）

1～46

「平成２６年経済センサス-基礎調査」における就業
規則届出義務のある労働者１０人以上の事業所約２．
４万社の１％強である３００社（毎年度）をめざす

京都府健康福祉部に
よる実態把握

2027年度：3,600
2028年度：3,900
2029年度：4,200

44

「ライフデザインワークショップ」受講者アンケート
結果を参考に、受講により人生設計について自分の意
識が変わった人の割合（９３．５％）について講座の
充実を図り、毎年度９０以上をめざす
※２０２４年度のみ９０％以上であったため、引き続
き９０．０％で目標設定

京都府健康福祉部に
よる実態把握

90.0
（毎年度）

8

京都府子育て支援計画「保育所待機児童数」目標０人
に合わせ、毎年０人をめざす

保育所等利用待機児
童数調査（こども家
庭庁）

0
（毎年）

27

子育て環境の充実を進め、早期に９０％をめざし、こ
の数値を維持していく

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0以上
（毎年度）

10
22
29

２０４０年に全国平均並みの合計特殊出生率となるこ
とをめざす

人口動態統計（概
数）（厚生労働省）

－
1～20
23～36
43～46

※ 目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがある

ことから、数値目標の設定については、２０３０年度以外となる場合があります。

※ 他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計

画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標

に置き換えるものとします。

※ 「関連方策」欄に記載している番号は、①～⑳の分野別基本施策に掲げる具体方策の番

号を示しています。
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

8
～
11

％

（京都府）
  小学校国語6.7
  算数13.5
  中学校国語8.6
  数学18.0
（全　国）
  小学校国語8.7
  算数15.4
  中学校国語8.6
  数学19.4
（2026年度）

全国以下を維持

12 ％
26.0

（2025年度）
30.0

13 ％
82.7

（2024年度）
増加させる

14
15

％
小学校：84.4
中学校：82.8
（2026年度）

増加させる

16 ％
83.2

（2024年度）
100.0

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

17
18

歳
男性　72.71
女性　73.68
（2019年度）

73.87
76.29

(2028年度)

19 市町村
26

（2025年度）
26

（2029年度）

授業中にＩＣＴを活用して指導する能力がある教員
の割合

 ②　夢を実現する教育

指標名称

 ③　健やかで社会と繋がりを持ちながらの人生１００年時代

指標名称

健康寿命

年齢層や健康課題ごとに健康寿命延伸のための包括
的な取組を進めている市町村数

全国学力・学習状況調査におけるＤ層（平均正答数
が全国平均正答数の１／２以下の児童生徒）の割合

特別支援学校生徒の就職率（特別支援学校高等部卒
業者に占める就職者の割合（福祉就労除く。））

認知されたいじめの年度内解消率

学校に行くのが楽しいと思う子どもの割合
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

基礎・基本の確実な定着を図り、全国を下回ることを
めざす

全国学力・学習状況
調査（文部科学省）

全国以下
（毎年度）

3～6
17

毎年度３０％を超える就職率をめざす
進路状況調査（京都
府教育委員会）

30.0
（毎年度）

31

丁寧な聞き取りと指導により早期発見・早期対応を
し、基準値以上の年度内解消率をめざす

児童生徒の問題行
動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関す
る調査（文部科学
省）

基準値以上
（毎年度）

33,39

安心・安全な教育環境や一人一人に応じたきめ細かな
指導体制の充実などの取組により、基準値より増加さ
せる

全国学力・学習状況
調査（文部科学省）

－
33～37 

39

教員のＩＣＴ活用能力の育成に関する取組を進め、１
００％をめざす

学校における教育の
情報化の実態等に関
する調査（文部科学
省）

－
16,49
51

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府保健医療計画で目標設定（２０１９年度から１
０年間の目標値を設定）

厚生労働科学研究
（厚生労働省）（３
年ごとに実施）

－ 1,7,8

全市町村での実施を継続する。
※包括的な取組：①健康無関心層へのインセンティブ
提供②フレイル等の介護予防③糖尿病重症化予防④服
薬指導⑤歯周病検診について、５つ中４つ以上の実施

京都府健康福祉部に
よる実態把握

－ 8
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

20
～
24

％
※

（2022年）
60.0

25 ％
60.3

（2025年度）
70.0

（2029年度）

26 団体
300

（2025年度）
400

27 ％
70.4

（2025年度）
80.0

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

28 人
292

（2025年度）
450

29
人

（床）
23,962

（2024年度）
24,757

（2026年度）

30 人
2,387

(2024年度）
7,500

（2026年度）

31 ％
31.6

（2024年度）
33.0

32 人
850

（2025年度）
3,600

 ④　安心して生活できる医療・介護・福祉の実現

指標名称

医師確保困難地域で従事した医師数（自治医大、地
域医療確保奨学金）（累計）

介護老人福祉施設・介護老人保健施設等の入所定員
総数

介護予防事業（サービス内容や地域等）を拡充した
ＮＰＯ数（累計）

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを感
じるものがある高齢者の割合

がん検診受診率

特定健診を受診する人の割合

指標名称

介護人材の確保（累計）

生活保護受給者のうち就労支援対象者の就職率

コミュニケーション能力や生活スキルなどの改善に
向けて、ひきこもり支援を受けた方の人数
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府保健医療計画で目標設定（全て６０％をめざ
す）
※基準値は、胃がん:３５．９％、肺がん:４２．
０％、大腸がん:３９．６％、乳がん:４２．９％、子
宮がん:３８．８％

国民生活基礎調査
（厚生労働省）（３
年ごとに実施）

－ 1,5

京都府保健医療計画で目標設定（７０％）

特定健康診査・特定
保健指導に関する
データ（厚生労働
省）

2027年度：63.6
2028年度：66.9

1,7,8

２０３０年度に累計４００団体をめざす
京都府健康福祉部に
よる実態把握

2027年度：330
2028年度：360
2029年度：380

9

高齢者の活動支援により８０％をめざす
京都府民の意識調査
（京都府）

80.0
（毎年度）

9,11,12

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府保健医療計画での目標値に、自治医大医師を加
えて設定（医師確保困難地域：南丹以北の二次医療
圏）

京都府健康福祉部に
よる実態把握

－ 24

現在策定中の高齢者健康福祉計画で精査中
京都府健康福祉部に
よる実態把握

－ 35

現在策定中の高齢者健康福祉計画で精査中
京都府健康福祉部に
よる実態把握

2,500
（毎年度）

30～34

過去３年間の就職者数、就労支援対象者数から目標数
値を設定し、３３％をめざす

京都府健康福祉部に
よる実態把握

33.0
（毎年度）

52

脱ひきこもり支援センターや市町村における取組を通
じ、２０２７年から２０３０年までに３，６００人に
対して、ひきこもりからの自律支援等を行うことをめ
ざす

京都府健康福祉部に
よる実態把握

2027年度：  900 
2028年度：1,800
2029年度：2,700

56,57
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

33 ％
29.1

（2025年度）
50.0

34 ％
80.0

（2025年度）
90.0

35 ％
68.2

（2025年度）
70.0

36 ％
98.5

（2025年度）
100.0

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

37 ％
52.7

（2025年度）
70.0

38 社
130

（2025年度）
250

39 ％
19.4

（2025年度）
23

40 ％
49.5

（2025年度）
70.0

仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っ
ている才能や知識、技量などが十分に発揮できてい
ると思う人の割合

 ⑤　人権が尊重される社会

指標名称

京都府は、人権が尊重された豊かな社会になってい
ると思う人の割合

日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他につ
いて、差別、虐待、誹謗中傷などによる不快な思い
をしたことのない人の割合

ユニバーサルデザインを知っている人の割合

１年間の間にインターネット（フェイスブックやX
など）によって、いじめ、誹謗中傷をされたことの
ない人の割合

 ⑥　男性も女性も誰もが活躍できる社会

指標名称

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定企
業数（京都府内100人以下の企業）

府庁の女性管理職の割合

今の社会は、性別によってやりたいことが制限され
ていると思わない人の割合
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

人権尊重の取組を進め、５０％をめざす

京都府人権尊重の共
生社会づくり施策推
進計画に関する府民
調査（京都府）

－ 1～10

人権尊重の取組を進め、９０％をめざす
京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

1～10

ユニバーサルデザインの普及・啓発を進め、７０％を
めざす

京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

11～15

人権尊重の取組を進め、１００％をめざす
京都府民の意識調査
（京都府）

100.0
（毎年度）

1～10

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

自分の持っている才能や知識、技量などが十分に発揮
できる環境づくりを進め、７０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

1～12

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定支
援を進め、年間３０社をめざす

京都府文化生活部に
よる実態把握

2027年度：160
2028年度：190
2029年度：220

9

前計画の実績や職員構成等を踏まえ、今後も着実に女
性登用を推進するように目標値を設定

京都府知事直轄組織
による実態把握
京都府における女性
職員の活躍の推進に
関する特定事業主行
動計画

2027年度：20 
2028年度：21
2029年度：22

13

男女共同参画の取組を進め、７０％をめざす
京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

1～12
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

41 円
24,743

(2024年度)
29,500

（2030年度）

42 ％
35.1

(2023年度)
70.0

43 ％
3.6

(2023年度)
10.0

44 ％
5.4

（2023年度）
14.0

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

45 ％
9.4

（2024年度）
13.4

46 人
190

（2020年度～2025年度
平均）

800

47 ％
24.9

（2023年度）
37.0

福祉的就労における平均工賃月額

ヘルプマークを知っている人の割合

文化芸術活動に参加する障害者の割合

スポーツ大会に参加する障害者の割合

 ⑧　留学生･外国人が生き生きと暮らせる社会

指標名称

 ⑦　障害者が暮らしやすい社会

指標名称

府内大学等（日本語学校を除く）に在籍する外国人
留学生の府内就職率（府内進学者を除く）

専門人材による初期日本語教育における学習者数

外国人を受け入れる環境整備が進んでいると感じる
人の割合
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

福祉事業所への支援を通じて、平均工賃月額を対前年
度約３％増額させる

京都府健康福祉部に
よる実態把握

2027年度：27,000
2028年度：27,800
2029年度：28,700

12

ヘルプマークの普及を進め、知っている人の割合を基
準値から概ね倍増させる

京都府障害者福祉に
関する調査（京都
府）（３年ごとに実
施）

－ 16

とっておきの芸術祭やきょうと障害者文化芸術推進機
構の取組と協力して、府内各地で展覧会を開催すると
ともに、文化庁をはじめ、様々な分野の方々と協力し
て取り組み、「文化芸術活動に参加する障害者」の割
合を基準値から倍増以上をめざす

京都府障害者福祉に
関する調査（京都
府）（３年ごとに実
施）

－ 21

障害者スポーツの振興の取組を進め、「スポーツ大会
への参加をする障害者」の割合を基準値から倍増以上
をめざす

京都府障害者福祉に
関する調査（京都
府）（３年ごとに実
施）

－ 22～26

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

毎年１ポイントずつの上昇
独立行政法人日本学
生支援機構調査

2027年度：10.4
2028年度：11.4
2029年度：12.4

9～10

京都市を除く府域における「家族滞在」の在留資格を
有する外国人は、就労系在留資格を有する外国人と異
なり、企業による日本語教育の機会が必ずしも確保さ
れていないことから、十分な受入れ体制を確保するた
め、目標値を年間２００人と設定。

京都府総合政策環境
部による実態把握

200
(毎年度) 7～8

毎年約３ポイントずつの上昇
（基準値は「外国人との共生に関する意識調査（日本
人対象）」（出入国在留管理庁）、２０２７年度以降
の数値は「京都府民の意識調査」（京都府）にて把
握）

京都府民の意識調査
（京都府）

2027年度：28.0
2028年度：31.0
2029年度：34.0

3～11
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

48 ％
24.0

（2025年度）
31.5

49 億円
6

（2025年度）

24
（2027～2030年

度）

50 人
627

（2025年度）

2,850
（2027年度～
2030年度）

51 人 － 1,300

52 地域
3

（2024～2025年度）

8
（2027～2030年

度）

53 人
▲4,761

（2024年）
0以上

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

54 ％
57.2

（2022年度）
70.0

55 千人
882

（2025年度）
921

56 千人
584

（2025年度）
600

企業版ふるさと納税を活用した寄附額（累計）

京都府への移住者数（累計）

他の市町村から来訪して地域活動に複数回取り組ん
だ人数

地域運営の土台となる連携体（農村ＲＭＯ等）を形
成した地域（累計）

人口の社会増（転入超過）

 ⑩　誰もが親しみ夢が広がるスポーツ

 ⑨　コミュニティが大切にされる社会

指標名称

地域の様々な課題に対応する団体（自治会、ＮＰＯ
など）の活動に参画している人の割合

指標名称

成人の週１回以上のスポーツ実施率

府立スポーツ施設（府立体育館、京都トレーニング
センター、府立京都スタジアムなど）の利用者数
（観客数を含む）

府立京都スタジアムの利用者数（観客数を含む）
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

毎年約１．５ポイントずつ上昇させることにより、２
０３０年度に３１．５%をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

 2027年度：27.0　
 2028年度：28.5
 2029年度：30.0

1
6～8

文化や子育てに限らず、あらゆる分野で企業版ふるさ
と納税の確保に努め、毎年度６億円を目標に設定

京都府総合政策環境
部による実態把握

2027年度： 6
2028年度：12
2029年度：18

6

府内全域で移住促進に取り組んでいるが、特に人口減
少が進む丹後、中丹、南丹及び相楽東部地域を中心に
市町村と一体となって対前年度５％程度増の移住者増
をめざす

京都府総合政策環境
部による実態把握

2027年度：  660
2028年度：1,350
2029年度：2,080

13～18

国が進めるふるさと住民登録制度の広がりを念頭に、
移住促進条例に基づく特別区域等での地域内外の連携
事例が増加することを想定して設定

京都府総合政策環境
部による実態把握

2027年度：  650
2028年度：  910
2029年度：1,170

13～18

中山間地域において、モデル的に、複数の農村集落の
機能を補完する地域運営の土台となる連携体を形成し
た数（農村型地域運営組織形成支援事業の完了地域
等）を計上

京都府農林水産部に
よる実態把握

　 2027年度：2　
　 2028年度：4　
　 2029年度：6

20

京都にゆかりや関心のある人々が地域との絆を築き、
多様な形で継続的に関わりを深め、将来的な移住・定
住につなげていくことにより、人口の社会増をめざす

住民基本台帳人口移
動報告（総務省統計
局）

0以上
（毎年）

13～18

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

スポーツ庁スポーツ基本計画の目標設定にあわせ、成
人の週１回以上のスポーツ実施率７０％をめざす

京都府民のスポーツ
に関する実態調査
（京都府教育委員
会）（５年ごとに実
施）

－ 1～15

府民による一般利用の他、プロチーム等による興行等
の更なる誘致や、付帯施設の利用機会の拡大を図り、
９２．１万人の達成をめざす

京都府文化生活部に
よる実態把握

2027年度：867
2028年度：890
2029年度：892

1～5
7～9

プロスポーツ大会の誘致・開催や付帯施設の活用促進
に加え、新たな文化・交流イベントの誘致を進めるこ
とで利用機会の拡大を図り、６０万人の達成をめざす

京都府文化生活部に
よる実態把握

2027年度：562
2028年度：574
2029年度：586

1～5
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

57 千人 － 1,000

58 ％
58.9

（2025年度）
70.0

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

59 人
136

（2025年度）
200

60 万円
181,100

（2025年度）
271,600

61 ％
71.7

（2025年度）
90.0

62 ％
82.1

(2025年度)
90.0

63 －
53.5

（2025年度）
70.0

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

64 千円
16,661

（2024年）
23,000

65 件
267

（2020～2024年度）
400

指標名称

府内のアートフェア等に参画する若手アート人材
（４０歳以下）の数

府内のアートフェアにおける経済波及効果

文化・芸術に関わりを持つ（鑑賞・体験含む）人の
割合

歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体で守ら
れ、活用されていると思う人の割合

文化・芸術に係る地域幸福度（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎ
ｇ）主観データ（文化・芸術）偏差値

プロスポーツをテレビやインターネットではなく、
会場で観戦したいと思う人の割合

 ⑪　文化が活きる京都の推進

京都アリーナ（仮称）の利用者数（観客数を含む）

指標名称

 ⑫　産業の創出・成長・発展と継承

指標名称

従業者１人当たりの付加価値額（製造業）

スタートアップ・エコシステム形成を通じたスター
トアップ企業設立数（累計）
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

国際大会やプロスポーツ等のスポーツ観戦機会の提供
及び府民のスポーツへの参画の促進に加え、自転車競
技との連携や文化・交流イベントの開催を通じて、
100万人の達成をめざす

京都府文化施設政策
監による実態把握

2028年度：  500
2029年度：1,000

1～6
9

11～12

国際大会やプロスポーツ大会の誘致・開催等を通じ、
スポーツの魅力を府民が身近に感じられる環境づくり
を進めることにより、７０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

1～4
7～9

11～12

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府が主催するアートフェア等の参画者数。２０３
０年度までに基準値から約１．５倍をめざす

京都府文化生活部に
よる実態把握

2027年度：160
2028年度：170　
2029年度：185

22

基準値は京都府が主催するアートフェアにおける経済
波及効果。２０２５年度の経済波及効果を基準値と
し、２０３０年度に約１．５倍をめざす

京都府文化生活部に
よる実態把握

2027年度：204,100
2028年度：226,600　
2029年度：249,100

7,21

文化・芸術に関わりを持つ人を増やし、９０％をめざ
す

文化に関する府民意
識調査（京都府）

90.0
（毎年度）

1～5
8,15,16
23,25,28
30,31
34～39
43,44

歴史的な文化遺産や文化財などを社会全体で守る取組
を進め、９０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

10～12
15,16,24
37,39,44

文化・芸術に係る地域幸福度（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎ
ｇ）客観データ（文化・芸術）偏差値（６８.６、２
０２５年度）と同程度

Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎ
ｇ全国調査（デジタ
ル庁）

70.0
（毎年度）

29

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

基準値設定年における全国１位（山口県:２３，００
０千円）を上回る（現状：７位）

経済センサス（総務
省）
経済構造実態調査
（経済産業省）

2027年:19,160
2028年:20,440
2029年:21,720

1～59

過去５年度間の平均値（５３．４件／年度）から倍増
となる４００件（約１００件×４年度）をめざす

京都スタートアッ
プ・エコシステム推
進協議会調査

2027年度:100
2028年度:200
2029年度:300

10～16
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

66 件
277

（2020～2024年度）
440

67 店
40

（2025年度）
65

68 件
20

（2023～2025年平均）
80

69 件 300 1,500

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

70 ％
91.4

（2025年）
90以上

71 ％
48.5

（2025年度）
63.0

72 円
7,271

（2025年）
11,000

73 円
193,127

（2025年）
290,000

府内への企業立地件数（製造業、電気業、ガス業、
熱供給業）（累計）

伝統産業の新商品開発・販路開拓支援事業に伴う商
談成立件数（累計）

 ⑬　交流機会を創出する観光

指標名称

観光客の満足度

住んでいる地域（市町村）の観光資源が活用されて
いると思う人の割合

京都中小企業事業継続・創生支援センターの支援を
通じて成功した後継候補者マッチング件数（累計）

海外ビジネスセンター等の支援を通じて新たに設置
した「京もの海外常設店・コーナー」設置数

指標名称

府域の観光消費額単価

府域の観光消費額（府域の住民１人当たりの額）
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

過去５年度間の平均値（５５．４件／年度）から倍増
となる４４０件（１１０件×４年度）をめざす

京都中小企業事業継
続・創生支援セン
ターによる後継候補
者マッチング件数

  2027年度：110　
  2028年度：220　
  2029年度：330

32

基準値から毎年度５店舗増加をめざす
京都府商工労働観光
部による実態把握

　 2027年度：50
　 2028年度：55
　 2029年度：60

40

直近３箇年の平均値を基準値として設定し、８０件
（２０件×４年）をめざす

工場立地動向調査
（経済産業省）

　 2027年：20
   2028年：40
   2029年：60

57
58

２０２４年度新商品開発・販路開拓支援事業に伴う商
談成立見込件数３００件を３年度目までに倍増させ、
累計１，５００件をめざす

京都府商工労働観光
部による実態把握

2027年度：  300
2028年度：  600　
2029年度：1,200

38

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

毎年９０％以上を維持することを目標として設定
京都府観光動向調査
（京都府）

90%以上
（毎年）

1～31

毎年度約３．５ポイントずつの上昇、２０３０年度に
６３．０％を目標として設定

京都府民の意識調査
（京都府）

2027年度：52.5　
2028年度：56.0　
2029年度：59.5

1～31

毎年約８００円ずつの増加、２０３０年に１１，００
０円を目標として設定

京都府観光入込客等
調査（京都府）

2027年： 8,600　
2028年： 9,400
2029年：10,200

1～31

毎年約１９，０００円ずつの増加、２０３０年に２９
０，０００円を目標として設定

京都府観光入込客等
調査
京都府人口推計
（京都府）

2027年：233,000
2028年：252,000
2029年：271,000

1～31
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

74 ％
16.6

（2024年度）
20.0

75 ％
2.47

（2025年）
法定雇用率

76 ％
2.97

（2025年）
法定雇用率

77 ％
2.16

（2025年）
法定雇用率

78 社
346

（2025年度）
500

79 人
11,250

（2021～2024年度平
均）

45,000

80 件
3,500

（2025年度）
14,000件
（累計値）

京都府（庁）の障害者雇用率

京都府教育委員会の障害者雇用率

奨学金返済支援制度の導入企業数（累計）

生涯現役クリエイティブセンター等での失業なき労
働移動支援件数（累計）

 ⑭　雇用の安定・確保と人材育成

指標名称

府内大学生の府内就職割合

障害者雇用率

正規雇用者数（累計）
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

調査開始（２０１７年度）以降における最高値（２０
１８年度：１９．５）を更新することを目標とする

京都府商工労働観光
部による実態把握

2027年度：18.1
2028年度：18.7
2029年度：19.3

28

法定雇用率の達成を目標とする
厚生労働省による実
態把握

法定雇用率
（毎年）

29
30

職員数の動向も踏まえ、法定雇用率の達成を目標とす
る

厚生労働省への報告
数値

 法定雇用率
 （毎年）

31

職員数の動向も踏まえ、法定雇用率の達成を目標とす
る

厚生労働省への報告
数値

 法定雇用率
 （毎年）

31

毎年度約３０社の増加をめざす
京都府商工労働観光
部による実態把握

2027年度：410
2028年度：440
2029年度：470

9

直近４年間の実績を踏まえ、４５，０００人をめざす

※「京都府人材確保・多様な働き方実現プラン」 の
目標数値２０２９年度３３，７５０人＋年度目標１
１．２５０人

京都府商工労働観光
部による実態把握

2027年度：11,250
2028年度：22,500
2029年度：33,750

１～33

直近の実績を基準値として設定し、１４，０００件
（３，５００件×４年度）をめざす

京都府商工労働観光
部による実態把握

2027年度： 3,500
2028年度： 7,000
2029年度：10,500

1
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

81 億円
902

（※）
990

82 人
144

（※）
560

83 人
45

（※）
180

84 人
53

（※）
210

85 件
4

（2025年度）

20
（2027～2030年

度）

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

86 人
0

（2027年3月末時点）
400

87 km
36.0

(2025年度)
42.0

88 箇所
785

（2025年度）
805

 ⑮　農林水産業の成長産業化

指標名称

 ⑯　しなやかで災害に強い地域

指標名称

府の防災士養成研修を通じて養成した防災士の数

河川整備計画策定済み河川の改修延長（累計）

土砂災害に対する要対策箇所の整備済数（累計）

農林水産業の産出額

新規就業者数（農業）（累計）

新規就業者数（林業）（累計）

新規就業者数（漁業）（累計）

「京都食ビジネスプラットフォーム」で開発された
商品件数（累計）
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

府内・首都圏・海外で需要に応じた生産拡大や高付加
価値化を図り産出額の維持・向上をめざす
※２０１５～２０２４年の１０年間の平均増加率等を
基に算出した２０２４年の試算値

「生産農業所得統
計」「漁業・養殖業
生産統計」（農林水
産省）、京都府林業
統計（京都府）

2027年度：947
2028年度：962
2029年度：976

1～49

相談から研修、就農・就業までの一貫した支援によ
り、次世代を担う農業者を確保し、持続的な農業経営
を確立させることで、累計５６０名の確保をめざす
※２０２０～２０２４年の５年間における最大最小を
除いた３年平均

京都府農林水産部に
よる実態把握

2027年度：140
2028年度：280
2029年度：420

1
10
38
39
42
45

山村地域の人口減少、労働条件等の問題により、林業
労働者が不足しているため、収益性が高く持続可能な
林業経営に向けた取組を実施することで、累計１８０
人の確保をめざす
※２０２０～２０２４年の５年間における最大最小を
除いた３年平均

京都府農林水産部に
よる実態把握

2027年度： 45　
2028年度： 90　
2029年度：135

1
10
40
46
47

養殖生産の拡大や定置網等の基幹漁業を担う漁業者を
確保し、持続的な漁業を確保させることで、累計２１
０人の確保をめざす
※２０２０～２０２４年の５年間における最大最小を
除いた３年平均

京都府農林水産部に
よる実態把握

2027年度： 52　
2028年度：104　
2029年度：157

1
10
11
43

オープンイノベーションを促進する「京都食ビジネス
プラットフォーム」の活動を一層充実・強化すること
で、京都の食の競争力を高め、新たな商品・サービス
の創出をめざす

京都府農林水産部に
よる実態把握

2027年度： 5　
2028年度：10　
2029年度：15

4
23

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府が防災士養成研修実施機関となり、養成研修を
実施することで、計画期間内に新たに４００人の防災
士資格取得者を養成する

京都府危機管理部に
よる実態把握

2027年度：100
2028年度：200
2029年度：300

33

国の第1次国土強靭化実施中期計画（２０２６－２０
３０年度）を活用し、過去の整備実績を踏まえ、５年
間で４２．０kmまでの整備を進めることを目標に設定

京都府建設交通部に
よる実態把握

2027年度：38.4
2028年度：39.6
2029年度：40.8

2,3
8

過去の整備実績を踏まえ８０５箇所まで整備を進める
ことを目標に設定

京都府建設交通部に
よる実態把握

2027年度：795　
2028年度：796
2029年度：798

9
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

89 ％
67.2

（2023年度）
80.0

90 ％
53.1

（2025年度）
55.0

(2029年度)

91 ％
85.0

（2025年度）
92.5

92 人
0

（2025年度）
500

93 食
300,000

（2025年度）
1,080,000

（2029年度）

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

94 件
15,136

（2019年）
15,000以下を維

持

95 人
49 38以下

（2030年）

96 ％
87.0

（2025年度）
90.0

97 ％
58.5

（2025年度）
50.0

流域下水道管路の耐震化率

指標名称

刑法犯認知件数

年間の交通事故死者数

消費者被害の救済状況（被害回復率）

ＤＶ被害者のうち、社会的自立に向けた生活を始め
た人の割合

府営水道送水施設（送水管）の耐震化率

要緊急安全確認大規模建築物の耐震性不足解消率

京都式避難生活サポーター育成者数

重点備蓄品目(食料）の確保数

 ⑰　犯罪や事故のない暮らし

指標名称
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

能登半島地震を踏まえ、新たに策定した上下水道耐震
化計画で２０３０年度末で８０％と設定

京都府建設交通部に
よる実態把握

－ 26

能登半島地震を踏まえ、新たに策定した上下水道耐震
化計画において２０２９年度末時点で５５％と設定

京都府建設交通部に
よる実態把握

－ 26

京都府建築物耐震改修促進計画で目標設定（２０３５
年度に１００％）しており、これを踏まえ、２０３０
年度に９２．５％をめざす

京都府建設交通部に
よる実態把握

2027年度：88.0
2028年度：89.5
2029年度：91.0

18

「京都式あんしん避難所」の構築に向けて、避難生活
支援にあたるサポーターの育成目標（５００名）に設
定

京都府危機管理部に
よる実態把握

2027年度：200
2028年度：300
2029年度：400

24

市町村と共同で備蓄を進めることとしており、花折断
層帯による全避難者２４万人分の３日間に必要な食数
の半数を設定

京都府危機管理部に
よる実態把握

2027年度:690,000 
2028年度:885,000

23

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府の刑法犯認知件数は、令和３年まで続いていた
減少傾向が一転、新型コロナウイルス感染症の影響が
少なくなった令和４年以降、増加傾向となっており、
激動する社会情勢から将来の数値予測が困難な状況で
ある。また、令和７年の全国の刑法犯認知件数にあっ
ては、コロナ禍前（令和元年）の数値を上回ってい
る。よって、当府警察としては令和元年の数値を基準
とし、目標数値を１５，０００件以下を維持とするも
の。

京都府警察本部によ
る実態把握

－
1～3
7～14
20

国の中央交通安全対策会議において策定された第１２
次交通安全基本計画「令和１２年までに２４時間死者
数を１，９００人以下とする」（全国数値）に基づき
設定

京都府警察本部によ
る実態把握

－
1,4～6

13
16～18

消費者被害の更なる解決に向け、相談対応能力の向上
を図ることで、２０３０年度に９０％をめざす

全国消費生活情報
ネットワークシステ
ム（ＰＩＯ－ＮＥ
Ｔ）（独立行政法人
国民生活センター）

 2027年度：88.0　
 2028年度：88.5　
 2029年度：89.0

7
22～24

ＤＶ被害者についての自立支援を進め、毎年度５０％
以上の方が社会的自立に向けた生活につながることを
をめざす

京都府健康福祉部に
よる実態把握

50
（毎年度）

27
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

98 ％
26.1

（2024年度）
46以上

99 ％
11.3

（2024年度）
25以上

100 ％
21.1

（2024年度）
36～38

101 万ｔ
68.1

（2024年度）
71.0

102 万ｔ
11.4

（2024年度）
7.0

単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

103 TEU
18,239

（2025年)
25,000

（2030年）

104 回
13

（2025年）
40

（2030年）

105 万人
288

(2025年度)
293

 ⑱　脱炭素社会へのチャレンジ

指標名称

指標名称

京都舞鶴港コンテナ取扱量（空コンテナ含む）

府立都市公園の利用人数（５公園＋１広場）

温室効果ガス排出量削減率（２０１３年度比）

府内の総電力需要量に対する府内の再エネ発電電力
量の割合

府内の総電力需要量に占める再エネ電力使用量の割
合

一般廃棄物排出量

産業廃棄物最終処分量

 ⑲　成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり

クルーズ船寄港回数
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府温暖化対策条例及び京都府地球温暖化対策推進
計画を踏まえて設定

京都府総合政策環境
部による実態把握

－ 1～14

京都府再生可能エネルギーの導入等促進プラン（第３
期）で目標設定（２０３０年度に２５％以上とする）

京都府総合政策環境
部による実態把握

－
1
15
16

京都府再生可能エネルギーの導入等促進プラン（第３
期）で目標設定（２０３０年度に３６～３８％とす
る）

京都府総合政策環境
部による実態把握

－
1
15
16

京都府循環型社会形成計画（第３期）で目標設定（２
０３０年度に７１．０万ｔとする）

一般廃棄物処理事業
実態調査（環境省）

－
18
19

京都府循環型社会形成計画（第３期）で目標設定（２
０３０年度に７．０万ｔとする）

京都府産業廃棄物実
態調査（京都府）

－
17
18

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

コンテナターミナルの限界取扱能力である、２５，０
００ＴＥＵまで増加させることを目標に設定

京都府港湾局による
実態把握

2027年：20,000
2028年：22,000
2029年：24,000

10～12

過去最高の寄港回数（３９回）を上回ることを目標に
設定

京都府港湾局による
実態把握

2027年：25
2028年：30
2029年：35

10～12

都市公園の整備や管理の充実により、２９３万人まで
増加させることを目標に設定

京都府建設交通部に
よる実態把握

2027年度：290　
2028年度：291
2029年度：292

32
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単位
基準値

(2026年度)
目標数値

(2030年度)

106 ％
26.7

（2024年）
39.0

107 円
16,092

（2025年）
24,000

108 ％
28.7

（2024年）
42.0

109 円
4,400

（2025年）
6,600

110 ％
16.1

（2024年）
28.0

111 円
5,481

（2025年）
8,200

112 ％
48.3

（2024年）
60.0

113 円
2,984

（2025年）
4,500

114 ％
42.8

（2025年度）
56.0

 ⑳　もうひとつの京都の推進と地域連携

指標名称

竹の里・乙訓エリアの観光客の満足度（積極的評
価）

竹の里・乙訓エリアの府域の観光消費額単価

住んでいる地域に、にぎわいや活気があると思う人
の割合

海の京都エリアの観光客の満足度（積極的評価）

海の京都エリアの府域の観光消費額単価

森の京都エリアの観光客の満足度（積極的評価）

森の京都エリアの府域の観光消費額単価

お茶の京都エリアの観光客の満足度（積極的評価）

お茶の京都エリアの府域の観光消費額単価
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

毎年約３ポイントずつの上昇
京都府観光動向調査
（京都府）

2027年：30.0
2028年：33.0
2029年：36.0

1～15

目標年度に基準年の約１．５倍
京都府観光入込客調
査（京都府）

2027年：18,000
2028年：20,000
2029年：22,000

1～15

毎年約３ポイントずつの上昇
京都府観光動向調査
（京都府）

2027年：32.0
2028年：35.0
2029年：39.0

1～11
16,17

目標年度に基準年の約１．５倍
京都府観光入込客調
査（京都府）

2027年：4,950
2028年：5,500
2029年：6,050

1～11
16,17

毎年約３ポイントずつの上昇
京都府観光動向調査
（京都府）

2027年：19.0
2028年：22.0
2029年：25.0

1～11
18～21

目標年度に基準年の約１．５倍
京都府観光入込客調
査（京都府）

2027年：6,100
2028年：6,800
2029年：7,500

1～11
18～21

毎年約３ポイントずつの上昇
京都府観光動向調査
（京都府）

2027年：51.0
2028年：54.0
2029年：57.0

1～11
22

目標年度に基準年の約１．５倍
京都府観光入込客調
査（京都府）

2027年：3,400
2028年：3,750
2029年：4,100

1～11
22

毎年度約２ポイントずつの上昇
京都府民の意識調査
（京都府）

2027年度：46.0
2028年度：48.0
2029年度：50.0

1～26
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（４）基本計画の推進について

（１）方策のマネジメント

（２）行財政改革の推進

（３）市町村や多様な主体との連携

進捗状況の確認
府民意識調査の実施
点検・分析・評価

点検・分析・評価結果
により方策を
ブラッシュアップ

（必要に応じて）
次年度の予算に反映

計画の推進に当たっては、掲げている数値目標の客観的な評価に加えて、毎年度、進捗状況を
把握するとともに、新たな課題が生じていないか、社会情勢から乖離していないかなどについて、
府民への意識調査や学識経験者等の第三者の意見を伺うことにより、多角的な視点で振り返り
を行います。
このように、把握した成果や課題を次の展開につなげ（ＰＤＣＡサイクル）、府民の意識等を反映
して方策を進めていきます。

人口減少や気候変動、ＡＩによる技術革新、不安定な国際情勢などにより、先行きが不透明で、
将来予測が困難な時代にあっても、本計画を着実に実行し、国内外の人々を魅了し続ける「わく
わくする京都」を実現するためには、あらゆる環境変化に的確かつ柔軟に対応できる強固な行財
政基盤の構築が不可欠です。
そのため、限られた人的資源、財政的資源をいかに効果的・効率的に活用するかという観点

から、
・ ＡＩをはじめとする技術革新、働き方を含めたライフスタイルや価値観の変化などを踏まえ
た柔軟かつ生産性の高い業務推進体制の確立

 ・ 現場課題への的確な対応を可能とする組織体制に加えて、生産年齢人口の急速な減少や
定年引上げを踏まえた持続可能な執行体制の確立
・ 時代やニーズの変化を踏まえた施策の見直し・再構築や、多角的な財源確保等の取組に
よる持続可能な財政構造の確立
などに取り組むとともに、こうした取組について、従来の考え方に囚われずに、社会情勢の変化
に応じた不断の見直しを行うことで、より強固な行財政基盤の構築を図ってまいります。

人口減少や地域課題の複雑化が進む中、施策の実効性を向上させるため、市町村をはじめ、
企業、大学、ＮＰＯ、地域団体など多様な主体との連携・協働を一層推進します。
府と市町村がそれぞれの役割を踏まえ、相互に補完しながら連携することにより、地域課題の
解決を図る体制を整えるとともに、小規模市町村を含む市町村が連携して実施する広域的な取
組を後押しします。
特に、人口減少やインフラの老朽化等が深刻化する中、持続可能な形で行政サービスを提供
するため、複数の自治体が連携して事務処理を行うための取組を府内市町村とともに推進します。
また、防災・減災対策、地域医療、子育て支援、地域医療や地域交通の確保など府民生活に直
結する分野については、施策立案の段階から情報共有や意見交換を図り、効果的な施策展開に
つなげます。
さらに、観光や移住・定住促進など広域的な取組については、広域振興局がコーディネーターと
しての役割を果たし、関係団体等多様な主体との連携を促進することで、地域の活性化と持続可
能な地域づくりを推進します。

【方策実施の翌年度】
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１ 地域のポテンシャル（魅力の源泉） 

（１）都市と豊かな自然が共生する多様な地域特性 

・山城地域には、人口が集積する都市部や、人口減少が進む一方で豊かな自然や農村景観が残る

地域など、多様な特性を持つエリアがあります。都市近接性と豊かな自然環境は、多様なライ

フスタイルや働き方の選択を可能にし、移住・定住人口や関係人口の創出につながる、山城地

域ならではの強みがあります。 

 

（２）広域交通ネットワークと地理的優位性 

・山城地域は、三重県・滋賀県・大阪府・奈良県に接し、新名神高速道路、京奈和自動車道、第

二京阪道路、ＪＲ奈良線の複線化など広域交通ネットワークの機能強化や充実が図られていま

す。今後、新名神高速道路の全線開通により、関西圏のみならず中京圏をはじめとした広域的

な圏域へのアクセスが向上することから、人流・物流の拡大、産業の発展のポテンシャルがあ

ります。 

 

（３）世界をリードする研究開発拠点と産業集積 

・最先端の研究機関や研究開発型企業が集積する関西文化学術研究都市に加え、ZET-BASE 

KYOTO やアート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ＡＴＶＫ）など、産学公連携によるオープ

ンイノベーションやスタートアップ創出の土壌があり、オンリーワンな技術や高度な技術力を

有する多様なものづくり企業が数多く立地している強みがあります。 

 

（４）宇治茶をはじめとする食と農のブランド力 

・宇治茶や京やましろ新鮮野菜など多彩な農産物にも恵まれています。高いブランド力に加え、

食関連産業や観光との連携による高付加価値化など、更なる発展の可能性を秘めています。 

 

（５）歴史・文化・自然に育まれた地域資源 

・平等院や石清水八幡宮、恭仁宮跡などの歴史・文化資産、桂川・木津川・・宇治川などを中心と

した豊かな自然環境など、多彩な地域資源が存在しています。これらは、多くの人を惹きつけ

る地域の大きな魅力となっています。 
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２ 地域のポテンシャルを活かした重点プロジェクト 

山城地域のポテンシャルを最大限に活かして、以下の重点プロジェクトを展開します。 

 

（１）多様なエリア特性と広域ネットワークを生かした地域づくりプロジェクト 

・木津川右岸地域において、新名神高速道路や鉄道などの広域交通ネットワークや、それらを結

ぶ道路ネットワークの強化・充実を図り、人流・物流・産業の拠点形成を進めます。 

・関西文化学術研究都市において、フードテックやロボティクス等、特徴あるテーマを設定した

研究開発拠点の形成を進めるとともに自動運転バスをはじめとする次世代モビリティの社会

実装モデルを構築します。あわせて、関西文化学術研究都市の成果を相楽東部地域にも展開し、

未来技術が実装された都市と田園が共存する地域を目指すとともに、京都府南部地域における

人流促進や地域活性化につなげます。 

・宇治川沿川や乙訓などの京都市近郊の都市エリアでは、新市街地整備や都市基盤整備、都市近

郊型農業の振興などを通じて、多様な産業と良好な住環境が調和した地域づくりを推進します。 

   

（２）人を惹きつける交流・関係人口の創出プロジェクト 

・山城地域の歴史・文化・自然などの多彩な地域資源を生かした周遊・滞在型観光を推進すると

ともに、お茶の京都ＤＭＯや市町村等と連携し、舟運をはじめとした様々なコンテンツやモデ

ルコースの造成、受入環境整備、地域食材を活用した「食」を中心とする観光周遊の取組を進

め、観光入込客数の増加と観光消費額の拡大を図ります。 

・空き家調査や活用提案を通じた空き家の発掘支援、「空家バンク」への登録促進、不要家財の撤

去や家屋改修支援により、空き家の利活用と移住者の受入体制の強化を進めるとともに、相楽

東部地域におけるサテライトオフィス等の活用促進や企業誘致、地域住民との交流・地域活動

への参加を促進し、外部人材の確保や移住・定住、関係人口の拡大を図ります。 

・整備が進む「京都アリーナ・（仮称）」をはじめとするスポーツ・・文化拠点を活用し、スポーツ大

会や文化イベントを契機とした交流を促進します。 

 

（３）地域ブランドを核とした食産業の振興プロジェクト 

・全国ブランドである宇治茶や京やましろ新鮮野菜をはじめとする地域資源を生かし、生産振興

と販路拡大を進めます。生産基盤の整備や担い手育成を進めるとともに国内外に向けた情報発

信を強化し、山城地域が誇る「食」のブランド力向上を図ります。 

・ＡＩなどの先端技術を活用したスマート農業や農商工連携を推進するとともに、新たに開設す

る「京都プレミアム中食オープンイノベーションラボ（仮称）」において、企業や大学と連携し、

機能性食品等の加工研究や未利用資源の活用に関する共同研究を推進するとともに、販売戦略

に応じて、企画から試作、分析まで一気通貫で国内外での競争力を備えた付加価値の高い商品

開発を支援します。 
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（４）産学公連携によるイノベーション創出と産業振興プロジェクト 

・関西文化学術研究都市を中心に、けいはんなフードテックヒル（仮称）の形成のほか、ロボテ

ィクス等、特徴あるテーマを設定した研究開発拠点の形成を進めます。また、関西文化学術研

究都市等の研究機関や企業と連携し、自動走行や走行中無線給電、フィジカルＡＩ、脱炭素テ

クノロジーなどの先端技術の社会実証・実装を進めます。 

・ZET-BASE・KYOTO 等を拠点とする ZET-valley 構想を核として、スタートアップをはじめ、脱炭

素関連企業の育成を進めます。多様な主体の交流と共創を促進し、脱炭素社会の実現に資する

技術の創出やイノベーションに取り組む企業の集積を図ります。 

・アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ＡＴＶＫ）を核として、アートとテクノロジーの融

合により新産業の創出を目指し、異業種・異分野によるオープンイノベーションを推進すると

ともに、経営スキルの向上を図る「若手経営塾」の開催や、「アート経営」を専門とした大学と

の共同研究により、新たな産業と価値を生み出す人材の輩出を目指します。 

・異業種交流ネットワーク「京都やましろ企業オンリーワン倶楽部」を中心に、企業間の交流・

学び合いを促進するとともに、次世代を担う経営人材の育成に取り組み、山城地域における新

たな事業創出やイノベーションを促進することで、企業の競争力強化を図ります。 

 

（５）安心・安全な暮らしの基盤づくりプロジェクト 

・市町村や関係機関と連携し、親子の交流機会の創出や子育てに関する学び・相談、情報発信を

通じて、地域全体で子どもや子育て家庭を見守り支える気運を醸成するとともに、若者が乳幼

児やその保護者と触れ合う機会づくりや親子が安心して過ごせる居場所づくりなど、市町村に

よる子育てにやさしいまちづくりを支援します。 

・「住み慣れた地域で自分らしく生きる」一人ひとりの思いを支えるため、デジタル技術も活用

しながら在宅医療・介護サービス提供体制を確保するとともに、医療・介護・福祉関係機関や

市町村と連携し、難病対策や認知症施策を含めた地域包括ケアの充実を推進します。 

・頻発化・激甚化する自然災害に備え、河川改修や道路整備などのハード対策と、防災教育、防

災士の養成、個別避難計画の作成促進などのソフト対策を一体的に推進します。地域全体の防

災力を高め、安心・安全な暮らしを支える基盤づくりを進めます。 
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３ 「わくわくする山城」の実現に向けた対応の方向性 

「わくわくする山城」の実現に向けて、４つの柱に基づき施策を推進します。 

 

（１）危機に強く、地域で暮らし続けられる「安心できる山城」 

・医療・介護・福祉の連携による地域包括ケアの充実や健康づくりを進めるとともに、災害や新

たな感染症、家畜伝染病等に備えた、地域と一体的に対応できる体制づくりに取り組みます。 

 

（２）誰もが活躍できる「はぐくまれる山城」 

・地域全体で子育てを支える環境づくりを進めるとともに、女性、高齢者、障害のある人をはじ

め誰もが希望に応じた生き方などを選択でき、活躍できる地域社会を形成し、また、地域や社

会を支える多様な人材や地域活動団体の育成を推進します。 

 

（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く山城」 

・豊かな自然や歴史・文化、宇治茶をはじめとした食など地域資源の魅力を磨き上げて発信し、

観光振興や移住・定住の促進、関係人口の拡大を通じて地域のにぎわいと活力の創出を図りま

す。また、地域産業を支える多様な担い手の確保と人材育成を推進します。 

 

（４）人流・物流、情報通信の基盤となるインフラ整備 

・道路や鉄道などの広域交通ネットワークの整備を進めるとともに、河川改修や流域治水、治山

事業、土砂災害対策などの防災基盤整備、情報通信のインフラ整備を推進し、安全で持続可能

な地域づくりを支えます。 
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４ 具体的施策 

（１）危機に強く、地域で暮らし続けられる「安心できる山城」 

ア 医療提供体制の充実と地域包括ケアの推進 

○ 山城地域の医療資源や人口構成の変化、高齢化に伴う医療・・介護需要の増加を踏まえ、医療

機関相互の連携強化や医療人材の確保を進めるとともに、地域医療構想調整会議において病

床機能の分化・連携に関する協議を推進し、誰もが安心して必要な医療を受けられる効率的

かつ質の高い医療提供体制の構築を図ります。 

● 「住み慣れた地域で自分らしく生きる」一人ひとりの思いを支えるため、デジタル技術も活

用しながら在宅医療・介護サービス提供体制を確保するとともに、医療・介護・福祉関係機

関や市町村と連携し、難病対策や認知症施策を含めた地域包括ケアの充実を推進します。 

○ 指定感染症及び新興感染症への対応に当たっては、健康危機対処計画（感染症編）との整合

を図りながら、市町村、医療機関、医師会等と連携し、地域の課題や実情を踏まえ、診療機

会の確保、病床機能の強化及び病床確保に向けた協議を進め、地域における連携・協力体制

の強化に取り組みます。 

○ 高齢者施設や障害者施設、医療機関、教育・保育施設等を対象とした感染症対応研修等の実

施により、新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ・ノロウイルスなど各種感染症の発

生・拡大予防に取り組みます。 

○ 人工透析移行者の抑制等、糖尿病重症化予防を推進するために、病病連携、病診連携の促進

や、未受診者、治療中断者対策等の推進など、地域ごとのネットワークを構築します。 

○ 小児特有の事故・疾患やその対応等にかかる正確な医療情報を提供することにより、医療機

関への適切な受診を促進するための小児救急電話相談（♯8000）や、高齢者等にも対応する

救急受診前相談（♯7119）などの医療相談について、消防機関等の関係機関と連携した普及

啓発に取り組みます。 

○ 医療、介護、福祉系の学生や大学・学校に地域実習施設の提供等を行い、市町村の実態に応

じて将来の就職先につなげる仕組みづくりを進めます。 

○ 山城地域の多様な住民構成や多文化共生の進展を踏まえ、災害発生時や死亡時を含め、言語

や文化的背景の違いにかかわらず、誰もが必要な行政（保健医療）サービスを適切に利用で

きる体制づくりを進めるとともに、地域特性を踏まえた結核等の発生予防・まん延防止、母

子保健及び生活習慣病対策を推進します。 

 

イ 健康寿命延伸のための介護予防と健康づくりの推進 

○ 健康寿命のさらなる延伸を目指すため、各保健所が取りまとめたデータのフィードバック等

を通じて、保健・国保・介護分野における市町村の健康づくり事業や介護予防事業を促進す

るとともに、運動や栄養、たばこが原因の疾病等に対する予防対策の普及を実施します。 

○ 自然に健康になれる環境づくりとして、地域の関係団体と連携し、適塩等望ましい食事が推

進されるよう食環境整備を推進します。 

○ 地域の中で、誰もがいつでも気軽にスポーツに親しみ、楽しむことのできる取組を支援する

とともに、住民の健康づくりや地域の絆づくりにつながる取組を進めます。 
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ウ 誰一人取り残さない包摂社会の実現 

○ 医療的ケア児や重症心身障害児が身近な地域で児童発達支援や放課後等デイサービス等の

支援が受けられるよう、京都府医療的ケア児等支援センター等と連携しながら、支援者の資

質向上と支援体制の充実を目指し、研修会やネットワークづくりに取り組みます。 

○ 児童思春期、薬物依存症、重症うつ病等の新たな機能整備を進める府立洛南病院を拠点とし

て、関係機関と連携し、様々な精神疾患に罹患された方の相談対応や精神障害者への理解が

深まるよう啓発に取り組むとともに、精神障害者とその家族の地域生活を支援します。 

○ 市町村における地域生活支援拠点の整備を支援するとともに、精神障害にも対応した地域包

括ケアシステムの整備を進めます。 

○ 生活保護受給者や長期離職者等の生活困窮者を対象に一人ひとりに寄り添った相談支援を

実施し、自立を図るとともに、近年の物価高騰も踏まえ、関係機関と連携して支援します。 

○ 経済的に厳しい環境にあるひとり親家庭に対し、ひとり親家庭奨学金や母子父子寡婦福祉資

金貸付等による経済的支援を実施するとともに、関係機関と連携した生活相談に取り組みま

す。 

○ 貧困の連鎖を断ち切るため、生活困窮世帯やひとり親家庭の子どもに対し学習支援や生活支

援を実施する居場所の確保・充実を図るとともに、母子会・父子会活動を通じた子育てを支

援します。 

 

エ 災害に強いまちづくりの推進 

● 頻発化・激甚化する自然災害に備え、河川改修や道路整備などのハード対策と、防災教育、

防災士の養成、個別避難計画の作成促進などのソフト対策を一体的に推進します。地域全体

の防災力を高め、安心・安全な暮らしを支える基盤づくりを進めます。 

 

（ハード対策） 

○ 近年多発する豪雨災害の対策として、いろは呑龍トンネルの整備や、小畑川等の河川護岸の

計画的な更新により防災性能を確保します。  

○ 背後地の利用状況やまちづくり計画の進展等を考慮して、河川の改修を進めます。 

○ 山城地域には天井川が多く、護岸や堤体が損傷すれば大きな被害を及ぼすため、切下げや補

強、補修を順次進めます。 

○ 国や市等の関係機関と連携を図り、役割分担を行いながら適切に総合的な治水対策を進めま

す。 

○ 土砂災害の危険性が高い箇所について、計画的に対策を進めます。 

○ 災害等緊急時における道路交通機能を確保するため、緊急輸送道路の改良やバイパス整備、

冠水対策、落石対策、無電柱化、道路法面危険箇所の崩壊防止等を進めます。 

○ 鉄道の下を通る地下道が豪雨時でも水没しないように、排水ポンプ等の適切な管理・運用を

行います。 

○ 都市化に伴う排水量の変化に応じた排水機場の更新や老朽ため池の改修・統廃合による廃池、

治山事業等、災害に強い地域づくり・森づくりを進めます。 
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○ 地域の安心・安全の向上やインフラ長寿命化のため、地域に身近な改善箇所を住民自らが提

案し、府が地元調整をしながら工事を進めていく「府民協働型インフラ保全事業」を進めま

す。 

 

◎事業推進箇所 

【河川の改修等】 

古川・井川・名木川、戦川・新田川、弥陀次郎川、大谷川、防賀川、赤田川、煤谷川、小

畑川等 

【天井川対策】 

天津神川、馬坂川、長谷川、青谷川、天神川、不動川、鳴子川、新川等 

【土砂災害対策】 

北川、炭山谷川、中ノ谷川、辻出川、大谷川、切林谷川、門前川、谷田川等の砂防、谷田

等の急傾斜対策等 

【道路防災対策】 

国道 307 号（山城大橋耐震補強）、大津南郷宇治線、・（都）宇治線線（無電柱化）、国道 163

号、木津信楽線、和束井手線等 

【都市部浸水対策】 

いろは呑龍トンネル接続施設 

 

  （ソフト対策） 

○ 水害等避難行動タイムラインの作成・更新やマルチハザード情報提供システム等の周知、防

災士等の地域の防災リーダーの育成等を通じて、災害時における地域住民の自発的な避難行

動など、共助の取組を促進します。 

○ 消防団の活動力の強化と団員確保に向けて市町村を支援するとともに、啓発、広報に取り組

みます。 

○ ため池ハザードマップの周知を継続するとともに、ため池の安全性の確保には適切な維持管

理が重要であることを、研修等を通じて地域住民に啓発します。また、京都府ため池サポー

トセンター及び市町村と連携し、ため池管理者への技術的指導、ICT 等の先端技術導入等に

より管理・監視体制を強化します。 

○ 安心・安全な森・山づくりを進めるため、地域住民が自ら取り組む流木等の危険木撤去を支

援するとともに、森林内の危険箇所情報（山地災害危険地区等）をホームページや地元説明

会等で周知するなど、災害を回避するための取組を進めます。 

○ 耐震性が不足する住宅について、耐震診断・改修への助成や、建築関係団体等の協力を得て

実施する木造住宅耐震診断士の派遣等の耐震改修に関する技術的支援により、市町村と連携

して耐震化を支援します。 

○ 内水被害を軽減するため、国と連携して排水ポンプ車の機動的運用を進めます。 

○ 万一の災害の場合でも土地の境界を正確に復元することができ、迅速かつ円滑な復旧活動を

実現する地籍調査を進めます。 

○ 大規模災害時に、二次医療圏単位で保健・医療・福祉に係る情報及びニーズを収集・調整す
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る保健医療福祉調整地域本部の体制を強化するとともに、市町村、医療機関、福祉関係機関

等と連携した訓練を継続し、地域における医療・福祉の災害対応力の向上を図ります。 

○ 医療依存度の高い在宅療養児（者）等の災害時要配慮者が災害時に避難するための個別避難

計画策定の推進に向け、市町村に必要な助言を行うとともに、関係機関と連携して研修・啓

発や避難訓練に取り組みます。 

○ 災害時に地域の防災拠点としての利用以外を制限することが可能な道の駅「お茶の京都みな

みやましろ村」において、より広域的な応急活動のための防災拠点として利用できるよう取

り組みます。 

○ 市町村や地域の住民、企業等と連携し、地球温暖化、気候変動、特定外来生物、廃棄物等様々

な分野の環境問題に関する情報発信や、地域の特色を生かした対応策、脱炭素社会の実現や

環境負荷の低減に資する取組の普及啓発や環境教育を行い、地域全体で環境に配慮した行動

の実践につながる機運の醸成を図ります。 

 

オ 野生鳥獣の保護・管理と家畜防疫への対応 

○ 鳥獣保護区の設定や個体数・生息域の調査など鳥獣保護・管理の取組により、野生動物の多

様性確保、生活環境の保全や農産物被害の防止を進めます。 

○ 防護柵設置と各集落の追払い体制の構築による被害軽減活動を推進するとともに、デジタル

技術を活用した個体数調整、危険鳥獣（イノシシ、ツキノワグマなど）の出没防止対策や人

身被害の未然防止の支援に取り組みます。 

○ 高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫、豚熱（ＣＳＦ）等の家畜伝染病を発生させないよう、

日常から万全の衛生対策を講じるとともに、発生に備えて、総合的な防疫訓練に取り組みま

す。 

  

（２）誰もが活躍できる「はぐくまれる山城」 

ア 移住・定住の促進 

○ 豊かな自然、食、歴史・文化資源を生かした体験観光や周遊観光、宿泊を推進するため、ア

クティビティ、ガストロノミーツーリズムなどのコンテンツを充実させるとともに、地域の

担い手の育成やネットワーク化など受入体制の強化を通じて、交流人口・関係人口の拡大に

つなげます。 

● 空き家調査や活用提案を通じた空き家の発掘支援、「空家バンク」への登録促進、不要家財の

撤去や家屋改修支援により、空き家の利活用と移住者の受入体制の強化を進めるとともに、

相楽東部地域におけるサテライトオフィス等の活用促進や企業誘致、地域住民との交流・地

域活動への参加を促進し、外部人材の確保や移住・定住、関係人口の拡大を図ります。 

○ 「移住呼びかけ人」等と連携し、移住セミナーや現地ツアーを開催するなど、地域の魅力や

暮らしの情報を発信し、移住を促進するとともに、移住者や地域住民が日常生活に充足感を

感じる環境づくりに取り組むことで地域への定着・定住を促進します。 

○ 移住者や地域外の人々が、住民とともに地域社会を支える担い手として活躍できる環境づく

りを進めるとともに、多様な形で地域と関わる機会の創出や継続的な関係づくりを通じて、

関係人口の創出・拡大を促進します。 
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○ 相楽東部３町村と京都府が共同して取り組む「相楽東部未来づくりセンター」のエリアマネ

ジメント及びエリアプロモーション機能の強化を図り、地域の関係機関、団体等と連携し、

産業振興や雇用・消費の拡大、交流人口・関係人口の拡大、移住・定住の促進に取り組み、

持続可能で魅力ある地域づくりを進めます。 

 

イ 子育て環境日本一の実現に向けた取組の推進 

● 市町村や関係機関と連携し、親子の交流機会の創出や子育てに関する学び・相談、情報発信

を通じて、地域全体で子どもや子育て家庭を見守り支える気運を醸成するとともに、若者が

乳幼児やその保護者と触れ合う機会づくりや親子が安心して過ごせる居場所づくりなど、市

町村による子育てにやさしいまちづくりを支援します。 

○ 核家族化や地域のつながりが希薄となっている中、様々な不安を抱えがちである妊産婦に対

し、妊娠から出産・育児まで切れ目のない支援により、安心して子どもを生み育てることが

できる地域環境づくりを市町村とともに進めます。 

○ 児童虐待を未然防止するため、市町村等の関係機関との連携を強化します。また、「１８９

（イチハヤク：児童相談所虐待対応ダイヤル）」の普及啓発活動や児童虐待防止月間等の府民

向けの啓発活動に取り組みます。 

○ 市町村による保育所・認定こども園の整備や小規模保育・家庭的保育等の取組を支援すると

ともに、安心して子どもを預けられるよう、保育の質向上に向けた施設等への指導・助言に

取り組みます。 

○ 山城総合運動公園、関西文化学術研究都市記念公園等において、子どもの遊び場の整備や施

設の改修を推進し、公園の魅力や利便性の向上を図ります。 

 

ウ 誰もが生き生きと暮らせ、人権が尊重される社会の実現 

○ 女性同士の交流や新たなネットワークを促す「女性のオフ会」を開催し、地域における女性

の生きづらさの解消や更なる女性活躍に向けて取り組みます。 

○ 「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」などの取組を通じて、企業等における多

様な人材の活躍を促進し、誰もが能力を発揮できる働きやすい職場環境づくりを進めます。 

○ 部落差別やヘイトスピーチ、障害のある人、外国人、ＬＧＢＴ等に対する差別など様々な人

権問題に対し、市町村など関係機関と連携し、人権問題法律相談など相談体制の整備、啓発

等の施策を推進するとともに、インターネット上での人権侵害などに対応した取組を進めま

す。 

 

エ 地域のコミュニティや絆が大切にされる社会の実現 

○ 地域の多様な課題に対応するため、地域活動団体の担い手の創出・育成や活動基盤の強化、

団体間の連携促進を、ＮＰＯパートナーシップセンターを中心に支援し、地域活動の活性化

を図ります。 

○ 外国人も日本人も、ともに互いの文化を理解し尊重し合う多文化共生社会の実現を目指し、

日本語教育や外国人住民総合相談窓口など府の事業の広報を図るとともに、市町村の取組を

支援します。 
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○ 地域経済を支える商店街等の活性化を図るため、消費喚起や環境整備などの取組を支援する

とともに、商店街相互の連携・交流を促進し、持続的な地域づくりを支援します。 

○ 日常生活や地域活動、交流の基盤となる移動環境を確保し、地域コミュニティの維持・活性

化を図るため、地域公共交通の維持・確保や、地域の実情に応じた多様な輸送サービスの構

築・運営を支援します。 

  

（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く山城」 

ア オープンイノベーションの推進と新産業の育成 

● 関西文化学術研究都市を中心に、けいはんなフードテックヒル（仮称）の形成のほか、ロボ

ティクス等、特徴あるテーマを設定した研究開発拠点の形成を進めます。 

● 関西文化学術研究都市等の研究機関や企業と連携し、自動走行や走行中無線給電、フィジカ

ルＡＩ、脱炭素テクノロジーなどの先端技術の社会実証・実装を進めます。 

● 関西文化学術研究都市の成果を相楽東部地域にも展開し、未来技術が実装された都市と田園

が共存する地域を目指すとともに、京都府南部地域における人流促進や地域活性化につなげ

ます。 

○ 市町村と連携して、新たな事業用地を創出するため、地域未来投資促進法に係る市町村基本

計画の策定支援等を、まちづくり計画と整合させながら進めるとともに、「京都府用地バン

ク」等の企業用地情報や山城地域の魅力を発信することにより、工場、商業施設、ホテル等

の宿泊施設を含む多様な産業の立地・集積を促進し、雇用創出を図ります。 

● アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ＡＴＶＫ）を核として、アートとテクノロジーの

融合により新産業の創出を目指し、異業種・異分野によるオープンイノベーションを推進す

るとともに、経営スキルの向上を図る「若手経営塾」の開催や、「アート経営」を専門とした

大学との共同研究により、新たな産業と価値を生み出す人材の輩出を目指します。 

○ 「京都プレミアム中食オープンイノベーションラボ（仮称）」の利用促進を進めるとともに、

地域の食文化を体現する中食需要に対応した商品づくりをはじめ、地域資源（農林産物等）

やフードテック等の技術を生かした付加価値の高い商品・サービスの創出、生産から加工、

販売まで各段階の価値や技術を組み合わせたサプライチェーンの構築を支援します。 

● ZET-BASE・ KYOTO 等を拠点とする ZET-valley 構想を核として、スタートアップをはじめ、脱

炭素関連企業の育成を進めます。多様な主体の交流と共創を促進し、脱炭素社会の実現に資

する技術の創出やイノベーションに取り組む企業の集積を図ります。 

 

イ やましろ企業の経営革新、人材の確保・育成 

○ 商工会や商工会議所、金融機関と連携し、企業訪問等による課題解決支援や各種補助金の活

用促進を図るとともに、経営革新や知恵の経営、元気印中小企業認定等の企業の成長・発展

につながる制度の活用を促進し、事業の継続や経営改善、成長を支援します。 

● 異業種交流ネットワーク「京都やましろ企業オンリーワン倶楽部」を中心に、企業間の交流・

学び合いを促進するとともに、次世代を担う経営人材の育成に取り組み、山城地域における

新たな事業創出やイノベーションを促進することで、企業の競争力強化を図ります。 

○ 地域中小企業の魅力について、大企業とは異なる価値（成長の実感、仕事全体が見える環境、
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特色ある技術など）を明確化・可視化し、積極的に発信するとともに、大学等と連携した企

業と若者との交流・マッチング機会の創出や効果的な情報発信を通じて、山城地域における

人材確保と定着を促進します。 

 

ウ 宇治茶や京やましろ新鮮野菜等の生産振興 

● 全国ブランドである宇治茶や京やましろ新鮮野菜をはじめとする地域資源を生かし、生産振

興と販路拡大を進めます。生産基盤の整備や担い手育成を進めるとともに国内外に向けた情

報発信を強化し、山城地域が誇る「食」のブランド力向上を図ります。 

○ 茶園作業の機械化による生産性向上、省力化を推進するとともに、新植や改植については、

茶種構成や被覆棚整備など個々の経営状況に応じ、宇治種をはじめとする京都府茶奨励品種

の中から最適なものを提案し、生産者の経営向上を支援します。 

○ 宇治茶をはじめとする山城産農林産物の高品質・省力化生産のため、関係機関との連携を進

めながら、スマート技術やデータ活用型栽培・加工・出荷調整管理の導入に向けた生産者へ

の普及啓発を進めます。 

○ 京やましろ新鮮野菜について、高温に対応できる栽培技術や資材等の調査・普及啓発等によ

り、栽培面積・出荷期間の拡大など産地力の強化と所得の向上を支援します。 

○ 「えびいも」や「茄子」など、京やましろ新鮮野菜について、ＪＡや市町村と協働し、新規

栽培希望者等を対象として栽培管理等が習得できる「塾」を開催し、生産者の拡大を進めま

す。 

○ 宇治茶の郷づくり協議会と協働しながら、宇治茶の文化や歴史、おいしさなどの魅力を発信

する「宇治茶ムリエ講座」、「キッズ茶ムリエ」等を実施し、府内外でのお茶の淹れ方や宇治

茶の歴史等の講習の取組を更に進めます。 

● ＡＩなどの先端技術を活用したスマート農業や農商工連携を推進するとともに、新たに開設

する「京都プレミアム中食オープンイノベーションラボ（仮称）」において、企業や大学と連

携し、機能性食品等の加工研究や未利用資源の活用に関する共同研究を推進するとともに、

販売戦略に応じて、企画から試作、分析まで一気通貫で国内外での競争力を備えた付加価値

の高い商品開発を支援します。 

○ 京やましろ新鮮野菜について、より付加価値の高い販売を目指して、ＪＡと協働しながら豊

洲市場への販売促進など首都圏での販路拡大を進めるとともに、生産者と消費者の交流拠点

である「食の京都ＴＡＢＬＥ」施設等の農林水産物直売所の機能強化やＰＲ等の支援、山城

地域の地元食材を使った料理や食品を提供する「京やましろ食～京やましろ産食材提供店～」

の登録を進め、山城地域の優れた農林産物の地産地消の取組を進めます。 

○ 親元就農の支援をはじめ、定年退職帰農者や企業的経営者、農業法人等の育成・支援や農福

連携の推進、高齢者や女性雇用の促進により多様な農業の担い手の確保に取り組みます。 

○ 茶業研究所に設置された宇治茶実践型学舎など、市町村や生産者と連携し、将来の担い手の

確保・育成に取り組みます。 

○ 地域の農地と人材を活用し耕作放棄地の発生を防止するとともに、継続性の高い農業経営を

展開する農業法人など団体経営体の育成を支援します。また、農業経営体の市町村域を越え

た規模拡大や低コスト・高収益営農体制の構築などの経営基盤強化の取組を支援します。 
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○ 担い手への農地集積や農業の高付加価値化を推進するため、農地の大区画化、汎用化及び高

収益作物の導入を可能とするほ場整備を進めるとともに、老朽化が進む揚排水機場やため池

などの農業水利施設について適切な補修・更新を行い、農業用水の安定的な確保及び農地の

保全に努めます。 

○ シカやイノシシなどジビエを地域資源として活用する施設、体制、仕組みの構築を支援します。 

 

エ 山城産木材の利用促進 

○ 京都府豊かな森を育てる府民税を活用し、間伐等の森林整備から木材の生産・加工・利用ま

でを体感できるツアーの開催や森林環境教育活動への支援、山城産木材を活用した府民利用

スペースの整備等を通じて、森林保全の意義や木材の魅力を広く発信する普及啓発活動に取

り組みます。 

○ 市町村が国の森林環境税、京都府豊かな森を育てる府民税の活用により実施する森林の維

持・増進に向けた取組や、木材利用拡大、府民への啓発を支援します。 

○ 里山環境の保全に向け、ボランティアや企業、緑の少年団等の多様な主体による森林保全活

動の新たな展開と活性化を図るため、活動団体の交流会を開催するほか、放置竹林について、

資源としての竹林の分布状況等の把握や担い手の確保・育成、需給のマッチングに向けた検

討を進めます。 

○ 山城産木材のサプライチェーンの構築に向け、川上から川下までの事業者の連携促進や人材

の確保・育成を図るほか、産学公の連携による普及啓発や新たな分野への利活用の方策を検

討します。 

 

オ 地域資源を活かした賑わいづくりと、「お茶の京都」「竹の里・乙訓」観光の促進 

● 山城地域の歴史・文化・自然などの多彩な地域資源を生かした周遊・滞在型観光を推進する

とともに、お茶の京都ＤＭＯや市町村等と連携し、舟運をはじめとした様々なコンテンツや

モデルコースの造成、受入環境整備、地域食材を活用した「食」を中心とする観光周遊の取

組を進め、観光入込客数の増加と観光消費額の拡大を図ります。 

○ 山城地域内外からサイクリストを呼び込み、木津川等に沿って広がる景観を楽しんでもらえ

るよう京奈和自転車道（京都八幡木津自転車道線）等の整備に取り組みます。 

○ 地域の企業、団体、大学等と連携した「オール京都西山体制」により、豊かな歴史・文化、

「竹」をはじめとした自然等、「京都西山 竹の里・乙訓」エリアの地域資源を生かして、近

隣地域とも連携し、国内外からの誘客促進、域内消費の増加による地域活性化を推進します。 

● 整備が進む「京都アリーナ（仮称）」をはじめとするスポーツ・文化拠点を活用し、スポーツ

大会や文化イベントを契機とした交流を促進します。 

 

カ 文化やスポーツの振興 

○ 地域アートマネージャーの活動を通じて、市町村や関係団体、更には文化庁とも連携して、

山城地域の魅力ある文化を発信します。   

○ 山城地域の歴史・文化資源や伝統文化を生かした住民主体の文化芸術活動を支援し、次世代

への文化の継承と地域交流の促進、地域の活性化を図ります。 



15 

 

○ 特別史跡に指定された恭仁宮跡について、京都府・奈良県・大阪府・滋賀県のかつて都がお

かれた地の歴史的結節点として、京都・関西の魅力ある歴史・文化を知り・学び・体験でき

る文化財保護・文化観光促進の拠点化を目指すなど、魅力を磨き上げ、活用整備を進めます。 

○ 文化財保護に関する総合的な調査研究施設の関西拠点を、大学や企業の研究施設等が集積す

る関西文化学術研究都市に誘致し、産学公連携による最新の研究成果を国内外へ発信します。 

○ プロスポーツや府民利用、国際大会にも活用できる、「する」「みる」「ささえる」スポーツの

拠点となる「京都アリーナ（仮称）」及び競輪施設の整備により、府民が身近にスポーツを感

じられる環境づくりを進めます。「京都アリーナ（仮称）」等において、プロスポーツのほか

国際的・全国的な大会を誘致・開催するなど、スポーツの魅力を府民が身近に感じられる環

境づくりを進めます。 

○ ツアー・オブ・ジャパン京都ステージやワールドマスターズゲームズ 2027 関西などのスポ

ーツイベントにおいて、開催地となる管内市町村での取組の支援と機運醸成に努めるととも

に、その成果を活用したスポーツ・文化の交流や地域の活性化を図ります。 

 

（４）人流・物流、情報通信の基盤となるインフラ整備 

ア 京都市近郊の乙訓・山城北部エリアのまちづくり 

● 宇治川沿川や乙訓などの京都市近郊の都市エリアでは、新市街地整備や都市基盤整備、都市

近郊型農業の振興などを通じて、多様な産業と良好な住環境が調和した地域づくりを推進し

ます。 

○ 新たな産業の創出等を目指す宇治市産業戦略、八幡京田辺ＪＣＴ・ＩＣ周辺などへの商業、

産業、流通施設等の都市機能の集積、地域活性化と定住促進に向けた京田辺市や久御山町に

おける新市街地整備計画、市町が取り組む新たなまちづくりのために策定する土地利用計画

等について、その取組を支援します。 

○ 新名神高速道路開通に合わせて、八幡京田辺ＩＣへのアクセス道路の整備を進めます（(都)

内里高野道線、八幡京田辺インター線）。 

○ 市町が進めるまちづくりと連携し、生活道路の整備や渋滞対策を進めます（内里城陽線（城

陽-八幡連絡道路）、宇治線線、(都)八幡田辺線、八幡宇治線、伏見柳谷高槻線、志水西向日

停車場線、大山崎大枝線、伏見向日線、柚原向日線等）。 

○ 事業中路線の着実な推進と併せて、山城北部地域の道路ネットワーク強化に向けた将来的な

整備の方向性について検討を進めます。 

○ 乙訓地域２市１町を結ぶ西京高槻線をはじめ、地域内や隣接地域を結ぶ幹線道路の整備や道

路と鉄道の立体交差化等により交通の円滑化や安全性向上を推進するとともに、駅周辺等の

まちづくりを支援し、観光客の誘致など地域の活力向上を目指します。また、歩道の整備や

ユニバーサルデザイン化を進め、歩行者の安全を確保します（(都)御陵山崎線、西京高槻線、

向日町停車場線、ＪＲ向日町駅、阪急洛西口駅、阪急長岡天神駅周辺等）。 

○ ＪＲ向日町駅周辺、阪急長岡天神駅周辺の整備に加え、高速バスターミナルの更なる活用な

ど、関係企業、市町と一体となって、活力を生み出すまちづくりを進めます。 

○ ＪＲ向日町駅周辺において進められている大規模プロジェクトにおいて、脱炭素をテーマに

した新しい形のまちづくりを推進・支援します。 
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○ 向日町競輪場敷地の再整備を契機として、今後増加が見込まれる来訪者にも対応した周辺地

域の道路の整備を進めます。 

○ 自転車利用の増加等に対応するため、誘導ラインの設置や舗装の補修など、自転車走行環境

整備を進めます。 

 

イ 新名神高速道路の開通を見据えた木津川右岸地域のまちづくり 

○ 山城地域全体の発展を牽引するシンボリックな土地利用の推進と企業の誘致の推進に向け

て、「城陽市東部丘陵地整備推進協議会」において、城陽市、地元商工関係者、地権者、関係

事業者等と情報共有・意見交換を図りながら、新市街地整備等を支援・促進します。 

○ 城陽市東部丘陵地において、先行整備地区を中心とした産業・交流拠点の形成を促進すると

ともに、中間エリアを含めた計画的な土地利用を進め、地域の活性化を図ります。 

○ アウトレットモールや物流拠点など新たな施設の立地効果を生かし、地域企業との連携や雇

用創出を促進するなど、山城地域全体の経済活性化につながる取組を推進します。 

● 木津川右岸地域において、新名神高速道路や鉄道などの広域交通ネットワークや、それらを

結ぶ道路ネットワークの強化・充実を図り、人流・物流・産業の拠点形成を進めます。 

○ 新名神高速道路ＩＣへのアクセスのため新たに整備を進める道路については、既存道路の渋

滞解消、災害時の安心・安全を確保するバイパスとしての役割や、企業立地・住宅等の沿道

開発の可能性を飛躍的に高め地域産業の振興を担うものでもあるため、新たな市街地整備な

ど計画的な土地利用を行うに際し、市町のまちづくり計画と整合をとりながら、市町のまち

づくりを支援します。 

○ 新名神高速道路の整備効果を山城管内に広め、地域の生活、企業活動、観光を支える道路整

備を促進・推進します（(都)東部丘陵線、国道 24 号城陽井手木津川バイパス、国道 307 号、

(都)宇治田原山手線、内里城陽線（城陽-八幡連絡道路）、和束井手線、枚方山城線等）。また、

城陽スマートＩＣ（仮称）につながる道路の東部丘陵地内外の新たなネットワークの整備を

支援・促進するとともに、内里城陽線（城陽-八幡連絡道路）や国道 307 号の整備推進など、

周辺地域の相乗効果が生まれるよう、効果的に市街地整備を支援します。 

○ 城陽市東部丘陵地の開発や宇治田原町単独公共下水道の流域下水道への編入に対応するた

め、木津川流域下水道木津川東部幹線の整備を進めます。 

○ 新たなまちづくりの進展に伴う汚水量に対応するため、木津川流域下水道洛南浄化センター

において、水処理施設の能力増強を推進します。 

 

ウ 関西文化学術研究都市と相楽東部地域の発展を支えるまちづくり 

○ 関西文化学術研究都市クラスター間や木津川左岸・右岸地域間など、地域間交流・地域内循

環を促す基盤づくりを進めます・（国道 307 号、(都)山手幹線、枚方山城線、内里城陽線（城

陽-八幡連絡道路）、生駒精華線、天理加茂木津線等）。 

○ 関西文化学術研究都市の新規クラスターの整備に向けて山手幹線の全線供用や４車線化、枚

方山城線等の整備の検討を進めます。 

○ 関西文化学術研究都市の開発に伴う雨水の流出量増加に対応するため、河川の整備を進めま

す（煤谷川）。 
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○ 新名神高速道路開通の効果を波及させるネットワークづくりを進めるとともに、相楽東部地

域に係る道路の異常気象時における安全性の向上や歩道整備により安全を確保します（国道

163 号（銭司～木屋、有市等）、木津信楽線等）。 

○ ＪＲ奈良線の全線複線化を目指し鉄道利用者の増加につながる取組を進めるとともに、ＪＲ

片町線の高速化・複線化、関西本線の利便性向上、京阪奈新線の検討等、関西文化学術研究

都市を中心とした南部地域の鉄道ネットワークの充実強化に向けた取組を進めます。 

○ 関西文化学術研究都市における研究や先端技術の社会実装を支えるとともに、地域住民や企

業の利便性向上につながる情報通信基盤の整備・活用を促進します。 
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山城地域振興計画の数値目標 

 

 

（１）危機に強く、地域で暮らし続けられる「安心できる山城」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

住んでいる地域は、高齢（者）になっても

暮らしやすい体制が十分に整っていると

思う人の割合 

％ 
85.3 

（2025 年度） 
90.0 

防災減災等の対策を講じた防災重点農業

用ため池数 
箇所 

18 

（2025 年度） 
33 

地域の防犯、防災、交通安全活動などに取

り組んでいる人の割合 
％ 

21.4 

（2025 年度） 
30.0 

 

（２）誰もが活躍できる「はぐくまれる山城」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

相楽東部地域への進出・連携に係る企業・

大学等との相談・アプローチ数 
者 

49 

（2025 年度） 
90 

住んでいる地域が、子どもが育つのに良い

環境だと思う人の割合 
％ 

85.3 

（2025 年度） 
90.0 

管内キッズフレンドリー施設登録施設数 施設 
871 

（2025 年度） 
900 

京都府は、人権が尊重された豊かな社会に

なっていると思う人の割合 
％ 

28.7 

（2025 年度） 
50.0 

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生き

がいを感じるものがある人の割合 
％ 

70.5 

（2025 年度） 
80.0 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

地域包括ケアシステムの充実や地域交通

等、暮らしやすい地域づくりの推進によ

り、約５ポイントの増加をめざす 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:86.0 

2028 年度:87.0 

2029 年度:88.0 

ア 

防災重点農業用ため池において、地震・豪

雨耐性評価等に基づき、改修、廃止、低水

管理等の防災・減災対策を毎年度３箇所ず

つ講じる（累計） 

山城広域振興局によ

る実態把握 

2027 年度:24 

2028 年度:27 

2029 年度:30 

エ 

地域の防災、防犯体制の強化・充実により、

約 10 ポイントの増加をめざす 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:23.0 

2028 年度:25.0 

2029 年度:27.0 

エ 

 

 

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

年間 10者ずつの増加をめざす 
山城広域振興局によ

る実態把握 

2027 年度:60 

2028 年度:70 

2029 年度:80 

(2)ア 

(3)ア 

子育て環境の充実を進め、早期に 90％をめ

ざし、この数値を維持していく 

京都府民の意識調査

（京都府） 

90.0 

（毎年度） 
イ 

子育て環境の充実を進め、基準値より増加

をめざす 

山城広域振興局によ

る実態把握 

2027 年度:883 

2028 年度:889 

2029 年度:895 

イ 

人権尊重の取組を進め、50％をめざす 

京都府人権尊重の共

生社会づくり施策推

進計画に関する府民

調査（京都府） 

－ ウ 

地域住民の活動支援により 80％をめざす 
京都府民の意識調査

（京都府） 

80.0 

（毎年度） 
エ 

 

  

地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、計画の最終年度（2030

年）における数値目標を設定します。 

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画の期

間満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に置き換え

るものとします。 
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（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く山城」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

「知恵の経営」や「元気印」等の認定企業

数 
社 

387 

（2025 年度） 
462 

従業者１人当たりの粗付加価値額（製造

業） 
千円 

19,201 

（2025 年） 
25,000 

管内茶園面積 ha 
1,345 

（2025 年度） 
1,350 

管内直売所年間販売額 千円 
2,520,118 

（2025 年度） 
3,216,000 

お茶の京都エリアの観光消費額単価 円 
5,481 

（2025年） 
8,200 

竹の里・乙訓エリアの観光消費額単価 円 
2,984 

（2025年） 
4,500 

歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体

で守られ、活用されていると思う人の割合 
％ 

83.0 

（2025 年度） 
90.0 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

中小企業応援隊と連携し、企業の成長と発

展につながる制度の普及を促進し、基準年

の管内累計（過去 27 年間）の 387 社に対

し、計画期間内で累計 60社の増加をめざす 

山城広域振興局に

よる実態把握 

2027 年度:417 

2028 年度:432 

2029 年度:447 

イ 

目標年に基準年の約 1.3倍 
経済構造実態調査

（経済産業省） 

2027 年:20,750 

2028 年:22,100 

2029 年:23,600 

イ 

京都府茶業振興計画に併せて、現状維持を

めざす 

京都府産茶の生産・

流通状況等に関す

る資料（京都府） 

2027 年度:1,346 

2028 年度:1,347 

2029 年度:1,348 

ウ 

毎年度５ポイントずつの増加をめざす 

「農産物直売所」取

組状況調査結果（山

城広域振興局調べ） 

2027 年度:2,778,000 

2028 年度:2,917,000 

2029 年度:3,063,000 

ウ 

目標年に基準年の約 1.5倍 
京都府観光入込客

等調査（京都府） 

2027 年：6,100 

2028 年：6,800 

2029 年：7,500 

オ 

目標年に基準年の約 1.5倍 
京都府観光入込客

等調査（京都府） 

2027 年：3,400 

2028 年：3,750 

2029 年：4,100 

オ 

歴史的な文化遺産や文化財などを社会全

体で守る取組を進め、90％をめざす 

京都府民の意識調

査（京都府） 

90.0 

（毎年度） 
カ 
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参考資料 

 

山城地域振興計画懇話会委員名簿 

（令和８年４月現在） 

氏名 役職等 

座長 大西 辰彦  京都産業大学経済学部 教授 

石井 明三 前・京田辺市長 

上野 道子 久御山町消防団女性消防団 部長 

北川 小百合 京都府農業士会 指導農業士 

白須 正 京都工芸繊維大学 監事 

藤野 敦子 京都産業大学副学長 現代社会学部 教授 

松田 美佳 ＮＰＯ法人子育て支援ねこばす 代表 

松中 亮治 京都大学大学院工学研究科 准教授 

桃井 秀幸 サンシード株式会社 代表取締役社長 

森 正美 京都文教大学 学長 

森下 康弘 
公益社団法人京都府茶業会議所 副会頭 

共栄製茶株式会社 代表取締役兼ＣＥＯ 

森本 健次 株式会社南山城 代表取締役 

（五十音順（座長除く）・敬称略） 
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１ 地域のポテンシャル（魅力の源泉） 

（１）良質な「食」 

・京都丹波地域は、千年以上にわたり京の都の食文化を支える食材の一大供給地であり、京のブ

ランド産品（農産物）の出荷額は府内の約４割、畜産物の産出額は府内の約６割を占めていま

す。 

・新丹波黒、丹波大納言小豆、丹波くりをはじめ、あゆ、そば、ジビエなど四季折々の特産物に

恵まれ、食が地域の魅力として定着しつつある中、地域産品のブランド化や食を目的とした観

光誘客など、更なる多様な展開の可能性を有しています。 

 

（２）豊かな自然と歴史文化 

・京都丹波高原国定公園や芦生の森をはじめとする広大な森林、桂川・保津川の水辺空間、茅葺

きの美しい里山景観など、都市近郊でありながら豊かな自然環境が広がっています。 

・また、亀岡祭山鉾行事や田原の御田、和知人形浄瑠璃等、歴史的な行事や伝統芸能が数多く伝

承されており、自然と歴史に育まれた文化が地域の魅力を生み出しています。 

 

（３）多様なスポーツ資源 

・府立京都スタジアムや府立丹波自然運動公園、京都トレーニングセンターなどの府の中核的な

スポーツ拠点が所在し、スポーツを「する」「みる」「ささえる」ための環境が整っています。 

・さらに、豊かな自然環境や地形を生かしたウォーキングやサイクリング、ラフティング、パラ

グライダー等のアウトドアスポーツが普及し、健康づくりや交流促進にもつながっています。 

 

（４）地域の未来を切り拓く人材 

・農業や林業をはじめとして商工業、観光、教育、文化芸術、スポーツなど幅広い分野で、地域

資源を生かした商品開発や地域課題の解決、地域コミュニティの活性化などに取り組む「キラ

リと輝く人材」が活躍しており、明日の京都丹波を担う地域の財産となっています。 

・京都先端科学大学、明治国際医療大学など、食農分野をはじめ環境、ものづくり、医療、建築

等の特色ある大学や大学校等が所在し、多様な人材が学び、活躍できる環境が整っています。 

 

（５）広域交流を支える交通ネットワーク 

・京都府の中央に位置する京都丹波地域は、古くから府中北部と京阪神地域を結ぶ交通の要衝と

して発展してきました。平成 22（2010）年３月のＪＲ山陰本線京都－園部間の複線化、平成 27

（2015）年７月の京都縦貫自動車道の全線開通等、鉄道と道路の整備により京阪神主要都市と

の交通の利便性は飛躍的に向上し、交流人口の拡大や企業立地を支える基盤整備が進んでいま

す。 

 

 

  



26 

 

２ 地域のポテンシャルを活かした重点プロジェクト  

京都丹波地域のポテンシャルを最大限に活かして、以下の重点プロジェクトを展開します。 

 

（１）京都丹波・食と緑のウェルビーイングプロジェクト 

・道の駅等の集客拠点が連携した一体的なプロモーションの実施により、「心身の健康を育む食

と緑の地域」というブランドイメージの浸透を図ることで、地域の認知度向上と誘客促進につ

なげます。 

・東洋医学における、よりよく健康に、楽しく生きる「養生」の考え方に基づき、豊かな森や清

流、食文化など京都丹波ならではの地域資源を生かし、訪れる人々の心と体を整えるウェルネ

スツーリズムを推進します。 

・四季折々の旬の食材を用いたグルメや有機農業等による農産物・加工品など健康志向に対応し

た商品の開発や販売を促進し、地域産品の高付加価値化を推進します。 

 

（２）自然・歴史文化等の地域資源を生かした体験・都市農村交流プロジェクト 

・豊かな自然や歴史文化など特色ある地域資源を生かし、子どもたちの京都丹波ならではの探究

的な学びや体験機会を創出する「京都丹波ＳＴＥＡＭ（仮称）」を推進します。 

・地域外からの教育体験の受入れを推進し、地域外の子どもたちと地域住民との持続的な交流を

生み出すことで、若年層を中心とした都市部住民の京都丹波への関心を高め、将来にわたって

地域と多様な形で関わる関係づくりを促進します。 

 

（３）京都丹波スポーツライフプロジェクト 

・府立京都スタジアムや府立丹波自然運動公園、京都トレーニングセンターなどのスポーツ拠点

や、豊かな自然環境を生かし、誰もが生涯を通じてスポーツに親しめる環境の充実を図り、府

民の健康・体力づくりを進めます。 

・スポーツ大会やスポーツイベント、合宿等の誘致に取り組むとともに、ウォーキングやニュー

スポーツ、ｅスポーツ、パラスポーツ等を推進し、世代や障害の有無を問わず、スポーツを通

じて多様な交流機会を創出します。 

 

（４）京都丹波の輝く担い手応援プロジェクト 

・未来の地域産業を支える人材が、京都丹波で働くこと、住むこと、そして新たな挑戦にかける

思いを地域内外に発信する「京都丹波の輝く担い手交流会（仮称）」を開催するなど、人材交

流と活動発信の場づくりを進め、京都丹波で新たなことにチャレンジする機運を醸成します。 

・市町の地域商社、商工関係団体等と連携し、京都丹波で輝く担い手のこだわり商品の商談会を

開催するなど販路開拓を支援します。 

・高校、高等教育機関等と連携し、京都丹波で輝く担い手の活動紹介やワークショップ等を通じ

て京都丹波で働くことの魅力発信を進めます。 
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（５）安心・安全と地域活力を支える基盤づくりプロジェクト 

・京都縦貫自動車道からのアクセス道路など地域の生活や地域産業を支える交通ネットワーク

の整備を進めます。 

・治水安全度の向上に向けた河川整備をまちづくりと一体的に推進するとともに、水害等に備え

た自主防災組織の避難行動タイムラインの作成支援や、若年層の防災意識の向上と消防団活動

への理解促進のための防災教室の開催などを通じて、地域防災力の向上を図り、災害に強い地

域づくりを推進します。 
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３ 「わくわくする京都丹波」の実現に向けた対応の方向性 

「わくわくする京都丹波」の実現に向けて、４つの柱に基づき施策を推進します。 

 

（１）暮らしを支える「安心の京都丹波」 

・府民の誰もが住み慣れた地域でこれからも暮らし続けることができるよう、自然災害をはじめ、

家畜伝染病や有害鳥獣被害など、様々な危機事象への迅速・的確な対策を講じるとともに、地

域住民の防災意識の向上を図り、災害に強い地域をつくります。 

・医療・介護・福祉の連携による地域包括ケアを推進するとともに、森林資源や多様な生物の生

息環境など自然環境の保全を図り、安心して住み続けられる京都丹波をつくります。 

 

（２）誰もが希望を持って活躍できる「はぐくまれる京都丹波」 

・全ての人の人権が尊重され、男性も女性も、障害のある人もない人も、誰もが地域社会の一員

としてその能力を発揮でき、住み続けたいと実感できる共生の京都丹波づくりを進めます。 

・豊かな自然や歴史文化などの地域資源を生かして子どもたちの学びや体験の機会を創出し、子

どもたちの地域への誇りや愛着を育み、健やかに成長できる環境づくりを進めます。 

 

（３）魅力と活力にあふれる「輝く京都丹波」 

・良質な食や豊かな自然などの多様な地域資源をさらに磨き上げるとともに、その魅力を組み合

わせることで、地域に根付き持続的に継承される京都丹波ならではの地域ブランドの価値向上

を図り、魅力に惹かれて訪れる人や関わる人が増え続ける京都丹波を実現します。 

・農業や林業をはじめとする地域産業を支える人材が生き生きと活躍する姿を広く発信し、その

取組を応援します。 

・来てよし・観てよし・住んでよしの地域づくりを進め、地域に関わる全ての人が豊かさと幸福

を実感できるウェルビーイングな京都丹波の実現をめざします。 

 

（４）人とモノの交流を支える基盤となるインフラ網の整備 

・京都丹波地域の発展を支える交通ネットワークや防災インフラの整備を着実に進めるととも

に、道の駅などの交流拠点を生かし、人とモノが行き交う地域づくりを進めます。 

・京都丹波地域は、広大な山間地域と桂川、由良川の一級河川を有することから、土地利用と一

体となった河川改修等の流域治水の取組を計画的に進めるとともに、急傾斜地整備や治山事業

の実施など、土砂災害防止対策の推進を図ります。 
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４ 具体的施策 

（１）暮らしを支える「安心の京都丹波」 

ア 災害対策の推進 

● 水害等に備えた自主防災組織の避難行動タイムラインの作成支援や、若年層の防災意識の

向上と消防団活動への理解促進のための防災教室の開催などを通じて、地域防災力の向上

を図り、災害に強い地域づくりを推進します。 

○ 劣化状況評価及び地震・豪雨耐性等評価の結果を踏まえ、老朽化した農業用ため池の改修

や利用されなくなった農業用ため池の統廃合を行うとともに、ハザードマップの作成を進

めるなど、市町と連携して災害の未然防止を図ります。 

○ 土砂災害防止法に基づく２巡目以降の基礎調査の実施と土砂災害警戒区域等の指定を順

次進めます。 

○ 令和５年度からアラート情報を配信している水位・氾濫予測システムについて、水位予測

の精度向上や予測情報のさらなる有効活用に向けた取組を推進し、市町による早期の避難

情報の発令を支援します。 

○ トンネル、橋りょうなど老朽化が進む各種インフラに対し、点検と補修による予防保全に

より、インフラの長寿命化を推進します。 

○ 天引、宍人、内林町及び平松の各地区について、急傾斜地等での崖崩れを防ぐ擁壁等の整

備を推進します。 

○ 工事説明会や見学会等を開催し、地域住民の意見を取り入れながら、道路や河川の整備を

推進します。 

○ 「府民協働型インフラ保全事業」を活用し、地域に暮らす住民の視点から、身近な安心・

安全につながる小規模な工事及びインフラの劣化対策を推進します。 

○ 小学校の授業における道路・河川等の役割の説明や学校近くの工事現場の見学、さらには

各種防災イベントや出前語らいにおいて土石流発生や木造住宅耐震施策を模型等で説明

することにより、公共施設の機能や重要性、防災対策の必要性について体感的に理解し、

防災意識の向上が図られるよう取り組みます。 

○ 大規模盛土造成地の安全性把握に向けた調査を進めるとともに、宅地造成及び特定盛土等

規制法に基づき、危険な盛土等による災害の発生を防止するため、「盛土対策チーム」に

おいて、関係部局が連携した盛土対策の推進を図ります。 

○ 原子力災害に備え、市町や関係機関と連携した広域避難訓練の実施や避難路の整備を進め、

広域避難計画の実効性を高めます。 

○ 南丹地域災害医療連絡会の開催や災害医療訓練の実施により、災害時における南丹地域の

医療体制の強化や、災害医療の人材育成等を図ります。 

○ 災害時要配慮者の避難を円滑に行うため、市町における個別避難計画の作成を促進すると

ともに、医療的ケアが必要な難病患者や小児慢性特定疾病児童等の安全を守るため、自治

会や民生委員・児童委員等支援関係者とともに個別の行動計画の策定を支援します。 
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イ 暮らしの安心まちづくりの推進 

□家畜伝染病や有害鳥獣に対する備えを強化します。 

○ 家畜伝染病対策をはじめ様々な危機事象への迅速・的確な対策を講じ、安心・安全で住み

やすい京都丹波をつくります。 

○ 府内で最も畜産が盛んな地域であるため、豚熱（ＣＳＦ）や高病原性鳥インフルエンザ等

の発生防止に向け、南丹家畜保健衛生所等と連携し、野生鳥獣の侵入防止など万全の衛生

対策を推進します。また、発生時に必要な資材や人員などの防疫体制を整備するとともに、

総合訓練などを実施して発生に備えます。 

○ 市町や有害鳥獣捕獲班員と連携し、ＩＣＴ機器を活用した捕獲檻の導入などにより捕獲者

の負担軽減を図るとともに、地域ぐるみの捕獲に取り組みます。また、猟友会等による食

肉処理加工施設の整備を支援し、狩猟から捕獲、ジビエの利活用や販売促進活動など、総

合的な対策を推進します。 

○ ツキノワグマの人身被害の防止に向け、市町や警察、猟友会との連携による出没防止対策

や緊急銃猟に対する取組を支援します。 

 

□生涯にわたって健康に暮らせる地域づくりを推進します。 

○ 急性期から回復期、在宅療養に至るまで、切れ目なく医療が提供できるよう、地域医療支

援病院である京都中部総合医療センターを軸にした圏域医療機関の医療分担を図り、地域

の実情に即した広域的な地域医療連携体制の整備を進めます。 

○ 新型コロナウイルス感染症等新たな感染症への危機対策として、市町や医療機関等と連携

を図りながら、感染の予防や拡大の防止に向けた体制づくりを推進します。 

○ 高齢者施設などにおける感染性胃腸炎、インフルエンザなどの集団感染については、発生

時に早期終息を図るため、発生の早期探知や施設での対策への助言を行います。また、施

設職員への研修等を実施し、施設内の体制整備を支援します。 

○ 認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域で安心して暮らせるように、本

人や家族のニーズと市町の認知症サポーター等の支援をつなぐ仕組み（チームオレンジ）

の立ち上げ支援や認知症カフェ等の居場所づくりなど、多様な主体の参画による認知症総

合対策を進めます。 

○ 京都丹波福祉職場応援プロジェクト促進会議を中心に、医療・福祉の担い手の確保を支援

します。 

○ オール京都丹波で地域の特性に応じた府民の生涯にわたる健康づくりを府民運動として

推進するため、７つの生活習慣（栄養・食生活、身体活動・運動、喫煙、歯と口腔の健康、

休養・睡眠、飲酒、こころの健康）について、現状分析や啓発を行います。 

○ 野菜たっぷりで、減塩や低栄養予防に配慮した「なんたん・かんたん・やさい料理レシピ」

をホームページ等において普及啓発を行い、心疾患、腎疾患、糖尿病の予防を進めます。 

○ 住民主体の介護予防を推進するため、「なんたん元気づくり体操」や「お口の健康体操」、

適切な栄養・食事の摂り方を普及し、総合的な健康づくりを進めます。 
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□交通安全対策を推進します。 

○ 交差点や橋りょう、横断歩道、道路表示板、トンネル等の照明のＬＥＤ化を推進し、交通

安全の確保を図ります。 

○ 市町教育委員会・警察・道路管理者が連携して実施した通学路合同点検で、対策必要箇所

として抽出された箇所において、歩道整備等の安全対策を推進します。 

 

□京都丹波の豊かな自然環境を保全します。 

○ 天然記念物であるアユモドキをはじめ多くの生物の生息環境の保全・再生等を、市町や

ＮＰＯ等地域活動団体、住民等との協働により推進します。 

○ 森林・林業・木材関係者と連携し、木材利用コンクール（もくもくコンクール）等の木育・

森林環境教育や府内産木材の利用拡大の取組を推進することで、森林整備の必要性や木材

利用の意義について理解促進を図るとともに、CO2 吸収など森林の公益的機能の増進に向

けて、間伐に加え、皆伐・再造林による「伐って、使って、植える」循環型の森林整備を

推進します。 

 

（２）誰もが希望を持って活躍できる「はぐくまれる京都丹波」 

ア 「子育て環境日本一」の京都丹波の実現 

○ 子育て支援団体、経済団体、関係行政機関等で構成される「京都丹波子育て文化推進協議

会」において、子育て支援に係る様々な課題を協議し、オール京都丹波で、この地域が子

育て世代に魅力がある地域と実感できる取組を進めます。 

● 豊かな自然や歴史文化など特色ある地域資源を生かし、子どもたちの京都丹波ならではの

探究的な学びや体験機会を創出する「京都丹波ＳＴＥＡＭ（仮称）」を推進します。 

○ 地域において子どもを産み育てやすい環境を整え、地域全体で妊産婦や子育て家庭を温か

く見守り支える気運を醸成する「子育て応援フェスタ」等を関係機関等と連携し開催しま

す。 

○ 京都丹波の子どもたちの作品を一堂に展示する「京都丹波美術工芸教育展」をはじめ芸術

分野やスポーツ分野において校区や校種、年齢を越えた交流を行うことにより、次世代の

地域づくりの担い手を育成します。 

○ 地元高校生等が子どもたちと交流する機会を提供し、子育てに対する夢や希望を育む意識

を醸成します。 

○ 発達障害児支援の専門機関である花ノ木児童発達支援センターをはじめ、医療、保健、福

祉、教育などの関連分野が連携して一貫した支援が実施できるようネットワークの強化等

を進め、発達障害のある子どもとその家族を支援します。また、不登校、ひきこもりなど

の状態にある方について、それぞれの個性を理解し、その方に合った社会参加を、ＮＰＯ

等地域活動団体と連携しながら、促進します。 

 

イ 誰もが生き生きと暮らせ、人権が尊重される社会の実現 

□人権が尊重される地域づくりを推進します。 

○ 部落差別や、女性、障害者等に対する差別、ヘイトスピーチ、ＬＧＢＴ等性的少数者の問
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題など様々な人権課題に対して、人権強調月間や人権週間での街頭啓発、市町の実施する

啓発事業への支援や、人権問題法律相談などにより、効果的な啓発や相談体制の整備に取

り組みます。 

 

□ＮＰＯ等地域活動団体やボランティア等との協働による地域づくりを推進します。 

○ 地域住民等による持続的な地域活動を進めるため、ＮＰＯ等地域活動団体の交流会やセミ

ナーの開催や多様な主体の参画による地域活動の促進、訪問による活動支援など、市町と

連携した京都丹波パートナーシップセンターの取組を展開します。 

○ 住民主体の地域課題解決の取組を「地域未来づくりプロジェクト交付金」により支援し、

活動の裾野を広げます。 

○ 亀岡市の「セーフコミュニティ」の活動を支援するとともに、京都丹波全域に「セーフコ

ミュニティ」の理念を広げ、安心・安全な地域づくりを進めます。 

○ 関係団体等と連携した京都丹波の暮らしの魅力などの情報発信を強化し、地域に関心を持

つ国内外の人々との関わりを創出することで、関係人口の拡大を図り、移住促進とともに

多様なライフスタイルの実現を支援します。 

○ 中山間地域等における持続可能な農山村コミュニティの創出を図るため、市町等と連携し、

集落等による地域活動の維持・活性化に向けた取組を支援するとともに、移住者等が地域

の担い手として活躍できるよう、地域とのつながりづくりやコミュニティ参画を促進しま

す。 

 

□高齢者や障害のある人等、支援を必要とする人の生活支援・社会参画を推進します。 

○ 南丹圏域障害者総合相談支援センター「結丹」や障害児者総合支援ネットワーク「ほっと

ネット」を核として、障害者のライフステージ全般にわたる総合支援体制の充実を図り、

障害者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう支援します。 

○ 障害者の収入増を図るため、オリジナルブランド「ぬくもり京都丹波」等の商品の販売促

進を強化します。 

○ 通院・買い物等での高齢者の移動支援などに取り組むＮＰＯ等地域活動団体の活動を支援

します。また、デマンド交通などの導入による地域内の移動・交通手段の確保を支援しま

す。 

 

（３）魅力と活力にあふれる「輝く京都丹波」 

ア 豊かな自然・歴史文化や食などの地域資源を生かした京都丹波ブランドの発信 

□京都丹波ブランドを全面に出したイメージ戦略を推進します。 

○ 様々なイベントや各種広報物において「京都丹波」の統一的な名称使用を進めるとともに、

ＳＮＳ等のデジタル媒体を活用した戦略的な情報発信により、京都丹波の地域ブランドの

認知度向上と浸透を図り、国内はもとより世界に向けてその魅力を発信します。 

● 道の駅等の集客拠点が連携した一体的なプロモーションの実施により、「心身の健康を育

む食と緑の地域」というブランドイメージの浸透を図ることで、地域の認知度向上と誘客

促進につなげます。 
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○ 多様な主体の視点を生かし、京都丹波の地域資源を活用した新たな魅力あるコンテンツの

発掘・磨き上げを進めるとともに、管内フィルムコミッション等との連携を通じて京都丹

波ファンや関係人口の拡大をめざします。 

○ 「第 43回全国都市緑化フェア in京都丹波」の開催を通じて、管内２市１町と一体的に取

り組んだ「京都丹波」としての連携を今後の地域づくりに生かします。 

 

□京都丹波の豊かな地域資源を生かしたにぎわいづくりを推進します。 

○ 京都丹波高原国定公園ビジターセンターや芦生の森、美山かやぶきの里などの観光資源を

生かし、森の京都ＤＭＯや大丹波連携推進協議会等と連携して、観光資源の磨き上げや周

遊ルートの形成、観光プロモーションを推進し、京都丹波への誘客と交流人口の拡大を図

ります。 

○ 京都舞鶴港や関西国際空港等を利用して京都市を訪れるインバウンド旅行者や国際イベ

ント来場者の京都丹波への誘客を促進するため、京都府観光連盟や森の京都ＤＭＯ等と連

携し、海外向けの情報発信やプロモーションを強化するとともに、地域資源を生かした周

遊・滞在型観光の充実を図ります。 

● 東洋医学における、よりよく健康に、楽しく生きる「養生」の考え方に基づき、豊かな森

や清流、食文化など京都丹波ならではの地域資源を生かし、訪れる人々の心と体を整える

ウェルネスツーリズムを推進します。 

○ 市町やＮＰＯ等地域活動団体、企業等との連携により、食や自然・歴史文化、スポーツな

ど京都丹波の魅力を体感できるイベントを開催し、京都丹波の魅力を広く発信します。 

○ イベントやメディアを通じた京都丹波のスイーツやグルメの地域内外への情報発信によ

り、いちおし食材等における観光コンテンツとしての魅力・価値を高め、京都丹波への「食」

を目的とした観光誘客を促進し、「食の京都」の取組を推進します。 

● 地域外からの教育体験の受入を推進し、地域外の子どもたちと地域住民との持続的な交流

を生み出すことで、若年層を中心とした都市部住民の京都丹波への関心を高め、将来にわ

たって地域と多様な形で関わる関係づくりを促進します。 

○ 地域アートマネージャーや管内施設学芸員、文化観光サポーター、地域の文化団体等と連

携し、京都丹波の自然や歴史、伝統芸能に着目した地域文化の継承支援や文化財活用によ

る観光振興に取り組むなど、地域の活性化を推進します。 

○ 「保津川かわまちづくり計画」に基づき、保津川が有する広大な水辺空間を活用して、亀

岡市と連携しながら芝生公園、河川管理用通路等、自然を感じつつ様々な交流・ふれあい

活動ができる場を創出します。 

 

イ スポーツ資源等を生かした交流等の促進 

● 府立京都スタジアムや府立丹波自然運動公園、京都トレーニングセンターなどのスポーツ

拠点や、豊かな自然環境を生かし、誰もが生涯を通じてスポーツに親しめる環境の充実を

図り、府民の健康・体力づくりを進めます。 

● スポーツ大会やスポーツイベント、合宿等の誘致に取り組むとともに、ウォーキングやニ

ュースポーツ、ｅスポーツ、パラスポーツ等を推進し、世代や障害の有無を問わず、スポ
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ーツを通じて多様な交流機会を創出します。 

○ 「森の京都を歩こう！京都丹波健康ウォーキングマップ」や「京都丹波サイクルルート」

の活用普及により、森の京都の豊かな自然や歴史文化を生かした健康づくりを推進します。 

○ 京都トレーニングセンター等と連携しながら、子どもたちの潜在的なスポーツ能力の可能

性を広げるため、体力測定事業の活用を通じて体力づくりを推進します。 

○ 京都トレーニングセンターを核として、国の機関や大学、競技団体等との連携により、地

域のジュニアアスリートの育成やトレーニング機会の充実を図ります。 

○ 府立京都スタジアムのｅスポーツ施設等を活用し、ｅスポーツの体験・交流イベントの開

催や、関連事業者・教育機関等と連携したＩＴ関連人材の育成等に取り組むことにより、

多様な人々の来訪や交流を促進します。 

○ 府立京都スタジアム周辺の道路について、亀岡市等と連携して歩行者空間の拡幅を行うこ

とで、歩行者の利便増進や施設の利用促進を図ります。 

○ ワールドマスターズゲームズ 2027 関西のような国内外から多くの参加者が集う世界規模

のスポーツ大会の開催の機会を捉え、商工団体等と連携して地域のにぎわい創出につなげ

ます。 

○ 京都サンガＦ.Ｃ.の本拠地である府立京都スタジアムの集客機能を生かし、選手との交流

機会の創出や商店街や地域事業者等による京都丹波地域内の周遊促進を図ることで、にぎ

わい創出、さらには地域経済の活性化につなげます。 

 

ウ 京都丹波の産業を担う輝く人づくり 

● 未来の地域産業を支える人材が、京都丹波で働くこと、住むこと、そして新たな挑戦にか

ける思いを地域内外に発信する「京都丹波の輝く担い手交流会（仮称）」を開催するなど、

人材交流と活動発信の場づくりを進め、京都丹波で新たなことにチャレンジする機運を醸

成します。 

● 高校、高等教育機関等と連携し、京都丹波で輝く担い手の活動紹介やワークショップ等を

通じて京都丹波で働くことの魅力発信を進めます。 

○ 大規模経営者から少量多品目栽培の新規就農者まで様々な農業経営体が食生活様式の変

化に伴う消費者ニーズに対応できるよう、産業支援機関や企業、地域商社等と連携した支

援を行い、京都丹波の食の担い手として育成します。 

○ 南丹高等学校テクニカル工学系列と地元パートナー企業との連携を促進し、ものづくりを

担う人材の育成、製造現場を支える技術・技能の継承を地域ぐるみで支援するとともに、

管内の高校生等が地元企業の魅力や役割を理解する機会を充実させ、若者の地元定着を促

進します。 

○ 林業の担い手確保に向け、府立林業大学校及び地域の関係者と連携し、高校生、大学生及

び社会人を対象とした林業体験・地域体験を実施することで、林業と地域の魅力の発信を

強化し、府立林業大学校への就学や地域の林業事業体への就業、移住・定住につなげる取

組を推進します。 
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エ 農林水産業を支える持続可能な産地づくり 

○ 担い手が不足し今後の営農が危ぶまれる地域農業の維持・発展のため、集落営農組織や農

企業者等が取り組む加工・販売、法人化の支援を進めるとともに、集落営農の経営力強化

に向けた農地の集約化や組織体制の強化、就業者の育成・確保を支援します。 

○ 営農を展開するための基盤づくりとして、国営ほ場整備事業亀岡中部地区をはじめとした

生産基盤整備事業による区画整理を推進し、担い手の経営強化や生産の効率化を下支えし

ます。また、亀岡中部地区を中心に京野菜等の高収益型作物の導入による産地育成を進め

ます。 

● 四季折々の旬の食材を用いたグルメや有機農業等による農産物・加工品など健康志向に対

応した商品の開発や販売を促進し、地域産品の高付加価値化を推進します。 

○ 食味ランキングの特Ａ獲得をめざす水稲や黒大豆、小豆、京野菜など日本を代表する京都

丹波の農畜産物の生産拡大と品質向上に向け、地域農業の生産体制の強化に取り組むとと

もに、スマート農業（ＩＣＴ活用等）等の先進技術の取組や高温・猛暑・渇水等の気候変

動に対応した取組を農林水産技術センターとも連携して推進します。 

○ 有機農業の推進に向けてオーガニックビレッジ宣言を行った亀岡市をはじめ、各市町とも

連携して、生産者に対し、学校給食に利用される有機栽培米や特別栽培米等の安定生産に

向けた技術支援を行うとともに、環境負荷低減活動の計画を認定する「京都府みどり認定」

の取得を推進します。また、直売所とも連携し、有機農産物や「京都府みどり認定」を取

得した農産物のＰＲと販路開拓を支援します。 

○ 南丹家畜保健衛生所を中心とした「京の畜産応援隊」と連携し、農林水産大臣賞を獲得し

た京都丹波産和牛の生産拡大や飼料高騰対策、畜産物の販路開拓、加工品開発など畜産農

家の企業的な経営の取組を支援します。 

○ 丹波くりの生産拡大を図るため、せん定をはじめとした適切な栽培管理方法の普及を進め

ます。また、中核的生産者により設立された「京都丹波くり研究会」等の生産者団体やＪ

Ａ、市町と連携し、生産者間のネットワーク強化と高度な栽培技術の普及により、丹波く

りのブランド価値を高めます。 

○ 森林組合等の林業事業体、木材市場、木材加工流通業者、工務店など、川上から川下まで

の関係者の連携によるサプライチェーンの取組を推進し、地域産材利用の拡大を図ります。 

○ 市町等の関係機関と連携し、全国的に名高い“美山川の鮎”をはじめ良質な鮎の増殖や販

路の拡大を支援するとともに、観光資源として活用するために「京都・丹波あゆ街道」の

取組等と連携し、地域内外への効果的なＰＲを進めます。 

 

オ 企業の成長と地域経済の好循環による商工業振興 

○ 高速道路等の交通ネットワークや企業集積の強みを生かして、新たな産業用地の整備を支

援するとともに、多様な分野の企業誘致を促進し、良質な雇用の創出や投資効果の地域へ

の波及を通じて、地域経済の好循環を創出します。 

○ 地域内企業が抱える、人材確保・育成や販路開拓、事業承継、ＤＸへの対応など多様化・

複雑化する経営課題に対して、関係支援機関の連携・協力のもと伴走型支援を展開し、企

業の変革と成長を後押しすることで、地域産業の競争力強化と地域経済の持続的発展につ
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なげます。 

○ 管内中小企業のネットワーク形成や、「オープンイノベーションセンター・亀岡」をはじ

めとする産学公連携を促進し、企業の課題解決や新たな事業展開を支援するとともに、若

者にとって魅力ある企業の育成を推進します。 

○ 商店街創生センターと連携し、地域内の企業やまちづくり団体など多様な主体のネットワ

ーク化を進め、地域住民がふれあえるコミュニティの場として商店街の振興を図ります。 

● 市町の地域商社、商工関係団体等と連携し、京都丹波で輝く担い手のこだわり商品の商談

会を開催するなど販路開拓を支援します。 

○ 明治国際医療大学等と連携し、東洋医学の知見（養生）や食・森林・農など京都丹波なら

ではの地域資源を生かしたウェルネスプログラムの充実を図るとともに、企業の健康経営

を推進し、働く人の心身の健康増進と企業の持続的な成長を支援します。 

○ 関係機関等と連携し、職場体験等を活用しながら、移住者等への就労機会の提供に取り組

む地域内企業、福祉事業所等を掘り起こすとともに、Ｗｅｂサイト等で企業の魅力を広く

情報発信します。 

○ 地元企業や地域のシルバー人材センターをはじめとする関係団体等と連携し、人材育成・

活用を進めるとともに、省力化等をめざした生産工程の自動化等による人材不足の解消に

取り組みます。 

 

（４）人とモノの交流を支える基盤となるインフラ網の整備 

ア 京都縦貫自動車道からのアクセス道路の整備促進 

■京都縦貫自動車道からのアクセス道路など地域の生活や地域産業を支える交通ネットワー

クの整備を進めます。 

○ 阪神地域と亀岡市街地を結び、緊急輸送道路ネットワークを確保するとともに、地域産業

の振興等に寄与する国道 423号（法貴バイパス）の整備を推進します。 

○ 緊急輸送道路ネットワークを確保するとともに、地域産業の振興等への寄与や大阪方面と

の交流拡大が期待できる枚方亀岡線及び茨木亀岡線の整備を検討します。 

○ 京都市と亀岡市を結ぶバイパス等のネットワーク強化を促進します。 

○ 国道９号の交通安全対策を促進するとともに、国道９号下矢田交差点までの枚方亀岡線の

整備を推進します。 

○ 幅員狭小で線形不良のため大型車の離合が困難となっている綾部宮島線（肱谷バイパス）

等の整備を推進します。 

○ 災害時等における孤立集落の発生を防止するとともに、広域的な交流拡大が期待できる国

道 162号及び京都広河原美山線の整備を検討します。 

○ 亀岡市川東地区と亀岡市街地を結び、地域振興にも寄与する亀岡園部線の整備を推進しま

す。 

○ ＪＲ山陰本線沿線全体の公共交通サービスの改善に取り組むとともに、鉄道駅や主要バス

停の乗継利便性や待合快適性の向上、交通系ＩＣカードシステム等のキャッシュレス化の

拡充を促進します。 
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イ 桂川等の河川整備の推進 

■治水安全度の向上に向けた河川整備をまちづくりと一体的に推進します。 

○ 「桂川上流圏域河川整備計画」に基づき、治水安全度の着実な向上を図ります。 

○ 国が設置する淀川流域治水協議会及び由良川流域治水協議会において情報共有・意見交換

しながら、「治水効果の見える化」を図ります。 

○ 桂川の治水安全度を向上させるため、国による嵐山地区での河川整備の進捗を踏まえ、上

流、下流のバランスにも十分配慮しながら、河川整備を計画的かつ着実に進めます。 

○ 園部川、千々川、東所川、雑水川及び七谷川について、桂川改修との整合を確保しながら

治水安全度の向上を図るため、河川改修事業を推進します。 

○ 「由良川上流圏域河川整備計画」に基づき、治水安全度の向上を図るため、高屋川、大朴

川、須知川について、浸水被害の軽減に向けて、護岸整備等の河川改修事業を推進します。 

○ 篠原西一谷川、上乙見川、谷山川、西谷川及び塩谷一谷川について堰堤の新設を、津の本

谷川、清谷川、年谷川、池ノ谷川及び葉婦川について既存堰堤の改良を推進します。 
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南丹地域振興計画の数値目標 

 

 

（１）暮らしを支える「安心の京都丹波」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

地域の防犯、防災、交通安全活動などに取

り組んでいる人の割合 
％ 

27.1 

（2025 年度） 
35.0 

自主防災組織タイムライン策定数（累計） 件 
43 

（2025 年度） 
60 

住んでいる地域は、高齢（者）になっても

暮らしやすい体制（医療、福祉のほか社会

生活全般）が十分に整っていると思う人の

割合 

％ 
84.5 

（2025 年度） 
90.0 

 

（２）誰もが希望を持って活躍できる「はぐくまれる京都丹波」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

住んでいる地域が、子どもが育つのに良い

環境だと思う人の割合 
％ 

84.5 

（2025 年度） 
90.0 

体験型学習事業の参加者数 人 
2,500 

（2025 年度） 
2,900 

京都府は、人権が尊重された豊かな社会に

なっていると思う人の割合 
％ 

31.8 

（2025 年度） 
50.0 

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生き

がいを感じるものがある人の割合 
％ 

75.1 

（2025 年度） 
80.0 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

地域の防災、防犯体制の強化・充実により、

約 10 ポイントの増加をめざす 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:29.0 

2028 年度:31.0 

2029 年度:33.0 

ア 

防災士を派遣し、講習会や防災訓練等を通

じてタイムライン策定を支援することに

より、2030年度に累計 60 件をめざす 

南丹広域振興局によ

る実態把握 

2027 年度:47 

2028 年度:51 

2029 年度:55 

ア 

地域包括ケアシステムの充実や地域交通

等、暮らしやすい地域づくりの推進によ

り、約５ポイントの増加をめざす 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:86.0 

2028 年度:87.0 

2029 年度:88.0 

イ 

 

 

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

子育て環境の充実を進め、早期に 90％をめ

ざし、この数値を維持していく 

京都府民の意識調査

（京都府） 

90.0 

（毎年度） 
ア 

地域資源を生かした体験機会の創出を通

じて、2030年度に 2,900 人をめざす 

南丹広域振興局によ

る実態把握 

2027 年度:2,600 

2028 年度:2,700 

2029 年度:2,800 

ア 

人権尊重の取組を進め、50％をめざす 

京都府人権尊重の共

生社会づくり施策推

進計画に関する府民

調査（京都府） 

－ イ 

地域住民の活動支援により 80％をめざす 
京都府民の意識調査

（京都府） 

80.0 

（毎年度） 
イ 

 

  

地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、計画の最終年度（2030

年）における数値目標を設定します。 

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画の期

間満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に置き換え

るものとします。 



40 

 

 

（３）魅力と活力にあふれる「輝く京都丹波」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

管内の道の駅利用者数 千人 
3,136 

（2025 年度） 
3,330 

森の京都エリアの観光消費額単価 円 
4,400 

（2025年） 
6,600 

歴史的な文化遺産や文化財などが社会全

体で守られ、活用されていると思う人の割

合 

％ 
80.8 

（2025 年度） 
90.0 

管内スポーツ施設（府立京都スタジアム、

京都トレーニングセンター）の利用者数

（観客数を含む） 

千人 
601 

（2025 年度） 
617 

新規就業者数（農林業）（累計） 人 
26 

（2024 年度） 
156 

従業者１人当たりの粗付加価値額（製造

業） 
千円 

15,452 

（2025 年） 
20,000 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

道の駅等の交流拠点が連携した一体的なプ

ロモーションや周遊促進に取り組み、地域内

外からの誘客と利用機会の拡大を図ること

で、2030年度に 3,330千人の達成をめざす 

南丹広域振興局に

よる実態把握 

2027 年度:3,180 

2028 年度:3,230 

2029 年度:3,280 

ア 

目標年に基準年の約 1.5倍 
京都府観光入込客

等調査（京都府） 

2027 年:4,950 

2028 年:5,500 

2029 年:6,050 

ア 

歴史的な文化遺産や文化財などを社会全体

で守る取組を進め、90％をめざす 

京都府民の意識調

査（京都府） 

90.0 

（毎年度） 
ア 

スポーツ大会やスポーツイベント、合宿等の

誘致を進めるとともに、付帯施設の活用の拡

大を図り、2030年度に 617 千人をめざす 

京都府文化生活部

による実態調査 

2027 年度:579 

2028 年度:591 

2029 年度:603 

イ 

京都丹波で活躍する担い手の活動発信や人

材交流の促進、高校や高等教育機関等と連携

した魅力発信により、2030年度に累計 156名

の確保をめざす 

京都府農林水産部

による実態調査 

2027 年度:39 

2028 年度:78 

2029 年度:117 

ウ 

目標年に基準年の約 1.3倍 
経済構造実態調査

（経済産業省） 

2027 年:16,600 

2028 年:17,800 

2029 年:18,900 

オ 
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１ 地域のポテンシャル（魅力の源泉） 

（１）安心・安全・共生の基盤 

• 由良川水害の経験を踏まえた流域治水の取組や、自主防災組織の高い組織率、原子力防災へ

の備えなど地域の安心・安全を支える基盤に加え、地域医療体制の充実や外国人住民との共

生に向けた取組などが進められており、誰もが安心して暮らし続けられる地域の強みとなっ

ています。 

 

（２）学びと若者・人材育成 

• 福知山公立大学、舞鶴工業高等専門学校など、地域の学びと産業をつなぐ高等教育・人材育

成機関が立地し、若者が地域課題や企業活動に関わりながら実践的な知識・技術を身に付け

る環境が整っているとともに、地域外の大学等のフィールドワークや地域連携活動の受入れ

も行われており、多様な人材の交流を通じて新たな価値創出が進められています。 

 

（３）ものづくり・雇用・産学公連携 

• 長田野工業団地、綾部工業団地等を中心に、多様なものづくり企業が集積し、高度な技術や

製造ノウハウが蓄積されているとともに、日本海側の物流拠点である京都舞鶴港を有し、北

部産業創造センターをはじめとする産学公連携の推進や、今後整備される農林水産技術セン

ターの次世代農林水産業・フードテック実証拠点機能を生かした研究開発や技術実証を進め

られる予定であり地域産業の発展を支えるポテンシャルを有しています。 

 

（４）子育て・医療・暮らしやすさ 

• 大江山、由良川、舞鶴湾などの豊かな自然環境に加え、地域医療を支える医療提供体制、暮

らしを支える生活機能、地域ぐるみの子育て支援ネットワークなどを背景に、福知山市、舞

鶴市及び綾部市は合計特殊出生率が京都府内でも上位に位置するなど、安心して子どもを産

み育て、健康に暮らし続けることができる地域であることが強みとなっています。 

 

（５）観光・交流・地域ブランド 

• 福知山城、福知山鉄道館フクレル、舞鶴赤れんがパーク、あやべグンゼスクエアなどの観光

拠点に加え、クルーズ船・フェリーの玄関口機能を担う京都舞鶴港が立地しているなど、多

様な来訪者を受け入れ、地域内へ回遊させる交流資源があり、これらの資源を生かした周遊

環境の形成により、地域全体の魅力を体感できる観光・交流エリアとしての発展が期待でき

ます。  
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２ 地域のポテンシャルを活かした重点プロジェクト 

中丹地域のポテンシャルを最大限に活かして、以下の重点プロジェクトを展開します。 

 

（１）安心してともに暮らせる中丹プロジェクト 

• 気候変動の影響により今後の降雨量の増加が見込まれることを踏まえ、流域のあらゆる関係

者が協働し、ハード・ソフト一体で実施する流域治水の取組を推進します。 

• 大規模災害時の自衛隊、警察、消防等防災関係機関の応援隊の集結や救援物資輸送の集配な

どを担う京都舞鶴港の広域防災活動拠点の機能強化を図るとともに、関係機関と連携した防

災訓練を実施します。 

• 中丹地域医療構想調整会議において、外来医療、在宅医療、介護との連携、人材確保等を含

めた地域の医療提供体制の課題について協議し、解決に向けた取組を進めます。 

 

（２）若者が未来を拓く中丹プロジェクト 

• 福知山公立大学や舞鶴工業高等専門学校をはじめ、中丹地域に関わる高等教育機関、高校、

地域企業、行政等が連携し、若者が地域課題や企業活動、地域活動に関わる機会を拡充しま

す。 

• 小中学生や高校生が地域の産業や暮らし、文化に触れ、学ぶ機会を充実させるとともに、学

校、地域企業、地域団体、行政など多様な主体との連携を通じて、地域への理解と愛着を育

み、地域の未来を拓く人材を育成します。 

• 企業見学や職場体験、保護者への効果的な情報発信などを通じて、地域企業への理解促進を

図るとともに、企業の採用力向上や働きやすい職場づくりを支援し、若者の地元就職と定着

の促進につなげます。 

 

（３）ひと・ものを生み出す中丹プロジェクト 

• ＡＩをはじめとする先端技術やグローバル化に対応できる人材を育成するため、高等教育・

人材育成機関、地域企業、行政等が連携した実践的な学びを推進し、地域産業と地域社会を

支える次世代人材の育成を進めます。 

• 農林水産業、ものづくり産業をはじめとする地域の産業の高付加価値化と持続的発展に向け、

農林水産技術センターの次世代農林水産業・フードテック実証拠点機能を活かした研究開発、

技術実証、技術普及及び人材育成、北部産業創造センターにおける技術開発や事業化への支

援並びにインフラ・物流基盤の強化を進めます。 

• 高等教育・人材育成機関、企業、行政が連携し、若者から社会人、シニア世代まで、学び直

しやリカレント教育に加えて、新たな産業創出に取り組める環境づくりを進めます。 

 



47 
 

（４）暮らしやすさが魅力の中丹プロジェクト 

• 妊娠・出産期から乳幼児期、学齢期までの相談支援や子育てに理解のある職場づくり、地域

での見守りを進めるため、交流会などの機会づくりを行うなど、「中丹子育て未来づくり

100 人会議」により、地域全体で子育て世代を支える環境づくりに取り組みます。 

• 外国人住民や外国人労働者の増加を踏まえ、関係機関と連携し、地域での日本語教育や交流

機会の充実を通じて、外国人住民が地域社会の担い手として活躍できる多文化共生社会づく

りを進めます。 

• 管内３市との移住促進ネットワークに加え、京都移住コンシェルジュや北京都ジョブパーク

等と連携し、移住・定住情報の共有、仕事や住まいに関する相談、地域とのマッチング、空

き家・空き店舗の活用を進めます。 

 

（５）つながりと魅力が広がる中丹プロジェクト 

• 福知山市ファームガーデンやくの（道の駅「農匠の郷やくの」）や舞鶴赤れんがパーク、あ

やべグンゼスクエア等の地域資源を生かした周遊観光や滞在型観光の充実、体験型観光の展

開を通じて、地域のにぎわいを創出するとともに、関係人口の拡大につなげます。 

• 大野辺緑地をはじめとする港湾エリアの魅力向上や利活用を進めるとともに、交流やにぎわ

いを創出し、市民や来訪者に親しまれるウォーターフロントづくりを進めます。 

• 全国でも高い評価を受ける中丹地域のお茶をはじめ、地域で育まれてきた特産品や、黒谷和

紙、丹後和紙、丹波漆などの伝統産業の技術や文化を次世代へ継承するとともに、大学生を

はじめ企業や行政等の多様な若者が参画し、地域課題の解決や地域の魅力向上に取り組むプ

ロジェクトを推進します。 

 



48 
 

３ 「わくわくする中丹」の実現に向けた対応の方向性 

「わくわくする中丹」の実現に向けて、４つの柱に基づき施策を推進します。 

 

（１）危機に備え、地域で暮らし続けられる「安心できる中丹」 

• 気候変動に伴う自然災害の激甚化・頻発化を踏まえ、流域治水や防災基盤整備、原子力防災、

感染症対策、鳥獣被害対策など地域の危機管理体制を強化するとともに、医療・介護・福祉

の充実や人権尊重、多文化共生の推進により、誰もが安心して暮らし続けられる地域づくり

を進めます。 

 

（２）誰もが役割を持って活躍できる「はぐくまれる中丹」 

• 若者の地域定着や子育て環境の充実を図るとともに、学びから就業、地域活動、移住・定住

までを切れ目なく支援し、デジタル技術の活用やリカレント教育、地域や社会を支える担い

手育成を通じて、多様な人材が地域の未来を支える担い手として活躍できる環境づくりを進

めます。 

 

（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く中丹」 

• 海・山・川の豊かな自然や歴史文化、食、伝統産業、スポーツなど中丹地域ならではの地域

資源を磨き上げ、その魅力を広く発信するとともに、観光交流や関係人口の拡大、地域産業

の振興及び次世代人材の育成を通じて、活力と魅力にあふれる地域づくりを進めます。 

 

（４）人や物の交流の基盤となるインフラ網の整備 

• 京都舞鶴港、高速道路、幹線道路、鉄道、地域公共交通などの広域交通・物流ネットワーク

の整備と機能強化を進め、人や物の交流を支える基盤の充実と地域の利便性向上を図ること

で、中丹地域の持続的な発展につなげます。 

  



49 
 

４ 具体的施策 

（１）危機に備え、地域で暮らし続けられる「安心できる中丹」 

ア 災害に強い社会基盤整備 

□流域全体で水害を軽減させる「流域治水」を計画的に推進します。 

● 気候変動の影響により今後の降雨量の増加が見込まれることを踏まえ、流域のあらゆ

る関係者が協働し、ハード・ソフト一体で実施する流域治水の取組を推進します。 

○ 「ため池安心安全マップ」（ハザードマップ）を活用して、災害時の安全な避難を啓

発するとともに、農業用ため池の改修・廃止を計画的に進めます。 

○ 調節池や排水機場の運用などの内水対策に加えて、国や市と連携し市街地の河川改修

を更に進めます。（弘法川・法川） 

○ 市が取り組む内水対策事業（排水ポンプ場整備等）と連携し、市街地の総合的な浸水

対策を進めます。（高野川） 

○ 河川の増水等による住宅地等の浸水を防ぐため、管内３市と連携し浸水対策を進めま

す。（伊佐津川、高野川、志楽川、河辺川、八田川、犀川、牧川、宮川、和久川、大

谷川） 

○ 河道内や砂防えん堤背面に堆積した土砂を除去し、浸水被害や土石流の発生を抑制す

るため、計画的な浚渫事業を実施します。 

○ 由良川改修について、河川整備計画に基づく国管理区間の河道掘削、堤防整備等の国

直轄事業を促進します。 

○ 内水被害の軽減を図るため、国・府・市が連携し、由良川の河道掘削や排水ポンプ場

及び排水ポンプ車の効果的な運用等を進めます。 

○ 避難所や住宅等を守るため危険木除去や簡易防災施設の設置、砂防・急傾斜地崩壊対

策事業や、京都府災害関連地域防災がけ崩れ対策事業（市町村事業）の支援等により、

土砂災害対策を進めます。（砂防事業、急傾斜事業、治山事業等） 

○ 護岸や離岸堤の整備、適切な維持管理等を通じて海岸の侵食対策を進めます。また、

安全な港湾利用や生物生息地の確保、景観への配慮、海浜の適正な利用を図るため、

漂流・漂着ごみ対策を推進します。 

○ 大規模盛土造成地の安全性を把握する調査を進めるとともに「宅地造成及び特定盛土

等規制法（盛土規制法）」等に基づき、関係機関が連携して危険な盛土等の規制を進

めます。 

○ 廃棄物の不法投棄を撲滅するため、監視体制を強化し、早期発見・未然防止に努める

とともに、悪質な不法投棄に対応するため関係機関との連携を強化します。 

 

□災害発生時等の交通ネットワーク確保や交通安全対策を進めます。 

○ 災害発生時の人員や物資等緊急輸送にかかる交通が確保されるよう、国直轄事業等の

広域幹線道路の整備を促進します。（舞鶴若狭自動車道４車線化（舞鶴西ＩＣ～福井

県）、国道９号（福知山道路、夜久野改良等）、国道 27 号（西舞鶴道路、青葉改良

等）、臨港道路上安久線等） 
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○ 由良川増水時においても、主要な道路の通行を確保できるよう道路整備を進めます。

（国道 175 号（福知山市下天津、舞鶴市志高）、舞鶴綾部福知山線（福知山市川北～

猪崎）、綾部大江宮津線（福知山市大江町関）等） 

○ 子どもや高齢者等の交通事故防止のため、地域、保育所・幼稚園、学校、行政、警察

等と連携し、ハード対策、ソフト対策を進め、安心・安全な交通環境を確保するとと

もに、主要幹線道路等の車両等の通行の安全確保や集落の孤立化防止に向けて、道路

沿いの危険木の伐採や道路のり面の崩壊防止対策など、山地災害危険地区内等の防災

対策を推進します。 

○ 良好な景観の形成と安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上等のため、無

電柱化等を推進します。（舞鶴福知山線、福知山停車場線、福知山停車場篠尾線、福

知山綾部線、小倉西舞鶴線、広野綾部線等） 

 

□施設老朽化等への備えを強化します。 

○ 「府民協働型インフラ保全事業」等を活用し、住民の日常生活における身近な気付き

を地域の安心・安全の向上やインフラ長寿命化等に反映させます。 

○ 国の「第１次国土強靭化実施中期計画による施策」等を活用し、メンテナンスサイク

ルの確立や中長期的な視点に立ったコスト管理等により、道路・橋りょう、河川・砂

防・海岸施設、農業用ため池、治山ダム、漁港等の老朽化対策を推進します。 

○ 木造住宅耐震診断士の派遣や耐震改修費用の補助など住宅耐震診断・改修を支援しま

す。 

 

イ 災害対応力の強化 

□災害発生時の緊急対応体制を充実・強化します。 

● 大規模災害時の自衛隊、警察、消防等防災関係機関の応援隊の集結や救援物資輸送の

集配などを担う京都舞鶴港の広域防災活動拠点の機能強化を図るとともに、関係機関

と連携した防災訓練を実施します。 

○ 危機管理型水位計や河川防災カメラ、路面監視カメラの設置及び適切な維持管理に努

め、河川の水位や雨量、道路の冠水状況など、災害時の避難に必要な情報を迅速に提

供できる環境を整備します。 

○ 平常時から、地域防災訓練の実施や「災害医療連絡会」の開催等を通じて、自衛隊や

防災関係機関、地域災害拠点病院や二次救急医療機関をはじめとする地域の医療関係

機関との連携強化と資機材の整備拡充を推進します。 

○ 大規模災害の発生時には、保健医療福祉調整地域本部によりＤＭＡＴなど保健医療福

祉活動チームの受援体制を構築し、迅速な災害救助活動や超急性期から回復期に至る

切れ目のない医療・保健・福祉の確保を支援します。 

○ 大規模広域災害時等において京都の活力を維持させるため、京都ＢＣＰ行動指針に基

づき、管内関係市や福知山公立大学、ライフライン事業者等の防災関係機関と連携し

て、管内工業団地等における災害情報の収集や応急・復旧対策を支援する連携型ＢＣ

Ｐの取組を進めます。 
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□地域ぐるみによる防災・減災対策の取組を支援します。 

○ 「自らの命は自ら守る」意識を醸成し、地域のつながりを生かして早めの避難を促す

ため、管内３市及び福知山公立大学などと連携し、自主防災組織における水害等避難

行動タイムラインの作成と更新を促進します。 

  

ウ 安心して暮らせる環境整備 

□医療・介護・福祉の充実と健康づくりを推進します。 

● 中丹地域医療構想調整会議において、外来医療、在宅医療、介護との連携、人材確保

等を含めた地域の医療提供体制の課題について協議し、解決に向けた取組を進めます。 

○ 誰もが安心して地域で暮らし続けていけるよう、医療、介護、福祉等の多職種連携を

充実強化し、各市の地域包括システムの構築を支援します。 

○ 在宅での療養から入退院・看取りまで切れ目のない医療介護サービスを提供するため、

医療ソーシャルワーカーやケアマネジャー等の専門職が連携し、情報共有やルール等

の共有などにより、在宅療養を支援する体制づくりを進めます。 

○ 人生 100 年時代を迎える中で、誰もが元気に生き生きと暮らし社会で活躍できるよう、

健康関連データの分析結果を活用し、管内３市、関係機関等との連携のもと、地域課

題に応じたエビデンスに基づく事業を展開することで、健康寿命のさらなる延伸を推

進します。 

○ スーパーマーケットや飲食店等と協働した適塩メニューの活用、普及等生活習慣病予

防の取組を進めます。 

○ 「きょうとプレコン」の普及啓発に努め、若年期から性や健康に関する正しい知識を

持ち、自身のライフデザインを考え、健康管理ができる取組を推進します。 

○ 障害者・高齢者等が安定した地域生活を送るため、圏域リハビリテーション支援セン

ターと連携して管内３市等の活動支援を行い、地域リハビリテーションの推進を図る

とともに、北部高次脳機能障害者支援センターを中心に、高次脳機能障害支援業務と

障害者施策の一体的な推進提供体制の更なる充実を支援します。 

○ 障害のある人が豊かで自分らしい暮らしができるように、関係機関で構成する中丹圏

域障害者自立支援協議会での検討を通じて地域課題の解決を図るとともに、支援者へ

の研修等により、その自立と社会参加の促進を支援します。 

○ ひきこもりの方に対する身近な相談支援体制を構築し、オンラインによる居場所や民

間支援団体による地域の居場所を提供するとともに、チーム絆を中心に管内３市・民

間支援団体などの関係機関との地域支援ネットワークづくりを進め、ひきこもり問題

を相談できずにいる家族や本人の相談意欲・行動意欲を喚起します。 

○ 高齢者単身世帯が増加する中、企業ボランティアによる暮らしを見守るセーフティネ

ットの活動を進めます。 

 

□新興感染症などの発生に対応し、特に高齢者や子どもたちが、安心して暮らし続けるこ

とができる環境づくりを進めます。 
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○ 令和８（2026）年 10 月に創設予定の「京都感染症対策センター（京都ＣＤＣ）」と

の連携により、感染症への総合的な対応力のさらなる強化を図り、感染症患者を受け

入れるために必要な人材育成、関係団体や医療機関が行う研修等の取組を支援します。 

○ 感染症法に基づく医療措置協定締結医療機関等と連携し、新興感染症発生時に迅速に

対応できるよう体制整備を進めるとともに、感染症の発生状況等に関する情報収集・

分析を行い、その情報や感染症の予防に必要な知識の周知に努めます。 

○ 介護福祉施設や児童福祉施設等において、高齢者や子どもが安心してサービスを利用

できるよう、施設職員等への感染症研修の実施などによる感染症対策の取組を支援し

ます。 

○ 高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病に備え、家畜保健衛生所、管内３市、畜産

関係団体等と連携し、発生予防、早期通報、迅速な初動防疫、正確な情報提供に取り

組みます。 

 

エ 万一に備えた原子力防災対策の充実 

□危機管理体制の充実強化を推進します。 

○ 原子力災害発生時における広域避難計画の実効性を高めるため、住民・関係機関等と

連携した訓練により中丹原子力災害警戒支部・対策支部活動計画等の検証を行うとと

もに、緊急事態時に避難者の汚染検査・簡易除染、通過証発行等を行う避難退域時検

査場所を運営できる職員を育成します。 

○ 原子力災害発生時の迅速な避難のため、高浜発電所及び大飯発電所から概ね 30km 圏

内の半島部や山間部など代替ルートのない路線において、車両の離合困難な区間の道

路整備を推進します。（舞鶴野原港高浜線、田井中田線、松尾吉坂線、綾部美山線、

舞鶴和知線、上杉和知線、老富舞鶴線、名田庄綾部線等） 

○ 原子力災害発生時の広域避難ルートを確保するため、舞鶴若狭自動車道の４車線化

（舞鶴西ＩＣ～福井県境）や国道 27 号（西舞鶴道路、青葉改良）の整備を促進する

とともに、小倉西舞鶴線、小浜綾部線等の整備を推進します。 

 

（２）誰もが役割を持って活躍できる「はぐくまれる中丹」 

ア ＵＩターン等により若者等が暮らし続けたくなる環境整備  

□大学等との連携により若者の地域定着を促進します。 

● 福知山公立大学や舞鶴工業高等専門学校をはじめ、中丹地域に関わる高等教育機関、

高校、地域企業、行政等が連携し、若者が地域課題や企業活動、地域活動に関わる機

会を拡充します。 

● 小中学生や高校生が地域の産業や暮らし、文化に触れ、学ぶ機会を充実させるととも

に、学校、地域企業、地域団体、行政など多様な主体との連携を通じて、地域への理

解と愛着を育み、地域の未来を拓く人材を育成します。 

● 高等教育・人材育成機関、企業、行政が連携し、若者から社会人、シニア世代まで、

学び直しやリカレント教育に加えて、新たな産業創出に取り組める環境づくりを進め

ます。 
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□移住希望者の掘り起こしと地域とのマッチングにより移住・定住を促進します。 

● 管内３市との移住促進ネットワークに加え、京都移住コンシェルジュや北京都ジョブ

パーク等と連携し、移住・定住情報の共有、仕事や住まいに関する相談、地域とのマ

ッチング、空き家・空き店舗の活用を進めます。 

○ 地域の魅力ある暮らしの発信、農村での宿泊体験の提供等の地域に密着した仕事おこ

し支援、地域コミュニティの交流拠点づくり及びテレワーク施設やコワーキングスペ

ースの整備を通じて、多様化する移住希望者のニーズに対応した移住者支援を進めま

す。 

○ 移住者や関係人口が住民とともに地域社会の担い手として活躍できる地域づくりや

「二拠点居住者」が副業人材として地域に関わる働き方の実践など、様々なライフス

タイルの実現と持続可能な地域づくりを支援します。 

○ 管内３市や企業、学校等と連携し、ＳＮＳや各種メディアを通じて、中丹地域の子育

て、働き方、移住、観光・イベント、季節の特産品等の地域情報を管内３市で生まれ

育った出身者をはじめ、進学や、転勤、長期出張等ゆかりの方々に対して発信します。 

 

イ 子育てにやさしく安心して暮らせる環境整備 

□安心して子どもを産み育てることができる環境整備を進めます。 

● 妊娠・出産期から乳幼児期、学齢期までの相談支援や子育てに理解のある職場づくり、

地域での見守りを進めるため、「中丹子育て未来づくり 100 人会議」により交流会な

どの機会づくりを行うなど、地域全体で子育て世代を支える環境づくりに取り組みま

す。 

○ 「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」の取組を進め、時間単位の年休取

得、不妊治療に係る休暇、短時間勤務等の柔軟な制度導入、男性育児休業取得など、

子育て世代をはじめ、全ての人が働きやすい職場環境づくりを支援します。 

○ 児童虐待の未然防止のため、管内３市のこども家庭センターを支援するとともに、教

育機関、医療機関等との連携体制の構築を支援します。また、児童相談所の児童福祉

司の増員や市町村職員の受入れ、警察との情報共有等を進めます。併せて、「１８９

（イチハヤク：児童相談所全国共通ダイヤル）」の普及啓発などに努め、児童虐待の

早期発見、早期対応を進めます。 

○ 子どもの最善の利益が実現できるよう児童養護施設の専門機能を充実する取組を支援

するとともに里親制度の普及など家庭での養育が困難な児童を社会で養護する体制の

充実を支援します。 

○ 医療的ケアを必要とする子どもとその家族の生活を支援するため、京都府医療的ケア

児等支援センターと緊密に連携し、医療・保健・福祉・教育等関係機関が連携して対

応できるよう、地域支援体制の整備を進めます。 

○ 人工呼吸器を装着する医療依存度の高い医療的ケア児者は短時間の停電でも生命の危

機にさらされている場合があることから、自助、共助に加え、関係機関と連携した体

制整備を進めます。 
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○ 集団生活に溶け込めず発達に課題のある子等を、保護者と幼稚園・保育関係者両面か

ら早期に発見することにより、発達障害児の早期療育につなげるため、「発達障害児

支援拠点」において医療・福祉・相談を一体的に実施します。 

○ ＩＣＴを活用した学力テストのデータ分析などにより、「主体的で深い学び」や「一

人ひとりの能力に応じた学び」を実現します。 

○ 体験活動や地域活動等を通じて、人を思いやり、尊重する心を育み、豊かな人間性を

育成します。 

○ 子どもたちが地域行事の伝承や体験活動等に関わることにより、ふるさとに誇りと愛

情を持つ次代の地域づくりの担い手を育成します。 

 

□中丹地域における環境政策を総合的に推進します。 

○ 学校や関係団体との連携による由良川流域での一体的な海岸漂着物発生抑制に係る普

及啓発活動を通じて、次代を担う人材の育成に取り組むとともに、企業・関係団体・

行政機関等が連携したネットワークを構築し、効果的な情報提供・共有によって企業

における環境活動の推進を図ります。 

 

ウ 誰もが生き生きと暮らせ、人権が尊重される社会の実現 

□府民一人ひとりが不当に差別されることなく、かけがえのない個人として相互に人権を

尊重し合いながら支え合う人権尊重の共生社会づくりを進めます。 

● 外国人住民や外国人労働者の増加を踏まえ、関係機関と連携し、地域での日本語教育

や交流機会の充実を通じて、外国人住民が地域社会の担い手として活躍できる多文化

共生社会づくりを進めます。 

○ 教職員・社会教育関係者、医療関係者、保健福祉関係者、消防職員、警察職員、公務

員、メディア関係者等人権に特に関係する職業従事者が人権に配慮して業務を遂行で

きるよう、ワークショップ研修やオンライン研修等、様々な研修を通じて人権教育・

啓発を重点的に進めるとともに、人権問題を身近に感じられるよう、学校、企業・職

場、地域、家庭等あらゆる場を通じ、人権教育・啓発に触れる機会の少ない人に対し

ても多様な教育・啓発を進めます。 

○ 部落差別をはじめ、性別による固定的な役割分担意識やジェンダーギャップ、年齢、

障害の有無、国籍、性自認・性的指向等に関する人権課題に対応するとともに、差別

やいじめ等にあった方への人権相談窓口の周知を図り、誰もが安心して暮らし、地域

に参画できるよう、人権教育・啓発の推進と相談体制の整備を図ります。 

 

エ 地域産業・社会を支える人材育成と環境整備 

□地域での働き方・暮らし方の発信や環境整備を進めます。 

○ 長田野・綾部工業団地等の産業集積、京都舞鶴港・高速道路網による交通物流基盤、

農林水産業など中丹地域の強みを活かし、若者が「中丹で働く・暮らす」将来像を描

けるよう、魅力ある企業や多様な働き方、起業・創業へのチャレンジなど、中丹なら

ではの働く魅力を発信します。 
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● 企業見学や職場体験、保護者への効果的な情報発信などを通じて、地域企業への理解

促進を図るとともに、企業の採用力向上や働きやすい職場づくりを支援し、若者の地

元就職と定着の促進につなげます。 

○ 商工会・商工会議所をはじめとする各種団体や京都府生涯現役クリエイティブセンタ

ー等と連携し、中丹ならではの働く魅力を発信するとともに、キャリア形成、リカレ

ント教育、起業・創業、事業承継など、若者や移住者の多様なチャレンジを支援しま

す。 

○ 一人ひとりがその意思や能力等の個々の事情に応じた、時間や場所にとらわれない柔

軟な働き方を選択できるよう、就労環境改善や業務改善など誰もが働きやすい職場環

境づくりを支援します。 

○ 「地域未来づくりプロジェクト交付金」による支援等を通じて、地域活動団体をはじ

め、高等教育・人材育成機関、企業や行政など多様な主体との連携・協働を強化し、

より柔軟で効果的に地域の課題解決へとつなげます。 

○ 農村集落における人口減少・高齢化に伴う担い手不足や集落機能の低下を踏まえ、地

域共同活動の負担軽減・効率化、複数集落の連携、多様な人材の確保・育成及び地域

内外の交流を促進し、持続可能で活力ある農村づくりを推進します。 

○ 定年帰農者、移住者や兼業農家等の農業従事や農業を通じた生きがいづくりなどを支

援し、集落機能の維持につなげます。 

○ ツキノワグマによる人身被害を未然に防ぐため、管内３市と連携し、集落にクマを寄

せ付けない環境づくりの啓発や出没個体への対応を進めるとともに、住宅地等に出没

した場合には、市・警察等と連携し、緊急銃猟等も含めて早期の安全確保に取り組み

ます。 

○ ニホンザルによる地域住民への威嚇や家屋侵入等の被害を防ぐため、群れの行動パタ

ーンを調査し、追払いや捕獲等の対策を行います。 

 

□地域産業の振興、働く場の創出、人材の確保を進めます。 

○ 長田野工業団地、長田野工業団地アネックス京都三和、綾部工業団地等におけるもの

づくり産業の集積や京都舞鶴港・高速道路網等の社会基盤を生かした物流関連企業な

どの立地を促進するため、企業立地促進条例の特定産業集積促進制度の活用や、ディ

ベロッパー（開発業者）と地域とのマッチングやコーディネートなどを通じて、新た

な産業用地の確保と誘致企業の開拓を進めます。併せて、関係機関と連携して、地域

の人材確保を図るとともに、雇用に伴う住宅等諸問題の解決に向けた取組を支援しま

す。 

○ 黒谷和紙、丹後和紙、丹波漆などの伝統産業に係る職人技術や素材を生かし、他産業

との交流・連携による商品開発などの取組を支援します。 

○ 消費者のニーズが高い万願寺甘とう等の京のブランド産品や茶等の生産拡大を図るた

め、産地が培ってきた伝統的な生産技術を継承しながら、スマート農業技術との融合

を図るとともに、気候変動に対応可能な新しい栽培技術の普及を推進します。 
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○ 舞鶴漁港及び卸売市場ではコールドチェーン等の機能強化が計画されており、物流環

境が大幅に改善されることから、舞鶴かに、岩がき及び都まぐろなど特色ある水産物

の振興及び販路開拓を推進します。 

○ 丹波くりについては、中核的生産者（マイスター）の取組を支援するとともに、新規

くり園の造成や栽培技術の向上など京都府丹波くり生産振興計画に基づき、関係機関

と連携した生産振興を図ります。 

○ 地域において、農地利用などの将来計画を定めた地域計画のブラッシュアップを進め、

集落の枠を超えた規模拡大や低コスト・高収益な営農体制構築など経営基盤の強化を

図る取組を支援するとともに、地域内外の多様な担い手を活用することにより、地域

農業の継続に向けた取組を進めます。 

○ 農地の集積・集約化による生産性の向上や、高収益作物の導入を進めるため、農業生

産基盤の整備を推進します。 

○ 大規模養鶏業者が多いことを踏まえ、高病原性鳥インフルエンザに係る巡回点検・指

導等発生防止と発生時に迅速に対応するための訓練の実施など、地域全体で家畜伝染

病への防疫対策を強化するとともに、飼料用稲や飼料用米等の自給飼料を活用した安

心・安全な畜産物の生産拡大を進めます。 

○ 若者をはじめ新規就業希望者等が夢を持って就農等できるよう、実践農場の設置や農

業大学校、林業大学校、畜産人材育成研修（畜産センタ－）、「海の民学舎」修了生

等の受入れを通じて、地域とともに技術・経営の支援を進めます。 

○ 木質バイオマス発電施設への未利用材の活用、「京都府府内産木材の利用等の促進に

関する条例」に基づく建築物の木造・木質化の推進など木材の利用促進を図るととも

に、ＩＣＴを活用した森林測量機器や高性能林業機械の導入、主伐から再造林までの

一貫した作業システムの普及など伐採・搬出コストの低減に取り組み、木材供給量の

増加を図ります。 

○ 林業事業体による持続的な木材生産をめざした森林経営計画の策定支援、無垢材から

合板・燃料まで用途に応じて地元産材を無駄なく効率的に利用する「カスケード利用」

の推進等を通じて森林経営の向上を図ります。 

○ ＩＣＴを活用した需給情報をもとに、林業事業体、製材所、加工流通業者、工務店な

どの関係者による新たなサプライチェーンを構築し、建築資材等への安定した地元産

材の供給を図ります。 

○ 森林経営管理制度に基づく市町村による森林の経営管理の集積・集約化を推進するた

め、管内３市への技術的な支援や、意欲と能力のある担い手の育成に取り組みます。 

 

（３）受け継がれてきた多彩な魅力あふれる「輝く中丹」 

ア 自然や地域文化等の地域資源を生かした交流の拡大と関係人口の創出 

□ 中丹地域の魅力を広域的に発信し、国内外からの誘客を促進します。 

● 福知山市ファームガーデンやくの（道の駅「農匠の郷やくの」）や舞鶴赤れんがパー

ク、あやべグンゼスクエア等の地域資源を生かした周遊観光や滞在型観光の充実、体
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験型観光の展開を通じて、地域のにぎわいを創出するとともに、関係人口の拡大につ

なげます。 

● 全国でも高い評価を受ける中丹地域のお茶をはじめ、地域で育まれてきた特産品や、

黒谷和紙、丹後和紙、丹波漆などの伝統産業の技術や文化を次世代へ継承するととも

に、大学生をはじめ企業や行政等の多様な若者が参画し、地域課題の解決や地域の魅

力向上に取り組むプロジェクトを推進します。 

○ 福知山城、京都舞鶴港、あやべグンゼスクエア等の拠点を中心に、周遊促進や滞在型

観光の充実、地域文化を活かした観光コンテンツや体験型観光の展開を通じて、地域

のファンを増やし、活力と魅力にあふれる地域づくりを進めます。 

○ 大河ドラマや食の京都などの取組を通じて構築したメディアネットワークを活用し、

中丹地域の特色ある食、文化、歴史、自然など観光コンテンツの情報を広域的に発信

します。 

○ 海の京都・森の京都ＤＭＯによる旅行商品創出への参画やプロモーションなどの魅力

発信により、全国からの観光客を中丹エリアへ呼び込みます。 

○ 人流、口コミ、宿泊予約データ等の観光データの収集・分析により、観光ニーズにあ

ったプロモーション等を行うことで、効果的な誘客を展開します。 

○ 丹波くり等の農林産物や歴史・伝統文化等の丹波ブランドを生かし、大丹波連携推進

協議会や海の京都・森の京都ＤＭＯ及び関係市町と連携して食の魅力を発信するとと

もに、広域的な誘客促進を図ります。 

○ 黒谷和紙、丹後和紙、丹波漆などの伝統産業や地域文化を、見学、体験、学習、商品

開発と結び付け、交流人口・関係人口の拡大と担い手育成に取り組みます。 

○ 海の京都・森の京都ＤＭＯ等と連携し、地域資源を生かした魅力的な滞在プログラム

の構築等により観光客の滞在時間の延長を図るとともに、地域特性を生かした農家民

宿・ゲストハウスなど宿泊施設の開業を支援します。 

● 大野辺緑地をはじめとする港湾エリアの魅力向上や利活用を進めるとともに、交流や

にぎわいを創出し、市民や来訪者に親しまれるウォーターフロントづくりを進めます。 

○ 大江山や由良川などの自然を活かし、カヌー、サイクリング、トレッキング、自然観

察などの体験プログラムを充実させ、来訪者が地域の自然や暮らしに触れながら滞

在・周遊できる観光づくりを進めます。 

 

□地域の行事や文化活動等を生かした交流や、農山漁村体験ツアーなどを促進し、地域の

ファンを拡大します。 

○ 地域アートマネージャーにより、地域の文化団体等への支援や連携強化を図るととも

に、「アーティスト・イン・レジデンス」活動、アーティスト作品の展示、府民参加

型の音楽祭などを通じて、文化を活用した地域づくりを進め、人と人との交流を拡大

します。 

○ 地域の祭りや伝統芸能等の地域行催事を次代に継承するため、当日の参加やボランテ

ィア等の担い手が確保できるよう、海の京都・森の京都ＤＭＯ等と連携し、発信力強

化の取組を支援します。 



58 
 

○ 農業体験や山遊び体験、地引き網体験、クラフト体験（和紙、漆工芸等）など、農山

漁村の資源を利活用する交流体験プログラムをパッケージ化し、誘客を促進します。 

○ 「京都モデルフォレスト運動」のボランティア活動を森に親しむ体験の機会としてＰ

Ｒし、賛同する企業やボランティア団体、地域住民など多様な主体の参加交流を促し

ます。 

 

イ ものづくりや先端技術の振興と次世代人材の育成 

○ 北部産業創造センターや高等教育・人材育成機関との連携による技術支援をはじめ、

イノベーション事例の紹介や様々な業種の人材が交流できる場づくりを行い、企業間

の連携や企業と高等教育機関との共同研究等を通じた新産業の創出、販路開拓やビジ

ネスマッチングに取り組みます。 

● 農林水産業、ものづくり産業をはじめとする地域の産業の高付加価値化と持続的発展

に向け、農林水産技術センターの次世代農林水産業・フードテック実証拠点機能を活

かした研究開発、技術実証、技術普及及び人材育成、北部産業創造センターにおける

技術開発や事業化への支援並びにインフラ・物流基盤の強化を進めます。 

● ＡＩをはじめとする先端技術やグローバル化に対応できる人材を育成するため、高等

教育・人材育成機関、地域企業、行政等が連携した実践的な学びを推進し、地域産業

と地域社会を支える次世代人材の育成を進めます。 

○ 海外展開や外国人材との協働も視野に、語学、異文化理解、国際的なビジネス感覚を

備えたグローバル人材の育成を進めます。 

 

ウ 京都舞鶴港海外航路等の活用による人流・物流の拡大 

□港から地域への周遊強化など港湾施設の効果を波及させます。 

○ クルーズ船の京都舞鶴港への寄港に当たって、海の京都・森の京都ＤＭＯ等との連携

による船社への現地ツアープランの提案や、市や関係機関等との連携による港周辺部

のまちなか滞在プログラムの創出・提供等を通じて、クルーズ客等の地域での周遊観

光を促進し人流の拡大に努めます。 

○ 企業立地促進条例の特定産業集積促進制度の活用等により、京都舞鶴港・高速道路網

等の社会基盤を生かした物流関連企業などの立地促進に向け取り組みます。 

 

（４）人や物の交流の基盤となるインフラ網の整備 

□国内外で展開する人流・物流に対応するため、港湾施設の機能強化を推進します。 

○ 取扱貨物量の増加や航路の拡充を見据えた舞鶴国際ふ頭における第２バースの整備促

進とⅡ期整備を推進するとともに、大型クルーズ船の寄港に対応できる第２ふ頭の施

設整備及び周辺緑地の再整備等に取り組みます。 

○ 京都舞鶴港から高速道路へのアクセス機能強化のため、国道 27 号（西舞鶴道路）、

臨港道路上安久線等の道路整備を促進します。 
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□京都舞鶴港のエコ・エネルギーポート化を推進します。 

○ 京都舞鶴港におけるカーボンニュートラルポートの形成を推進し、水素等の次世代エ

ネルギーの利活用を通じて、国土強靭化・リダンダンシーにも資する日本海側のエネ

ルギー拠点づくりを進めます。 

 

□人流・物流や地域の生活を支える道路の整備を推進します。 

○ 京都舞鶴港と北部物流拠点をつなぐ、臨港道路上安久線や国道 27 号西舞鶴道路の整

備、舞鶴若狭自動車道の４車線化を促進します。 

○ 令和５年４月に西日本高速道路株式会社へ移管（宮津天橋立ＩＣから丹波ＩＣ間）さ

れた京都縦貫自動車道について、全国的な高速道路網と一体となった利用促進等を推

進します。 

○ 地域内を結ぶ高速道路網の活用に加えて、円滑な交流活動を促進し、良好な市街地形

成を図るため、福知山市・舞鶴市等の市街地間や綾部市の市街地外縁をつなぐ道路整

備を市と連携して推進します。（小倉西舞鶴線白鳥工区（舞鶴市）、綾部環状道路等） 

○ より広域なエリアでの交流・連携を促進するため、府県間の道路整備を推進します。

（市島和知線（福知山市三和町上川合～台頭）、小浜綾部線（綾部市）） 

○ 移動手段の多様化による自転車利用の増加に対応するため、誘導ラインの設置や舗装

の補修など、自転車の走行環境の整備を進めます。（福知山綾部線、綾部インター線、

小浜綾部線、舞鶴和知線、国道 175 号、舞鶴福知山線） 

 

□利便性向上等により公共交通の活用を促進します。 

○ 地域住民や観光客の移動手段の確保・充実を図るため、ＪＲ山陰本線の高速化・全線

複線化に向け取り組むとともに、ＩＣカードの導入等による利用促進、ＪＲ福知山

線・舞鶴線・小浜線、京都丹後鉄道宮福線・宮舞線への誘客を促進します。 

○ 京都府北部地域連携都市圏公共交通活性化協議会と連携し、路線バスやコミュニティ

バスなど生活交通の維持や、ＭａａＳ（目的地までの移動手段の検索・予約・決済を

一括して行えるサービス）等公共交通利用拡大に向けた取組を通じて地域内の移動・

交通手段の確保を支援します。 
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中丹地域振興計画の数値目標 

 

 

（１）危機に備え、地域で暮らし続けられる「安心できる中丹」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

地域の防犯、防災、交通安全活動などに

取り組んでいる人の割合 
％ 

31.9 

（2025 年度） 
40.0 

大学や防災士と連携してタイムラインの

更新等を行った地域数（累計） 
件 

0 

（2025 年度） 
40 

住んでいる地域は、高齢（者）になって

も暮らしやすい体制（医療、福祉のほか

社会生活全般）が十分に整っていると思

う人の割合 

％ 
78.6 

（2025 年度） 
85.0 

 

（２）誰もが役割を持って活躍できる「はぐくまれる中丹」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

大学生等と連携した新たな地域プロジェ

クト数（累計） 
件 

20 

（2025 年度） 
30 

住んでいる地域が、子どもが育つのに良

い環境だと思う人の割合 
％ 

78.6 

（2025 年度） 
90.0 

京都府は、人権が尊重された豊かな社会

になっていると思う人の割合 
％ 

33.1 

（2025 年度） 
50.0 

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生

きがいを感じるものがある人の割合 
％ 

72.5 

（2025 年度） 
80.0 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

地域の防災、防犯体制の強化・充実によ

り、約 10 ポイントの増加を目指す 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:34.0 

2028 年度:36.0 

2029 年度:38.0 

ア 

イ 

エ 

自主防災組織への防災士等による取組支

援を目標に設定 

中丹広域振興局によ

る把握 

2027 年度:10 

2028 年度:20 

2029 年度:30 

イ 

地域包括ケアシステムの充実や地域交通

等、暮らしやすい地域づくりの推進によ

り、約５ポイントの増加を目指す 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:80.0 

2028 年度:82.0 

2029 年度:84.0 

ウ 

 

 

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

地域の魅力発見を通じた人口減少対策に

つながるよう様々な大学と連携した課題

解決型学習等のプロジェクト形成の増加

を目標に設定 

中丹広域振興局によ

る把握 

2027 年度:22 

2028 年度:24 

2029 年度:26 

ア 

子育て環境の充実を進め、早期に 90％を

めざし、この数値を維持していく 

京都府民の意識調査

（京都府） 

90.0 

（毎年度） 

ア 

イ 

人権尊重の取組を進め、50％をめざす 

京都府人権尊重の共

生社会づくり施策推

進計画に関する府民

調査（京都府） 

－ ウ 

地域住民の活動支援により 80％をめざす 
京都府民の意識調査

（京都府） 

80.0 

（毎年度） 

ウ 

エ 

 

  

地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、計画の最終年度

（2030 年）における数値目標を設定します。 

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画の

期間満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に置き

換えるものとします。 
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（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く中丹」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

森の京都エリアの観光消費額単価 円 
4,400 

（2025 年） 
6,600 

海の京都エリアの観光消費額単価 円 
16,092 

（2025 年） 
24,000 

歴史的な文化遺産や文化財などが社会全

体で守られ、活用されていると思う人の

割合 

％ 
81.1 

（2025 年度） 
90.0 

従業者１人当たりの粗付加価値額（製造

業） 
千円 

18,027 

（2025 年） 
23,500 

クルーズ船寄港回数 回 
13 

（2025 年） 
40 

京都舞鶴港コンテナ取扱量（空コンテナ

含む） 
TEU 

18,239 

（2025 年） 
25,000 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

目標年に基準年の約 1.5 倍 

京都府観光入込

客等調査（京都

府） 

2027 年:4,950 

2028 年:5,500 

2029 年:6,050 

ア 

ウ 

目標年に基準年の約 1.5 倍 

京都府観光入込

客等調査（京都

府） 

2027 年：18,000 

2028 年：20,000 

2029 年：22,000 

ア 

ウ 

歴史的な文化遺産や文化財などを社会全体

で守る取組を進め、90％をめざす 

京都府民の意識

調査（京都府） 

90.0 

（毎年度） 
ア 

目標年に基準年の約 1.3 倍 

経済構造実態調

査 （ 経 済 産 業

省） 

2027 年:19,400 

2028 年:20,800 

2029 年:22,200 

イ 

過去最高の寄港回数（39 回）を上回ること

を目標に設定 

京都府港湾局に

よる実態把握 

2027 年:25 

2028 年:30 

2029 年:35 

ウ 

コンテナターミナルの限界取扱能力であ

る、25,000TEU まで増加させることを目標に

設定 

京都府港湾局に

よる実態把握 

2027 年:20,000 

2028 年:22,000 

2029 年:24,000 

ウ 
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１ 地域のポテンシャル（魅力の源泉） 

（１）防災分野における連携協力体制と交通基盤の整備 

• 近年頻発する豪雨等災害の経験を踏まえ、行政、関係機関、地域の自治組織、関連団体と連携

協力し、防災活動に取り組む機運が高まっています。 

• 京都縦貫自動車道や舞鶴若狭自動車道により関西・中京圏とのアクセスが向上し、山陰近畿自 

動車道の整備進展も期待されます。京都丹後鉄道と合わせた交通基盤は、交流人口の拡大や観

光振興、地域経済のさらなる発展を支える重要な強みとなっています。 

 

（２）誰もが生き生きと活躍するコミュニティの形成 

• 自然環境や住宅環境等の豊かさ、また顔の見える関係性の近さが、合計特殊出生率が京都府や

全国平均に比べ高い水準になるなど子育てのしやすさにつながっています。 

• 100 歳以上の長寿者割合が高く、多くの高齢者が農林水産業や地域活動、伝統文化の継承に携

わるなど、生涯にわたり活躍する地域風土が根付いています。健康長寿と豊かな地域コミュニ

ティは、丹後地域ならではの貴重な人的資源となっています。 

 

（３）丹後地域の魅力発信と愛着の醸成 

• 行政、関係団体等と連携した移住定住支援体制や地域の受入れ環境の整備が進展するとともに、

若者活躍に向けた地域の魅力発信の仕組みが構築できていることが強みです。 

• 郷土教育や探究活動など、各学校において児童・生徒一人ひとりの主体性を大切にした教育活

動が展開されています。 

  

（４）人々を魅了する自然景観やロマンあふれる歴史・文化 

• 天橋立や伊根湾、山陰海岸など世界に誇る自然景観と豊かな地質遺産、170 を超える温泉資源

を有しており、海・山・川が織りなす多様な自然環境と四季の変化は、観光や農林水産業、も

のづくりを支える大きな地域資源となっています。 

• 古代から大陸交流の拠点として栄え、「丹後王国」の歴史や古墳群、伝説・民話、舟屋群やち

りめん街道など多彩な歴史文化資産が今も息づいています。地域固有のストーリー性に富んだ

文化資源は、観光振興や地域ブランド形成の大きな強みとなっています。 

 

（５）豊かな食やものづくりの伝統・技術 

• 丹後産コシヒカリやブランド京野菜、丹後産フルーツ、間人ガニ、伊根ブリなど豊かな食資源

に加え、300 年の歴史を持つ丹後ちりめんや高度な技術力を誇る機械金属産業が集積していま

す。伝統と先端技術が共存する産業基盤は、地域経済の持続的な発展を支える大きなポテンシ

ャルを有しています。 
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２ 地域のポテンシャルを活かした重点プロジェクト 

丹後地域のポテンシャルを最大限に活かして、以下の重点プロジェクトを展開します。 

   

（１）災害に強い安心・安全な丹後地域構築プロジェクト 

• 豪雨災害による被災箇所の早期復旧に取り組むとともに、豪雨や地震などの災害による被害を

食い止め、地域住民の安全な暮らしを確保するため、道路の強靱化と維持管理を行うとともに、

河川整備や治山対策を推進します。 

• 地域住民の安全を守るため、丹後大震災 100年を契機として、丹後全域で避難訓練を推進する

とともに、市町や関係機関と連携し、防災意識向上のための啓発やタイムライン作成支援、防

災リーダー研修等を実施するとともに、防災人材の活用や情報伝達体制の充実、防災体制を充

実・強化します。 

• 観光客等関係人口の安全を守るため、地域や関係機関と連携し、観光危機管理の取組を進めま

す。 

 

（２）あらゆる人の笑顔があふれる丹後地域づくりプロジェクト 

• 安心して産み育てられる子育て環境を充実させるため、子どもの居場所づくりやコミュニティ

の場づくりに取り組みます。 

• 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる環境を確保するため、府立医科大学附属北部医療

センターの機能強化等、医療提供体制の整備と医療・介護・福祉一体型の地域包括ケアシステ

ムの充実に必要な連携体制の構築に取り組みます。 

• 地域住民や訪問者の移動手段を確保するため、ＭａａＳの活用による公共交通利便性の向上を

図るとともに自動運転バスの実証を実施します。 

 

（３）丹後地域を支える人材確保・育成プロジェクト 

• 地域の活力の源となる若者や女性が丹後地域に住み続けたい、戻ってきたいと思える地域づく

りを進めるため、「丹後わかもの夢実現プロジェクト」の取組を推進し、丹後で頑張る若者の夢

や希望が実現できる取組や未来の丹後を切り拓く担い手づくり等を推進します。 

• 地域産業や地域活動を支える人材を確保するとともに、多様な人材が互いに認め合いながら活

躍できる地域を実現するため、人材確保・育成の取組を実施し、多様な主体が参画できる環境

を整備します。 

• 将来を担う若者が地域に定着し、地域社会を支える人材として成長できるよう、教育機関や地

域と連携し、郷土への誇りと愛着を育む質の高い教育を提供するとともに、若者目線での情報

発信や起業支援に取り組みます。 

• 移住希望者の増加や関係人口の更なる創出を図るため、移住者が安心して地域に定住できる受

入体制や生活環境を整備するとともに、地域の魅力ある人材との交流を促進します。 
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（４）「海の京都」深化プロジェクト 

• 丹後の豊かな自然、歴史・文化、食、ものづくりなどの地域資源の価値を高め、観光消費の拡

大と滞在時間の延長につなげるため、地域ブランドを強化するとともに、これらの資源を活用

した宿泊・体験型観光を展開します。 

• ランドマークである天橋立の世界遺産登録に向けた取組を進めます。 

• 丹後天橋立ミュージアムを拠点とした周遊観光の取組を進め、丹後地域が有する歴史・文化・

自然の価値を国内外に発信するとともに、来訪者の周遊促進につなげます。 

 

（５）地域が誇りを持てる活力ある産業づくりプロジェクト 

• 農林水産業の生産性と収益性を高め、持続可能な農業経営を実現するため、農地の集積・集約

化や基盤整備、有害鳥獣対策を進めるとともに、気候変動に対応した品種やスマート技術の導

入、地域の観光産業との連携強化を実践します。 

• 地域の基幹産業であるものづくり産業の競争力を強化し、持続的な発展につなげるため、他産

地や異業種との連携体制を構築し、高付加価値化や新分野展開に取り組む事業者を支援します。 
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３ 「わくわくする丹後」の実現に向けた対応の方向性 

「わくわくする丹後」の実現に向けて、４つの柱に基づき施策を推進します。 

 

（１）危機に備え、地域で暮らし続けられる「安心できる丹後」 

• 大規模自然災害等に備え、ハード・ソフト両面から防災・減災や強靱化を進めるとともに、子

どもから高齢者まで、誰もが健康で生き生きと、安心して暮らし続けることのできる丹後をめ

ざします。 

 

（２）誰もが役割を持って活躍できる「はぐくまれる丹後」 

• 丹後に住み関わる一人ひとりが、それぞれの力を発揮して地域産業やコミュニティを支え、人

材の確保・育成による地域活性化の好循環を生み出すとともに、移住者や応援する人、子ども

たちまで誰もが地域の担い手としていきいきと活躍できる丹後をめざします。 

 

（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く丹後」 

• 丹後が受け継いできた豊かな自然や歴史・文化、食、ものづくりの伝統と高度な技術、産業基

盤の強みを生かし、観光・織物・機械金属・農林水産などの地場産業の発展と新たな産業の創

出を進め、地域が誇りを持てる活力と魅力あふれる丹後をめざします。 

 

（４）人や物の交流の基盤となるインフラ網の整備 

• 道路や鉄道などの交通ネットワークの整備、利便性向上を進めるとともに、道路強靭化や河川

改修、治山事業、土砂災害対策等の防災基盤整備を推進し、安全で持続可能な丹後地域づくり

を進めます。 
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４ 具体的施策 

（１）危機に備え、地域で暮らし続けられる「安心できる丹後」 

ア 災害に強い安全な地域の構築 

□防災・減災対策を進めるため、市町や関係機関との連携を強化するとともに、地域住民の防

災意識を高めるための取組を支援します。 

● 地域住民の安全を守るため、丹後大震災 100年を契機として、丹後全域で避難訓練を推進

するとともに、市町や関係機関と連携し、防災意識向上のための啓発やタイムライン作成

支援、防災リーダー研修等を実施するとともに、防災人材の活用や情報伝達体制の充実、

防災体制を充実・強化します。 

● 観光客等関係人口の安全を守るため、地域や関係機関と連携し、観光危機管理の取組を進

めます。 

○ 福祉避難サポートリーダーの養成を推進します。 

 

□河川整備、土砂災害対策、河道内の樹木、堆積土砂の撤去、防災上重要な道路の法面対策な

ど、総合的な防災対策を推進します。 

● 豪雨災害による被災箇所の早期復旧に取り組むとともに、豪雨や地震などの災害による被

害を食い止め、地域住民の安全な暮らしを確保するため、道路の強靭化と維持管理を行う

とともに、河川整備や治山対策を推進します。 

○ 丹後沿岸の海岸において、津波、高潮、海岸侵食等への対策として、突堤、離岸堤、護岸

等の海岸保全施設等の整備を推進します。 

 

□浸水常襲地や近年の被災地の浸水被害解消を図るため、河川整備計画に基づく河川改修等を

推進します。  

○ 河川整備計画に基づき河川改修を推進します（福田川（本川、新庄川）、野田川（加悦奥川）、

竹野川（本川、小西川）、川上谷川、佐濃谷川）。 

○ 由良川（国管理区間）の河道掘削や堤防整備などを河川整備計画に基づき促進します。 

 

□災害による孤立化等を防ぐため、道路の強靱化を推進します。 

○ 国道 178号（里波見～長江工区）の道路強靱化を推進します。 

○ 法定点検等の結果に基づき、橋りょうやトンネルなどの公共インフラの長寿命化対策を計

画的に実施します。 

○ 国道 178号や国道 312号など防災上重要な道路の法面対策等を推進します。 

 

□山地荒廃に起因する土砂流出を伴う災害を防止するため、山林から海まで水系一貫となる土

砂災害防止対策を推進します。 

○ 河川の流下断面確保のため堆積土砂の継続的な浚渫
しゅんせつ

（大手川・野田川等）を実施します。 
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○ 土砂災害対策施設について、避難所や要配慮者利用施設が立地する土砂災害特別警戒区域

内の整備を重点的に推進します（中谷川支川等）。 

○ 砂防施設（イガ口川、平地川、真名井川、梨ヶ谷川、蛇又ヶ川、大橋川、第一辻川、中谷

川支川等）や急傾斜地崩壊対策施設（谷内、小坪、谷、泉等）の整備を推進します。 

○ 荒廃森林の適正な整備及び山地災害危険箇所における計画的な治山施設整備による災害

に強い森づくりを推進します。 

○ 台風・豪雨の激甚化を踏まえ、山地災害危険地区及び公共インフラ等への影響が懸念され

る箇所における危険木の除去など予防対策の推進と、市町と連携した住民周知・防災対策

による防災意識の向上を図ります。 

 

□「防災重点農業用ため池」の劣化状況などに応じた計画的な改修や廃池など防災対策を推進

します。 

○ 防災重点農業用ため池の劣化状況評価や地震・豪雨耐性評価の結果に基づき、計画的な改

修や廃池を推進するとともに、避難訓練や地域住民への周知など、ため池安心安全マップ

を活用した取組を支援します。 

 

□原子力災害に備えた防災対策を進めます。 

○ 原子力発電所のＵＰＺ（概ね 30㎞）圏内の住民の避難路の整備を推進します。 

 

イ 安心して暮らせる地域づくり 

□子どもの明るい笑顔があふれるいきいきとした地域を目指して、子育て環境日本一の取組を

推進します。 

● 安心して産み育てられる子育て環境を充実させるため、子どもの居場所づくりやコミュニ

ティの場づくりに取り組みます。 

○ 丹後地域の魅力創出・発信や丹後地域で地域活動や起業に取り組もうとチャレンジする若

者の支援等、若者を地域に惹きつける取組を推進します。 

○ 地域で子育て支援活動に取り組む団体の創出やネットワーク化を支援します。 

○ 「WEラブ赤ちゃんプロジェクト」の展開やキッズフレンドリー施設の普及などにより、子

育てに寄り添う地域づくりを推進します。 

○ 子どもが安心して遊べる居場所づくりなど、市町が取り組む子育てにやさしいまちづくり

を支援します。 

○ 地域の歴史、文化、伝統産業等に関する学習や体験、地域との交流等を通してふるさと丹

後への愛着や誇りを深める取組を推進します。 

○ 安全な通学路を確保するため歩道整備を推進します（国道 312号（栃谷）、網野峰山線（郷）

等）。 

○ 丹後地域特有の秋から冬にかけ荒天が多い気候を踏まえ、屋内施設を有する大規模レジャ

ー施設の誘致や子育て支援団体への働きかけ等、荒天時に子育て世代が困らないための施

策を推進します。 
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□府立医科大学附属北部医療センターの機能強化や医師派遣機能の充実など、丹後医療圏にお

いて安心して暮らせる地域医療体制を構築します。 

○ 府立医科大学附属北部医療センターが、地域における中核病院としての役割を果たすため

に、医療需要や疾病構造の変化を踏まえた施設・設備の整備を行うなど機能強化に向けた

取組を推進します。 

○ 丹後圏域保健医療協議会や丹後地域医療構想調整会議、丹後医療圏域内６病院との連携を

さらに強化し、地域の実情を踏まえた病床機能など医療供給体制を確保します。 

 

□新型コロナウイルス感染症対策の経験を生かして、新たな感染症等の発生時にも速やかに対

応できる体制を整えます。 

○ 感染症患者等を受入れるために必要な人材の育成に向けて、関係団体や医療機関が行う研

修等の取組を支援します。 

○ 介護職員が感染症発生時において速やかな対応が行えるよう、感染対策に係る知識の普

及・啓発のための研修会の開催等の取組を支援します。 

 

□医療・介護・福祉一体型の地域包括ケアシステムの充実により、安心して暮らせる地域づく

りを推進します。 

● 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる環境を確保するため、府立医科大学附属北部

医療センターの機能強化等、医療提供体制の整備と医療・介護・福祉一体型の地域包括ケ

アシステムの充実に必要な連携体制の構築に取り組みます。 

 

□野生動物による生活環境被害を防止するため、共存に配慮しながら、捕獲等対策を強化しま

す。 

○ 有害鳥獣の捕獲強化と個体管理の推進と防護柵の適切な管理や農地周辺環境の整備、捕獲

の担い手確保等の取組を強化します。 

 

□持続可能な地域を目指し、水平型に連携して施策を展開する京都府北部地域連携都市圏形成

推進協議会との協働を進めます。 

○ 京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会による、人口減少・少子高齢化社会に対応した

持続可能な地域づくりを目指した政策間連携の深化を支援します。 

 

ウ 元気に住み続けられる環境の整備 

□「ワールドマスターズゲームズ 2027 関西」の開催を契機としたスポーツへの機運の高まり

を継続・発展させるため、市町と連携し、さらにスポーツに親しむことができる環境づくり

を推進します。 

○ 丹後大学駅伝等の競技大会の開催など、スポーツを通じた地域活性化や交流促進を支援し

ます。  
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□市町や様々な団体と連携し、誰もが文化に親しめる地域を構築します。 

○ 丹後地域に配置する地域アートマネージャーを中心に、地域の文化団体や市町等と連携し

て、文化芸術活動を通じた地域活性化、文化芸術に携わる人材育成の取組を推進します。 

○ 丹後天橋立ミュージアムリニューアルオープンを契機として、同館を丹後の歴史・文化・

観光のハブと位置付け、地域と連携し天橋立の魅力を発信するとともに、天橋立を中心と

した丹後地域の豊かな歴史・文化資源を活かした周遊観光の取組を推進します。 

 

□市町や地域団体などと連携し、地域外の力も借りて、地域の環境やコミュニティを守るため

の取組を強化します。 

○ 阿蘇海環境づくり協働会議を中心に、市町、地域の住民や企業、大学生ボランティアとと

もに、阿蘇海の環境改善に向けた啓発等の取組を推進します。 

○ 天橋立地域をはじめとする海面における水上オートバイ等の秩序ある安全航行など、海面

利用における安全対策に係る取組を推進します。 

○ 商店街や個店のＤＸ化を促進し、高齢者や子どもの見守り、子育て世代への支援など、地

域のコミュニティの場としての機能の発揮に向けて取り組む商店街を支援します。 

  

□市町や様々な団体と連携し、住民の移動手段を確保するための取組を推進します。 

● 地域住民や訪問者の移動手段を確保するため、ＭａａＳの活用による公共交通利便性の向

上を図るとともに自動運転バスの実証を実施します。 

○ 京都府北部地域連携都市圏公共交通活性化協議会と連携し、京都丹後鉄道の利用促進をは

じめ公共交通の利用拡大に向けた取組を支援します。 

 

（２）誰もが役割を持って活躍できる「はぐくまれる丹後」 

ア 移住・定住や地元への若者の定着の促進 

□移住・定住に係る市町担当課や関連団体との連携により地域一体となって移住・定住を促進

します。 

○ 「京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例」に基づく「移住促進特別区

域」の拡大を図るとともに、居住可能な空き家物件の空家バンクへの登録促進や移住者が

居住する空き家の改修等を支援します。 

○ 北部地域連携都市圏形成推進協議会が運営する京都府北部ＵＩターンプロジェクト「たん

たんターン」との連携を推進します。 

○ 丹後に興味のある若者と地域を支える魅力的な人材との交流促進等、移住者や関係人口が

住民とともに地域社会の担い手として活躍できる地域づくりを推進します。 

 

□移住者が、地域で安心して生活できるよう、住居の確保だけでなく、就学、就業、出産、子

育て、地域での役割等の必要な情報提供を行うなど、総合的な支援を実施します。 

○ 移住者と地域とのミスマッチを防ぐため、地域の魅力や移住者に求める人物像などを地域

自らが積極的に発信する取組を支援するとともに、移住が円滑に進むようジェンダーギャ

ップ等にも着目し受入地域における住民意識の醸成を図ります。 
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□将来を担う若者の地域定着や多様な関係人口が活躍できる地域づくりを推進します。 

● 地域の活力の源となる若者や女性が丹後地域に住み続けたい、戻ってきたいと思える地域

づくりを進めるため、「丹後わかもの夢実現プロジェクト」の取組を推進し、丹後で頑張る

若者の夢や希望が実現できる取組や未来の丹後を切り拓く担い手づくり等を推進します。 

● 将来を担う若者が地域に定着し、地域社会を支える人材として成長できるよう、教育機関

や地域と連携し、郷土への誇りと愛着を育む質の高い教育を提供するとともに、若者目線

での情報発信や起業支援に取り組みます。 

● 移住希望者の増加や関係人口の更なる創出を図るため、移住者が安心して地域に定住でき

る受入体制や生活環境を整備するとともに、地域の魅力ある人材との交流を促進します。 

○ 若者や女性の目線による丹後の魅力の創出・発信や起業支援に取り組むなど、若者や女性

を地域に惹きつける取組を推進します。 

○ 市町が進める二地域居住やふるさと住民登録等関係人口創出につながる取組や関係人口を

移住定住につなげる取組を支援します。 

 

イ 地域企業等と連携した人材の確保・育成 

□就業支援機関、人材育成機関、産業支援機関、移住施策支援機関と協力し、企業や事業所の

人員確保と人材育成を支援します。 

● 地域産業や地域活動を支える人材を確保するとともに、多様な人材が互いに認め合いなが

ら活躍できる地域を実現するため、人材確保・育成の取組を実施し、多様な主体が参画で

きる環境を整備します。 

○ 市町や産業分野の枠を超えて、高齢者や業務経験者、子育て世代等地域の潜在労働力を活

用する仕組みづくりや外国人労働者等を確保するための取組を推進します。 

 

□農村の集落機能の維持や農地保全に向けて、多様な人材による担い手の確保や集落営農組織

等が中核となった地域の合意形成に向けた取組を支援します。 

○ 農業従事者以外の農村居住者に対して、農地の持つ多面的機能の理解を促し、保全活動へ

の積極的な参加を促進します。 

○ 農福連携や季節労働者、外国人労働者の雇用など、多様な人材による農林水産業の担い手

の確保の取組を支援します。 

 

□海の民学舎生などの意欲ある担い手に漁業が確実に承継されるとともに、経営力の高い生産

者（漁業者・企業）が意欲的かつ効果的な経営を実践できるよう環境整備を推進します。 

○ 現状のニーズにあわせ、海の民学舎のカリキュラムの最適化や海洋高校との連携強化を図

り、若い世代の人材育成を図ります。 

 

ウ 誰もが生き生きと暮らせ、人権が尊重される社会の実現 

□単独では集落機能を維持することが困難な農村集落が連携する「農村型地域運営組織（農村

ＲＭＯ）」の構築を進めます。 
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○ 農地の保全や生活支援などの地域活動とともに、地域資源を活用した収益活動を行う「農

村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の設立を目指す取組を、市町に配属された「地域おこし

協力隊」等と連携し支援します。 

 

□ＮＰＯ等の活動を支援するとともに、ＮＰＯ等と行政・民間企業等との連携を進め、地域の

多様な主体によるプラットフォームを構築し、地域の課題に対応した取組を推進します。 

○ 地域課題解決に向けた活動を支援する地域未来づくりプロジェクトを推進するとともに、

ＮＰＯパートナーシップセンター機能の充実により地域団体の活動を支援します。 

 

□高齢者・障害者や在留外国人など、多様な人々が地域を担う一員として安心して生活し活躍

できるよう、市町等と連携し、多文化共生をはじめとする地域づくりの取組を推進します。 

○ 丹後圏域障害者自立支援協議会を中心に、障害者の自立に向けた支援を実施します。 

○ 高齢者が持つ技術・経験の積極的な活用を図るとともに、次世代への継承のための取組を

支援します。 

○ 市町や関連団体と連携し、外国人住民の生活や災害時の支援を行うサポート体制の整備、

交流の場の創出など多文化共生の取組を推進します。 

○ 部落差別をはじめ女性、高齢者、障害者、外国人、ＬＧＢＴなど性的少数者等に対する様々

な人権問題に対し、あらゆる機会を通じた多様な教育の実施や、人権強調月間・人権週間

における取組を推進するとともに、人権問題法律相談など相談体制の充実を図ります。 

 

エ 丹後の未来を担う人づくり 

□丹後で生まれ育つ子どもたちがふるさと丹後に誇りと愛着をもち、次代の地域づくりの担い

手となるような教育を進めます。 

○ 地域の歴史、文化、伝統産業等に関する学習や体験、地域との交流等を通してふるさと丹

後への愛着や誇りを深める取組を推進します。（再掲） 

 

□丹後の子どもたちや地域外の住民・企業等に丹後の農林水産業や農山漁村の魅力を発信し、

未来の農山漁村を支える人の拡大を図ります。 

○ 地域外の人や団体と連携して、農山漁村集落の維持・活性化に向けた活動を行う「参加型

住民づくり事業」をはじめ、子どもたちが農村の多面的機能を学習・体験する「ふるさと

発見隊」や都市住民がふるさとの守り手として参加する「さとボラ」、学校と農村地域が連

携する「教育実践パートナーシップ活動」などの取組を推進します。 

 

□食育を通じた未来の丹後を担う人づくりを進めます。 

○ 食育活動のネットワーク化や、地域で食育を推進する中核的な食育ボランティアの育成を

図るとともに、地域住民が丹後地域への愛着を深め、丹後の食文化を発信できるよう、丹

後ならではの食育を推進します。 
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□地域と大学生との協働事業を推進し、地元の高校生等との交流を通じ、未来を担う人づくり

を進めます。 

○ 地元高校生等と丹後地域で活動する大学生等との交流を通じて、地域の未来を担う高校生

が地域に主体的に関わろうとする意識をはぐくむ取組を推進します。 

 

（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く丹後」 

ア 「海の京都」構想の更なる深化 

□京都府北部地域連携都市圏振興社（通称：海の京都ＤＭＯ）と連携し、「海の京都」のブラン

ド力向上、食・文化・地域産業・自然景観など丹後の多彩な地域資源を活用した国内向けの

観光誘客を推進するとともに、インバウンド誘客のための海外プロモーション事業を推進し

ます。 

● 丹後の豊かな自然、歴史・文化、食、ものづくりなどの地域資源の価値を高め、観光消費

の拡大と滞在時間の延長につなげるため、地域ブランドを強化するとともに、これらの資

源を活用した宿泊・体験型観光を展開します。 

● ランドマークである天橋立の世界遺産登録に向けた取組を進めます。 

● 丹後天橋立ミュージアムを拠点とした周遊観光の取組を進め、丹後地域が有する歴史・文

化・自然の価値を国内外に発信するとともに、来訪者の周遊促進につなげます。 

○ 丹後天橋立ミュージアムへのアクセス手段の向上について関係機関と取り組むことによ

り、有名観光地に集中する観光客の丹後天橋立ミュージアムへの流れを創出します。 

○ 観光関連団体等と連携し、ナイトミュージアムや夜間ライトアップ等のナイトタイムエコ

ノミーを推進します。 

○ 海産物や果樹等、丹後産農林水産物を活かした「食」の魅力向上、食・自然・文化など地

域の魅力ある観光資源を組み合わせた体験型、高付加価値型、２泊３日以上の宿泊滞在型

観光の充実を図ります。 

○ 織物・機械金属業等の地場産業を活かし、地域の魅力向上や地域資源の高付加価値化を図

ります。 

○ 丹後地域における関係人口の創出・拡大を図るため、市町や関係団体と連携した取組を推

進します。 

○ 十分活用されていない地域資源の活用可能性を検討します（経ヶ岬周辺、世屋高原、丹後

縦貫林道等）。 

○ 古代丹後王国の史跡・文化財を活用した周遊の仕掛けづくりとウォーターフロントの観光

資源の拡充を図ります。 

 

□天橋立の世界文化遺産登録をめざし、丹後の自然環境や文化の保全・発信・活用とともに、

地元での機運醸成の取組を進めます。 

○ 白砂青松の天橋立を後世に継承するため、天橋立公園松並木景観保全計画等に基づく松並

木や砂浜の適正な保全等の取組を推進します。 

○ 丹後の歴史・文化・観光拠点となる丹後天橋立ミュージアムをハブ施設として地域と連携

し、天橋立の魅力を発信するとともに、天橋立を中心とした周遊観光を促進します。 
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□丹後の自然・景観・歴史・文化などを間近に体感できる周遊観光のツールとして自転車を活

用する取組を推進します。 

○ ナショナルサイクルルートの指定に向け自転車道のリニューアルや丹後地域の観光地を

巡るサイクリングコースの路面表示等の整備や活用を推進します。 

 

イ ものづくり産業等地域産業の振興 

□「絹織物といえば丹後」と言われるような、世界中から人を惹きつけ、注目される産地づく

りを進めます。 

○ 丹後織物の販路拡大を目指し、「TANGO OPEN CENTER」を拠点に、海外をはじめ商談機会の

さらなる創出を図るとともに、国内外のクリエイターの創作活動の拠点として新たな商品

づくりを支援します。 

○ 西陣織・京友禅・丹後織物の３つの産地が連携し、ファッションやインテリア業界等国内

外の様々なブランドにおいて活用され、経済的・産業的価値を生み出せる商品づくりとそ

れを実現する生産体制の再構築を展開します。 

○ ＳＮＳやオープンファクトリー等を通じ、丹後のものづくり産業の魅力を広く発信します。 

 

□丹後織物の次世代への技術継承を図るとともに、市場ニーズに合った商品開発を推進します。 

○ 各工程技術や織機調整技術などを次世代に継承する取組を行うとともに、織物業を中心と

する若手事業者等を対象に、地域内企業が持つノウハウや販売チャンネル等地域内リソー

スを活かし、新分野進出を支援する異業種連携プラットフォームを構築します。 

○ 若者やＵＩターン者など、人材確保につなげる織物産地の魅力発信や人材の受入れを支援

します。 

○ 持続可能な産地生産体制の確保のため、加工・生産設備導入支援、異業種連携による調達

困難な機料品の代替品試作等を実施します。 

 

□機械金属業において、中小企業の新分野進出を支援するとともに、ＡＩ・ＩｏＴ技術等を活

用した支援を実施します。 

○ 外部の専門家（京都府中小企業特別技術指導員）も活用した技術支援や勉強会など目指す

新産業への参入を後押しする取組を推進します。 

○ ＩｏＴを活用したシステム導入やＩｏＴ人材の育成を推進します。 

 

□地元教育機関や産業団体等と連携しものづくり産業の人材確保対策を進めます。 

○ 将来を担う人材を確保するため、学齢（小中高大学生）に応じた取組や、大学教員や地域

住民の地域産業理解を深める取組を継続的に実施します。 

 

□産業団体等と連携し企業の技術力向上や企業の新分野進出を支援します。 

● 地域の基幹産業であるものづくり産業の競争力を強化し、持続的な発展につなげるため、

他産地や異業種との連携体制を構築し、高付加価値化や新分野展開に取り組む事業者を支
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援します。 

○ （公財）京都産業 21 北部支援センターと連携し、ものづくり事業者の育成と高度化を図

る研修のほか、新分野進出に必要な国際的認証取得など時代の潮流に沿ったセミナーを開

催します。 

○ サステナブルパークへの企業誘致を推進します。 

○ 企業の技術力向上や新分野進出に向け、丹後地域の農林水産業等が抱える課題解決のため

の、機械金属や織物関連企業の強みを生かした新技術や新商品開発の取組を支援します。 

○ 企業の技術力や市場動向に応じた商品開発・技術開発を具体的に提案する「提案型研究開

発」を推進します。 

 

□厳しい経営環境にある中小企業の経営と円滑な事業承継を支援します。 

○ 金融機関、経営支援機関が一体となった伴走支援体制を構築し、厳しい経営環境にある中

小企業の実状を踏まえたきめ細かな経営相談等の実施により事業継続を支援します。 

 

ウ 「食」や「暮らし」を支える農林水産業の振興 

□丹後地域の農林水産業における栽培・生産技術の向上等を図る取組を推進します。 

● 農林水産業の生産性と収益性を高め、持続可能な農業経営を実現するため、農地の集積・

集約化や基盤整備、有害鳥獣対策を進めるとともに、気候変動に対応した品種やスマート

技術の導入、地域の観光産業との連携強化を実践します。 

○ 常態化する猛暑・渇水への対策に向けて耐性品種の開発や新たな農作物への挑戦を支援し

ます。 

○ 丹後地域の特産物であるコメ、果樹、加工契約野菜など、近年の気候変動に対応した技術

改良など研究の面から生産を支えます。 

 

□農地集積・集約化による生産性の向上や、高収益作物の導入を進めるため、生産基盤の整備

に取り組みます。 

○ 農地の大区画化・汎用化や用排水施設の改良、スマート技術を組み合わせた先進的な技術

導入や農業生産基盤の整備を推進します。 

○ 国営開発農地を次世代の担い手へ円滑に継承するため、トレーニングファームや実践農場

を実施し、担い手の確保・育成を推進します。 

○ ジャストインタイム物流の実現に向けた実証に取り組みます。 

 

□ブランド力向上や新たな販売チャネルの拡大などによる所得向上への取組を支援します。 

○ 果樹等を中心とした海外輸出や観光事業者との連携など、実需者ニーズを踏まえた農林水

産物の品質の向上や新たな販売チャネルの拡大を支援します。 

○ フードテック実証見学等の観光コンテンツ化を掛け合わせ、稼げる一次産業を実現します。 

○ 丹後王国「食のみやこ」を拠点として農業のショーケース化を図ります。 
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□森林整備の推進や森林資源の活用拡大の取組を支援します。 

○ 京都府豊かな森を育てる府民税や森林環境譲与税を活用し、森林整備や地域産木材の利用

拡大を通じた森林資源の循環利用と担い手の確保・育成を推進します。 

 

□畜産農家の法人化を進めるとともに、第三者経営継承等により畜産の担い手を確保します。 

○ 新規就農者の確保や担い手の育成・定着を推進します。 

 

□漁業振興を図るため、「養殖生産の拡大」と「観光との連携」を軸とする施策を集中して展開

するとともに、意欲ある担い手への承継を推進します。 

○ 安定的な二枚貝（トリガイ等）養殖等高水温に対応した養殖技術の改良や高水温に強い新

品種の育成を推進します。 

○ 京都らしさを活かした新しいブランド水産物を開発します。 

○ 現状のニーズにあわせ、海の民学舎のカリキュラムの最適化や海洋高校との連携強化を図

り、若い世代の人材育成を図ります。（再掲） 

○ 海洋センターの機能強化を図ります。 

 

□農山漁村が有する地域資源を活かした観光コンテンツ創出を支援します。 

○ 農山漁村の暮らしを体験し、地域との交流を生み出す農家民宿や漁家民宿の開業を支援し

ます。 

 

□有害鳥獣対策に取り組みます。 

○ 有害鳥獣の捕獲強化を図るとともに、防護柵の適切な管理や農地周辺環境の整備、捕獲の

担い手確保等の取組を推進します。 

 

（４）人や物の交流の基盤となるインフラ網の整備 

ア 地域産業を支える基盤整備 

□海の京都観光圏の観光ルートの形成や地場産業に係る流通を強化するとともに、地域住民の

暮らしの利便性向上を図るなど、京都府北部地域のさらなる活性化に寄与する山陰近畿自動

車道の早期全線開通を促進するとともに、アクセス道路の整備を推進します。 

○ 山陰近畿自動車道の早期全線開通に向け、京丹後大宮ＩＣ～（仮称）網野ＩＣ間の整備、

（仮称）網野ＩＣ～（仮称）城崎温泉ＩＣ間のルート確定を促進します。 

○ インターチェンジアクセス道路の整備を推進します。（国道 312号大宮峰山インター線） 

 

□地域住民の暮らしの利便性向上を始め、歩行者等の安全や観光振興に寄与する国道 178号な

どの丹後半島一周道路や、山陰海岸ジオパーク関係路線の整備を推進します。 

○ 国道 178号（カマヤ工区、袖志工区） 

○ 網野岩滝線（外村バイパス、男山バイパス) 

○ 浜丹後線（上野平バイパス) 

○ 間人大宮線（丹後工区） 
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○ 宮津養父線（岩屋峠） 

○ 掛津峰山線（丹波バイパス) 

○ 久美浜湊宮浦明線（西回り線） 

○ 国道 312号（五箇～鱒留バイパス） 

 

□地域住民の生活や地場産業の発展を支える重要な道路の総合的な防災対策を推進します。 

○ 国道 178号（宮津市日置～伊根町）の道路強靱化を推進します。 
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丹後地域振興計画の数値目標 

 

 

（１）危機に備え、地域で暮らし続けられる「安心できる丹後」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

地域の防犯、防災、交通安全活動などに取

り組んでいる人の割合 
％ 

36.4 

（2025 年度） 
45.0 

振興局が連携し、子育て支援団体が取り組

む活動数（延べ） 
件 

５ 

（2025 年度） 
30 

住んでいる地域は、高齢（者）になっても

暮らしやすい体制（医療、福祉のほか社会

生活全般）が十分に整っていると思う人の

割合 

％ 
77.4 

（2025 年度） 
85.0 

 

（２）誰もが役割を持って活躍できる「はぐくまれる丹後」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

将来、丹後に住みたいと思う管内高校生３

年生の割合 
％ 

47 

（2025 年度） 
55 

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生き

がいを感じるものがある人の割合 
％ 

74.1 

（2025 年度） 
80.0 

京都府は、人権が尊重された豊かな社会に

なっていると思う人の割合 
％ 

33.1 

（2025 年度） 
50.0 

住んでいる地域が、子どもが育つのに良い

環境だと思う人の割合 
％ 

77.4 

（2025 年度） 
90.0 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

地域の防災、防犯体制の強化・充実により、

約 10 ポイントの増加をめざす 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:39.0 

2028 年度:41.0 

2029 年度:43.0 

ア 

子育て環境の課題解決に繋がる活動を推

進するため、基準値から６倍の活動数をめ

ざす 

丹後広域振興局によ

る実態把握 

2027 年度:12 

2028 年度:18 

2029 年度:24 

イ 

地域包括ケアシステムの充実や地域交通

等、暮らしやすい地域づくりの推進によ

り、約 5ポイントの増加をめざす 

京都府民の意識調査

（京都府） 

2027 年度:79.0 

2028 年度:81.0 

2029 年度:83.0 

イ 

 

 

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

2030 年に 55％を目指す。 

丹後教育局による高

校生意識調査アンケ

ート 

2027 年度:49 

2028 年度:51 

2029 年度:53 

ア 

地域住民の活動支援により 80％をめざす 
京都府民の意識調査

（京都府） 

80.0 

（毎年度） 
ウ 

人権尊重の取組を進め、50％をめざす 

京都府人権尊重の共

生社会づくり施策推

進計画に関する府民

調査（京都府） 

－ ウ 

子育て環境の充実を進め、早期に 90％をめ

ざし、この数値を維持していく 

京都府民の意識調査

（京都府） 

90.0 

（毎年度） 
エ 

 

地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、計画の最終年度（2030

年）における数値目標を設定します。 

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画の期

間満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に置き換え

るものとします。 
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（３）受け継がれてきた多彩な魅力にあふれる「輝く丹後」 

指標名称 単位 基準値 数値目標 

歴史的な文化遺産や文化財などが社会全

体で守られ、活用されていると思う人の割

合 

％ 
77.2 

（2025 年度） 
90.0 

海の京都エリアの観光消費額単価 円 
16,092 

（2025年） 
24,000 

丹後天橋立ミュージアム年間入館者数 人 ‐ 50,000 

従業者１人当たりの粗付加価値額（製造

業） 
千円 

9,365 

（2025 年） 
12,000 

低コスト・省力生産を行う作付面積 ha 
36 

（2025 年度） 
100 
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 
関連 

方策 

歴史的な文化遺産や文化財などを社会全体

で守る取組を進め、90％をめざす 

京都府民の意識調

査（京都府） 

90.0 

（毎年度） 
ア 

目標年に基準年の約 1.5倍 
京都府観光入込客

等調査（京都府） 

2027 年：18,000 

2028 年：20,000 

2029 年：22,000 

ア 

リニューアル効果及び継続的な魅力向上に

より、50,000人をめざす 

丹後天橋立ミュー

ジアムによる実態

把握 

2027 年度:25,000 

2028 年度:45,000 

2029 年度:47,000 

ア 

目標年に基準年の約 1.3倍 
経済構造実態調査

（経済産業省） 

2027 年:10,000 

2028 年:10,700 

2029 年:11,400 

イ 

毎年 15ha増加させ、2030 年に 100ha をめざ

す 

丹後広域振興局に

よる実態把握 

2027 年度:65 

2028 年度:80 

2029 年度:95 

ウ 
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